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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会の概要 

 

日時 令和４年１０月２０日（木） 開会 午前１０時  

               散会 午後 ３時３８分 

 令和４年１０月２１日（金） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ０時２６分 

 令和４年１０月２４日（月） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ３時２０分 

 令和４年１０月２６日（水） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ３時５８分 

 令和４年１０月２８日（金） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ４時４９分 

 令和４年１０月３１日（月） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ４時２５分 

 令和４年１１月 ２日（水） 開会 午前１０時 

               散会 午後 ３時１４分 

 令和４年１１月 ４日（金） 開会 午前１０時 １分 

               閉会 午後 ４時 １分 

 

場所 第３委員会室 

 

出席委員 日下部伸三委員長 

 内沼博史副委員長 

石川誠司委員、小川直志委員、杉田茂実委員、阿左美健司委員、齊藤邦明委員、 

横川雅也委員、神尾高善委員、本木茂委員、金野桃子委員、八子朋弘委員、 

鈴木正人委員、権守幸男委員、蒲生徳明委員、辻浩司委員、田並尚明委員、 

前原かづえ委員 

 

欠席委員 なし 

 

説明者 「決算特別委員会における説明者、発言」のとおり 

 

会議に付した事件 

 議案 

議案番号 件              名 

第１２５号 令和３年度埼玉県の一般会計及び特別会計決算の認定について 

第１２６号 令和３年度埼玉県公営企業会計決算の認定について 
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参考 

令和４年度 決算特別委員会 審査日程 

 

月  日 内    容 

１０月２０日（木）  総括的事項審査 

 企画財政部（含 出納、監査事務局）関係審査 

１０月２１日（金）  企業局関係審査 

 下水道局関係審査 

１０月２４日（月）  総務部（含 秘書課、人事委員会）関係審査 

 県土整備部（含 収用委員会）関係審査 

１０月２６日（水）  県民生活部関係審査 

 教育局関係審査 

１０月２８日（金）  保健医療部関係審査 

 環境部関係審査 

１０月３１日（月）  警察本部関係審査 

 福祉部関係審査 

１１月 ２日（水）  都市整備部関係審査 

 産業労働部（含 労働委員会）関係審査 

１１月 ４日（金）  農林部関係審査 

 危機管理防災部関係審査 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２０日（木）総括的事項） 

 

【説明者】 

宍戸佳子会計管理者、岡精一出納総務課長、渡邊真奈美会計管理課長 

都丸久財政課長 

岩崎正史税務課長、田中秀幸個人県民税対策課長 

 

【発言】 

石川委員 

１ 行政報告書の２６ページ、「エ 基金の状況」について、基金全体の合計残高は令和

２年度末と比べて約１，５００億円増加しているが、その主な要因は何か。また、日本

銀行によるマイナス金利政策の長期化の影響で、運用環境は大変厳しかったと思うが、

令和３年度の運用成績はどうだったか。 

２ 歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見書１０ページの「（２）県税収入の確保」に

おいて、県税収入が令和２年度を上回るとともに、納税率が税務統計上最高記録を記録

したとあるが、これらの要因は何か。 

 

会計管理課長 

１ 基金全体の合計残高は令和２年度末と比べて１，５０３億円増加している。主な増加

要因は、県債管理基金が７３２億円の増、財政調整基金が６２０億円の増、新型コロナ

ウイルス感染症対策推進基金が９３億円の増となっている。令和３年度の運用実績につ

いては、３２全ての基金を一括運用し、長期運用が可能な資金は地方債などの債券で、

その他の資金は定期預金などによる金融機関への預け入れで、安全性を確保した上で効

率性にも配慮して運用した。日本銀行によるマイナス金利政策により預金、債券とも金

利が大変低い状況であり、令和３年度の運用利回りは０．２８％、運用益は２８億７，

３００万円となり、令和２年度と比べて４億１，０００万円の減少となった。地方自治

法などの法令により、公金は確実かつ効率的に運用することが定められているため、リ

スクの高い商品での運用はできないが、金融市場の動向を注視して安全性を確保した上

で、運用益の確保にも努めている。 

 

税務課長 

２ 県税収入が伸びた最も大きな要因は、法人二税及び地方消費税の増収である。法人二

税については、海外経済の回復に伴う製造業の回復や巣ごもり需要による企業業績の好

調などである。地方消費税については、令和元年１０月の消費税率引上げの影響により

増収となった。次に、納税率が令和２年度を上回った主な要因についてであるが、個人

県民税については、催告をはじめとする現年課税分対策をしっかりと行い、市町村と一

丸となって徴収対策を進めることにより、納税率が０．３ポイントのプラスとなった。

個人県民税以外の税目については、非対面で行う財産調査や差押えなどの活動量を増や

した結果、納税率が０．４ポイントのプラスとなった。こうした要因により、新型コロ

ナウイルス感染症の影響が続く中でも、県税収入の増収及び納税率の上昇を達成した。 
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小川委員 

１ 款別歳出の翌年度繰越額の合計が１，９６１億円となっている。令和２年度は１，９

５８億円と、同程度だったと認識しているが、この主な繰越案件はどのようなものがあ

るのか。また、農林水産業の事故繰越しの額が多いが、その主な案件は何か。 

２ 臨時財政対策債等を含めた県債残高が減少しているが、その要因は何か。 

３ 臨時財政対策債等を除く県債残高は減少しているが、臨時財政対策債等の県債残高は

増えており、適正な管理運営が求められる。今後どのような方針で県債残高の管理運営

を行っていくのか。 

 

会計管理課長 

１ 翌年度繰越しの内訳を見ると「継続費逓次繰越」が５１億円と令和２年度から４１億

円の増加、「繰越明許費」が１，８１９億円と９５億円の減少、「事故繰越し」が９２

億円と５９億円の増加となっている。その中で事故繰越しについては５９億円の増とな

っているが、内容的には土木費が多くを占めており、理由としては新型コロナウイルス

感染症の関係で工事、資材の調達、地権者との調整などに不測の日時を要したといった

内容で繰越しとなっている。農林水産業費における繰越案件は畜産業費の秩父高原牧場

費と林業費の森林管理道整備事業費の２件で、関係機関との調整に不測の日時を要した

こと、雨が降ったことにより必要な工事に不測の日時を要したことといった理由により

繰越しが生じている。 

 

財政課長 

２ 県債残高が全体額で減少した主な要因として、発行額は令和２年度と比較して２１億

円増の微増である一方で、元金償還額は令和２年度と比較して３０７億円と大きく増加

しているため、残高が減少している。元金償還額が増加した主な要因としては、令和２

年度に猶予特例債を発行し、この償還が令和３年度に５５億円全額生じたことと、臨時

財政対策債の償還額が令和２年度と比較して２８億円増加したことなどによるもので

ある。臨時財政対策債、減収補塡債を除いた県債残高については、平成１５年度から一

貫して減少傾向にあるが、県債残高の全体額については、臨時財政対策債の発行額によ

って大きく左右されるものと考える。   

３ 県で発行をコントロールできる県債残高については、引き続き減少させる方向で発行

額と償還額をしっかりコントロールしていく。また、行財政改革大綱においても、将来

負担比率に配慮した県債管理を行うという目標も掲げている。ただし、県政発展のため

に必要な事業には県債をしっかり活用しつつも、そこを見極めながら今後も管理してい

きたい。 

 

蒲生委員 

１ 令和３年度は歳入・歳出共に過去最大規模となっているが、これにより、県公金の資

金繰りである歳計現金の資金状況には、どのような影響があったのか。  

２ キャッシュレス化による納税者の更なる利便性の向上を図るため、スマートフォン決

済アプリを導入したとあるが、スマートフォン決済アプリの利用状況とその効果はどう

だったのか。 

 

会計管理課長 

１ 年度当初は、新型コロナウイルス感染症対策協力金の支給に対して、これに係る国庫
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支出金の入金が遅れていたことにより、４月下旬から５月下旬にかけて、資金不足にな

ると見込んでいたが、収入・支出の管理・調整などに努め、最終的には資金不足は生じ

なかった。６月以降は、まず国庫支出金の収入があり、その後新型コロナウイルス感染

症対策関連経費の支出が行われる状況となったことから、歳計現金の残高を押し上げる

要因となった。年末から翌年度にかけても同じ状況が続いているため、歳計現金の残高

は高い状況で推移した。 

 

税務課長 

２ 令和３年度に自動車税、個人事業税、不動産取得税の３税目にＰａｙＰａｙなど３種

類のスマートフォン決済アプリを導入した。利用状況であるが、これら３税目について

収納件数のうちスマートフォン決済アプリによる収納の割合は４．３％となった。導入

の効果であるが、多くの県民の方に納付していただく自動車税種別割の納期内納税率に

最も効果が表れるものと考えている。導入前の令和２年度の納期内納税率は８３.６％

であったが、３種類のスマートフォン決済アプリを導入した令和３年度は８５.５％と

１．９ポイント増加した。参考までに申し上げると、令和４年度も０．３ポイントの増

加となっており、今後もキャッシュレス化を推進していきたい。 

 

蒲生委員 

 ３種類についてキャッシュレス化を行い効果が表れたとのことだが、対象を広げていく

ことについても考えられるところであり、今後の考え方はどうか。 

 

税務課長 

令和４年度は対応アプリを３種類から６種類に増やし、納期内納税率が０．３ポイント

プラスとなった。令和５年度は地方税統一ＱＲコードを全国的に導入することが予定され

ており、しっかりと準備をしている。引き続き、スマートフォン決済アプリの普及・利用

拡大に取り組んでいく。 

 

八子委員 

１ 令和３年度決算が令和２年度比１８．７％増となり、県政史上最大規模ということ

だが、最大規模ということを執行部としてどのように評価しているか。 

２ 実質収支比率は３％から５％が適当な規模であると言われているが、令和３年度の

本県の数値はどうか。 

３ 人件費の歳出が１．３％の減少となっている。新型コロナウイルス感染症対策で超

過勤務が多かったと推測されるのだが、全体では減少となった要因は何か。 

４ 県たばこ税についても増収となっているが、その要因は何か。健康志向により喫煙

する人は減っている印象だが、たばこの値上がりの影響はあるか。 

５ 納税率が過去最高の水準であるとのことだが、納税率が１００％に達していない中

で、残された課題は何か。 

６ 基金について、令和３年度においても国から新型コロナウイルス感染症対策のため

多額の国庫支出金が交付されているが、基金残高に与えている影響はあるか。 

 

会計管理課長 

１ 県政史上最大となった令和３年度だが、理由としては令和２年度と同様新型コロナ
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ウイルス感染症に関する影響となっている。令和３年度においては長引く新型コロナ

ウイルス感染症に対応するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

及び新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等の国庫支出金のほか、基金等も

積極的に活用して、国の動向や県内の感染状況を勘案しながら機動的かつ総合的に政

策を行った。具体的には、医療提供体制の強化や感染症軽症者等の療養体制の確保、

収入が減少した世帯に対する貸付け等の支援、厳しい経営状況に置かれている県内事

業者に対する協力金等の支給などの施策を行ってきた。それに加えて、「安心・安全の

強化」「ＤＸの推進と県経済の回復・成長」「持続可能で豊かな未来への投資」という

重点施策に着実に取り組むとともに、「埼玉県５か年計画」に係る施策も引き続き推進

した。令和３年度の決算規模については、新型コロナウイルス感染症という前例のな

い大きな危機に直面する中で、県としてこのような施策を着実に実施してきた結果と

して、このような規模になったと捉えている。 

 

財政課長 

２ 標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す実質収支比率は、令和３年度は２．

７％となっており、令和２年度の２．２％から０．５ポイント上昇している。要因と

しては、分母である標準財政規模が増加したが、それ以上に分子である実質収支額が

大きく増加したことが挙げられる。 

６ 新型コロナウイルス感染症対策のための国庫支出金は新たな財政需要に充当してい

る。基金が増えた主な要因は、年度末に景気回復を背景に県税収入が大幅に増加した

こと、国が経済対策により交付税の追加交付を行ったことなどによるものである。そ

の結果、財政調整基金、県債管理基金、新型コロナウイルス感染症対策推進基金など

に積み立てた。しかしながら、税が大きく増加しているにもかかわらず、交付税も多

く交付を受けている状況になるため、令和４年度から３年にわたって交付税の精算措

置が行われる。この精算措置額は５９３億円となっており、３年にわたって交付税が

減らされてしまうため、決して財政的に余裕があるものではない。 

 

会計管理課長 

３ 令和３年度の人件費は令和２年度から７２億円減少している。時間外手当は、令和

２年度より６億２，０００万円増加している。一方で、退職者数の減少による退職手

当の減少が３３億円となっている。また、人事委員会の勧告に基づき、令和２年度期

末手当の減額改定があり、それによる影響額として３２億円減少となっているところ

で、時間外手当は増加となったが、減少要因の方が大きく、全体としては７２億円の

減という形になった。 

 

税務課長 

４ たばこを吸う人は減少傾向にあるが、令和２年１０月と令和３年１０月に２年連続

で税率が引き上げられた影響があり、県たばこ税としては増収となっている。 

５ 県税の納税率は９８．８％と過去最高を更新したが、全国平均の９９．０％には０．

２ポイント追い付いていない状況である。主な要因として、県税の課税額の約３５％

を占める個人県民税の納税率が他の税目に比べて低いということがあり、このことが

残された最重要課題と認識している。個人県民税については市町村が課税及び徴収を
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行う税目であり、県から職員を派遣するなど収入未済額の多い市などとしっかり連携

しながら、納税率向上に一緒に取り組んでいく。 

 

八子委員 

１ 最大規模の要因についての評価について答弁いただいたが、つまりは新型コロナウイ

ルス感染症の影響という特殊要件があったからという理解でよいか。 

２ 実質収支比率は２．７％となり、適当と言われている３％に近付いたが、見方によっ

ては予算を精緻に組むことによって実質収支額が圧縮できると考えられるがどうか。 

 

会計管理課長 

１ 令和３年度においては、決算費のうち新型コロナウイルス関係経費が約５，５００

億円と、令和２年度の３，０３０億円から２，５００億円程度増となっている。新型

コロナウイルス関連の金額がかなり増となり、最大規模の決算となった。 

 

財政課長 

２ 歳入歳出を精緻に見込むことで、実質収支が少しだけ黒字になるのが適正と考えてい

るが、近年生じているのは景気回復局面にあることで県税収入が見込みを上回っている

ことである。令和３年度は単年度収支で７４億５，０００万円の黒字になっているが、

これは２月定例会の補正時点よりも税収が６２億円増えたことなどによる。 

 

田並委員 

 新型コロナウイルス感染症対策推進基金約６２億円を取り崩しているが、充当した事業

と残高について伺う。 

 

財政課長 

 大きく四つの事業に充当しており、行政検査として実施するＰＣＲ検査に約３８億円、

中小企業を支援するための制度融資に約１１億円、感染症が発生した介護施設等に係る経

費の県負担分として約８億円、オリンピック関連でホストタウンや事前トレーニングキャ

ンプ地での新型コロナウイルス感染症対策で約５億円である。基金残高は令和２年度末で

寄附金等を含めて約１３２億２，０００万円、令和３年度末には積み増しを行った結果２

２５億１，０００万円となったが、令和４年度末には３７億９，０００万円と大幅に減少

する見込みとなっている。 

 

田並委員 

 令和３年度の県民からの寄附の実績はどうなっているか。 

 

財政課長 

 令和３年度は、法人から１１４件、個人から１７６件、合計２９０件と金額で２億５，

３４６万円の寄附を頂き、新型コロナウイルス感染症対策に活用した。 

 

杉田委員 

 予算特別委員会の附帯決議により、ＥＢＰＭの考え方に基づく既存事業の見直しとして

実施した事業レビューを令和４年度予算編成にどのように反映させたのか。 
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財政課長 

 令和３年度においては、各事業におけるＥＢＰＭ調書を作成し、部局主体の見直しを行

った。また、各部局に削減目標額を定め、目標達成のため、事業の新陳代謝、ブラッシュ

アップを行わなければならないが、その議論する土台の一つとしてＥＢＰＭ調書を活用し、

インプットした予算がしっかりとアウトカムとして成果指標に結び付いているかを議論の

上、事業の再構築等に取り組んだ。結果として、２１事業を廃止、６７７事業を縮減した

ことにより、一般財源ベースで５５億円の削減を図った。 

 

阿左美委員 

１ 実質収支額が令和２年度は２７１億円だったのに対して、令和３年度は３４６億円と

なっているが、この増加要因は何か。 

２ 直近１０年間の歳入歳出決算額のここ３年間の増加が大きく、その要因は新型コロナ

ウイルス感染症による国庫支出金が増えたからだということだが、対策に関わる経費は

どのようになっているのか。 

 

財政課長 

１ 令和２年度の実質収支２７１億円に、令和３年度の単年度収支が７４億円となってい

ることから、令和３年度の実質収支が３４６億円となっている。令和２年度の実質収支

は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金のうち１０８億円は不用となり翌年

度に返還するということで、一度県の収入として受け入れたために黒字となったもので

ある。これは厚生労働省からの指示によるもので、全国的に同様の状況となっている。

令和３年度の単年度収支は、２月定例会での補正後の景気回復に伴う県税収入や地方譲

与税の増が６２億円あったことなどから生じたものである。 

 

会計管理課長 

２ 新型コロナウイルス対策関連経費は、令和３年度は約５，５００億円となっており、

令和２年度から２，５００億円の増加となっている。主な支出としては飲食店等の時短

営業に対する協力金支給事業として２，６７６億円、医療機関に対する病床確保料や、

宿泊療養施設運営費等の事業費として１，５８２億円、生活に困っている人への生活支

援等の貸付けとして４９７億円などとなっており、コロナ禍で飲食店等への協力金支給

事業が２，１７８億円と大きく増加したことが影響し、令和２年度から大きく増えたと

いう状況になっている。なお、財源については新型コロナウイルス対策関連経費約５，

５００億円のうち約９５％の５，２００億円が国庫支出金という形になっている。これ

は臨時交付金が３，１３０億円、緊急包括支援交付金が１，５２８億円という内訳とな

っている。 

 

阿左美委員 

協力金等を支給するための経費が一定額あると思うが、そのような経費削減する努力と

しては各部局で取り組んだという理解でよいか。 

 

会計管理課長 

 そのとおりである。 
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金野委員 

 義務的経費、投資的経費については過去１０年間ほぼ横ばいで、令和元年度から令和３

年度で大きく増額している。その理由は資料で「その他」欄とされているものの増加によ

るもので、もはや歳出総額の６割近く、１兆５，０００億円を超えている状況である。こ

の「その他」のうち「補助費等」約１兆３，０００億円は新型コロナウイルス感染症の影

響を大きく受けていると思うが、その内訳と財源について伺う。また、この数字は今後ど

のように推移すると見込んでいるのか。 

 

会計管理課長 

 今後の状況については、新型コロナウイルス感染症の感染状況がどうなっていくか、そ

ういったところにも影響していくところであると思うため一概には申し上げられない。「そ

の他」の内訳と財源については後ほど資料として作成し提出する。 

 

委員長 

 この件は本委員会に資料として提出してもらうということで異議はないか。 

 

＜ 異議なし ＞ 

 

委員長 

 異議なしと認め、そのように決定する。執行部においては速やかに提出するようお願い

する。 

 ほかに発言はあるか。 

 

本木委員 

令和３年度は自動車税が減収となっている。コロナ禍で車を使う人が増えたとも聞いて

いる。軽油引取税は増収となっているが、自動車税の減収の要因についてどのように考え

ているのか。 

 

税務課長 

 県が課税するのは普通車だが、軽自動車については市町村が課税している。大きなトレ

ンドとして、普通車から軽自動車への乗換えや、若い人を中心に車を保有しない傾向もあ

り、自動車税については年々課税対象となる台数が減る傾向にある。また、資料中の自動

車税の収入額には、旧自動車取得税つまり自動車税環境性能割が含まれているが、税率引

下げの影響があり、令和３年度は減収となった。このような要因により自動車税は減収と

なっているが、軽油を燃料とするトラックなどの利用に伴う軽油引取税の増収と必ずしも

矛盾しない。 

 

辻委員 

１ 税収増とのことであるが、倒産や失業、飲食店が目に見えて閉店しているといった状

況がある中で、違和感も覚える。税収増と現在の経済状況のもう少し踏み込んだ分析は

どうか。 

２ 臨時財政対策債は制度開始後２０年以上経過し、臨時ではなく自治体の恒常的な財源

になっている。国は後年度交付税措置をすると言っているが、あくまで臨時財政対策債

を発行するのは自治体である。本県の臨時財政対策債の発行の考え方はどうか。 
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３ 財政調整基金の積み増しについて、コロナ禍という危機的な状況であるため大幅に積

み増したと思われるが、平時に戻ったときの基金への積立ての考え方はどうか。 

 

税務課長 

１ 県税収入が令和３年度に大幅に増収となった一番の要因は、法人二税の増収である。

法人二税は、令和２年度に１００億円規模で税収が落ちたのに対し、令和３年度は２０

０億円規模で急回復した。この背景には、海外経済の回復や巣ごもり需要があると分析

している。埼玉県だけでなく、全国の都道府県も同じような状況と聞いている。また、

新聞報道等によれば、国税についても過去最高となっている。このようにコロナで一度

落ち込んだ税収が急激に回復してきたというのが一番の要因と分析している。 

 

財政課長 

２ 臨時財政対策債は平成１３年度に創設以来、３年ごとに延長されている状況であり、

現行の地方財政法では令和４年度までとされているが、おそらく次の国会で延長される

ものと考えている。国から臨時財政対策債の発行限度額が示されるが、通常であれば現

金である地方交付税でもらうべきものを臨時財政対策債として措置されているもので

あるため、発行せざるを得ないものと考えている。また、令和３年度は県債残高が減少

しているものの、臨時財政対策債の発行は県債残高の増加につながるため、臨時財政対

策債を含めて県債残高を適正に管理していく。 

３ 景気回復による税収増、国の経済対策による交付税の追加交付などがあり、歳入が一

時的に多くなったことから、財政調整基金に６２０億円、新型コロナウイルス感染症対

策推進基金に１５０億円、公共施設長寿命化等推進基金に４２億円の積立てを行い後年

度に財源を活用できるようにした。しかしながら、財政調整基金は交付税による３年間

の精算措置として令和４年度から６年度で５９３億円を交付税が減額されることに備

えて積み立てているものであり、その分を差し引くと残高は決して大きく増えていない。

基金残高については、当該年度中に財源を確保し取り崩しを中止することで、年度末に

目標としている１，０００億円を超える残高を確保していきたい。 

 

辻委員 

臨時財政対策債は発行限度額が示されているとのことだが、本県では限度額まで発行す

る考え方でよいか。また臨時財政対策債は後年度への負担につながる可能性もあることか

ら、発行しないで財政運営をすることが可能なのか。 

 

財政課長 

発行限度額は１，０００円単位まで示されているが、本県では地方債を１００万円単位

で発行していることから端数切捨てで発行している。全国においても全ての道府県で端数

を除いて発行限度額まで発行している。現在、臨時財政対策債は都市部の道府県に多く割

り当てられている関係もあり、臨時財政対策債を発行しないと本県の行政運営に支障をき

たすため、難しいものと考えている。 

 

横川委員 

１ 資料６「令和３年度歳入歳出決算の概要」１２ページ、性質別歳出の構成と推移だが、

人件費のところを見るとここ３年、４年で２００億円減額、５年前と比べると６００億

円、７００億円近い減額になっている。これについては同じく資料１１「歳入歳出決算」
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５ページでも同じことが書かれているが、大きな削減に至っている要因は何か。 

２ テレワークなど様々な働き方の手法が取り入れられる中で、事務事業自体もここ数年

で大きく変化しており、職員の配置にも影響があると思われるが、令和２年度、令和３

年度で事業実施に当たり大きく変化した点は何か。 

 

会計管理課長 

１ 退職者数の減による退職手当の減が影響したことで、減になっている。 

 

財政課長 

１ 会計管理課長の答弁に補足する。平成２９年度で給与費が大きく減少しているが、こ

れは平成２９年度から教職員給与費負担をさいたま市へ移譲したことが影響している。 

２ まず、テレワークやオンラインツールを活用し、対面で行う会議を減らすことにより

旅費が削減されるなどの変化があった。令和４年度当初予算編成においても旅費を４

０％削減するなどしており、目に見える形で成果を出せるよう取り組んでいる。また、

実施方法を対面からオンラインとすることにより、会議やセミナーなどで会場設営費な

どの費用も削減できる一方、参加者は増加することができるという観点でも、必要な取

組である。 

 

横川委員 

１ 人件費について、平成２９年度で制度が大きく変わったということは理解したが、こ

こ２年、３年の減少理由が会計管理課長から説明があった退職者数の減という理解でよ

いか。 

２ テレワーク、オンラインによるセミナー開催などで経費削減したということであった

が、こうした取組は令和４年度の事業の実施においても継続して行われているのか。 

 

財政課長 

１ 近年の人件費の減少の要因についてだが、会計管理課長が答弁した内容に加え、令和

２年度、３年度は２年連続で人事委員会勧告に伴い職員の期末手当の引下げが行われた。

この影響額としては、令和２年度は約１１億円、令和３年度は約３６億円の減となって

いる。また、令和元年度は退職手当の減だけで４８億円の減となっている。職員数につ

いては、知事部局で微増傾向、また、教育局において特別支援学校の生徒数の増や３５

人学級の関係で今後は増加が見込まれる。このほか、人事委員会勧告等の影響がある。 

２ ＥＢＰＭの観点を踏まえ、不断の見直しを行った上で、コロナ禍を踏まえての事業再

構築といったことを各部局にお願いしているところである。最小の経費で最大の効果を

上げられるような事業の構築・手法を今後も引き続き考えていきたい。 

 

前原委員 

１ 一般会計の最終予算額が増加している背景として法人二税が増えているということだ

が、令和２年度の前に戻ったのか、それともそれを超えて増えているのか。 

２ 地方消費税が増収となった背景として税率引上げがあるとのことだが、税率を引き上

げたことによる県民生活への影響を具体的にどのように把握しているのか。  

３ まち並み景観形成先導モデル事業が廃止になったが、その理由として、一定のノウハ

ウが蓄積されたことにより廃止と記載されている。蓄積されたとの判断は誰が行い、そ

れに対する報告書などの作成はないのか、事業廃止決定会議の経費などはどのようにな
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っているのか。 

 

会計管理課長 

１ 令和２年度の最終予算額の２兆４，１６８億円から、令和３年度については２兆７，

２６８億円と、約３，１０１億円増となっている部分であるが、感染防止対策協力金な

ど、新型コロナウイルス感染症関連の経費が令和２年度より大きく増加したことにより、

全体として１２．８％の増となったものである。 

 

税務課長 

２ 地方消費税については、令和元年１０月の税率引上げの影響もあり、令和３年度決算

において増収となっている。影響についてだが、令和４年８月の総務省の家計調査報告

の数字を見ると、一世帯当たりの消費については前年同月比で５．１％の増加となって

いる。さらに、政府の月例経済報告においても、個人消費が緩やかに持ち直していると

ある。令和元年１０月に消費税及び地方消費税の税率が引き上げられた分については、

年金・医療・介護・少子化対策など社会保障財源に充てられていくことになっており、

地方税収にとっても貴重な安定財源である。 

 

財政課長 

３ この事業は元々、令和元年度から令和３年度までの３年間のモデル事業として行田市

における民間建築物の外観の改善工事を行う目的であり、サンセットルールに基づき部

局の判断で一旦目的を達したとのことで廃止を決めた。現在３年間の取組を踏まえて行

田市とともに効果測定を行っているところであり、会議の中で今後の他の市町村への波

及の仕方などを検討していると伺っている。事業廃止決定会議の経費であるが、各部局

で判断しており廃止の決定会議という決まったものがあるとは認識していない。経費に

ついても経常的な経費から支出されている。 

 

前原委員 

法人二税等が増収となったとのことだが、それは以前に比べ増えたというよりも、新型

コロナウイルス感染症の影響が余りにも大きかっただけであり、以前と同じ水準に戻った

だけではないのか。 

 

税務課長 

法人二税については、先ほども御説明したが令和元年度から令和２年度にかけて１００

億円規模で減収となったが、令和２年度から令和３年度にかけて２００億円規模で回復し

ている。これに伴い県税収入についても、令和元年度から令和２年度にかけて一旦落ち込

んだが、令和３年度の決算額は令和元年度を上回る状況となった。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２０日（木）企画財政部（含 出納、監査事務局）関係） 

 

【説明者】 

堀光敦史企画財政部長、西村朗政策・財務局長、堀口幸生行政・デジタル改革局長、 

仲山良二地域経営局長、島村克己企画総務課長、鈴木健一計画調整課長、都丸久財政課長、

山口達也行政・デジタル改革課長、石川貴規デジタル政策幹、 

三橋亨情報システム戦略課長、石曽根祥子地域政策課長、栫一之市町村課長、 

石川護土地水政策課長、近藤光交通政策課長 

宍戸佳子会計管理者、岡精一出納総務課長、渡邊真奈美会計管理課長、 

矢島謙司監査事務局長、関口修宏監査事務局副事務局長兼監査第一課長、豊野和美監査第

二課長 

 

【発言】 

阿左美委員 

１ 埼玉版ＳＤＧｓの推進について、埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームに分科会

を設置し、企業・団体等を交えて新たに取り組む官民連携事業を検討・実施したとある

が、具体的にどのような事業を検討し実施したのか。 

２ 行政報告書５９ページから６１ページのＩＣＴやネットワークに関連して、決算審査

意見書８ページと１５ページにＤＸの推進についての記載がある。決算審査意見書１５

ページには「構築・運用等に多大な費用がかかることが予想される」とあり、「運用コ

ストも含めて将来にわたって経済的、合理的で最適なシステムとなる調達方法を検討す

る」となっている。県と市町村はＬＧＷＡＮで接続されているが、ＤＸの推進は市町村

と連携して進めていくべきと考える。ネットワークの構築等に関して、これまでにどの

ような取組をしてきたのか、また、今後の構築はどのように考えているか。さらに、「経

済的、合理的で最適なシステムを調達しなければならない」とあり、今後、県と市町村

のトータルコストを勘案して構築しなければならないと考えるがどうか。 

３ 「住むなら埼玉」移住総合支援事業の実施について、先輩移住者等と連携した移住促

進プロモーションを実施したとあるが、具体的な内容と成果はどのようなものか。 

４ 「７（２）ア 財政運営の支援」で、ヒアリング等において必要な助言を行い、総合

コンサルティング事業を延べ１３団体に対して実施したとあるが、具体的にどのような

ことを行ったのか。また、具体的な成果はあったのか。 

 

計画調整課長 

１ 令和３年度は、埼玉版ＳＤＧｓ推進のため、埼玉県の二つの重点テーマである「埼玉

の豊かな水とみどりを守り育む」と「未来を創る人材への投資」の分科会を設置して官

民連携事業を検討した。分科会には延べ２３９の企業・団体が参加した。具体例として

は、「埼玉の豊かな水とみどりを守り育む」分科会では、大宮公園の修景池の水質改善

に合わせ、池を活用したにぎわいを創出する事業などを検討した。その結果、今年度の

大宮公園再整備に合わせて、ボランティアの協力の下、令和４年１１月３日及び４日に

修景池のかいぼりを実施することになっている。「未来を創る人材への投資」分科会で

は、子供が自ら学び解決できる力を養成する事を目的として、民間団体と連携して、高

校生が社会や地域の課題を解決するためのプロジェクトを実施した。 
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情報システム戦略課長 

２ 県のネットワークについては、デジタライゼーションツールの活用などからデータ量

の多い通信が必要となっている。そのような状況に対応できるよう増強等を図っている

ところだが、全体の最適化のために、令和４年度から次期県庁ＬＡＮの構築に取り組ん

でいる。市町村は基本的にＬＧＷＡＮ側で利用しているが、例えば、これをネットワー

ク側で構築したいといった相談を受けることがある。こうしたケースにおいては、県が

運用している県市町村共同クラウドに参加してもらい、市町村において最適化が実現で

きるような相談に乗っているところである。また、県と市町村の双方ともに最適なシス

テムで考えるべきということについてだが、現在、国においてガバメントクラウドの構

築に取り組んでいる。これは、市町村のおよそ２０業務が共通化され、全ての市町村が

同じ仕様のシステムを使うことが予定されている。県でも一部使用する業務もあるが、

県としても、市町村と連携して支援しているところである。 

 

地域政策課長 

３ 令和３年度の移住促進プロモーションでは、無印良品と連携し、銀座店舗でＰＲイベ

ントを実施した。イベントでは、本県に移住し地域で活躍している先輩移住者に参加し

てもらい、地域の特産品などを販売するとともに、来場者に対して移住先としての本県

の魅力のＰＲや埼玉での暮らしぶりや働きぶりを紹介してもらった。イベントには約３

４０人が来店し、トークイベントのアーカイブ再生では１，０００回以上の視聴実績と

なった。また、人気ユーチューバーに県内での移住を体験してもらい、その様子や本県

の魅力について動画で情報発信を行った。この動画はこれまでに約６００，０００回視

聴されている。こうした移住プロモーションを実施することで、移住先としての本県の

魅力を効果的にＰＲした。 

 

市町村課長 

４ 「ヒアリング等において必要な助言を行った」に係る具体的な内容としては、毎年８

月に政令市を除く全市町村に対し財政運営のヒアリングを実施している。この中で、決

算状況の推移や今後の財政運営の課題等を聞き、例えば公共施設アセットマネジメント

の推進などの必要な助言を行った。また、総合コンサルティング事業では、ヒアリング

で確認した重要な課題について、伴走型の支援として市町村への助言を行っている。令

和３年度は、公共施設アセットマネジメントの推進、公営企業の経営改善、人事評価制

度の構築・活用などの合計６テーマ、延べ１３団体にそれぞれ助言を行った。具体的な

成果としては、公共施設アセットマネジメントの推進の支援をした団体については、令

和３年度中に公共施設等総合管理計画を改訂した。また、公営企業の経営改善の支援を

行った団体については、令和４年４月に下水道事業の公営企業会計への移行を実現した。

助言を行った１３団体への事業実施後のアンケートでは、「非常に参考になった」、「参

考になった」との回答があった。 

 

阿左美委員 

１ 監査委員の決算審査意見書の１４ページに記載されているとおり、ＳＤＧｓに取り組

んでいない企業が４４％、ＳＤＧｓという言葉を令和３年度の県民満足度調査で初めて

知った人が２９．５％、ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが内容をよく知らない

人が３０．６％である。また、「ＳＤＧｓの取組が加速度的に進む流れを作り出してい
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ただきたい」との意見が付されていることから、監査委員は県の取組が十分ではないと

いう認識であると考える。このような取組で、２０３０年にＳＤＧｓが達成可能なのか。 

２ ＩＣＴの利活用の推進については決算額が３８億円とのことであるが、ＤＸの推進を

目玉にするのであるならば、更に増加し、集中的に立ち上げた方がよいと思うがどうか。 

３ 県のＰＲ動画「埼玉物語」を視聴したが、その中で「集合時間に遅れることを『秩父

時間』という」は言いすぎである。また、横瀬地区では「だるまさんがころんだ」を「て

ばたきおに」という。このようなＰＲ動画作成の際には、地元出身の職員に確認したり、

地元市町村と連携すべきと思うがどうか。また、約６００，０００回視聴されたとのこ

とだが、その結果どうなったか。 

 

計画調整課長 

１ ＳＤＧｓの１７のゴールは高い目標であり、２０３０年に達成するという目標は堅持

しなければならないが容易ではないと考える。そのため本県では、今年度からの「埼玉

県５か年計画」において、全ての施策にＳＤＧｓの理念を落とし込んで、スモールステ

ップで着実に実行していくこととしている。一方、ＳＤＧｓのゴールを達成するために

は、県民の協力が必要である。企業向け施策では「埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラットフ

ォーム」を立ち上げ、ワンチーム埼玉でＳＤＧｓを推進していくための情報共有の場、

官民連携の検討の場を設けている。また、「埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度」を設

け、ＳＤＧｓに自ら取り組む企業や団体を県が登録して、企業自らがＳＤＧｓに取り組

む土壌づくりをしている。これらの制度により、一つでも多くの企業や団体を巻き込ん

でいきたい。また、県民に向けては「エスキューブ」というスマートフォンアプリを導

入している。ひとりでも多くの方にダウンロードしていただき、ＳＤＧｓを身近に感じ

て日々の生活の中に取り込んでもらうなど、２０３０年のゴールに向けて取り組んでい

きたい。 

 

情報システム戦略課長 

２ この３８億円は県が管理している基盤等に係る費用が大部分であるが、このほかに、

ＤＸを推進するためのシステム開発等の経費もある。目玉として取り組むことに変わり

はない。 

 

地域政策課長 

３ 今後、動画を作成する際は、市町村と十分連携していきたい。また、プロモーション

により、まずは広く埼玉県を知ってもらうことが重要と考える。その上で、関心を持っ

た方には県の移住サポートセンターなどを通じて市町村の相談窓口につなぐ支援を行

っている。昨年度の相談人数は過去最多と年々増加している。移住希望者は移住に当た

って様々な情報を必要としているため、今後も市町村と連携しながら情報発信をしてい

く。 

 

委員長 

 移住サポートセンターに来た相談者や移住者など具体的な人数は示せないのか。 

 

地域政策課長 

 相談者数は５４０人である。相談者に対して移住先を確認するアンケートなどをしても

必ず返送してくれるとは限らず、実態の把握が難しい状況である。引き続きアンケートな



- 4 - 

どを実施し把握に努めたい。 

 

石川委員 

１ ＤＸの推進について、令和３年度予算特別委員会の附帯決議に付されている「ペーパ

ーレス化など庁内の業務効率化で終わることがないよう、社会実装へのロードマップを

作り、全庁を挙げて取り組む」ということが重要だと思うが、令和３年度はどのような

取組を行い、具体的にどのような成果があったのか。 

２ 電子申請については新型コロナウイルス感染症関連の手続でも活用され、電子申請件

数が５４５，０６６件から１０８万３３２件と大幅に増えているが、実際にどのような

手続に活用されたのか。また、更に電子申請の利用を広げるために、県として何か取り

組んでいるのか。 

３ 行政報告書８０ページ「あと数マイルプロジェクトの推進」について、埼玉高速鉄道

線、東京１２号線、東京８号線、日暮里・舎人ライナー、多摩都市モノレールの５路線

を対象として公共交通の利便性向上検討会議の取組の方向性を踏まえ調査などを行っ

ているとあるが、鉄道延伸をどのように進めるのか。 

 

デジタル政策幹 

１ ＤＸの実現には時間がかかるため、実現までのロードマップを策定し、全庁で共有す

ることが重要と考えている。そのため令和３年１２月にＤＸビジョン・ロードマップを

策定し、実現に向けた将来像と工程表を明確にした。策定に当たっては中堅・若手職員

２６６名が参加するプロジェクトを立ち上げ、現場のアイデアを取り入れて知事や幹部

職員と共に議論を重ねた。ＤＸには、三つのフェーズがあり、第１段階はアナログから

デジタルに置き換えることが該当する。例えば手続のオンライン化やペーパーレス化な

どである。そのため、起案から決裁まで紙を使わずにオンラインで完結できるツールを

導入し、大量のデータをオンラインで共有できるクラウドサービスを活用することで、

コピー使用量が２年前に比べ全庁で約４０％、モデル所属においては約９０％の削減を

実現した。また、ＷＥＢ会議ツールの活用により、対面型ではなくオンライン型の会議

や研修が、２年前の１％から６３％まで大幅に拡大した。このように、まずはＤＸの基

礎の部分を固めた上で、今後は県庁内部の業務効率化だけではなく、県民サービスの向

上など社会全体のＤＸを目指してしっかり進めていく。 

 

情報システム戦略課長 

２ 新型コロナウイルス感染症に関係するものでは、例えば自宅療養者の方への配食サー

ビスの申込みやワクチン・検査パッケージ制度の登録申請などで多く利用された。この

１０８万件は、市町村での申請件数も合算したものであるが、県での申請件数は約４１

０，０００件、そのうちの１３０，０００件近くが新型コロナウイルス感染症関係のも

のである。また、利用を広げるための取組としては、現行の電子申請システムにおいて、

それまでパソコンでしか申請できなかったものを、スマートフォンでも申請できるよう

にした。パソコンとスマートフォンの利用件数の割合は、おおむね半々となっている。

また、利用者が直感的に操作できるようにするため、例えば、入力誤りのあった項目を

強調して表示することや、文字のサイズを大きくしたり、配色を変えたりする仕組みな

ど、システムの利便性向上に取り組んでいる。あわせて、市町村を含めた職員に対して

システム操作研修を行っている。 
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交通政策課長 

３ 令和３年３月に有識者会議が示した取組の方向性を踏まえ、各路線の進捗に応じた取

組を展開している。答申路線のうち埼玉高速鉄道線については、さいたま市長が表明し

た令和５年度中の鉄道事業者への要請に向け、要請に必要な計画素案の作成に向けて県

とさいたま市で共同調査を実施するとともに、国など関係者の調整も精力的に行ってい

る。また、さいたま市においては、中間駅周辺のまちづくりの検討などを進めている。

東京１２号線、東京８号線については、費用対便益、いわゆる「Ｂ／Ｃ＞１」の確保な

どが課題とされており、県では沿線の集客施設の鉄道利用者を便益として取り込むため

の来客調査を実施し、その結果をまちづくりの主体となる市町の取組に資する情報とし

て提供するとともに研修会も実施している。未答申路線の日暮里・舎人ライナー、多摩

都市モノレールについては、延伸ルートの絞り込み、次期答申に向けた道筋の整理など

が課題とされているため、県ではまず延伸ルートの調査を進めている。引き続き路線ご

との進捗に応じ、課題解決に向けた取組を着実に進めていく。 

 

田並委員 

１ ＤＸ推進会議を設置したとのことであるが、２０２５年までにデータの共通化など短

期間に膨大な作業が予想される。これらをしっかり進めるためには持続性や職員のスキ

ルが大事だと考えるが、職員が２年程度で異動する状況では継続性やスキルの維持の面

で心配がある。どのような体制で進めていくのか。 

２ 職員２６６名が参画しＤＸプロジェクトを立ち上げてロードマップを取りまとめたと

のことであるが、ＤＸを推進する上で、職員の意識を変え職員一人ひとりが考えなけれ

ば進んでいかないと考える。ロードマップを取りまとめたことで職員の意識においてど

のような効果があって、またその後どのように生かされているのか。 

３ 定数管理の項目で、職員定数が８４人増とある。今回の感染症対策で、行政サービス

にはマンパワーが必要であるということが再確認できた。行政サービスを考えると職員

を増やすことが大事であるが、行政コストが増えることとのバランスを取る必要がある。

今回８４人の定数増に関しては、どのような思い、哲学があったのか。そして、それが

今後の職員定数にどのように生かされているのか。 

 

行政・デジタル改革課長 

１ 通常２年から３年程度のローテーションで人事異動が行われるという実態がある。し

かし、ＤＸ推進に当たっては、例えば専門性とか業務継続性といった観点から、通常と

異なるローテーションが求められるケースもあると想定している。また、スキルの面で

県職員のデジタル人材をどのように育成していくか、あるいはデジタル人材が求められ

るのはどのような分野かといったことで、人事の取扱いが変化していくのではないかと

思っている。そうしたことからも、人事体制をどのように行うか検討する必要があると

考えるため、人事を所管する総務部ともよく協議しながら、しっかりと適切な対応がで

きるように検討していく。 

３ 定数改正や定数管理の基本的な考え方については、業務量に応じた定数配置を行うこ

とと考えている。一方、新型コロナウイルス感染症対応をはじめ、業務の性質に応じて

は、マンパワーが必要な部分もある。令和４年４月１日の組織定数改正においても、業

務の性質を見極めながら定数条例を改正し、新型コロナウイルス感染症対策では、保健

医療部に３２人を増員した。また、今後の職員定数については、基本的に業務量に応じ

て定数配置を行うこととした上で、関係部局と協議し、今回の新型コロナウイルス感染
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症対策を踏まえ、定数増や外部委託、外部からの派遣人材の受入れ、業務のデジタル化

など、様々な視点で定数管理をしていきたいと考えている。 

 

デジタル政策幹 

２ ＤＸプロジェクトでは、全部局からメンバーを集めたことで、組織の縦割りの壁を越

えた横断的な議論ができた。その成果として、全庁的なＤＸビジョン・ロードマップを

令和３年１２月に策定することができたと考えている。さらに、今年度は本庁の職員だ

けではなく地域機関の職員も新たに参加するようにしたことで、メンバーも中堅・若手

職員２６６名から４００名と規模も大きくなった。今後もそれぞれの現場から多くの職

員がプロジェクトに参加できるようにし、一人一人が自分ごととしてＤＸに取り組める

ようにすることで、県のデジタル化をしっかり進めていきたいと考えている。 

 

権守委員 

１ 駅ホームの転落防止設備整備率について、目標値が１００％、実績値が１００％とな

っているが、乗降客数の上下によって対象となる駅も変わるため、そのような理由で１

００％という目標を維持しているのか。 

２ 駅ホームのホームドア設置駅数について、目標値が３３駅に対し、実績値が２４駅と

なっている。令和３年度は１駅も設置できなかったとのことだが、この理由は何か。ま

た、今後設置できる見込みがあるのか。 

３ 令和２年度に補助対象となる駅を一日当たりの乗降客数１００，０００人以上の駅か

ら一日当たりの乗降客数１０，０００人以上の駅に変更しているが、今後更に対象を広

げていく考えがあるのか。あるいは基準を変えなくても、内方線付き点状ブロックの設

置駅に対してホームドアを設置する考えがあるのか。 

４ 行政報告書７８ページに「声かけ・サポートハンドブックの印刷・配布」とあるが、

令和３年度はどれくらい印刷してどこでどのように配布したのか。 

 

交通政策課長 

１ 令和３年度までの５か年計画の指標である駅ホームの転落防止設備整備率についてで

あるが、指摘のとおり一日当たりの乗降客数１０，０００人以上の駅におけるホームド

ア又は内方線付き点状ブロックの整備率については、令和２年度の時点で１００％を達

成した。その上で、令和４年度からは、新しい５か年計画の目標期間に入っているが、

駅ホームの転落防止措置を推進する観点から、ホームドアの設置が最も効果が高いと考

えている。そのため、県としても今後も引き続き早期のホームドアの設置を推進してい

くことが重要であると考えているので、令和４年度からの現在の５か年計画でホームド

アに特化した、よりきめ細かい目標を設定するという観点から、ホームドアの設置番線

数を指標として設定した。具体的には、設置番線数を令和８年度末に１１３番線にする

こととし、５か年計画の期間中、４９番線にホームドアを設置することを目標として、

その達成に向けて取り組んでいる。 

２ 令和２年度までは年度目標を達成していたが、令和３年度が新型コロナウイルス感染

症拡大の影響を受けて、整備完了予定の工事が翌年度以降に伸びるということもあった。

また、世界的な半導体の不足により納入時期が遅れるといった影響もあった。当初令和

３年度までに整備完了予定だったが、途中で構造上の問題があり補強をしなければなら

ないということが判明して延期されたという駅もある。 

３ 令和２年度の変更により、対象駅が１０数駅から１１９駅に拡大した。それによって、
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令和２年度以降、一日当たりの乗降客数１０，０００人以上の駅１２駅に対して補助を

実施することができた。方針としては、まずは全ての一日当たりの乗降客数１０，００

０人以上の駅の整備を進めていきたいと考えている。また、内方線付き点状ブロックが

既にあってもホームドアの安全効果は非常に高いと考えているため、更にホームドア設

置を推進していく。 

４ 目の不自由な方に対する駅ホームでの具体的なサポート方法を示したガイドブックで

あるが、平成２７年度に県で作成し毎年度印刷、配布を行っている。令和３年度は３，

０００部印刷し、社会福祉協議会やＮＰＯに約２５０部配布した。来年度以降もこの取

組を続けることで、目の不自由な方が安全に利用できる環境を確保していく。 

 

蒲生委員 

１ パソコンやスマートフォンを利用して県民が２４時間問合せできる「埼玉コンシェル

ジュ」について、令和３年度の利用状況や効果はどうか。 

２ 地域公共交通の確保・充実を図るためには、新たなモビリティサービスの普及が重要

になると考えるが、令和３年度は県としてどのようなことを実施してきたのか。 

 

デジタル政策幹 

１ 令和３年度は約２８０，０００件のアクセスがあり、稼働が開始された令和２年度の

約３４，０００件から大きく件数が伸びた。特に令和３年度は、新型コロナウイルス感

染症関係の問合せが非常に増えた。これに昼夜を問わず対応できたということは、デジ

タルならではの成果であると考えている。 

 

交通政策課長 

２ より効率的で利便性の高い地域公共交通を実現するためには、指摘のような自動運転

やＡＩオンデマンド交通といった先進技術を活用した、新たなモビリティサービスの普

及が大変重要であると考えている。そこで県では、令和３年度と令和４年度に、市町村

向けの地域公共交通の活性化に向けた補助制度を改正し、新たなモビリティサービスを

支援対象として明確化した。その上で、市町村職員を対象に、新たなモビリティサービ

スに関する研修会なども実施した。具体的には令和３年度は、市町村向けの補助制度で

は、狭山市におけるＡＩオンデマンド交通の実証運行に向けた環境整備について財政支

援を行った。また、市町村職員向けの研修会については令和３年８月に実施し、新たな

モビリティサービスに関する専門家を講師に迎え、ＡＩオンデマンド交通など新たなモ

ビリティサービスに関する先進事例を紹介した。また、令和４年３月には、ＤＸビジョ

ン・ロードマップにおいて、「新たなモビリティサービスに係る取組実施市町村数」を

ＫＰＩに設定した。 

 

蒲生委員 

 ＡＩは休みなく処理できる能力があるが、まだまだ発展途上でＡＩの問題も様々指摘さ

れている。現時点でＡＩを活用していく上でどのような課題があり、どのように対応して

いこうと考えているか。 

 

デジタル政策幹 

 ＡＩは人間に比べると正確に回答できない場合がある。特に新しい問題が出てきたとき

の対応が苦手と言われている。このため、ＡＩが答えきれなかった言葉や説明を職員が手
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作業で回答を常に加えており時間と労力がかかる。最近はＡＩチャットボット以外でも、

キーワード検索などの機能もかなり充実してきているので、今後の技術動向なども考慮し

ながら、県民サービスの向上につながる選択肢を検討していきたい。 

 

横川委員 

 資料２２「職員定数の推移」について、今後、ＡＩやＤＸの推進による業務効率を見据

えて、職員の適正数を見定めていくことが重要である。定数管理に当たっては、専門職の

人員や部門など、他県の状況と比較して判断することが有効であると考えるが、県として

そのような把握をしているのか。 

 

行政・デジタル改革課長 

 過去に同じような財政規模、人口規模の近県について比較したことがあるが、近県では、

海や港湾がありその関係の業務を所掌しているため、直接の比較が困難であった。また、

以前に委託や指定管理の導入率の比較により定数差を検討したことがある。 

 

横川委員 

 他県との環境差により職員配置の比較が困難とのことだが、本県として定数管理の方向

性や方針について決める必要があると考えている。保健医療部では３０数名の増員とのこ

とだが、コロナ禍での課題を踏まえた上で、採用を図ることは重要だと考えている。一方、

人件費も踏まえ、委託化やＤＸ推進による業務効率など、県民にとってより良いサービス

を提供する体制を、全庁挙げて見定めることが重要である。定数管理の方向性や方針がう

やむやであり、これが定まらないと総務部では採用ができない。どのような人材が必要か、

どの部門が弱いかなどの検証は、港湾などの環境下の比較ではない。専門人材の配置によ

る事務事業的な開きをきちんと検証できるかが重要だと考えているがどうか。 

 

行政・デジタル改革課長 

 昨年度の定数管理の検討に当たっては、埼玉県５か年計画を踏まえ行政需要を把握した

ところである。一方で、近年は災害を含めた危機管理への対応が求められており、それら

に重点的に職員を配置することで、計画的な配置というよりも緊急的に定数措置しなけれ

ばならない現状がある。しかし、将来の定数管理の方向性や方針は大切であり、今後１０

年をどう見据えるか、人口減少や職員採用の厳しさなどを見据えることも必要である。ど

のような在り方がよいかしっかりと検討していきたい。 

 

金野委員 

１ 県民満足度調査における満足度１４項目、平均５８．２％の調査概要はどのようなも

のか。また満足度５８．２％は決して高い数字ではないが、この数字をどのように捉え

ているか。 

２ ＲＰＡを令和３年度末までに累計５９業務に導入し、定例的業務の自動化を推進した

とのことだが、具体的にはどのようなものか。また削減効果や今後の進め方はどうか。 

３ 「住むなら埼玉」移住総合支援事業について、先ほどアンケートなどを実施し移住者

数の把握に努めたいとの答弁があったが、全国では目標を設定しているところもある。

県としてどのように考えるか。 

４ ホームドアについての設置対象となる駅または番線の総数と、未設置の駅及び番線の

数、今後の整備の見通しについて伺う。 
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５ 税外未収債権の圧縮について、ヒアリングや情報共有を行ったとあるが、これはどの

ようなものなのか。例えば、全庁調整会議などを立ち上げて行っているのか。 

６ 不納欠損額のＢの位置付けについて、これは不納欠損をしたけれど債権放棄をしてい

ないというものなのか。 

７ 具体的に不納欠損となったもの、債権放棄をしたものについて、債権の種類と理由は

どのようなものか。 

 

計画調整課長 

１ 調査対象は、県内在住の満１８歳以上の５，０００人を無作為抽出し実施している。

回答は郵送・インターネットを併用している。調査内容は、令和３年度の県民満足度調

査のため、昨年度までの「５か年計画（希望・活躍・うるおいの埼玉）」の１４の基本

目標ごとに、「満足している」、「ある程度満足している」、「あまり満足していない」、

「満足していない」、「わからない」の５段階から一つ選び、このうち「満足している」

「ある程度満足している」の２項目を回答した方を「満足」として、その割合を合計し

たものである。５８．２％という数字は、前年度より２．９ポイント改善しており、過

去２番目の満足度の高さである。満足度は何％以上なら良好であるという客観的な基準

はないが、県民の半数以上が満足と回答していることから、県政に対する一定の評価が

あったものと受け止めている。 

 

行政・デジタル改革課長 

２ 導入事例としては、職員の通勤手当や勤勉手当の認定や支給をする際の事務において、

ＲＰＡを活用している。導入の効果としては、令和３年度１年間を通じて稼働したＲＰ

Ａ業務が４１事業あり、１年間で１１，７６６時間の業務時間の削減の効果があった。

今後の進め方について、この４年間でかなりの業務に対しＲＰＡを導入したところだが、

追加の業務があれば新規開発するほか、現在のＲＰＡシステムの運用をしっかりと進め

ていく。 

 

地域政策課長 

３ 現状では移住の理由を把握する制度がない中で、他県でも工夫をしていると思う。本

県は全国でも２番目に転入超過が多いが、それが「移住」なのか「引っ越し」なのか把

握しづらい。栃木県では市町村アンケートを実施しており、今後も市町村と連携しなが

ら目標値について検討していきたい。 

 

交通政策課長 

４ ホームドアについては、目の不自由な方のみならず、飛び降り防止、痴漢対策の観点

からも大変重要な取組であり、県としても今後も力を入れていくということで、新しい

５か年計画の中でも設置番線数を目標として掲げたところである。令和３年度末現在の

ホームドア設置済み番線数は６４番線、２４駅である。それに対し、５か年計画の目標

設置番線数は１１３番線ということであり、５か年計画の期間中、令和４年度から８年

度においては４９番線にホームドアを設置することを目標としている。県では、一日当

たりの乗降客数１０，０００人以上の駅を対象に補助事業を行っているが、鉄道事業者

も基本的にそういった重要な駅から整備するため、一日当たりの乗降客数１０，０００

人以上の駅については最終的には全てホームドアを設置することを目指している。本県

においては対象の番線数は３４２番線であり、そのうちの１１３番線をまず早期に設置
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していきたいというところであるので、県としても鉄道事業者への財政的支援をしっか

りしていくということを伝えた上で、粘り強く働き掛け目標値を達成していきたい。 

 

財政課長 

５ 企画財政部で全体の税外未収債権に関する指導等を行っており、債権所管課所に対し、

現状についてヒアリングを行い、債権回収方法等について情報共有をするなど促進を図

った。 

６ 不納欠損したが債権放棄していないものとしては、例えば消滅時効が完成して債権が

消滅したものは不納欠損としている。「うち債権放棄」の内容は、例えば母子父子寡婦

福祉資金において、債務者に資力がないものについては条例に基づいて債権放棄を行っ

た。 

７ 不納欠損の内容としては、これらのほかに、警察本部の放置違反金や交通安全施設等

に係る損害賠償金、県営住宅使用料などが主なものである。 

 

金野委員 

１ 移住実績の把握についても市町村と連携して検討できないか。 

２ ホームドアの設置について、単年度の目標は立てているのか。 

３ 税外未収債権について、ヒアリングや情報共有を企画財政部で行っているとのことだ

が、検討委員会のようなものを設置したり、強化月間を設けたりするなど、組織的に行

っているのか。 

 

地域政策課長 

１ 今年７月１日から２２市町村に協力してもらい、転入窓口でスマートフォンを活用し

たアンケート調査を試みで実施している。現時点では、回答数が少なく十分な分析がで

きていないが、今後も市町村と連携し移住者の把握に努めていきたい。 

 

交通政策課長 

２ ５か年計画全般に共通であるが、５年間の目標値を設定しており、単年度ごとの目標

値は設定していない。ただし、毎年度予算編成の過程の中も含め、計画を事業者から伺

い、市町村からも支援のニーズを毎年度しっかり聞き取った上で、それを踏まえて計画

的に支援していくということで、こちらが支援できるものは最大限それで支援していく

という姿勢で臨んでいる。そのため、そういった情報をやり取りする中で、５か年の目

標全体を達成することを見据えて、県からも事業者に働き掛けを的確にしていくという

ことで進捗管理をしていきたいと考えている。 

 

財政課長 

３ 年度当初に研修会やマニュアルを基に指導等を行っているが、全庁的には期間を決め

て定期的にヒアリングを実施しているものではない。随時、状況把握をした上で相談を

受けたり弁護士相談を実施しながら指導等を行っている。 

 

前原委員 

１ 行政報告書４４ページの「４ 行政・デジタル改革の推進」について、県民が知りた

い情報になかなかたどり着けないという声も寄せられている。職員の業務の効率化や県

民サービスの向上は図られたのか。 



- 11 - 

２ 行政報告書４４ページ「５ ＩＣＴの利活用の推進」について、「県民・事業者の利

便性向上のため、県及び市町村の電子申請サービスの充実を図った」とあり、利用件数

が令和３年度の目標値４１６，０００件に対して、実績値は１０８万３３２件となって

いる。これは、新型コロナウイルス感染症に関する協力金などの結果だと思われるが、

パソコンが利用できない県民への影響はどうだったか。 

３ 本県のマイナンバーカード交付率は全国の状況と比べてどうなっているか。本来、任

意であるカード取得に対し「今なら商品券付き」、「ポイントが貰える」などのキャン

ペーンが行われているが、これまでに県がマイナンバー関連で支出した費用はどのくら

いになるか。また、国は、現行の健康保険証を来年秋に廃止して、マイナンバーカード

に一体化させると表明しているが、生活に欠かせない保険証と引き換えにマイナンバー

カードの取得を迫ることについて、令和３年度の中でその必要性を裏付けるものがあっ

たか。 

４ 思川開発施設の令和６年度完成に向けてダム本体工事を行ったとのことであるが、工

事の進捗率、総事業費、県の負担割合、今後の負担予想額はどのようになっているか。 

５ 行政報告書７６ページ「９（２）水源地域対策の推進について」について埼玉県水源

地域対策基金の令和３年度末基金残高が５９億２,２７４万１,９９８円とある。令和３

年度はどのくらい取り崩したのか。前年との比較と使途内容についても伺う。 

６ 行政報告書７８ページの「交通網の整備促進」の駅ホームの転落防止対策について、

実際にどれだけの自治体から要望があったのか。 

 

行政・デジタル改革課長 

１ デジタル化の目的は、業務の効率化を図って県民サービスを向上させることである。

例えば、行政手続をオンライン化することにより、窓口が開いている時間に行く必要が

なくなり、遠方に住んでいる方や忙しい方の利便性が向上すると考える。こうした考え

から、県では行政手続のオンライン化を進めている。今年の４月時点では手続の３分の

２以上はオンライン化できており、県民の手続の選択肢が広がっている。その裏側では、

職員の事務の効率化や、多様な働き方が可能になっている。知りたい情報になかなかた

どり着けないという点については、情報提供や案内の方法を工夫するなどして、引き続

き改善を図っていく。 

 

情報システム戦略課長 

２ 令和３年度の電子申請の件数が増えた理由は新型コロナウイルス感染症関係の申請が

増えたためである。システムを運用している側として手続の詳細までは承知していない

が、手続をオンライン化する際にはオンライン申請の方法だけではなく、例えば、郵送

や窓口での対応といった複数の申請方法を準備している例がほとんどであると思って

いる。先ほど手続のオンライン化率が３分の２という答弁があったが、実際にオンライ

ンが利用されている率は令和２年度で約２１％であり、他の方法で申請をしているケー

スも多いと考えている。したがって、オンライン申請を進めていく中では、どのような

事情でオンライン申請ができないのかといった点もよく把握して対応していく必要が

あると考えている。 

３ マイナンバーカードの交付状況は、最新の９月末時点で全国平均が４９％、埼玉県は

４７％である。マイナンバー関連のこれまでの支出の合計については、平成２８年度の

途中からマイナンバー制度が始まっているが、令和３年度までの合計で約２億３，７０

０万円でありシステム運用経費が主なものである。このうちマイナンバーカードの促進
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については、広報費として約９８０万円かかっている。次に、マイナンバーカードと健

康保険証を一体化させる必要性について、令和３年１０月からマイナンバーカードによ

る健康保険証の利用が可能になったという事実はある。また、マイナンバーカードを取

得することの必要性については、例えば、マイナンバーカードを取得して最初に住民の

方が利便性を感じるのは、コンビニエンスストアで住民票などが取得できることである。

コンビニエンスストアで交付ができる市町村は令和３年度中に９市町村増えており、現

在県内の４８市町村でコンビニエンスストアでの交付が可能になっている。また、民間

の取組ではあるがネット銀行などはマイナンバーカードを使って本人確認をして口座

を作ることができるようにもなっている。このようなところで利便性が向上していき、

取得に向けた土壌が整いつつあると考えている。 

 

土地水政策課長 

４ 工事の進捗率は約７１％である。費用関係について、総事業費は約１，８５０億円、

県の負担割合は額として約１６９億円、率としては約１３％となっている。今後の負担

予想額は約５０億円となっている。 

５ 埼玉県水源地域対策基金については、令和３年度は約１,３００万円を取り崩した。具

体的な使途内容は、公益財団法人利根川・荒川水源地域対策基金への負担金、県内の水

源地域の振興対策事業である。公益財団法人利根川・荒川水源地域対策基金については、

思川開発施設に関する森林の保全に関する啓発活動の費用や上下流交流事業の実施な

どに対して負担金を支出している。また、県内の水源地域の振興対策としては森林の整

備や災害対策等に要する費用について、県内ダム所在地の秩父市など４市町に対して支

援を行った。 

 

交通政策課長 

６ 市町村から県に対する補助要望は、令和３年度は実際に支援した草加市、越谷市、川

口市の３市１２駅からあり、全て要望どおりに補助を行った。今年度についても、補助

要望があった２市５駅について要望どおり補助金を交付する予定である。先ほど答弁し

たとおり、半導体不足など様々な障害がある中で、鉄道事業者自身にしっかりと整備を

進めてもらう必要があるので、市町村と連携して整備計画を立てている駅については苦

しい中でも前倒しも含めてしっかりと確実に整備してもらうことを、整備計画がない駅

についてはまずは整備計画を作ってもらうことを、粘り強く働き掛けていく。 

 

辻委員 

１ ホームドアの設置について、東京２０２０オリンピック・パラリンピックの開催前に

オリンピック会場周辺の駅を優先的に設置していくという方針があったと思うが、オリ

ンピック開催前と開催後で設置数に影響はあるか。また、国からの補助金額に差は生じ

るのか。 

２ 鉄道事業者への要望について、ＪＲ等で駅の無人化が進んでいるが、合理化によって

サポートが必要な障害者等が利用する際に、事前に連絡をしないと乗れないという状況

が起きており、非常に問題であると思う。無人駅化についての要望は行っているのか。 

 

交通政策課長 

１ 平成２９年度の補助制度創設時には一日当たり乗降客数１００，０００人以上の駅に

加えてオリンピック会場周辺駅を支援対象とした。それにより東武東上線の朝霞駅と東
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武伊勢崎線の北越谷駅を支援した。その後、令和２年度以降は一日当たり乗降客数１０，

０００人以上の駅と対象を拡大し、１２駅について補助を実施した。引き続きオリンピ

ック終了後も一日当たり乗降客数１０，０００人以上全ての駅を対象に進めていきたい。

なお、国の補助については県補助と直接関連した財政的な支援はない。 

２ 毎年度県では、鉄道事業者８社に対して地元市町村からの要望も併せて要望を行って

いる。令和３年度は行田市から行田市駅における常駐職員の配置の継続という要望があ

ったので秩父鉄道にそれを伝えている。越生町からも越生駅の無人駅における適切な案

内表示という要望があったため、それについてもＪＲに伝えている。引き続き、市町村

や地域住民のニーズを吸い上げて適切に鉄道事業者に要望していく。 

 

八子委員 

 県と市町村職員の人事交流について、県から市町村に派遣されている職員数が８１名で

あるのに対し、市町村から県に派遣されている職員が１７名となっている。これを見ると

バランスが悪いと感じるが、もっと市町村から職員を受け入れることはできないのか。 

 

市町村課長 

 県と市町村の間の職員派遣については、毎年度市町村に要望等について照会を行い、そ

れに基づいて関係部局との調整をしている。県からの派遣人数に比べて市町村からの派遣

人数が少ないとの指摘であるが、行政報告書記載のとおり実務研修職員という形で市町村

から県に派遣されている職員が１４５名いる。全体としては、実務研修職員制度の方が市

町村から派遣しやすいものと認識している。指摘を踏まえて今後市町村からの派遣要請に

できる限り対応していきたい。 

 

八子委員 

 市町村からの要望があれば、県の方では市町村からの派遣職員をより多く受け入れるこ

とが可能なのか。 

 

市町村課長 

 できる限り市町村の要望に対応したいと考えているが、実際の受入については所管部局

と協議の上で決定しており内容によっては断るケースもある。 

 

鈴木委員 

１ 行政報告書６３ページ「住民基本台帳ネットワークシステムの運用」について、マイ

ナンバー制度も賛否がありながらも移行されている中で、システムの適切な運用を行う

ために、市町村に対して技術支援、助言、セキュリティ研修の開催とあるが、どのよう

な役割になっているのか。また、昨年のセキュリティ研修や助言の内容はどのようなも

のか。 

２ 手数料収納に関する検討会議の中で証紙廃止及び証紙廃止後の手数料収納の在り方に

ついて検討を行ったとのことだが、検討内容について具体的に伺う。 

３ 公金の収納キャッシュレス化に関する件について、県民の利便性向上と事務の効率化

を図るため、電子マネー導入施設での情報収集や効果検証を行うとともに各種支援を行

ったとあるが、情報収集内容や効果の検証について具体的に伺う。 
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情報システム戦略課長 

１ 住基ネットの現在の使われ方については、マイナンバー制度が始まっているが、その

マイナンバーは住基情報を基に付番しており、名前、住所、生年月日、性別の基本情報

は今でも住基ネットシステムで管理している。次に、市町村に対する支援であるが、セ

キュリティに関しては総務省で定めるチェックリストを用いて市町村で自主的にチェ

ックを行ってもらっている。また、市町村を対象とした研修会を毎年一回行っている。

あわせて、年に一回住基ネットを管理する審議会でセキュリティが担保されているか審

査している。 

 

出納総務課長 

２ 証紙廃止に伴う手数料収納に関する検討会議については、令和３年度に２回、令和４

年度に３回の計５回開催した。検討内容の前提は、これまで行ってきた収入証紙制度を

見直し、基本方針として電子申請システムを活用した電子収納を原則として、それに対

応できない場合は窓口でのキャッシュレス収納とする方向であることを庁内で確認し

た。令和４年度は、令和５年度中に収入証紙の廃止を行い、キャッシュレス化を進めて

いくということを協議した。 

３ 既にキャッシュレス決済を導入している７施設に対してアンケート調査を実施した。

その中で、サービスが向上したという回答もあったことから、キャッシュレス決済を継

続していく意向とした。一方で、来客数も増えているとは言えない現状である。今は現

金収納とキャッシュレス収納を併用しており複雑化しているため、今一度検討していき

たい。 

 

鈴木委員 

 住基ネットについて、セキュリティチェック等しっかり行われているということである

が、埼玉県において過去から現在において情報が漏えいするような案件はなかったという

ことでよいか。 

 

情報システム戦略課長 

 そのような案件はなかった。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２１日（金）企業局関係） 

 

【説明者】 

北島通次公営企業管理者、金子勉企業局長、高橋伸保水道部長、 

吉田薫総務課長、飯野由希子財務課長、大澤建孔地域整備課長、加藤政寿水道企画課長、 

鈴木喜弘水道管理課長、野口清隆主席工事検査員 

 

【発言】 

阿左美委員 

１ 大久保浄水場及び柿木浄水場について、修繕工事及び諸設備機器の定期点検を実施し

たとあるが、点検の中で不具合などは見つかったか。またそれに対してどう対応したか。 

２ 地域整備事業会計の決算概要について、令和３年度は完成した産業団地がなかったと

あるが、団地の完成時期を平準化して毎年度安定した分譲利益を計上するのが望ましい

と考える。令和３年度に完成した団地がなかった理由は何か。 

 

水道管理課長 

１ 工業用水道事業及び水道用水供給事業において、機械設備ではポンプ類、電気設備で

は浄水場の制御を行う監視制御機器などを対象に点検を行っている。不具合については、

早急に対応できるものはその場で対応し、予備機があるものについては予備機に切り替

える。点検の目的は機器の劣化状況の把握であり、点検結果を今後の修繕計画や更新の

計画に反映している。 

 

地域整備課長 

２ 当初の計画では令和３年度に４地区を完成する予定だったが、用地交渉の長期化等に

より事業期間の延長を行った。 

 

阿左美委員 

１ 静岡県では先日の台風において、取水口に被害が出て断水となる事象があった。上流

部分のメンテナンスはどのようなことを行っているか。また、断水に対する市町村への

県の対応について伺う。 

２ 昨今の円安等の影響で製造業の国内回帰が起こる可能性も考えられるが、地域整備事

業としてこの点について何か考えはあるか。 

 

水道管理課長 

１ 県は河川から取水して市町へ送水しているが、県の５浄水場は送水管でつながってお

り、水融通が可能である。また、備蓄水の活用や市町に自己水の活用を依頼するなど市

町村との連携を密にして対応している。 

 

地域整備課長 

２ 現在、産業用地の購入については物流企業やマルチテナント系の企業の購買力が高く、

マーケットに任せると、製造業等他の業種が購入しづらいということが出てくるため、

販売方法等については工夫していきたい。また、県北地域は物流業よりも製造業の方が
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価格帯などの面も踏まえて興味がある企業が多いようであり、そのような面も考慮する。 

 

小川委員 

 工業用水事業について、今後は事業者のニーズに沿った施設規模の適正化や料金の在り

方を検討して経営改善に努めていくとのことであったが、具体的にはどのようなことを実

施していくのか。 

 

水道企画課長 

 施設規模の適正化については、施設能力に余裕のある柿木浄水場の施設の一部を廃止す

る計画としている。現在進めている柿木浄水場の耐震化が完了した後の令和７年度頃の実

施を見込んでいる。料金の在り方については、これまで料金改定の検討については４年に

１度行ってきた。平成５年度以降値上げを行っていないが、水需要の減少や施設の老朽化

を考慮すると、将来も現在の料金を維持することは難しいと考えている。そのため、今後

の料金については、動力費などの変動要因も注視しつつ、必要な投資とそれに見合う料金

について受水企業と協議を進めていく。 

 

小川委員 

１ 事業者ニーズに沿ったという答弁があったが、資料によると契約水量と実供給水量に

大きく差がある事業所がある。こうした事業所は契約水量が大きく変わる可能性がある

のか。このような点について対応することが企業のニーズと思うがどうか。 

２ 契約企業数が減少傾向であるが、対応をどう考えているか。また、原因についてどう

分析しているのか。 

 

水道企画課長 

１ 契約水量に基づいて施設等を整備し、料金を算定している。受水企業によっては昼間

と夜間で使用水量に差がある企業もあり、そのような企業は最も使う時間帯の水量で契

約している。また、企業局としても、施設に負担がかからないよう一定の水量で送水し

ているため、このような状況になっている。契約水量を減らしたいという企業について

は、協議を進めながら検討する。 

２ 以前は節水等により急激に減少したが、最近は節水が一段落したことから、減少傾向

は緩やかになっている。また、工場が撤退して住宅地になるような場合には、なかなか

新しく工場が入ってこず、契約企業数は減少すると考えている。 

 

石川委員 

 大久保浄水場、行田浄水場及び吉見浄水場においては、水道施設の耐震補強工事を実施

中とのことだが、工事の現在の進捗状況について伺う。 

 

水道管理課長 

 大久保浄水場と吉見浄水場は令和４年度末に、行田浄水場は令和６年度に耐震補強工事

が完了する見込みである。令和６年度で全ての施設の耐震化が完了する見込みである。 

 

杉田委員  

 地域整備事業について、貸付契約していた区画の一部を令和４年２月に分譲したとある

が、分譲に至った経緯について伺う。また、貸付契約している他の区画についても、今後、
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分譲を進めていくのか。分譲を進めていくのであれば、どのようなスケジュールで実施す

るのか。 

 

地域整備課長 

 経済状況の悪化により分譲が難しくなった物件について、平成１４年度にリース方式を

導入した。企業の地元定着に向け、リース終期を捉えて買取りの働き掛けをしている。今

回の物件については、比較的リース期間を残した段階で企業から買取りの意向が示された

ものである。理由は、設備投資に際して、リースの残存期間が短いと担保価値に支障が生

じるためであるとのことであった。リース企業への分譲を目標としつつ、企業のリース契

約継続の要望については、貸付企業と十分調整し、幅広く対応していく。 

 

杉田委員 

 貸付契約していない区画もあるのか。 

  

地域整備課長 

 基本的には分譲しており、経済情勢が悪いときに売れない区画について貸付けを行った

ものである。 

 

権守委員 

 地域整備事業で、本庄いまい台と秩父みどりが丘の分譲収益について、差額が赤字とな

っているが、赤字となった理由は何か。 

 

地域整備課長 

 バブル崩壊後等の経済情勢が悪いときに売れ残ったものであり、原価よりも高い値段で

売ることが難しかったためである。 

 

蒲生委員 

１ 工業用水道事業について、令和２年度を除くと、これまでの数億円単位の純利益から

令和３年度は純利益が約３，０００万円まで減少しているが、原因は何か。 

２ 水道用水供給事業について、令和３年度は修繕費の増加や原油価格の上昇に伴う動力

費の増加等により、経常利益が６億５，７００円減少したとのことであるが、電気料金

の高騰は今後も続くと思われる。今後、高度浄水処理の導入等の大型投資が控えている

中で、料金値上げについても検討する必要があると思うが、今後の見通しはどうか。 

 

水道企画課長 

１ 収益においては、給水収益は若干減少傾向である。費用においては、老朽化した施設

の更新や撤去の費用及び維持管理費の増加が純利益の減少要因である。具体的には、令

和２年度には約１億１，０００万円、令和３年度には約１億９，０００円と、例年に比

べて１億円以上費用を多くかけて施設の撤去を行ったことによるものである。 

２ 水道用水供給事業については、料金改定の検討は４年に１度行ってきた。平成１１年

度以降値上げを行っていないが、水需要の減少や施設の老朽化を考慮すると、将来にわ

たって現在の料金を維持することは困難であると考えている。そのため、令和６年度ま

では現在の料金で考えているが、令和７年度以降は今後の必要な投資額を踏まえ、動力

費などの変動要因も注視しつつ、受水団体とよく検討しながら進めていく。 
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辻委員 

 水道用水供給事業では、管路の老朽化、施設の耐震化、維持管理コストの上昇といった

課題がある一方、水需要は伸び悩んでいる状況だが、これまでどのような経営努力をして

きたのか。また、公共と民間の役割分担の考え方はどうか。 

  

水道管理課長 

 経営努力について、水道用水供給事業では、大久保浄水場の排水処理施設の汚泥の処理

及び吉見浄水場の運転管理の民間委託、工業用水道事業では、柿木浄水場の運転管理の民

間委託を実施してきた。公共と民間の役割分担については、水を供給することが使命のた

め、水の供給に直接影響のある業務は直営で実施し、直接影響しない業務は民間に委ねて、

両輪として、水の安定供給に努めていく。 

 

金野委員 

１ 工業用水道事業及び水道用水供給事業について、令和２年度に純利益が減少し、令和

３年度に増加している理由は何か。 

２ 水道用水供給事業の管路更新について、耐震化率が約４１％、地盤状況等を加味した

耐震適合率が約６６％と聞いているが、管路更新計画の見直しや管路の耐震化の令和３

年度末の状況について伺う。特に主要幹線と主要幹線以外の考え方はどうか。 

   

財務課長 

１ 工業用水道事業では、令和２年度に施設のダウンサイジングに伴う大久保浄水場沈で

ん池撤去を行い、約１億９，３００万円の特別損失を計上したことなどにより、約１億

７，１００万円の赤字となった。水道用水供給事業では、令和２年度に霞ヶ浦導水事業

からの撤退に伴い特別損失を計上したことなどにより、約１８億６，３００万円の赤字

となった。 

 

水道管理課長 

２ これまで企業局で管理している送水管７７７キロメートルのうち、令和３年度までに

１３キロメートルの更新工事を実施してきた。大口径管路の場合、工事を進めていくの

が難しい箇所もあり、また、管路の老朽化も課題になっている。地盤の状況や、過去の

漏水状況などを踏まえ、新たに計画を立てていきたい。 

  

金野委員 

１ 工業用水道事業と水道用水供給事業の令和２年度の特別損失については、想定してい

たもので、想定内の時期、金額ということでよいか。 

２ 管路更新の推進については、新たに計画を立てるということだが、現状の１３キロメ

ートルというのは計画から遅れているのか。 

 

水道企画課長 

１ 工業用水道事業の特別損失は、計画どおりに計上している。水道用水供給事業におけ

る霞ヶ浦導水事業からの撤退については、八ッ場ダム等が完成し、今後、霞ヶ浦導水事

業の水利権を使う必要がなくなることが想定された。そのため、今後、維持管理費や更

新に係る費用等が発生するのを防ぐため、撤退を決めた。想定内というよりは、必要性
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等を考慮し、撤退を決めたということである。 

 

水道管理課長 

２ 管路の更新については、なかなか進まない箇所があるのは事実である。ただし、管路

の法定耐用年数が４０年であるが、一部試掘等調査を行った結果、直ちに破断すること

はないと考えている。やるべき箇所から着手していくため計画の見直しを行っている。 

 

前原委員 

１ 工業用水道事業の廃止負担金の徴収状況の表について、Ａ社の撤退の理由と廃止負担

金は該当なしとなっている理由は何か。 

２ 水質事発生件数について、令和３年度が大幅に増えているが、事故の内容、対処状況、

今後の発生防止のための考え方について伺う。 

３ 水道料金について、県水の料金が１立方メートル当たり６１．７８円とある。末端の

水道料金は一番高いのは寄居町の３９１．９円、一番安いのは嵐山町の９４．９円とな

っており、約３倍の差がある。料金の差が生じる理由は何か。 

４ 富士見市の勝瀬地域で給水管の整備工事が長期間行われていたが、令和３年度まで工

事が続いた理由は何か。 

 

水道企画課長 

１ Ａ社では自家発電設備の冷却水として工業用水を使用していたが、設備の更新により

冷却水が不要になったことから廃止したと聞いている。工業用水道事業では、受水企業

から給水申込みに合わせて配管等を布設するが、一定期間より前に廃止した場合、廃止

負担金を徴収することになっている。当該企業は４０年以上工業用水を受水していたた

め負担金を徴収していない。 

 

水道管理課長 

２ 水質事故は魚のへい死や油の流出が多いが、これは一般の方からの通報により発覚し

ている。因果関係ははっきりしていないが、令和２年度はコロナ禍により外出が減った

ため、通報が減ったものと考えている。水質事故が発生した場合は、上流の関係機関と

連携し、情報共有して対応している。 

 

水道企画課長 

３ 市町村がそれぞれ料金を決めており、具体的な事情は把握していないが、市町村によ

っては水を送るためにエネルギーが多く必要となることや、配管が長いなどのいろいろ

な事情があり、料金に差があるものと考える。 

 

水道管理課長 

４ 富士見市の漏水については、掘削して現場状況を確認したところ、修繕には長期間断

水になることが想定された。水道管が大口径で下流側の市町への影響が大きいことか

ら、新たにバイパス管を設置し、送水を確保してから漏水を修繕することになったため、

長期間の工期になった。 

 

前原委員 

 水質事故について、令和２年度が減っている理由は具体的な説明があったが、令和３年
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度が増えている理由は、魚のへい死や油が多かったという認識でよいか。 

 

水道管理課長 

 令和２年度はコロナ禍で外出する県民が少なく、県民からの通報が少なかったが、令和

３年度は外出する県民が増えたため、通報の件数が増えたと考えている。水質事故の比率

は大きく変わらないものと考えている。 

 

横川委員 

 資料に水道事業の料金単価や算出の仕組みが記載されている。施設修繕や改修事業費等

の影響から、時期によって利益が大きく変動することも分かるが、料金を上げるという決

断も時には必要と思う。将来的な維持管理費を含めた適正値はどのように考えているのか。

また、値上げにより影響を受ける市町村は多くあると思うが、どのくらいの期間を目安に

して、料金値上げを検討して自治体に伝えていくのか。 

 

水道企画課長 

 水道料金について、令和３年度に策定した企業局経営５か年計画のシミュレーションで

は、令和１１年度に２０％程度値上げする必要があるとの試算がある。ただし、その試算

は、昨今の電力料金の値上げ等は加味されていないため、実際にはそれより前に料金の値

上げが必要になると考えている。令和６年度までは現行料金を維持するが、令和７年度以

降については、御指摘のとおり受水団体に大きな影響を与えるため、料金の値上げ幅や値

上げ時期等については、可能な限り早く検討し、受水団体と協議を行いながら示していき

たいと考えている。 

 

公営企業管理者 

 料金の算定方法については、総括原価方式となっており、法律で決まっている算定方式

である。料金の算定期間における総費用として、営業費用に資本費用を加算して、控除収

益を差し引き、これまで決定してきた。料金単価の算定期間は４年間のため、その度に料

金の見直しを検討することを前提にしてきた。令和６年度までは、企業努力により６１．

７８円で据え置くことを決定している。料金については平成１１年から２０年間維持して

いるが、今後の経営状況の見通しを勘案すると、遅くとも令和１１年度には料金の改定が

必要になるという試算が出ている。値上げの時期については受水団体と意見交換をして決

定していきたく、議会にも相談させていただきたいと考えている。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２１日（金）下水道局関係） 

 

【説明者】 

今成貞昭下水道事業管理者、伊田恒弘下水道局長、岸田秀参事兼下水道事業課長、 

檜山志のぶ下水道管理課長 

 

【発言】 

石川委員 

 令和３年度は２１億７，３７２万円の利益を確保したとのことだが、今後はエネルギー

価格の高騰や施設の老朽化に伴う修繕などの維持管理経費が増加し、収支は厳しさを増す

と思われる。下水道局としてどう取り組んでいくのか。 

 

下水道管理課長 

 令和３年度末頃から続いているエネルギー価格の高騰は下水道事業の運営に大きく影響

を与えている。特に電気料については単価が１円上がると３億円の支出増となる。このま

まの状態が続くと令和４年度決算は単年度赤字となってしまう見込みがあり、将来的には

維持管理負担金の改定にも影響が出てくる。こうした状況を踏まえ、より一層、収入を確

保するための取組、支出を削減するための取組を進めていく。収入については処理水量の

確保のため農業集落排水を公共下水道に取り込む取組の支援や消化ガスや太陽光発電など

下水道資源を活用し新たな収益を生み出す仕組みづくりを推進していきたい。支出の削減

については効率的な運用に努めるとともに施設更新に合わせ省エネ性能の高い機器への転

換、新たな技術の導入などにより施設自体のダウンサイジングや計画的な修繕などによる

維持管理コスト削減に努める。 

 

小川委員 

１ 維持管理業務委託の状況について、８流域の処理場と新河岸川上流水循環センターの

計９か所のうち、公社への委託のところと民間事業者への委託のところがある。発注を

分けているのはどのような考え方によるのか。 

２ 民間事業者への委託期間はどのようになっているか。 

３ 現在の業者との契約は何年ぐらい続いているのか。 

 

参事兼下水道事業課長 

１ 県内九つの水循環センターのうち、災害に遭ったときのリスクが高くなる規模が大き

い五つの水循環センターについては、県の代行機関である埼玉県下水道公社が維持管理

を行っている。一方、分流式で規模が小さい三つの水循環センターは、民間のノウハウ

の活用やコスト削減を図るため、民間事業者への包括委託方式としている。 

２ ３年間である。 

３ 民間事業者への包括委託は、準備ができたセンターから順次始めてきた。一番早い荒

川上流水循環センターと市野川水循環センターでは、平成１８年度から委託を実施して

おり、現在６期目となっている。 
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小川委員 

 委託の期間について、長く業務を行うことで経験が積まれる一方で競争原理が働かなく

なる部分があると考える。現状のように複数年契約が常態化することで問題が起きないか。 

 

参事兼下水道事業課長 

 複数年契約は、より効率的な運営がされることを期待して実施している。一方、御指摘

のとおり競争原理が働きにくくなるため、競争原理が働くような契約形態となるよう工夫

をしていきたい。 

 

阿左美委員 

１ 建設資材等の部品が入ってこないために工事が遅れ、繰越額が大きくなったとのこと

だが、どのような対策があるのか。 

２ 緩やかに施設の老朽化が進んでおり、計画的に施設の更新を行っていくとのことであ

るが、施設の改築について先延ばしにしている状況はないか。 

 

参事兼下水道事業課長 

１ 電気設備工事は昨今の半導体不足によって工事が遅れているという状況がある。機械

設備工事についても電気工事と密接に関連しているため遅れて繰越しが発生している。

部品の不足については、下水道局としても対応が難しく、市場の動向を見ながら適切に

繰越し制度を活用して施設整備を進めていく。 

２ 改築工事については流域別ストックマネジメント計画に基づいて計画的に予算を確保

し進めている。今後も計画に基づいてしっかり進めていく。改築について、特に不都合

が起こっている状況はない。 

 

権守委員 

１ 収益的収支の状況について、汚水処理費の約２割を占める電気料金が約４３億円とな

り、これを含め事業費全体で１２億円の増となっている。資料３「改善又は検討を要す

る事項に対する措置状況」には、電力量の縮減は設備更新時に省エネ性能の優れた機器

の採用に努めるとあるが、内容とその効果はどうか。 

２ デマンドレスポンス契約をしているが、取り組みの効果はどうか。 

３ 調達方式の最適化について、新電力会社の参入が困難で電気供給市場の動向を注視す

るとある。契約が難しかったようだが、どういった理由か。 

４ 電力費が対前年度比４億５，０００万円の増となっているが、電力削減取組の成果は

どの程度だったのか。 

５ 電力単価１円上昇で支出が３億円増になるとの説明があった一方、今後の電力料金高

騰に向けた対策の内容は、従来と変わらないように見える。新しい取組はあるか。 

 

参事兼下水道事業課長 

１ 令和３年度の省エネ機器導入実績は、省エネ型変圧器などがあり、これによって年間

約３３，０００キロワットアワーの削減効果がある。令和２年度の導入実績では、年間

約６２０万５，０００キロワットアワーの削減効果となった。 

２ 令和３年度の収入額は２２０万円程度となっている。今年度も引き続き取組をしてお

り、目標に到達すれば収入は１，０００万円弱となる。 

３ 電力契約については、新電力会社の撤退が相次いでおり、契約が難しくなっている。
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現在は東京電力との最終保障供給契約となっているが、有利なプランにできるよう取り

組んでいきたい。 

４ これまでの取組による電力料金削減の成果は、令和２年度は令和元年度に比べ約９，

０００万円の削減効果が、令和３年度はそこから更に約５０万円の削減効果があった。 

５ 現在、ＡＩの導入による水処理施設の電力削減の研究を実施している。今後も新技術

等に目を光らせ、新たな省エネ機器を導入するなどしていきたい。 

 

権守委員 

 現在ＡＩによる電力削減の研究をしているとのことだが、どの程度の削減ができるのか。 

 

参事兼下水道事業課長 

 削減量については実証実験を行っているところである。海外では水処理施設の電力を最

大１０％削減できた例もあると聞いている。ふだんから効率的に運転しているので、それ

と比較してどうか、結果を見たい。 

 

蒲生委員 

１ 決算書の特別利益は東京電力からの損害賠償金とのことだが、流域下水道事業におけ

る損害賠償の対象と範囲はどのようなものが挙げられるのか。 

２ 施設の耐震化の進捗状況に差が生じている。最低１系列の進捗率が２２.２％で非常

に低いと考えられるが、今後どのように対応していくのか。 

 

下水道管理課長 

１ 対象となるのは、放射性物質が含まれる焼却灰の放射線の測定費用、保管する費用及

び処分費用であり、賠償の範囲は、これらのために追加的に必要になった費用である。

令和３年度の約１億１，７００万円の内訳は平成２９年度の放射線測定費用約１６０万

円、焼却灰保管費用約１，２００万円、焼却灰処分費用約１億３００万円である。 

 

参事兼下水道事業課長 

２ 全ての下水道施設を耐震化するには時間がかかるため、優先順位をつけて耐震化を進

めている。下水を街にあふれさせないよう「送る」機能の確保と、「処理する」機能の確

保を基本理念としており、「処理する」機能として、下水処理場への流入から処理をして

放流するまで、「最低１系列」の施設を耐震化する取り組みを進めている。下水道局が管

理する９処理場において、最低１系列の耐震化が完了しているのは、令和３年度末現在

２処理場である。残る処理場は耐震化を順次進めており、令和５年度末までに９処理場

のうち７処理場が完了する見込みである。残る２処理場については沈砂池・ポンプ棟全

体の再構築を行う等の非常に大規模な事業を行っており、早期の完了は困難な状況であ

る。 

 

田並委員 

 資料２で人件費として約６億３，４００万円と計上されているが、下水道局の職員数は

近年変化しているのか。 

 

下水道管理課長 

 下水道局の職員定数は発足して以来、都市整備部から公共下水道に係る業務が移管され
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た際の定数移動を除けば一切増加しておらず、現在１０７名である。 

 

田並委員 

 下水道局は全国的に見ても経営努力をしていると思っている。発足以来、人数が増えて

いないとのことだが、バイオガス発電事業など今後事業の幅は増えていくと推察する。今

後も安全に安定的に県民サービスの提供の維持を考えると、経営ノウハウや技術の継承と

いった人材確保・育成も大変重要だと思う。今後の事業に向けて、令和３年度に人材確保

や育成についての検討は行ったか。 

 

下水道管理課長 

 下水道事業を取り巻く環境は大きく変化しており、汚水処理だけでなく、温暖化対策、

ＤＸ、老朽化対策も喫緊の課題である。下水道局については約８割、８４名の職員が技術

職員であり、技術職員の確保や技術力向上は下水道の持続可能な運営のための大きな課題

である。昨今、ベテラン職員の大量退職により、経験の少ない若手職員に置き換わってい

る状況であり、下水道の専門知識をいかにつないでいくか、課題として取り組んでいる。

一つの方法として、下水道事業団や下水道公社のような専門的な機関との人事交流により、

若手職員がより専門的な知識を身に付けられる機会を設けるほか、ベテラン職員と若手職

員がＯＪＴを通じて基本的な知識を学べるような関係を築けるような支援を、事務所を挙

げて取り組んでいるところである。今後、定年が順次６５歳まで延長されるので、ベテラ

ン職員の知識活用と若手職員に対する指導を的確にしていけるよう局をあげて取り組みた

い。 

 

鈴木委員 

 特別利益の東京電力に対する損害賠償請求の状況について、平成２９年度分まで入金さ

れているとのことだが、残りの部分は今後も特別利益は続くのか。また、いつ頃まで続い

ていくのか。 

 

下水道管理課長 

 令和２年度分まで請求済みである。過去に請求した分の約７０％が支払われている。差

額で合意していない部分もＡＤＲセンターに申立て中である。将来的にどこまで放射性物

質の影響が残るかは不透明である。 

 

鈴木委員 

 処分をする物質はまだ残っているのか。いつ頃処分は終了するのか。 

 

下水道管理課長 

 保管している分は全て処分されている。基準を超える分が出てくれば、請求することに

なる。 

 

鈴木委員 

 今後も基準を超える焼却灰が出てくる可能性があるのか。 

 

下水道管理課長 

 ここ数年は出ていない。 
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金野委員 

１ 今後も電力価格は上がっていきそうだが、電力費の削減のため、庁内横断で省エネに

取り組むべきではないか。 

２ 下水道の適正利用や費用負担への理解を得るためには広報が重要と考えている。下水

道局ではどのような広報を行っているか。 

 

参事兼下水道事業課長 

１ 省エネは、地球温暖化対策と表裏一体のものである。昨年度、政府の新しい目標を受

けて下水道局でも温室効果ガスの削減計画を取りまとめており、その中で新型の発電機

能付き焼却炉の導入などを盛り込んでいる。この計画は、庁内横断の計画の一つとして

取りまとめられており、省エネは庁内で共有された一体の取組になっていると認識して

いる。 

 

下水道管理課長 

２ 下水道局では下水道公社と協力して下水道利用者に向けて様々な広報活動を行ってい

る。下水処理場の設置意義を理解していただくため、近隣住民向けには荒川下水道フェ

スタやふれあいホタル祭りを開催している。小中高校生に向けた広報としては、ポスタ

ー・書道・標語を募集する下水道の日作品コンクールや夏休みの親子下水道教室などを

行っている。また、一般利用者に向けた広報では、各流域ごとに設置しているデザイン

マンホールのマンホールカードの配布や、流域のデザインマンホールにスマートフォン

をかざすとＡＲでクイズが出題される下水道検定クイズなども行っている。今後も下水

道への興味・関心を高め、利用者の理解が得られるよう広報の充実に努める。 

 

辻委員 

 維持管理負担金の単価は、原則５年ごとに見直しを行っているようだが、このように経

済状況が激動していると、５年では直近の経済状況を反映できない。５年という単位に法

的な縛りがないのであれば、見直しの期間を短縮してはどうか。 

 

下水道管理課長 

 流域ごとに５年間の算定期間により単価の設定を行い、流域関係市町と覚書を締結して

いるが、５年でなければならないものではない。単価改定には下水道法に基づいて関係市

町に意見を求め、県議会の議決を経る必要があり、毎年改定は難しい。負担金の増減は下

水道使用料に影響が出る可能性があり、丁寧に調整する必要がある。今後の状況を踏まえ、

どういう形で維持管理負担金の設定方法が検討できるか市町とも改定のタイミングをとら

えて協議していく。 

 

前原委員 

１ 越谷市の下水道料金が上がっているようだが、どのような理由か。 

２ 中川水循環センターの汚泥消化・バイオガス発電システムを視察したが、同様の施設

を他の流域でも導入する予定か。 

３ 令和３年度は利益が多くあったが、古いタンクがそのままある、壁画が薄い、洋式ト

イレが一つしかないなど、気になる点があった。見学者の増加など考え、設備投資の議

論はなかったのか。 
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下水道管理課長 

１ 中川流域の流域下水道負担金単価は平成２９年度以降に変更はないため、流域の負担

金の影響ではないと考えている。公共下水道の料金は原則として建設費や維持管理費を

下水道使用料で賄うことになっており、設備投資の状況や維持管理費が市町で異なるこ

とから市町ごとに差異が生じている。 

３ 新型コロナウイルス感染症の影響で中断しているが、処理場内の壁に地元の高校生に

壁画を描いていただく取組を行っている。処理場は以前は職員向けの施設だったが現在

は見学などに来ていただく施設に変わってきており、トイレの改修なども含め、剰余金

の使い道については検討していきたい。 

 

参事兼下水道事業課長 

２ 今後は古利根川水循環センターで消化施設を導入することとしており、現在基本設計

に着手している。敷地等の課題はあるが、温室効果ガスの削減に効果があるため、他の

水循環センターにも導入できないか引き続き検討を行っていく。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２４日（月）総務部（含 秘書課、人事委員会）関係） 

 

【説明者】 

小野寺亘総務部長、廣川達郎税務局長、谷戸典子人財政策局長、新井哲也契約局長、 

片桐徹也人事課長、齊藤浩信職員健康支援課長、須田茂利文書課長、松澤純一学事課長、 

岩崎正史税務課長、田中秀幸個人県民税対策課長、平岩亮司管財課長、 

伊藤佳子統計課長、森田克枝総務事務センター所長、小川裕嗣入札課長、 

島崎二郎入札審査課長、江口昌稔行政監察幹、渡邉和貴県営競技事務所長 

 

黒澤万里子秘書課長 

 

細野正人事委員会事務局長、澁澤幸人事委員会事務局副事務局長兼総務給与課長、 

山岸盛三人事委員会事務局任用審査課長 

 

【発言】 

石川委員  

１ 行政報告書３３ページ「（ア）自転車競技事業」について、投票券発売金額が令和２

年から令和３年を比較すると増減率５５％、金額にすると１４３億円の増加になってい

る。インターネットの売上げの増加、それに伴う経費の増加が主な理由とのことだが、

なぜインターネットの売上げが増加しているのか。 

２ 行政報告書１１２ページ「（２）私立学校に対する助成」について、県内私立高校は

県民ニーズに合わせた多彩な教育を実践しており、これに対する支援が重要だと考える

が、令和３年度の運営費補助の実施状況はどうか。 

 

県営競技事務所長 

１ 一番のきっかけは新型コロナウイルス感染症による行動制限と考えている。行動制限

により、例えば、自宅でスマートフォンから代金を支払ってゲームをするという方が増

えた。そうした趣味の一環として、代わりに車券を購入してインターネットで競輪を楽

しむといった方が非常に増えた。そして、一度購入したら競輪の面白さを分かっていた

だけて、継続して楽しんでいただけているのではないかと考えている。 

 

学事課長 

２ 令和３年度は４８の高校に対して、およそ１５８億９，０００万円を交付した。令和

２年度と比べ、生徒一人当たりの単価が約１．３％増となっている。引き続き、質が高

く特色ある私学教育の振興に力を入れていきたい。 

 

石川委員 

 車券の売上げのうちインターネットの売上げは幾らか。 

 

県営競技事務所長 

 令和３年度の大宮競輪場、西武園競輪場の総売上は４０５億円で、そのうち２９７億円

がインターネットの販売によるものである。 
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石川委員 

 西武園競輪場は、数年前から照明設備を設けてナイター競輪を始めたが、令和３年度に

その効果は表れているのか。 

 

県営競技事務所長 

 平成２８年度に照明車を購入した。そこから徐々にナイター及びミッドナイト競輪の開

催を増やしている。特にミッドナイトに関しては、昼に同じ規模のレースを実施した場合

と比較して、最大で５倍売り上げている。西武園では、令和３年度は年間で６４日間競輪

を開催し、そのうち３６日間をナイター又はミッドナイトで開催した。収益向上に非常に

貢献しているものと考えている。 

 

田並委員 

１ 業務の効率化のため、ＤＸなど様々な取組が行われているが、職員の経験とスキルも

重要である。専門性を持たせて、継続的、効率的に事業を進めていくためには、今の３

年から４年で職員が異動するローテーションはもったいないと考える。令和３年度にお

いては、どのようなローテーションを考えて人事を行ったのか。 

２ 動物指導センターでは獣医師、薬剤師が必要だが、特に薬剤師は女性が多く、産休、

育休取得による人員不足のため、他の職員の負担が大きくなっていると聞いている。職

員の負担増を防ぐために、薬剤師などの資格者の登録制度があるそうだが、登録者が少

ないという声を現場から聞く。令和３年度において、資格者の登録について、どのよう

に取り組んだのか。 

３ 行政報告書１２５ページ「（２）入札参加資格審査」の「ア 建設工事等」について、

建設や土木の工事は県内業者の入札参加が多い反面、設計・調査・測量については県外

業者が多い。どのような理由によるものか。 

 

人事課長 

１ 役付職員は３年、一般職員は４年で異動するという一般的な基準はあるが、これにか

かわらず、専門性が必要なもの、知識や経験が求められる職や、中長期的な対応が必要

な職については、通常より長く配置している。例えば、令和３年度にはオリンピック・

パラリンピックが開催されたが、前年に開催時期が延期となったことから、多くの職員

が大会終了まで引き続き業務に従事した。また、新型コロナウイルス感染症対策の継続

性の確保が必要な所属については、引き続き業務に当たった。また、現在の職場の年数

を長くするだけではなく、過去に経験のある職員を上位職で再び配置するなど、専門性

の向上についても配慮している。 

２ 育児休業等代替職員の免許資格職は、随時登録を進めているところであるが、職場や

時期などによっては登録した方と条件が合わないケースもあり、なるべく多くの方に登

録いただけるようにしている。令和３年度は、各部局の職員が、県職員のＯＢや知り合

いに声を掛け、令和４年度は、合同企業説明会などに４回出展して登録の呼び掛けを行

うなど、育児休業を安心して取得できるよう努めている。 

 

入札審査課長 

３ 入札参加登録は県内企業に限定せずに申請を認めているため、県外企業でも参加意欲

があれば登録が可能となっている。建設工事では、発注される工事が埼玉県内であるた
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め県外の企業が受注したとしても会社から遠く、通勤や資材の輸送等に手間が掛かる。

また、場合によっては現場に仮設事務所などを設置しなければならない。このため、県

外企業が入札参加登録をする意欲は県内企業と比べ低くなると考えられる。一方、設

計・調査・測量の業務においては、測量や地質調査など現場作業もあるが、ＣＡＤで図

面を起こしたり報告書を作成したりするなどデスクワークが中心となる。このため、県

外企業であっても入札参加登録をする意向が働くと考えられる。 

 

入札課長 

３ 実際の入札ではどうなっているのか補足させていただく。実際には、本県の発注方針

である埼玉県公共事業等施行方針に基づき、県内企業でできることは全て県内企業に発

注することを基本としている。そこで、入札公告においても、県内でできるものは参加

条件を県内企業に限定するなどの工夫をしている。結果的には、工事は県内企業の受注

率が９１．８％であるが、設計等の業務委託は約７割となっている。業務委託は専門性

が高く県外企業の方が優位となるものが多いことから、工事に比べて低い状況である。 

 

田並委員 

１ 例えば、オリンピック・パラリンピック関係の業務を担った職員のマネジメント経験

やスポーツ業界とのつながりは、今後、埼玉県がスポーツ振興を進めていく上で、とて

も大事になってくると思う。学んだ経験やスキルを生かすため、令和３年度では次の年

に向けて、どのように人事の工夫をしたのか。 

２ 実際には県内業者だけでは難しい設計などはあると思う。入札参加条件では、１０年

間の実績を求めているが、例えば、建築工事などで新築が少なく改修工事が多かったこ

とにより、県内業者が実績を積めなかったという要因があると思われる。実績主義によ

り、県内企業が受注できないのではないかと思うが、参加機会の確保についてどのよう

に考えているか。 

 

人事課長 

１ 令和３年度の具体的な実績は持ち合わせていないが、経験を次の配属先で生かすため

の視点は常に持っている。また、職員が上位職になった際にも、過去の経験あるいは業

界団体とのつながりなどを生かせるよう配慮しながら、人事異動を行っている。 

 

入札課長 

２ 競争性を高める工夫や新規参入できるような工夫を行っている。全ての案件に対して

ではないが、工事や委託業務の内容を勘案し、民間工事の実績や県発注工事の一次下請

けの実績を認める対策を講じている。 

 

阿左美委員 

１ 行政報告書３１ページ「（３）県税の概要」の「（イ）令和３年度の取組」において、

個人県民税対策として、収入未済額の多い市へのチーム型派遣などによる税収確保に取

り組んだとあるが、具体的にどのようなことを行い、どのような成果があったのか。 

２ 行政報告書１１８ページ「（３）庁舎の維持管理」について、改修工事が２３６件、

本庁舎等の修繕が５９０件、地域機関庁舎等の修繕が２７３件となっている。一方で、

繰越額は約２億６，０００万円、不用額は６億円強となっている。繰越額、不用額が多

いが、維持管理は十分にできているのか。 



- 4 - 

３ 行政報告書１２０ページ「５ 統計調査」については、社会経済政策における基礎資

料として重要であるが、回収率はどれくらいか。また、回収率向上に向け、どのように

取り組んでいるのか。 

４ 行政報告書１３２ページ「（３）総務事務の電子化・集中化」について、庁内向け業

務システムの運用管理を行ったとあるが、システムの安定的な運用のために、どのよう

な取組を行ったのか。また、どのようなセキュリティ対策を行ったか。さらに、県庁内

はデジタル化が進んでいると思うが、各庁舎と各県内業者との間で、図面等の様々なや

り取りをＤＸ化するという点でどのような取組を行ったか。 

 

個人県民税対策課長 

１ 令和３年度は、川口市、川越市、所沢市、上尾市の４市に対して、県職員と市職員と

でチームを編成する、チーム型派遣を行い、高額困難事案の滞納整理を行った。また、

蕨市、戸田市に対しては、県税事務所内に県職員と市職員からなるプロジェクトチーム

を設置し、困難事案等の直接徴収を行った。こうした取組によって、令和３年度の６市

合計の納税率は９６．８％となり、前年度の９６．２％より０．６ポイント、約４億５，

５００万円上昇した。 

 

管財課長 

２ 半導体不足や工事に伴う資材の調達に時間がかかることから繰越しとなっている。不

用額については、予定した工事等が執行できなかったのではなく、予算額と契約額との

差金が最終的に不用額として生じたものである。 

４ 現在、図面情報システムを導入して、県庁舎、各地方庁舎の図面を電子化し、共有す

る仕組みを構築している。ただし、一部の古い図面は電子化できていないものもあるか

と思う。引き続き、電子化に取り組んでいく。 

 

統計課長 

３ 毎年実施する六つの経常調査の調査票回収率について、労働力調査は７６．８％、毎

月勤労統計調査は、事業所の従業者の人数で二つに分かれているが、おおむね６０％台

後半から７０％台後半になっている。小売物価統計調査など、ほかの四つの調査につい

ては、回収率１００％となっている。近年、個人のプライバシー意識や企業の情報管理

意識の高まりにより、回答を拒まれるなど、調査環境は厳しくなっている。このような

状況の中、回収率を上げるための特効薬はなく、地道な取組を続けていくことが重要で

ある。基本的には、統計調査の重要性や意義について、調査対象者に対し、統計調査員

が丁寧に説明し、理解していただくことで回収率の向上を図っている。また、近年増加

するオートロック式マンション等に対しては、統計調査員の円滑な調査活動への支援に

ついてマンションの管理組合などへ協力依頼を行っている。さらに、インターネット回

答を積極的に推進している。いつでも回答でき、コロナ禍においては統計調査員と接触

せずに回答できるというメリットもある。引き続き、調査票の回収率向上に努めていく。 

 

総務事務センター所長 

４ システムの安定的な運用のための取組は、障害の未然防止、早期の障害検知、障害発

生時の迅速な対応である。障害の未然防止、早期障害検知のために、システム稼働状況

を常時監視している。また、障害検知を電子メールで通知する機能を備えたソフトウェ

アを導入している。障害を最小限に食い止めるための取組として、予備のシステム機器
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に自動で切り替わる仕組みを入れたり、各システムのデータを毎日バックアップしたり

と、障害からの復旧が速やかに行えるようにしている。そのほか、関係課や委託業者と

合同の障害対応訓練を実施しており、万が一の障害に迅速に対応できるよう備えている。

セキュリティ対策については、国のガイドラインに基づき県で策定している「埼玉県情

報セキュリティポリシー」に従い、物理的な対策、技術的な対策、人的な対策を実施し

ている。物理的対策について、システム機器が設置してあるデータセンターや執務室の

入退室管理を徹底している。技術的対策について、システムへの不正侵入を監視・防御

する装置を設置したり、ウイルス対策ソフトを導入したりしている。人的な対策につい

て、職員に対し、情報セキュリティ研修を実施しているほか、庁内や他の団体で情報セ

キュリティ事故が起こった際には、その都度内容を共有し、自らのこととして業務を顧

みるように注意喚起を行うなど、情報セキュリティ意識の向上を図っている。 

 

阿左美委員 

 庁舎の維持管理における繰越しについて、半導体不足などで執行できないのが分かって

いながら、ほかの工事、修繕箇所の検討をせずに、済ませてしまったのか。また、不用額

について、入札差金が生じるのが分かっていれば、維持修繕に必要なほかの箇所の先取り

工事を行うべきではないか。 

 

管財課長 

 できるだけ早期に発注し、年度内に工事を完了するよう努めているところであるが、結

果として間に合わず繰越しとなっている。また、来年度の工事を先取りして行うことも考

えられるが、工事に当たっては前年度の設計に基づいた予算を基に執行していることが多

い。差金により工事内容を少し増やすことはできるが、新しい工事を発注することは時期

的に難しい。 

 

蒲生委員 

 行政報告書１１２ページ「（２）私立学校に対する助成」について、新型コロナウイル

ス感染症対策として、私立幼稚園による保健衛生用品購入経費に係る補助を実施したとあ

るが、保健衛生用品には具体的にどのようなものがあるのか。また、保健衛生用品以外に

も補助はあるのか。私立幼稚園は４５２園あり、７０，０００人以上の児童が在籍してい

るが、この支援はしっかりと現場に行き届いたのか。 

 

学事課長 

 マスクや消毒液などの保健衛生用品や、換気を促すサーキュレーターなどに活用できる。

そのほか、勤務時間外に消毒を行う場合の人件費の増分にも充てることが可能である。令

和３年度は、幼稚園４５２園のうち、約４分の３の３３７園で当該補助が活用されている。

この新型コロナウイルス感染症対策の補助は令和元年度から開始しており、累計では全体

の約９５％の４３３園で活用されている。支援については、かなりの程度で行き届いたと

考えている。 

 

蒲生委員 

 感染拡大時は、親子感染などもあり、閉園が多くなった。約９５％の幼稚園に補助が行

き届いているとのことだが、効果はあったのか。 
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学事課長 

 オミクロン株が流行した当初は、小さい子供の感染が多くなり、それに伴い、幼稚園で

は学級閉鎖、園全体を閉鎖するということがあった。オミクロン株は小さい子供でもり患

すると言われており、やむを得ないと思っている。また、使用したマスクや消毒液などに

ついては、幼稚園から実績報告をきちんと提出していただいている。幼稚園の現場では、

熱中症対策で園児はマスクを外すこともあり、夏の時期などは、熱中症対策と感染症対策

のバランスを取りながら対応していただいたという経緯がある。 

 

権守委員 

１ 資料１１「私学助成について」の私立高校の授業料等軽減事業補助について、令和３

年度の私立高校生の対象者は５２，９００人、受給生徒数は３５，３４０人、割合は６

６．８％となっており、令和２年度と比較すると受給生徒の割合が減少している。我が

公明党議員団は教育費負担軽減に力を注いでおり、令和２年度から国の就学支援金が年

収７２０万円未満世帯まで拡充された。生徒数は減っているので、受給生徒数は減少す

るものの受給生徒の割合は制度の拡充によって上昇すると思われたが、受給生徒の割合

が減少した理由は何か。 

２ 資料２３「個人県民税及び市町村民税の滞納引継の状況」について、令和２年度の差

押件数５８７件と比べて令和３年度の差押件数は７２２件と増加しているが、この理由

は何か。 

３ 平成２９年度と令和３年度の引継件数と滞納金額を比較すると、引継件数は増加して

いるが、滞納金額は減少している。１件当たりの滞納金額が減少したことによるものと

思うが、どのように工夫して取り組んでいるのか。 

 

学事課長 

１ 受給生徒の減少は、生徒数の減少が背景にある。補助を受けられる生徒が受けられず

に受給者数が減少したものではない。また、授業料軽減制度は、年収約５９０万円未満

世帯までが受けられる就学支援金、年収約７２０万円未満までの世帯が受けられる県単

による父母負担軽減補助、年収約９１０万円未満までの世帯が受けられる就学支援金と

大きく三つのブロックで構成されている。当該資料の受給人数は９１０万円未満世帯ま

で全て含むので、令和２年度の就学支援金の拡充を理由に人数が大きく増減するもので

はない。ただし、補助額は増額となり、実質無償化となった生徒の割合は、令和元年度

には約３割であったが、令和２年度には約４７％になっている。 

 

個人県民税対策課長 

２ 令和元年度の差押件数は７０５件であり、令和２年度が特に減少したものである。令

和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が出始めた直後であったため、基本的に

対面で実施する預金の差押え等を控えたためである。 

３ １件当たりの滞納金額が減少していることはそのとおりであるが、引継件数、引継金

額は市町村の徴収体制や引継ぎの状況等により各年度で増減するものである。県が引き

受けた事案は、財産調査に基づき、差押えや滞納処分の執行停止を行って完結させてい

るため、高額滞納事案が減少傾向にある。個人県民税及び個人市町村民税の滞納額が１

００万円以上のものは、平成２９年度は２，５６２件であったが、令和３年度は１，２

０７件と５２．９％減少している。今後とも、市町村では滞納整理が難しい高額な事案

を中心に引き受け、滞納整理を進めていく。 
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権守委員 

 令和２年度は差押件数がコロナ禍の影響で少なく、令和３年度は例年どおりとなったと

いう理解でよいか。 

 

個人県民税対策課長 

 そのとおりである。 

 

辻委員 

１ 行政報告書９７ページ「（７）スマートステーション『ｆｌａｔ』の運営」について、

ｆｌａｔは障害のある方たちの就労の場となっているが、ここで働いている方は全員、

会計年度任用職員になるのか。また、障害者の雇用率にカウントされているのか。 

２ 行政報告書１３２ページの「（４）行政監察」に関連して、公益通報者保護法に基づ

く公益通報者保護制度について、職員からの通報は年１、２件あるかどうかという話を

以前担当から聞いたが、令和３年度の公益通報件数は何件か。また、件数が少ないのは

制度の周知が足りていないのではないかと考えるが、職員、特に非正規職員への周知は

どのように行っているのか。 

 

人事課長 

１ ｆｌａｔで勤務している障害者は会計年度任用職員として任用しており、雇用率にカ

ウントしている。 

 

行政監察幹 

２ 令和３年度、職員からの公益通報はない。全所属の倫理推進員を対象とする研修会で

資料を配布し、通報制度と窓口を周知している。また、職員ポータルでも公益通報窓口

の情報を掲載し、職員がいつでも通報先を確認できるようにしている。 

 

辻委員 

１ 精神障害者や長時間の勤務が難しい方など、最近は「超短時間勤務」という、雇用率

に算定されにくいが、短い働き方を認めて、仕事を切り出し、そのような方たちのチャ

レンジの場にしていくという試みも行政機関などでなされている。このような雇用率に

算定されにくい働き方についても広めていくという考え方は令和３年度にはあったの

か。また、検討はしているのか。 

２ 本当に必要がなく通報がないのか、必要があっても、勇気が持てず利用するまでに至

らないのか、見極めが必要だと思う。ホームページでは匿名も可能であることは記載さ

れているが分かりにくい。民間企業では外部弁護士の窓口も設置していると聞く。職員

に分かりやすくすることや外部の窓口の設置について、どう考えるか。 

 

人事課長 

１ 現在、ｆｌａｔにおいて委員御指摘のような短時間勤務の職員はいない。長時間の勤

務が難しい方もいるので、ｆｌａｔでは執務環境の整備や相談体制を充実し、配慮の必

要な方が相談しながら働ける体制にしている。また、ｆｌａｔとは別に、精神障害等の

ある方を含め障害者の職場実習を県庁で実施している。このような場でスキルアップし

て、就労につなげていただくよう取り組んでいる。 



- 8 - 

 

行政監察幹 

２ 匿名の通報も受付可能であることを県ホームページで案内しているが、職員ポータル

の案内については分かりにくいところがある。表記を見直し分かりやすい案内に努めた

い。公益通報者の秘密保持には十分配慮して対応することとしているが、それでも、内

部の窓口には通報しにくいことも想定される。現在、弁護士に外部窓口業務を委嘱して

おり、職員ポータルでも案内している。今後、周知が一層徹底されるよう取り組んでい

く。 

 

小川委員 

１ 行政報告書１１７ページ「（２）公有財産の管理・処分・調査」において、令和３年

度に未利用地を２件処分したとあるが、具体的にどういった内容か。 

２ 行政報告書１２５ページ「（２）入札参加資格審査」の「ア 建設工事等」について、

新型コロナウイルス感染症の影響で中小企業の存続も大変な状況だと思われるが、登録

業者数の推移はどのようになっているか。 

 

管財課長 

１ 未利用地の利活用については、まず庁内で利用希望がないか確認した上で、希望がな

ければ市町村に意向照会をしている。それでもなければ、十分に配慮しながら、民間売

却するか、保全するかといった方針を決定している。令和３年度の２件は、旧春日部待

機宿舎及び行田サイクリングセンターである。 

 

入札審査課長 

２ 入札参加の過去５年間の登録業者数については、建設工事等では、約７，４００者か

ら７，７００者の範囲で推移しており、ほぼ横ばいの傾向である。一方、物品等の登録

業者数は、平成３０年３月末の４，８０４者から令和４年３月末の５，６２６者に増加

した。 

 

小川委員 

１ 土地の売却に当たっては十分に検討しているとは思うが、土地を取得するには大変な

労力が掛かる。地域のために可能な限り市町村が使う方向で検討すべきと考えるがどう

か。 

２ 登録業者数については同じ数で推移しているとのことであるが、中身は違ってきてい

るのではないかと考える。規模の大きい工事では、完了までに時間を要し、資金繰りが

大変な業者も多いと思う。建物などの工事でも建築や設備、造園などを分割して工事を

発注すれば、県内の業者が受注しやすいと思うが、どのような工夫をしているのか。 

 

管財課長 

１ 未利用財産の利活用を検討する際には、市町村としっかり連携すべきと考えている。

市町村の方で少しでも意向があれば、安易に売却するのではなく、しっかりと連携しな

がら市町村に利活用してもらえるよう取り組んでいる。今後も引き続き取り組んでいく。 

 

入札課長 

２ 適正規模で分離分割して発注することとしている。例えば、建築工事などにおいては、
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分けられる工種については分割発注するなど、個々の工事において工夫している。また、

舗装工事を６か所発注するなど、複数の類似工事を同一発注する場合は、受注者が一つ

の業者に偏らないように、入札の一抜け方式というものを採用しており、極力、広く受

注できる工夫を行っている。  

 

金野委員 

１ 行政報告書９３ページ「１ 人事管理」について、令和３年度に心身の不調を訴えて

病気休暇を取得している職員はどのくらいか。 

２ 行政報告書９６ページ「（４）服務制度の改正等」について、不妊治療のための休暇

を新設したとのことだが、取得者数はどのくらいか。不妊治療を受けていることを周囲

に知られたくない職員へどう配慮しているか。また、男性も取得しているのか。 

３ 行政報告書９８ページ「ア 定期健康診断等の実施」について、受診率１００％は大

変すばらしいことだが、受診した結果、要精密検査になった職員が精密検査を受検する

ためにどのようにフォローしているか。 

４ 行政報告書１１７ページ「（２）公有財産の管理・処分・調査」について、県庁舎、

地方庁舎等の休日開放の利用実績が０となっているのはどのような理由か。 

 

人事課長 

１ 令和３年度の精神疾患による病気休職者は、教育局、警察を除く全任命権者で８４人

である。 

２ 令和４年１０月１１日現在で、２２人の職員が延べ８１．３日取得している。男性職

員も取得している。周囲の職員に知られたくないという職員もいるため、所属長等が直

接話を聞くなど、職員に応じた配慮をしている。 

 

職員健康支援課長 

３ 要精密検査となった職員に対しては、職場の衛生管理者等から精密検査を受診するよ

う勧奨を行っている。 

 

管財課長 

４ 令和３年度は新型コロナウイルス感染症の流行により、休日開放を中止していたため、

実績が０となっている。 

 

金野委員 

１ 精神疾患による長期休職者の平均取得期間、最長取得期間はどれくらいか。 

２ 要精密検査の職員の精密検査の受検率も１００％か。 

 

人事課長 

１ 令和３年度の平均取得日数は３８１．９日、最長取得日数は１，１０７日である。 

 

職員健康支援課長 

２ 勧奨は１００％実施しているが、受検率は１００％まで達していない。引き続き、職

員の健康管理を適正に行っていくため、働き掛けていきたい。現在、具体的な受検率に

ついては持ち合わせていない。 
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金野委員 

１ 長期休職者の期間が長いと感じた。どのような支援を行っているのか。 

２ そもそも把握していないのか。それとも把握しているが、データを今持っていないと

いうことか。 

 

人事課長 

１ 休職期間が長い職員も、最初から長い期間というわけではなく、休職を繰り返してい

るようなケースもある。その都度、職員健康審査会で審査しており、休んでいる職員と

の面談などを通じて状況を確認し、今後どのような対応をしていけば良いか判断してい

る。また、産業医、職員健康支援課、人事課及び主管課で構成するメンタルケアチーム

も立ち上げており、予防から早期発見、職場復帰までの全体的なフォロー体制を整え、

精神疾患の職員の復職に向けたメンタルケアに取り組んでいる。 

 

職員健康支援課長 

２ 要精密検査と診断された職員の受診状況は健康管理システムで把握しているが、現在

データを持ち合わせていない。 

 

金野委員 

 資料要求する。 

 

委員長 

 金野委員から資料要求があったが、本委員会として要求することに異議はないか。 

 

＜ 異議なし ＞ 

 

委員長 

 それでは、委員会として資料要求する。執行部におかれては速やかに提出をお願いする。 

 

杉田委員 

１ 行政報告書９６ページ「（２）職員の退職」について、令和５年度から職員の定年が

引き上げられるが、対象職員のモチベーションをどのように維持して、能力や経験を発

揮できるようにするのか。 

２ メンタル不調による休職者数は、令和元年度は病気休暇１１２人のうち８２人、令和

２年度は１２２人のうち９６人、令和３年度は１０２人のうち８４人と非常に多い。休

職に至るまでの経緯について伺う。 

３ メンタル不調による休職者は、休職中に専門家のカウンセリングを何回受けられるの

か。 

４ 新規採用職員など若手職員に対してどのような対策を講じているのか。 

 

人事課長 

１ これまで培ってきた知識・経験・能力を最大限発揮できる人事配置を考えていきたい。

例えば、研究分野や統計業務のように専門性を生かせる業務に配置する、あるいは県税

の課税や納税、用地買収などの困難業務については、若手職員に知識や技術を伝承・継

承していくような業務に配置するなど、やりがいを持って取り組んでもらうことを考え
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ている。管理職経験者については、現職の管理職をフォローする役割などが考えられる。

また、環境整備も必要であると考える。６０歳を超えての勤務になるので、フルタイム

だけではなく、定年前再任用短時間勤務制を設けている。介護などの事情のある職員に

対しては、高齢者部分休業制度を設けている。これらを活用し、モチベーションを高く

保っていきたい。 

２ 産業医、職員健康支援課、人事課、主管課で構成するメンタルケアチームにおいて、

どのような対応が適切であるか検討している。当初は、病気休暇を取得し療養していた

だくが、取得日数は９０日となっており、その期間内に、相談、フォロー体制をもって

しても復職できなかった場合に休職になる。 

 

職員健康支援課長 

３ 病気休職中の職員の希望により、産業医、心理士、保健師等によるカウンセリングを

行っているが、利用回数の制限は設けてない。その他、地方職員共済組合が行っている

ものであるが、心療内科や精神科医でのカウンセリングを年３回まで無料で受けられる。

Ｗｅｂでのメンタルヘルスサービスも年５回まで無料で行っている。電話で２４時間受

けられる健康相談サービスも用意している。 

４ 「メンタルケア対策委員会」を通じて、メンタルヘルス対策について情報共有を図り

ながら、支援方策を検討、推進している。また、同委員会の下部組織に「メンタルケア

チーム」を設置し、産業医を中心に、健康管理部門・人事管理部門が連携して、予防か

ら早期発見・早期対応、職場復帰支援、再発予防等の総合的な対策に取り組んでいる。

具体的には、若手職員が不調を予防するスキルを身に付けることを目的に、令和２年度

から新規採用職員全員を対象とし、相談窓口の案内やセルフケア研修の勧奨、健康情報

の提供などを職員のメールアドレスに直接発信し、採用から３年間継続して個別支援を

実施している。加えて、令和３年度から、職場の管理監督者やグループリーダーに対し

て、若手職員とのコミュニケーションの取り方など、支援のポイントをまとめ、情報発

信をしている。新規採用職員等若手職員が一人で悩まないよう、所属や人事管理部門と

連携し、きめ細かく対応していきたい。 

 

杉田委員 

１ 定年の引上げが新規採用に影響するのか。 

２ 県は事業者として年１回のストレスチェックを行っており、その結果を踏まえてどの

くらいの職員がカウンセリングを受けているのか。 

 

人事課長 

１ 現在も再任用制度により多くの職員を再任用している。今後、定年引上げになった際

には、県に残る人数が増えると思われるので、新規採用数に一定の影響はある。また、

定年を段階的に引き上げている期間は、２年に１度定年退職者が出ない年があり、その

点でも数字の影響が出てくると考えている。極端な影響が出ないように、関係部局とよ

く検討していきたい。 

 

職員健康支援課長 

２ ストレスチェックは労働安全衛生法に基づき実施しており、対象者の９割が受検して

いる。高ストレス者は１１．７％おり、そのうち希望する者には医師面談、希望しない

者には臨床心理士の面談を案内している。職場に対しても、メンタル不調を予防できる
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よう、産業医、保健師が助言している。カウンセリングを受けた者は１１０人である。 

 

前原委員 

１ 資料１１「私学助成について」だが、令和３年度予算特別委員会の際に、国の補助事

業の対象外となるスクールバスの増便などについて質問を行った。執行部の答弁は、今

後の新型コロナウイルス感染症の動向を見た上で判断する、運営費補助金の配分につい

ては埼玉県私立学校助成審議会に諮るという内容だった。私立学校助成審議会でこの点

について議論されたのか。また、どのように対応したのか。 

２ 資料１２の「県内の外国人学校の状況」について、県で認可している外国人学校は２

校あり、朝鮮初中級学校とブラジル人各種学校が該当する。過去１０年間の助成額の推

移を見ると、令和３年度の助成額が１３４万５，０００円に減額になっているが、要因

は何か。また、朝鮮学校に助成がない点について伺う。 

３ 資料１７「病気休暇、育児休業、出産休暇及び介護休暇の取得数と率」について、精

神疾患で休んでいる職員がいる職場に対し、職員の補充をしてほかの職員に負担が掛か

らないようにしているのか。 

４ 資料１７のうち男性の育児休業について、令和２年度に比べると令和３年度は増えて

いるが、どう分析しているのか。また、１００％取得に向けてどのように対応するのか。 

５ 資料１７のうち介護休暇について、取得者数が減っているが、取得が難しい状況にあ

るのか、又は取得者が退職せざるを得なくなるような状況があったのか。 

６ 資料１６「女性幹部の管理職への登用状況の推移」について、増加しているがどのよ

うな努力をしたのか。 

７ 資料２３「個人県民税及び市町村民税の滞納引継の状況」の平成２９年度から令和３

年度までの引継ぎと差押えの件数について、先ほど令和２年度はコロナ禍の影響で差押

件数が減少したとの発言があった。しかし、令和３年度もコロナ禍で厳しい状況があっ

たが、令和３年度の差押件数は令和元年度と比較して２０件以上増加している。どう分

析しているのか。 

８ 行政報告書１２１ページの令和３年度社会生活基本調査は調査対象が３,１８６世帯

だが、このような少ない数でよいのか。 

 

学事課長 

１ スクールバスの増便については、国の補助で該当する部分があり、また、県の運営費

補助でも新型コロナウイルス感染症の掛かり増し経費について措置をするという仕組

みがある。この県の補助については、私立学校助成審議会で審議した上で実施している。 

２ ブラジル人学校の補助金の減少は、生徒数の減少によるものである。令和２年度の生

徒数６１人に対し、令和３年度の生徒数は５２人となっている。また、私立学校助成審

議会では運営費の配分基準を審議いただくが、令和２年度に、新型コロナウイルス感染

症の掛かり増し経費を、運営費全体の枠の中でよりケアができるように、新型コロナウ

イルス感染症補助分を増額した。したがって、新型コロナウイルス感染症対策を多く実

施したところには補助金が多く配分され、余り新型コロナウイルス感染症対応をしなか

ったところには補助金が少なく配分されることになる。これによって、助成額の減が出

ているところでもある。朝鮮学校の補助金については、令和３年度の当初予算に計上し

ていないので、決算に計上されていないものである。 
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人事課長 

３ 執行体制をしっかり確保できるような人事配置を行ったり、会計年度任用職員の採用

を行ったりしている。 

４ 男性職員の育児休業取得の重要性の理解が段々と進んできたこと、また、育児休業が

取得しやすい環境整備が徐々に進んできたことである。具体的には、職員向けガイドブ

ックや家族ミーティングシートを配布するほか、管理職が直接面談し子育てのためのプ

ログラムを作成するなど取り組んでいる。更に取得者数を増やすためには、職員の意識

改革が非常に重要であると考えている。そのため、階層別研修等の機会を通じて男性育

休の重要性について周知しているほか、今年度からは管理職の実績評価の中で職務遂行

課程の着眼点に「男性職員の育児休業取得に取り組んだか」という視点を新たに設け、

管理職にも取得の必要性を強く意識してもらうよう取り組んでいる。 

５ 家族の介護を行うために取得できる休暇は、介護休暇のほかに短期介護休暇、家族看

護休暇等がある。介護休暇は無給である一方、短期介護休暇や家族看護休暇は有給であ

るため、まずは有給の休暇から使う職員が多いと考えている。また、介護の事情を抱え

る職員については、例えば自宅から近い課所に配置するなど配慮しているため、長期に

わたる介護休暇の取得につながっていないと考えている。退職せざるを得ない状況にな

ったために介護休暇の取得者が減ったということではない。 

６ 大きく３点ある。１点目は女性が働きやすい職場環境の整備である。テレワークがで

きるようにしたり、サテライトオフィスを設置したりして、職場でなくても勤務できる

環境を整備するなどしている。２点目はキャリアプランニング支援である。女性が自分

でステップアップを考えていけるように、キャリアプランシートを作ってもらったり、

ロールモデルとなる先輩の紹介をしたりしている。ほかにも、メンター制度も設けてい

るところである。３点目はキャリア形成につながる人事配置である。女性職員が管理職

として必要な知識と経験を積めるよう、主要なポストへの配置を積極的に行っている。

さらに、令和２年度から、幹部職員から意識を変える取組も行っており、女性が働きや

すい「職場づくり宣言」をしている。このように女性が活躍しやすい環境づくりを行っ

たことが管理職の割合につながっていると考えている。 

 

個人県民税対策課長 

７ 市町村からの引継件数の増加に応じて、差押件数も増加する。ただし、引き継いだ事

案は財産調査を実施するが、財産の有無は事案によるため、差押件数に波があるものと

考えている。 

 

統計課長 

８ 社会生活基本調査は、総務省が行っている全国調査で、調査世帯数は全国で約９１，

０００世帯である。埼玉県の調査数は国からの指定によるものである。 

 

前原委員 

１ 短期介護休暇と家族看護休暇の取得人数はどれくらいか。 

２ 差押件数の増加について、新型コロナウイルス感染症の影響はないと考えているのか。 

 

人事課長 

１ 短期介護休暇や家族看護休暇の取得実績について、手元に数字を持ち合わせていない

ため、後日提供させていただきたい。 
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委員長 

 短期介護休暇や家族看護休暇の取得実績については、委員会として資料要求することで

よいか。 

 

＜ 異議なし ＞ 

 

委員長 

 それでは、委員会として資料要求する。 

 

個人県民税対策課長 

２ 当然、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少している滞納者もいるため、

滞納者と面談等を実施し、細かく対応している。 

 

鈴木委員 

 男性職員の育児休業取得率は５３．５％に上がっているが、それでも女性の１００％の

半分程度である。１００％にならない理由をどのように分析し、今後の取得率アップに取

り組んでいくのか。 

 

人事課長 

 まず、調査の方法に理由がある。育児休業は子が生まれてから３年以内に取得するため、

例えば令和４年度に子供が生まれた場合、女性は出産直後に育児休業を取得するため１０

０％となるが、令和５年度、令和６年度に取得する男性職員は、今の時点では育児休業取

得率のカウントに入っていない。取得した年にカウントされるので、男性は即座に１００％

になりづらい。また、職員との面談をしている中で、経済的な理由を挙げる職員も多くい

る。育児休業取得期間中に収入が減ることがあるため、どちらを選ぶか家族と話し合って

決めた結果、取得しないという選択をする職員もいる。１か月程度の短期であれば収入面

に影響が出ないため、まずはほかの休暇と合わせて１か月程度は休暇等を取得するよう積

極的に働き掛けていきたい。 

 

八子委員  

１ 行政報告書３２ページの公営競技事業特別会計について、売上げが向上していること

は良いが、一方でギャンブル依存症も懸念される。保健医療部が依存症対策をしている

が、総務部として情報提供等の連携をしているのか。 

２ 資料２４「未利用財産一覧」の中に更地が幾つかあるが、売却が決まるまでの間、暫

定的にコインパーキングとして利用するなど、少しでも有効活用しようとしたのか。 

 

県営競技事務所長 

１ 保健医療部が立ち上げている「埼玉県ギャンブル等依存症専門会議」の構成委員とし

て参画している。さらに、令和４年４月１日からの「埼玉県依存症対策推進計画」の策

定に携わり、連携を図っている。 

 

管財課長 

２ 令和４年度の取組ではあるが、各未利用財産について、いつまでに何をするのかとい
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うステップを決めるロードマップを策定しているところである。その検討の中で、保全

するが、当面の間利用しない未利用地については、コインパーキングによる活用も十分

考えられる。引き続き、検討していく。 

 

横川委員 

１ 行政報告書９６ページ「（１）職員の採用」について、令和２年度の決算の「改善又

は検討を要する事項とその措置状況」における「職員採用については、工夫を凝らし、

受験者とのマッチングを図り、辞退者の防止及び質の高い人材の確保を図ること」との

指摘を受けて、令和３年度にどのような改善が図られ、どのような成果が得られたのか。 

２ 新型コロナウイルス感染症の流行を受けて必要な人材や働き方が変わり、他部局や県

内の事業者との情報共有を図る上で、情報の取り方も変わってきたと考える。ＡＩやデ

ジタル技術などの革新や進展を視野に入れた今後の職員採用の在り方について伺う。 

 

人事課長 

１ 辞退防止及び質の高い人材を確保するため、最終合格者向けの業務説明会や内定者の

集いなどを充実させている。令和３年度については、新型コロナウイルス感染症のため、

集めて情報提供を行うことが難しい状況だったので、新たにＳＮＳによる情報発信を行

った。若い人たちがよく利用するＬＩＮＥを活用して、仕事の内容や先輩職員の体験談

などを内定者に情報提供することにより、県の仕事を理解していただき、辞退防止に取

り組んだ。 

２ 社会状況も変わってきており、ＡＩなどの技術が進展していく中で、どのような職員

を採用していくかは非常に重要である。令和３年度においては、県が求める人材像とし

て「新たな課題にチャレンジし、成果を生み出す職員」を彩の国人材開発ビジョンに掲

げ、このような職員を採用するという意識で面接を実施し職員採用に当たっている。 

 

横川委員 

 内定者にＳＮＳを使って情報発信したことで辞退率が減少したのか。 

 

人事課長 

 この取組によりどの程度の効果があったのか検証できていないが、令和２年度の辞退率

は３４．７％であったが、令和３年度については２９．５％であった。 

 

神尾委員 

１ 資料１３「部局別総労働時間の状況・時間外勤務の状況、部局別有給休暇取得状況」

について、令和２年度の「改善又は検討を要する事項とその措置状況」では「年次休暇

等使用計画表の作成・確認による計画的な休暇取得を促した」とある。職員自ら健康で

働きやすい環境を整えていかなければならないと考えるが、年２０日のうち平均１２．

４日しか取得できていない。総務部は１４．１日と率先して取得しているが、全庁的に

は平均月１日程度しか休めていない。総務部から他部局に働き掛けるべきではないか。 

２ 福利厚生施設である別所沼会館について、行政報告書では「適正な維持管理」を行っ

たとあるが、利用者に対してどのような取組を行ったか。 

 

総務部長 

１ 新型コロナウイルス感染症対応のため昨年度、年次休暇の取得が少なかったことにつ
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いて、人事労務を担当する部長として大変申し訳なく思っている。夏休み、年末年始に

合わせて取得する等いろいろと考えている。他部局にも総務部の話を伝え、例えば部局

長が率先して取得するなど、取り組んでいきたい。 

２ 利用者の御意見を伺い、駅から遠いことからタクシーチケットを用意するなど工夫し

ているが、今後も、委託事業者とも協力して、どのようなことができるか考えて対応し

ていきたい。 

 

神尾委員 

 職員の健康が一番である。福利厚生も利用しながら、健康管理についてしっかり対応し

ていただかなくてはならない。部長に決意を伺う。 

 

総務部長 

 職員の健康管理は非常に重要な課題である。しっかり対応していく。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２４日（月）県土整備部（含 収用委員会）関係） 

 

【説明者】  

北田健夫県土整備部長、磯田忠夫県土整備部副部長、山科昭宏県土整備部副部長、 

武澤安彦県土整備政策課長、飯塚雅彦県土整備政策課政策幹、高橋厚夫建設管理課長、 

赤沼知真用地課長、根岸幸司道路街路課長、相原秀行道路環境課長、 

水草浩一参事兼河川砂防課長、長谷部進一河川環境課長 

 

草野忠幸収用委員会事務局長 

 

【発言】 

八子委員 

１ 行政報告書５２２ページ「ア 舗装道の維持補修」に関して、道路損傷通報システム

があるが、令和３年度はどの程度活用されたのか。 

２ 行政報告書５２８ページ「（３）河川の維持修繕」の雑草の刈り払いについて、以前

は年３回だったが最近は年２回に減っていると思う。そのことに対してどのような声が

寄せられているのか。 

３ 行政報告書５３１ページ「河川整備が必要な河川の延長」について、時間雨量５０ミ

リメートルに対応した河川の整備を進めているとのことだが、それ以上の局所的な集中

豪雨が起きていることから、計画の雨量設定を変更する検討はしたのか。 

４ 行政報告書５３３ページ「水辺空間とことん活用プロジェクト」について、令和３年

度に新たに取り組んだ事業、具体的には民間事業者が取り組んだ事業の取組結果を伺う。 

５ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書の３８０ページの不用額について、約３０億円と

非常に大きいが、不用にならないように令和３年度中に有効活用するための検討はした

のか。 

 

道路環境課長 

１ 令和３年度については、県に全体で７９件の通報があり、そのうち県道に係る部分は

３５件であった。令和２年度は、全体で３１件の通報があり、県道に係る部分は１１件

であったため、令和３年度の通報件数は増えている。 

 

河川環境課長 

２ 河川の草刈りについては、およそ３０年前から既に年２回であり、原則２回と考え

ている。どのような声が寄せられているかについては、実施時期を早くしてほしい、草

が伸びる前に刈ってほしいという声がある。最近は害虫や外来種の対策をしてほしい

との声もある。 

 

参事兼河川砂防課長 

３ 近年の気候変動による水災害の激甚化・頻発化により、本県においても時間雨量５

０ミリメートル以上の降雨の発生回数は増加しており、全国的にも水災害が激甚化・

頻発化している。県では、国の長期計画で示された中小河川の整備目標に基づき、河川

整備計画においても「時間雨量５０ミリメートル程度の降雨」に対応することを整備
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目標として位置付け、治水事業を進めている。現在、河川整備計画における整備率は、

令和４年３月末時点で約６２％となっている。令和元年東日本台風においても、過去

の同規模洪水で発生した被害と比較すると減少しているため、一定の治水効果が発揮

されていると認識している。一方で、雨の降り方が変わってきていることから、国で

は、昨年度から国のモデル河川で、気候変動を踏まえた新たな河川整備基本方針につ

いて、有識者を交えて議論を始めたところであり、県としては、国の動向を注視してい

く。引き続き、近年の洪水においても効果を発現した河川整備計画に基づく河川改修

を進める。超過外力に対しては、あらゆる関係者が協働して治水対策を行う流域治水

への転換を進め、ハード・ソフトの両面から被害の防止・軽減を図っていく。 

 

河川環境課長 

４ 水辺空間とことん活用プロジェクトについて、現在、大きく動いているのは元荒川で

ある。越谷市のレイクタウンで民間事業者が決定し、これから具体的な内容を詰めてい

く。杉戸町の大落古利根川では設計が完了し、これから工事に取り掛かっていく。それ

ぞれ、地元と協議会の中でいろいろ検討し、着々と進めている状況である。 

 

県土整備政策課長 

５ 不用額については、災害復旧費が約２１億円を占めている。これについては、災害が

なければ不用額として計上されることとなる。そのほか給与費や事務費の節減により約

３億円の計上がある。不用にならないように事前に、事業の進捗状況を見ながら工夫し

て執行するようにしている。 

 

八子委員 

１ 道路損傷通報システムの件数は増えているが、サービス自体を県民が知らないと活用

されない。県民に対してどのように広報しているのか。 

２ 雑草刈り払いの件、地域住民の方から年２回では足りないとの声を聞いている。予算

の制約はあるだろうが３回に増やす検討は行っていないのか。 

 

道路環境課長 

１ 県ホームページに掲載している。また、彩の国だよりにも掲載し、周知を図っている。 

 

河川環境課長 

２ ３回刈ればより良くなると考えるが、限られた予算の中でどう工夫するか、試行的

な取り組みも含めて考えている。２回から３回へ増やすと単純には１．５倍の費用が

掛かることになるので、その点も加味しながら堤防の維持管理を考えていきたい。 

 

阿左美委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書の３８０ページの繰越明許費が約６４１億円、事

故繰越しが約８１億円、合計約７２３億円の繰越しが発生しているが、令和２年度と比

較してどうか。また、毎年多額の繰越しが発生していることについてどのように考えて

いるのか。 

２ 行政報告書５１５ページに「Ｎｅｘｔ川の再生」、５３３ページに河川清掃のボラン

ティアを支援する「川の国応援団美化活動団体支援制度」の記載がある。環境部も同様
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の取組をしているはずだが、環境部との連携はあったのか。 

３ 河川のしゅんせつ土砂は適正適法に処分されているのか。 

４ 行政報告書５３０ページ「（７）砂防事業」について、砂防工事を令和３年度に６事

業、３５か所実施している。また、土砂災害警戒区域を５，０００か所超指定している

と資料にある。５，０００か所全体で工事をする必要があるかは別として、それだけ県

内に危険箇所があるということである。今後の砂防事業について目安として何か所ずつ

進めていくのか。 

 

県土整備政策課長 

１ 令和２年度の翌年度繰越額は６８３億円で、約４０億円増額している。主な要因は、

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の初年度で１３か月予算となったこ

とや新型コロナウイルス感染症の影響であり、令和２年度は約２４億円であった事故繰

越しが令和３年度は約８１億円と大きく増加している。これは、防災・減災、国土強靱

化のための５か年加速化対策の補正予算を令和３年２月定例会で議決され、直ちに明許

繰越しされ、翌年度は事故繰越しを行っているためである。また、事業効果の発現が遅

れる、あるいは予算計上された資金が民間に流れないなどの課題があることから、繰越

しは基本的に減らすように努めていくべきと考えている。一方で近年、公共工事の品確

法に基づいて適正な工期の確保が求められている。これに基づいて早期繰越しを行って

いることもある。基本的な考えを踏まえつつ、バランスを見ながら必要な事業について

は、今後も繰越制度を活用していく。 

 

河川環境課長 

２ 川の再生の取組は基本的に清流を作ることと、それを生かして賑わいを創出する２本

の柱で進めている。県土整備部としては水辺の良さを感じてもらうためのスロープや親

水護岸などを整備し、その整備した場所で環境部が環境学習を実施するなど、連携を図

ってきた。また、川の国応援団に関しても環境部と連携しながらより良い川づくりがで

きるよう進めている。 

３ しゅんせつ土砂の適切な処分について、掘削土砂は水の含み具合等により搬出先が異

なる。そのまま利用できるものは公共事業などへ流用したり、水分が多いものは中間処

理するなど、適正に処分をしている。 

 

参事兼河川砂防課長 

４ 本県には、土砂災害の恐れのある区域が５，２２５区域あり、全ての区域を土砂災害

警戒区域いわゆるイエローゾーンに指定済である。砂防事業整備箇所の事業を計画的に

推進するため、令和３年３月に有識者からの意見を聞きながら、優先順位や期間を定め

た埼玉県砂防関係施設整備計画を策定した。この計画では、ハード対策について地すべ

り、土石流、急傾斜地崩壊の三つの事象を対象に整備の方針や優先順位を定めている。

短期では５年間、中長期では３０年間における砂防関係施設の整備計画を定めている。

具体的には、中長期の目標期間である３０年間において、避難場所や要配慮者利用施設

の立地する区域などを中心に、起こり得る事象、影響範囲、公共性などを配慮して優先

順位を決め、高い順から着手することとしている。現在事業中の箇所も含め、約２４０

か所を優先して計画的、重点的に整備を進めている。 
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阿左美委員 

しゅんせつした土は、本来、営業ナンバー車両で運搬をすべきところ、白ナンバーが入

っていることがある。白ナンバーには、過積載や整備不良などが散見される。根本的には

適正な賃金が確保されていないという背景があると思うが、県は把握しているか。 

 

建設管理課長 

貨物自動車運送事業法に基づく事業許可を受けていない者が、運送業として、有償で白

ナンバーのダンプカーにより土砂等を運送する行為は違反となる。一方で、国土交通省埼

玉運輸支局の見解では、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する

特別措置法」に基づき、建設業で使用届出を提出して、表示番号の指定を受けている、い

わゆる「○建」の表示がされている白ナンバーで、建設工事として下請契約を結んでいれ

ば適法とのことである。このため、必ずしも白ナンバーであるから違反ということではな

い。引き続き、現場における施工監理体制を徹底し、違反が発見された場合には、国土交

通省埼玉運輸支局等とも連携を図り、対処していきたいと考えている。また、下請契約を

締結した場合、施工体制台帳を提出していただくが、その際に契約書の写しを添付してい

ただき、その内容を確認しているので、適切な下請契約が締結されていると考えている。 

 

阿左美委員 

ダンプカーの中には、「あおり」と言われるダンプカーの荷台部分を囲んだ壁を作った

りしていることもある。日々の土砂の搬出搬入の際に、注意喚起や意識改革をするべきで

はないのか。 

 

建設管理課長 

県土整備部の発注工事においては、年４回、建設工事現場での一斉点検を行っている。

その中で、過積載等の不法行為について点検を実施しており、抑止力につながっているも

のと考えている。 

 

田並委員 

１ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策によって、河川等の整備が進むこ

とに関して期待する一方で、将来の維持管理費が増大し、他の事業や今後の新規事業の

予算を圧迫するのではないかとの懸念もある。令和３年度から防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策を進めるに当たり、どのような議論がされたのか。また、ど

のように計画的に維持管理を進めていくのか。 

２ 事故繰越しのうち、資材入荷の影響や天候により繰越しになった事例はあったのか。 

 

県土整備政策課政策幹 

１ 国が進める防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策予算については、国が

重点化していることから県としても優先的に予算確保に努め、道路や河川などのインフ

ラ整備を加速している。道路や河川の構造物の整備に当たっては、将来的な維持管理費

用も含めたライフサイクルコストも考慮している。また、道路橋や河川排水施設などの

構造物では定期的な点検に基づく修繕計画を策定し、損傷が大きくなった時期に修繕を

実施する事後保全から、構造物の劣化を予測し、大きな損傷が発生する前に早めに手当

てをする予防保全への転換に取り組んでいる。これにより、必要な予算の平準化と長寿

命化及び維持管理費の縮減を図っている。 
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県土整備政策課長 

２ 事故繰越しは、関係機関との協議に時間を要したこと及び新型コロナウイルス感染症

の影響などが主な要因である。１３か月予算は、令和３年２月定例会での予算の補正で

行っており、直ちに明許繰越しされ、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対

策による事故繰越しを行っているため、構造上事故繰越しが発生してしまう。 

 

田並委員 

１ 管理するインフラが増加することにより、将来的な維持管理費用が増大し、新規のイ

ンフラ整備予算を圧迫してしまう懸念があるがどう考えているのか。 

２ 河川工事は６月から１０月の出水期は行うことができない。令和３年度のように新型

コロナウイルス感染症の影響で資材が入らない、資材の費用が高騰する、天候の影響な

どがある中、事故繰越しにならないように施工するには負担が大きいと業者から聞いた

こともある。事故繰越しにならないような工夫が必要ではないか。県土整備部として入

札等も含めて方法を検討したのか。 

 

県土整備政策課政策幹 

１ 平成２７年の中央自動車道の笹子トンネルの事故を契機として、インフラの維持管理

の重要性が法的に位置付けられた。橋りょうやトンネルなどでは５年に１回の点検が義

務付けられ、点検結果に基づき修繕計画を策定している。また、それによって修繕に国

費の補助も受けられる。維持管理に国費が適用できるものは積極的に活用すると共に、

起債なども活用しながら改築系の予算にしわ寄せが行かないように工夫していく。 

 

参事兼河川砂防課長 

２ まず、当初契約の段階で適切な工期を確保する。その上で、新型コロナウイルス感染

症も含め現場条件などの理由でどうしても工期延期を必要とする場合は、業者からの申

出に基づき協議して繰越しの対応をする。繰り越した場合において、出水期中の工事の

一時中止の申出があった場合も対応をしている。また、工期延期によって必要となった

請負代金額の変更の対応もしている。既存制度の枠組の中で工夫できる範囲の対応をし

ている。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書５１２ページの主要施策において、「直轄国道等を軸とした骨太の幹線道

路網を形成していくため、関連する県管理道路や地域高規格道路（県施行）の整備を推

進した」とあるが、本県の幹線道路網の主軸となる高速道路や直轄国道の整備進捗につ

いて伺う。 

２ 関連する県管理道路や県施行の地域高規格道路の進捗状況について伺う。 

３ 行政報告書５３３ページ「川の国応援団美化活動団体支援制度」について、実際の活

動状況をどのように把握しているのか。活動している団体数の推移はどうなっているか。 

 

県土整備政策課政策幹 

１ 高規格幹線道路は全国で１４，０００キロメートル形成されており、その整備率は現

在８７％である。埼玉県内では全ての高規格幹線道路が供用済みとなっている。唯一暫

定整備区間となっている圏央道の久喜白岡ジャンクション東側区間の４車線化整備は、
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令和４年度末に幸手インターチェンジまでの約８．５キロメートル区間が完成予定であ

る。直轄国道の自動車専用道路である国道１７号新大宮上尾道路では、首都高速道路の

与野ジャンクションから上尾南までの約８キロメートル区間が平成２８年に事業化さ

れ、令和３年度から工事に着手している。国道４号東埼玉道路では、外環道の八潮市か

ら松伏町までの約９．５キロメートル区間の自動車専用部が令和２年度に新事業化され、

令和４年度には、工事に着手している。次に、直轄国道については、上尾道路や東埼玉

道路、本庄道路などの整備が推進されており、国道１７号本庄道路では、本県と群馬県

境に架かる神流川橋を含む約１．４キロメートル区間が令和４年内の開通予定となって

いる。また、深谷市から本庄市までの延長６．１キロメートル区間の本庄道路Ⅱ期区間

が令和４年度に新規事業化となるなど、順調に整備が進んでいる。 

２ 本県では高速道路網を最大限生かすため、国道２５４号和光富士見バイパスなど、イ

ンターチェンジへのアクセス機能強化を図る道路整備を重点的に進めている。地域高規

格道路である西関東連絡道路については、平成３０年３月に皆野秩父バイパスが開通し、

これまで約１５キロメートルが供用済みとなっている。平成３０年度からは大滝トンネ

ル区間約２キロメートルについて整備を進めており、令和３年度にトンネル本体工事に

着手した。なお、令和４年度からは、皆野秩父バイパスの延伸先となる長尾根バイパス

約４キロメートルについて新規事業化している。 

 

河川環境課長 

３ 活動状況については、毎年度末に提出してもらう活動実績報告書によって把握してい

る。団体数の推移は、取組を始めた平成１９年度に９８団体であったものが令和元年度

には４６２団体、令和２年度は４８０団体、令和３年度は４８４団体となっている。そ

の中で、実際に活動実績報告書の提出を頂いたのは令和元年度は２８９団体、令和２年

度は２４６団体、令和３年度は３１３団体となっている。県としては、団体に軍手やご

み袋を支給したり、活動で回収したごみを市町村に処分してもらうなどの支援を行って

いる。 

 

蒲生委員 

現在、活動していない団体があるとするとその理由は何か。また、団体が活動できなく

なった場合、県はどのような対応をするのか。 

 

河川環境課長 

活動が厳しくなっている状況があり、現在、登録している全団体を対象に活動上の課題

や希望する支援の内容、今後の活動意思の確認などアンケートを実施している。今後アン

ケート結果が出るが、新型コロナウイルス感染症の影響で活動ができないことや、高齢化

により参加者が集まらないことがあるのではないかと推測している。県としてはできるだ

けの支援をしていきたいと考えているが、最終的に活動が続けられない場合は登録を辞退

してもらい、実態を正確に把握していきたい。 

 

蒲生委員 

高齢化しているから難しいということではなく、若い人たちの意見も聴き、何かアピー

ルするといった工夫も必要ではないか。 
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河川環境課長 

環境部の水環境課が中心となり、これまで川の国応援団に加え、昨年から、個人や民間

企業でも参加できるＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズという少し広い枠組みの中で取り

組みを始めている。河川管理者としては、そのような方から寄せられる意見も参考に、活

動による充実感が体感できるような整備に取り組んでいきたい。 

 

権守委員 

１ 行政報告書５２８ページ「（３）河川の維持修繕」に川口市内の新芝川ほか６２か所

で樹木伐採、しゅんせつを実施したとある。土砂撤去、樹木伐採はそれぞれ何川で実施

したのか、土砂撤去は何立方メートルで、樹木伐採は何本なのか、撤去した土量をプー

ルに換算した場合どのくらいになるのか、それぞれの実績を伺う。また、令和３年度に

実施した河川の選定理由や、選定基準について伺う。 

２ 行政報告書５３３ページ「水辺ｄｅベンチャーチャレンジ」について、１１市町の進

捗状況や課題となっていることについて伺う。 

３ 資料１４「道路照明灯、道路標識の整備・進捗・達成状況」の道路照明灯の令和３年

度の実績の新設１０基は新たな道路に設置したものか、それとも既設の道路に新たに設

置したものか。また、道路照明灯の設置に係る要望はどの程度あったのか。道路照明灯

３０，０００基に対して１，２１５基更新したとのことだが、累計でどれくらい対策が

完了し、どれくらい残っているのか。 

 

河川環境課長 

１ 緊急しゅんせつの河川数は４６河川である。撤去土量は６２か所で約１４０，０００

立方メートル、２５メートルプールで約４３０杯分である。職員が点検をした中で河道

内に土砂が堆積し、樹木も繁茂している場所を対象とし、氾濫による人家への影響も加

味して優先度の高い順から進めている。 

２ 水辺ｄｅベンチャーチャレンジの１１か所については、令和３年度から進めているた

め大きく進捗している状況ではないが、杉戸町の大落古利根川では設計を実施し、工事

に着手する。越谷レイクタウンでは民間事業者が決まった状況である。進捗に時間を要

している理由としては、水辺ｄｅベンチャーチャレンジは計画段階から地域や民間事業

者と一緒に取り組む事業として進めており、その合意形成に時間がかかっている実情が

ある。 

 

道路環境課長 

３ 新設の１０基は、既存の道路に設置したものである。要望数は把握していない。照明

灯３０，０００基のうち９２％が対策済であり、残りは８％である。 

 

権守委員 

１ 令和３年度の緊急しゅんせつの実施により、具体的に防げたことはあったか伺う。 

２ 照明灯設置を要望しても設置できないことが多い。設置基準の見直し、緩和は行わな

いのか。 

 

河川環境課長 

１ 具体的にどの河川でどの効果といったものはないが、１４０，０００立方メートルの

土砂を撤去したことで河道内に流れる水がそれだけ流れやすくなっている。土砂を撤去
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したことにより水位の低下する量は、下流の状況も含め計算しなければならないため、

具体的な数値を示すことができない。 

 

道路環境課長 

２ 昨年度に設置した１０基は交差点に７基、横断歩道に２基、急カーブ箇所に１基であ

る。現基準は、夜間の交通量が多く、歩行者が横断するおそれのある箇所、曲線部など

の道路線形が視認しにくい箇所など、主に車目線で交通上支障がある箇所に設置してい

る。防犯が目的で要望のあった箇所は、交通上の安全とは主旨が違うものであるため、

設置していない。交通安全上で必要なか所については、職員が夜間の現場を確認するな

ど、場所ごとに検討を行い、交通に支障があれば設置する。基準の緩和については、個

別箇所ごとに検討を行うこととし、現行のまま対応していきたい。 

 

金野委員 

１ 行政報告書５２２ページの交差点改良、歩道整備の要望箇所数はどの程度で、どのよ

うな判断で整備を実施しているのか。道路橋りょうの維持管理について、舗装道の維持

補修に係る要望総数はどのくらいあるのか。要望に対して予算がないため対応できない

と説明されることがあるが、それならば不用額が発生しているのはなぜか。 

２ 行政報告書５２４ページで１１路線について自転車通行空間の整備を実施したとある

が、全体の計画に対して進捗状況はどうか。 

３ 行政報告書５３１ページに、河川整備が必要な河川の延長は令和３年度末で３８５．

５キロメートルまで減少したとあるが、目的を達成するまでの見通しについて伺う。 

 

道路街路課長 

１ 交差点整備の市町村からの要望は約２００か所あり、交通渋滞解消や交通安全確保の

ため、渋滞長や通過時間、事故発生件数を踏まえて、地元の御理解と御協力を頂ける箇

所から事業を進めており、令和３年度は３８か所で実施している。歩道整備の市町村か

らの要望は約３００か所あり、通学路等を重点的に取り組んでおり、令和３年度は８２

路線で実施している。道路新設に関する不用額についてであるが、同じ事業の中で流用

するなど不用額が少なくなるよう工夫しているが、令和３年度の不用額は、例えば上武

大橋の架換えに関する隣接県からの受託事業であり、執行額に減額が生じると受託収入

もなくなるため活用はできないものである。 

 

道路環境課長 

１ 要望の総数は、年間約１３，０００件ある。不用額については、事務費の節減等によ

るものである。 

２ 令和３年度において、１０キロメートルの自転車通行空間の整備を実施した。 

 

参事兼河川砂防課長 

３ 県としては、整備率１００％に向けて整備を進めているところであるが、令和３年度

末の整備率は約６２％という状況である。「河川整備が完了した河川の延長」には、調

節池、橋りょう架換え及び排水機場の整備などが反映されない。下流の県南地域では、

住宅が密集し、河川を横断する橋りょうも多いことから、河川整備延長が伸びない状況

であり、現時点で最終的な見通しは立っていない。一方で、短期的には５か年計画での

整備目標を設定しており、整備延長を現在の６２７キロメートルから６４０キロメート
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ルへと１３キロメートル延長する具体的な数字を示しているところである。 

 

金野委員 

自転車通行空間については、１０キロメートル整備したとのことだが、全体の計画に対

して、どの程度進捗しているのか。 

 

道路環境課長 

自転車通行空間をネットワークさせることが最終目標であるため、現状においては、総

数は把握できていない。新たに策定した自転車活用推進計画では、令和４年度から令和８

年度までに４０キロメートル整備することとしている。 

 

辻委員 

１ 行政報告書５２２ページ「（４）道路・橋りょうの維持管理」について、歩道のバリ

アフリー化工事等において、街路樹や植栽を撤去していることがあるが、県として街路

樹をどのように維持管理していくか基準や考え方はあるのか。 

２ 行政報告書５２６ページ「２ 河川・砂防事業の推進」について、河川だけに着目す

るのではなく、森林整備で山の保水力を保全したり、田んぼによる遊水力を維持したり

するなど、多岐にわたる流域治水という考え方を、県として全体をどのような体制で管

理していくのか伺う。 

 

道路環境課長 

１ 街路樹の管理について、令和３年４月に街路樹マネジメント方針を策定した。この方

針は、街路樹を適正に管理していくために策定したものである。具体的には、街路樹同

士の間隔が樹高に対して１．４倍以内の街路樹を間引きし適正な間隔にしていくこと、

また交差点周辺など見通しの悪い箇所において間引きしていくこととしている。ほかに

も、街路樹診断の結果により、腐朽割合が５割以上の樹木を撤去するなど、メリハリの

ある街路樹管理をしていくこととしている。 

 

参事兼河川砂防課長 

２ 令和２年８月に国が荒川流域と利根川流域それぞれで流域治水協議会を設置しており、

県もこの協議会に参加している。令和３年２月から３月にかけての協議会において、「氾

濫をできるだけ防ぐ」、「被害対象をできるだけ減らす」、「被害の軽減、早期復旧・

復興のための対策」の三つの大きな柱によってプロジェクトが採択された。また県庁内

では、令和２年８月に、県土整備部、都市整備部、農林部、下水道局などの関係部局が

参加する「水防災まちづくり推進連携会議」を設置し、これまでに計５回の会議を開催

して、流域治水の在り方について協議している。今後、この会議での議論を踏まえて、

各自治体や流域の関係者の方と共に流域治水を展開していくことになるが、まずは行田

市の忍川流域において、行田市と一緒に流域治水を展開していく取組を始めている。こ

の流域で流域治水の知見を積んだ上で、全県展開を図っていく。 

 

辻委員 

１ 住民の方から街路樹が通行の支障になるため撤去してほしいなどの要望があるが、街

路樹マネジメント方針はどの程度優先されるのか。 

２ 河川の流量などは定量的な数値で分かりやすいが、田んぼを残す取組などは、治水へ
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の貢献が分かりにくい。流域治水の効果の評価方法について検討状況を伺う。 

 

道路環境課長 

１ 街路樹の住民要望は賛否両論あるが、落ち葉や枝の問題などは街路樹が十分に管理さ

れていないため、多くの要望があると認識しており、管理が行き届くようにすれば双方

にメリットがある。街路樹マネジメント方針により、街路樹を適正に管理することで対

応していきたいと考えている。 

 

参事兼河川砂防課長 

２ 令和３年度、流域治水関連法として特定都市河川浸水被害対策法が改正され、運用の

ガイドラインを令和３年度中に発出することになっていたが、まだ検討中である。対策

量や、効果を具体的にどう把握するのか、その把握したものを計画として位置付けるべ

きなのかということも含め、議論がされ尽くしていない状況である。流域治水は流域の

関係者があらゆる手段を講じるという理念であり、対策量に目標を設定すべきかという

点は意見が分かれるところである。同様の議論として、これまではコンクリート製の施

設は効果を定量評価できる一方で、緑のダムなどグリーンのものは、定量的な把握がで

きないために効果は０としていたが、近年はグリーンインフラとして０ではない何かと

して評価しようという動きがある。これら効果が不明瞭で定量的な評価が難しいものの

評価の仕方や、そもそも評価すべきかも含め、国の動向を見ながら研究、検討を進めて

いく。 

 

前原委員 

１ 令和３年の事業量の中で、職員数は十分だったのか。新型コロナウイルス感染症対策

で、保健医療関係に応援派遣もあったと思うが、災害対応や日常業務の中で、県民から

の要望に応えられる職員体制だったのか。 

２ 川越県土整備事務所はエレベーターがない。バリアフリー化が遅れているのではない

か。ほかの県土整備事務所についてもエレベーターがないのか。また、今後どのように

対策を考えているのか。 

３ 資料１９「急傾斜地崩壊対策事業における市町村負の実態」について、市町村負担金

が令和２年度は１市３町１村で１，４７５万１，０００円に対し、令和３年度は１市２

町１村で２，６５９万４，０００円となっている。対象自治体が減っているのに金額が

増えているのはなぜか。 

４ 資料２９「調節池の整備状況とその効果について」に「台風や豪雨による洪水を調節

池に流入させることで下流の河川の流量を減らすことが可能となり、浸水被害が軽減さ

れる」とある。整備予定箇所数に対する令和３年度の進捗状況はどうか。 

５ 資料３６「令和元年東日本台風による被害の一覧と復旧状況」について、被災した県

道中津川三峰口停車場線のロックシェッドは、令和５年３月に完成させることとなって

いた。今年９月に岩盤崩落が発生し、道路が不通となっているが、令和３年度の復旧工

事の状況と今後の対応について伺う。 

 

県土整備政策課長 

１ 令和３年度は防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策の事実上の初年度に

あたり業務量が増加しており、新型コロナウイルス感染症対策の応援も重なったことか

ら非常に厳しい状況だったと認識している。そうした中、職員体制については、新たな
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プロジェクトにより負担が重くなる地域機関に職員を確保した。そのほか、入札事務の

補助として会計年度任用職員を増員することで、技術職員の事務的負担を軽減し、現場

での工事監督業務や要望等の対応により集中できるような体制づくりを進めた。また、

令和３年度から工事情報共有システムの活用による業務のＩＴ化の推進など業務の効

率化も進めているところである。引き続き、災害や県民からの要望等に対応できるよう

努めていく。 

２ 県土整備部は１６の地域機関があり、うち２階建て以上の独立庁舎は１２庁舎ある。

このうちエレベーターが設置済されているのは１庁舎のみである。対応としては、例え

ば川越県土整備事務所では、一般の来庁者が見込まれる管理担当は１階に設置し、影響

がないように工夫している。また、障害者の方が来庁された際には、職員が１階に降り

てきて相談に応じているなど配慮している。今後、現場の状況を把握していきたい。 

 

参事兼河川砂防課長 

３ 急傾斜地崩壊対策事業については、事業を実施している地区の市町村から事業費の一

部を負担いただいている。令和２年度は５市町村７地区で実施していた事業のうち２地

区が完了した。令和３年度は新規箇所がなく、継続箇所のみの４市町村５地区で事業を

実施した。市町村負担額が増加したのは、継続した箇所について、擁壁工や土砂防護柵

等の工事が本格化したことにより、事業量が増えたためである。 

４ 現在の河川整備計画において整備予定の調節池は７２か所である。このうち、令和３

年度末時点で完成している調節池と、未完だが一部供用を開始している調節池を合わせ

て４２か所が供用を開始している状況である。事業中の調節池は１８か所となっている。 

 

道路環境課長 

５ 令和３年度については、支障物件の移設が完了したため、８月に本復旧工事に着手し、

崩落した護岸及びロックシェッドの復旧工事を進めた。令和４年度は、引き続き護岸及

びロックシェッドの復旧工事を進め、令和５年３月の完了を予定していた。しかし、９

月１３日に発生した秩父市中津川地内の岩盤崩落により、県道が通行不能となったため、

工事が中止となった。現在、岩盤崩落箇所の道路啓開を進めているが、令和５年８月に

通行できる予定である。当該工事については、県道の道路啓開完了後に工事を再開し、

早期復旧を目指していく。 

 

前原委員 

調節池の整備予定は７２か所であり、あと１２か所は具体的な計画を立てていないのか。 

 

参事兼河川砂防課長 

合計７２か所の調節池のうち、現在、供用しているのが４２か所あり、完成しているも

のと暫定供用中のものがある。内訳は、完成しているものが３５か所、暫定のものが７か

所である。先ほど、事業中のものが１８か所と説明したが、この１８か所の中には、暫定

で供用を開始しているものも含まれており、未着手は１９である。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２６日（水）県民生活部関係） 

 

【説明者】 

真砂和敏県民生活部長、市川善一県民スポーツ文化局長、田沢純一県民共生局長、 

浅見健二郎参事兼広報課長、小田恵美県民広聴課長、田辺勝広共助社会づくり課長、 

小川美季人権・男女共同参画課長、川端秀治人権・男女共同参画課共生推進幹、 

加来卓三文化振興課長、久保佳代子国際課長、廣川佳之青少年課長、 

浪江美穂スポーツ振興課長、若松孝治消費生活課長、菅原誠防犯・交通安全課長 

 

【発言】 

小川委員 

行政報告書１６９ページ「９ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催」について、令和３年９月定例会の横川議員の質問に対する知事答弁を踏まえ、大

会から得たレガシーを本県のスポーツ振興等にどのように反映させたのか。  

 

スポーツ振興課長 

競技力の向上では、次世代を担うアスリート発掘・育成事業として、小・中学生を対象

にデータに基づき選考を行い、年齢や能力に応じスポーツ科学を活用した育成プログラ

ムを実施した。また、国際大会等での活躍が期待できる選手に対しては、強化費の助成と

スポーツ科学の専門家による支援を実施した。東京２０２０オリンピック・パラリンピ

ック大会に出場した選手が所属するプロ・トップチーム等と連携して、スポーツ教室や

体験会など県民がスポーツを楽しめる機会の拡大を図った。共生社会の実現については、

大会でボランティアとして活動した人たちに対して、スポーツボランティアに登録し、

引き続き活動してもらうよう促している。福祉部で行っていたパラスポーツの支援につ

いて、本年度から県民生活部スポーツ振興課にパラスポーツ担当を設け、スポーツ行政

の一元化を図って進めている。 

 

小川委員 

レガシーという言葉は単年度ではなく、引き継いでいくものだと思う。特に最後に話

があったパラスポーツの関係は、日本の選手の活躍は、若い人たちの励みになる。引き続

き力を入れていくことと思うが、県の方策等はどうか。 

 

スポーツ振興課長 

スポーツ行政を一元化したことにより、双方の支援の特性や違いが分かるようになり、

健常者のスポーツもパラのスポーツも両方で学び合うところがあるということが分かっ

た。今後はそういうことを検討して、施策に生かしていく。 

 

阿左美委員 

行政報告書１９０ページの「（３）市町村に対する防犯のまちづくりへの支援」の中で、

県は防犯のまちづくりに係る事業を行う市町村に対して助成を行っているとのことであ

るが、「防犯環境の整備」のうち、「特殊詐欺対策機器購入補助・貸与」の事業内容と、そ
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の効果はどのようなものか。 

 

防犯・交通安全課長 

特殊詐欺の被害者のうち約９割が自宅の電話で被害に遭っていることから、電話で犯人

と話をしないことが最も有効であると考え、この事業を行っている。県では、市町村が行

っている特殊詐欺対策機器購入補助・貸与事業に助成しており、令和３年度は７市に対し、

１６９万円を補助している。対策機器の設置者にアンケートを行ったところ、「設置後に

不審電話がなくなった」など機器の有効性を実感しているほか、設置者が被害にあったと

いうことは聞いていないので一定の効果があったと考える。 

 

阿左美委員 

１ ７市に１６９万円を助成したとのことであるが、その７市というのは、市からの申出

なのか、広報周知して申し出たのか、７市が選定された経緯は何か。また、７市以外に

も助成をするのか。 

２ 補助金で整備した物品が古くなる場合があるが、活動するために必要な物品の継続的

な補助についてどのように考えているのか。 

 

防犯・交通安全課長 

１ ７市からの申出については、年度当初に各市町村に対して照会し、市町村からの要望

を受け、予算執行している状況である。 

２ パトロール用品についても、県では自主防犯活動の活性化を図るために、市町村から

の要望に応じて、活動に必要なパトロール用品等の購入費用を助成している。購入費用

の助成については、新規に開始する自主防犯活動団体に限らず、これまで実施していた

団体も支援の対象となっており、市町村からの要望があれば適切に対応している。 

 

横川委員 

行政報告書１７７ページ「（７）学校連携観戦」について、実際に会場で観戦できなか

った子供たちへの対応として、今後、長期にわたって国際大会等の観戦希望を募るといっ

た取組も考えられる。オリンピック・パラリンピックが終わって終了ではなく、子供たち

にインスピレーションを与える機会として必要と考えるが今後の方針はどうか。 

 

スポーツ振興課長 

青少年、特に子供に対して、国際大会を通じて、スポーツのすばらしさ、国際交流、多

文化共生、共生社会の実現といった良い学びの機会になる。県内に多数あるスポーツ施設

で開催される各種大会や、今後整備が予定されている屋内水泳場等への大会の誘致を進め

るとともに、折に触れ子供たちに国際試合やプロ選手の力を間近で見る機会をつくるよう

心掛けていく。 

 

横川委員 

今後、そのような機会を設ける際には、県内の自治体に広く周知し、自治体でもあらか

じめ準備を進めるなどして、機会を失わないようにするべきと考えるがどうか。 

 

スポーツ振興課長 

国際大会に限らず、スポーツの機会を子供たちに渡すために、市町村に情報提供を行っ
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ていく。今年度、市町村の主管課に電子メールでスポーツイベントのリストを情報提供し、

出欠を確認するといった取組も行っている。今後も、様々な機会を捉えて周知を図ってい

く。 

 

田並委員 

１ 行政報告書１５３ページ「イ 同和問題の解決」に関して、三つの取組を行ったとい

うことだが、その成果についてどのように検証を行ったのか。また、同和問題というの

は教育や企業など社会が一体となって取り組んでいく必要がある。役割分担を踏まえ、

教育局なども取り組んでいると思うが、教育局とどのように連携を図っているのか。 

２ 隣保館事業に対する助成について、県内市町からはどのくらいの件数の要望があり、

どのくらいの件数を実施されて、どのような内容なのか。 

３ 行政報告書１６３ページ「ア スポーツ振興施策の推進」について、現状と課題の分

析や今後の施策の方向性について検討を行ったとあるが、どのように分析、検討し、そ

れをどう生かしていくのか。 

４ 行政報告書１６５ページ「総合型地域スポーツクラブの育成・支援」について、県と

してどのようなコンセプトで進めているのか。また、令和３年度の総合型地域スポーツ

クラブ数の９５についての内訳はどうか。 

５ 行政報告書１６６ページ「キ 競技力の向上」について、埼玉アスリート就職サポー

トセンターの令和３年度の企業数や就職件数の実績はどうだったのか。 

 

人権・男女共同参画課長 

１ 取組に当たっては、市町村や関係機関と連携しながら進めている。また、県民総ぐる

みで同和問題の解決をはじめ人権尊重に向けた取組を進めていくために、県や市町村な

どの行政機関、関係団体で構成する会議を開催して取組状況を説明し、意見を聞き、取

組への反映を図っている。教育局との連携については、当課が実施する啓発イベントに、

教員や生徒に参加してもらうようにイベントのＰＲをお願いしたり、当課で作成した啓

発冊子を教育現場で活用してもらっている。 

２ ７市町に対して補助を行っている。内容については、隣保館がある市町に対する運営

費の補助や、地域住民を対象にしたクラブ活動、レクリエーション等の地域交流を図る

事業、隣保館を持たない市町については既存の各種公的機関を活用して地域住民に対し

ての相談業務等の事業について補助を行っており、交付額は３，３１６万円である。 

 

スポーツ振興課長 

３ 新計画の策定に向けスポーツ活動の実施状況や意識調査を実施した。また、現行計画

の各指標の達成状況調査を実施し、分析を行っている。これらの結果を基に、公募で選

ばれた県民や有識者で構成される埼玉県スポーツ推進審議会の意見を踏まえて新しい

計画を取りまとめ、現在県民コメントを実施している。新計画では、例えば女性や子育

て世代のスポーツ実施率が低かったことから、新たに女性や子育て世代を対象とした施

策を立て、具体的な事業に取り組むこととしている。 

４ 総合型地域スポーツクラブについては、組織の運営の評価や点検を各クラブで行い、

運営改善を図っていけるスポーツクラブの割合を上げることをコンセプトに支援した。

内訳は、９５のクラブのうち、四つが新設、五つが廃止となっている。 

５ 令和３年度の実績としては、新規登録企業１社、７件のマッチングがあり１件で内定

となっている。 
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田並委員 

１ 同和問題の解消に向け、市町村や関係団体と連携して進めているということだが、そ

の中で、どのような課題があり、どのように対応していくのか。 

２ 隣保館事業に関しては７市町だったということだが、県内で隣保館が幾つあるのか。

また令和３年度は、補助金の要望は７市町だったのか、要望はもっとあったが予算の関

係で７市町だけになったのかどうか。 

３ 総合型地域スポーツクラブについて、５減となった理由は何か。また、活動が継続で

きないことの課題に県としてどのような対応ができるか。 

 

人権・男女共同参画課長 

１ 同和問題の差別事象が残っている現状があり、いかに解消していくかが課題となって

いる。今後も、県、市町村、国が各々の役割を果たし、しっかり連携しながら差別的事

象の解消に向けて尽力していく。 

２ 隣保館は県内で８館ある。補助金については７市町から申請あり、対応している。 

 

スポーツ振興課長 

３ ４団体は新型コロナウイルス感染症の影響で思ったような活動ができず会員が減った

ことであり、１団体は中心人物の引退に当たり後継者がいなかったためと聞いている。

課題は、人材育成又は継続して活動できる場の確保が挙げられる。県としては、埼玉県

スポーツ協会のクラブアドバイザー、市町村と連携して、課題に対応できるように支援

していく。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書１４０ページ「ウ 知事への提案」について、令和３年度は９，２１９件

の提案が寄せられたとあるが内容はどのようなものであったか。若者の提案はどのくら

いあったのか。また、寄せられた提案は、県政にどのように生かされているか。 

２ 「エ どこでも知事室」について、若い人がどのくらい参加しているのか。 

３ 行政報告書１５２ページの「（１）人権施策の総合的な推進」について、「ア 人権

啓発事業」のうち、ＬＧＢＴＱの企業向けハンドブックを作成した目的と内容及び配布

方法について伺う。 

 

県民広聴課長 

１ 令和３年度の９,２１９件の提案の内訳は、コロナ禍ということもあり、新型コロナウ

イルス感染症関係の提案が非常に多かった。知事への提案には年齢の記入欄がないため、

若者の数について統計的な数値は把握していないが、高校生や大学生などからも提案は

ある。提案はどう生かされているのかについては、知事が全て提案に目を通し、必要な

ものについて各部局にきちんと指示を出している。直近では、県の指定機関が主催する

事業者講習会について、コロナ禍においてリアルでの講習を受講することが不安との参

加予定者の声に対して、これに応える形で、通信型の講習会の追加実施を決めた等とい

う例もある。また、生活困窮などの悩みを抱えた方については、相談窓口の紹介をする

といった形で県政に反映している。 

２ どこでも知事室については、令和元年度から令和３年度までの実績では、参加者の４

８％が大学生以下の若い方であった。令和３年度については、環境問題にボランティア
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で取り組む方々から意見を聞いたが、そこには、中学生２名の参加があり、若者目線で

のよい意見を伺った。 

 

人権・男女共同参画課共生推進幹 

３ 目的であるが、ＬＧＢＴＱの方にとって働くことは、生活の経済的な基盤であるとと

もに生きがいや自己実現につながるものである。ＬＧＢＴＱの方の働きやすい環境づく

りを進めるためには、企業の協力が不可欠である。一方、県内企業においては、ＬＧＢ

ＴＱに関する取組を進める上で、「正しい知識や理解の不足」、「どのような取組をし

てよいか分からない」という課題を抱えている。こうしたことから、企業向けのパンフ

レットを作成している。内容であるが、性の多様性に関する基礎知識、ＬＧＢＴＱの方

たちの困難の実態や県内企業の取組状況などに関するものである。作成した部数は８，

５００部である。配布先は、公正採用選考人権啓発推進員という制度が厚生労働省の制

度であるが、その設置企業約３，０００社や市町村の企業担当課、希望のあった企業に

配布している。 

 

蒲生委員 

ハンドブックを利用した企業から意見を伺っていると思うが、職場環境が変わったとい

うような効果を聞いているか。 

 

人権・男女共同参画課共生推進幹 

例えば、あるタクシー会社ではドライバーは男性が多く、ＬＧＢＴＱの方が働きづらい

環境にあったことから、ハンドブックを研修資料として活用して、社内におけるＬＧＢＴ

Ｑの理解が進んできたとのことであった。また、こうした取組を対外的に公表することに

よって、ＬＧＢＴＱの方の採用の申込みが増えているというプラスの影響が出ていると聞

いている。 

 

権守委員 

１ 行政報告書１６０ページ「（２）見えないチカラを伸ばし夢をつかむリアル体験事業

の実施」について、令和３年度は２４教室を開催して、６５３人が参加したとあるが、

全体で何人の参加申込があり、何人が参加できなかったのか。 

２ ２４教室のうち、申込みが多く参加できなかった子供の数が多かった教室は何か。ま

た定員に満たなかった教室はあったのか。 

３ ホームページを見ると実際は３４教室くらいを予定していたところ、新型コロナウイ

ルス感染症の第５波の影響で中止に至ったものもあると思うが、何とか開催を考えられ

なかったのか。振替の開催はできなかったのかなど検討状況はどうだったのか。 

４ 行政報告書１８２ページの「（４）相談・苦情処理体制の充実」について、令和３年

度の県の川口本所と熊谷支所での相談件数は９，３９５件と、令和元年度に比べ約１，

９００件減少した。これは支所が４か所から２か所に統合されたことによる影響なのか。

相談を受けられないことによる弊害がなかったのかどうか。 

 

青少年課長 

１ 令和３年度の応募総数は１２，１０６人であった。新型コロナウイルス感染症の影響

により中止になった教室の参加者を含め、希望したが参加できなかったのは１１，４５

３人である。 
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２ 一番人気が高かったのは「ロボット工学の研究者になりたい」であった。２番目が「和

菓子づくり」、３番目が「漫画家になりたい」であった。続いて、定員に満たなかった

教室は、「音楽家になりたい」という教室で、その中で楽器経験者を対象としている教

室では、定員に満たなかったものが一部あった。 

３ ３４教室の実施を予定しており、新型コロナウイルス感染症の影響で１１教室を中止

した。子供たちの希望もあり非常に悩んだが、協力企業・団体と協議した結果、やむな

く中止を決定したものである。中止した教室の開催時期が年度末近くであったため、日

程を振替えて開催することは難しかった。 

 

消費生活課長 

４ 令和元年度の県全体の相談件数は５３，９９７件だったが令和３年度には４８，５３

０件と約１０％減少している。また、相談件数は全国的に見ても減少しており、令和元

年度と比較して令和３年度は約９％相談件数が落ちている。県内市町村は相談窓口が充

実してきており、令和３年度の平均開設日数は４．８日から４．９日となっており、弊

害を上回るような市町村支援で相談窓口を充実し、県民サービスを維持している。 

 

杉田委員 

１ 行政報告書１５３ページ、「ア 埼玉県文化振興基金の充実及び活用」のうち、埼玉

県文化振興基金に民間寄附金運用益を合わせて６６６万３，４１２円を積み立てたとあ

るが、どのような方法で、基金への民間寄附を募ったのか。 

２ 行政報告書１５４ページ、「ア 県立文化会館の管理運営」について、新型コロナウ

イルス感染症の影響による公演中止はどれくらいあったか。財団の収入への影響はどう

だったか。また、何か対策を行ったか。 

３ 行政報告書１９０ページ「１４ 犯罪被害者等支援の推進」の「（１）性犯罪等被害

者支援の推進」について、アイリスホットラインの具体的な実施内容と他部局との関連

についてはどうか。 

 

文化振興課長 

１ 一つ目として、文化振興課が主催するイベントで募金を行っている。二つ目に、前年

度に寄附を頂いた方などに、実績報告書を送る際に協力を依頼している。三つ目は、基

金を活用した助成を行った際、その団体に対して、事業実施の際に簡易募金箱の設置を

依頼している。四つ目は、過去に寄附実績がある団体については依頼文を送付している。

また、コロナ禍でできていないが企業に営業活動を行い、寄附のお願いをしている。 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響により、４事業１０公演が中止となった。公演中止

により、チケット収入は予算比で３，８００万円の減収となった。中止となったものは、

全て海外招へいのものであり、対策は難しかった。ハード面では、ホール内に抗菌処理

を行うなどの新型コロナウイルス感染症対策を行った。 

 

防犯・交通安全課長 

３ アイリスホットラインの具体的な内容であるが、一般の方々からの相談に対応し、２

４時間３６５日電話相談対応を行っている。また、相談の内容に応じて、犯罪被害者個々

に応じた支援を行っている。そして、窓口への啓発のための広報・啓発活動を実施して

いる。次に、他部局との関係についてであるが、アイリスホットラインでは、県と警察、

民間支援団体である埼玉犯罪被害者援助センターの３機関などと連携し、ワンストップ
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支援センターを構築している。相談者の中には、犯罪被害に遭い、警察に被害の届出を

したい場合は警察で対応し、警察に被害の届出をしたくない場合は県で対応している。

アイリスホットラインの窓口業務を援助センターに委託しており、県としては産婦人科

医、協力医などと連携し、主に、性犯罪被害者に対する支援を行っている。また、医療

費や法律相談費の支援を行っている。 

 

杉田委員 

海外招へいの講演中止に対する契約書の見直し等は行ったのか。  

 

文化振興課長 

 見直しは行っていない。埼玉県芸術文化振興財団と話をして、検討し、修正できるもの

は修正していく。 

 

金野委員 

１ 行政報告書１４０ページ「ウ 知事への提案」について、県立施設において、知事へ

の提案の箱のようなものを設置しているか。また、ホームページには、どのような提案

を公開しているのか、公開方法についてどのように考えているのか。 

２ 行政報告書１６１ページ「（５）埼玉県青少年健全育成条例の施行」について、立入

調査を実施したとのことであるが、その結果はどうであったか。遵守されていたのか、

是正、改善、指導した件数などはどうなっているのか。 

３ 行政報告書１７８ページ「（２）女性チャレンジ総合支援事業の実施」について、経

済的に困難な女性の自立を支援するため、自立支援講座等を開催したとのことだが、経

済的自立につながったのか、どのようにフォローしているのか。 

４ 行政報告書１８２ページ「（４）相談・苦情処理体制の充実」について、令和３年度

に県消費生活支援センターに寄せられた相談のうちインターネット通販や定期購入の

相談件数はどうなっているのか。 

５ 行政報告書１８６ページ「１２ 交通安全対策の推進」について、信号機のない横断

歩道の歩行者優先の徹底につき、通年で実施しているとのことであるが、その内容と効

果はどうか。 

 

県民広聴課長 

１ 知事への提案ボックスについては、県有施設はもちろん、市町村等にも箱を置いてい

る。一方で、インターネットからも提案を送ることができるので、そちらが多く活用さ

れている。また、ホームページ上に公開されている提案は、まず、個人情報等が入って

いないもので、かつ、読んだときに多くの方の参考になると思うものを選んでいる。 

 

青少年課長 

２ 立入調査の結果について、区分陳列不備１０件、深夜入場禁止表示不備７件、利用・

購入禁止表示不備１３件、携帯電話フィルタリング解除時に作成する申出書の保存不備

５件の指導を行った。これらの不備については、立入りの際に指摘して改善するよう申

入れをしている。 

 

人権・男女共同参画課長 

３ 女性チャレンジ支援事業については、Ｗｉｔｈ ｙｏｕ さいたまで経済的に困難な
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状況に置かれている女性や離婚を考えている女性のためのセミナーを行っている。受講

者からは、「ちょうど苦しい時期で人生を切り替える気づきがあり、学びがあった」「今

後の将来を選択する上で参考になった」といった声があった。経済的に困難な状態の

方々を、自立につなげるということは時間がかかると考えている。そこで、受講後はＷ

ｉｔｈ ｙｏｕ さいたまでの相談窓口による相談やニーズに応じて、女性キャリアセ

ンターで就業の案内をしたり、必要な福祉サービスの情報を提供するなど、フォローア

ップをしている。 

 

消費生活課長 

４ 定期購入については、令和３年度は３，１２５件寄せられている。前年度比約３０％

減となっているが依然として多い。また、偽サイトに関する相談が前年度比４７１件と

約６０％増加した。 

 

防犯・交通安全課長 

５ 横断歩道で歩行者が被害に遭う事故が多く発生したことを踏まえ、平成３０年から信

号機のない横断歩道における歩行者優先の徹底についての対策を実施している。令和３

年度は、各季の交通安全運動の実施重点への指定、横断歩道の歩行者優先啓発動画を埼

玉県ＹｏｕＴｕｂｅ公式チャンネルで公開をしている。また、テレビやラジオＣＭなど

の広報媒体を活用した広報啓発活動を実施している。効果としては、ＪＡＦの調査結果

であるが、平成３０年の信号機のない横断歩道における車両の停止率は７．８％であっ

たが、令和３年度は２３．６％まで停止率が上昇している。参考であるが、本年度の調

査結果が公表され、埼玉県の停止率は３４．５％まで上昇しており、一定の効果が出て

いると認識している。 

 

金野委員 

１ ホームページに提案ボックスを設置している旨の記載がない理由は何か。また、提案

の件数が急増している状況の中で、公表方法を検討した経緯はあるか。 

２ 立入調査について強制力がどこまであるか分からないが、指導しているとの答弁があ

った。指導に対して改善に応じているのか。また、改善状況を確認しているのかどうか。 

３ 信号機のない横断歩道における車両の停止率で、埼玉県が２３．６％まで上昇してい

るとのことだが、全国と比較した場合の埼玉県の順位はどうか。 

 

県民広聴課長 

１ 現在、知事への提案は、９,２１９件のうち８,８５６件がメールで寄せられており、

ほぼ、こちらが主流となっているため、特段、提案ボックスの設置場所について案内し

ていない。今後は、ホームページ上に地域振興センターや市町村役場に提案ボックスを

設置していることについて、明示していく。公表のやり方の再考については、提案の件

数が急増している原因は、新型コロナウイルス感染症の関係である。新型コロナウイル

ス感染症の関係については、助成金や行動自粛など、内容が大別されるため、「知事へ

の提案」のページに回答を掲載するよりも、関係するページに案内して掲載するという

形を取っている。今後も提案の中身や趣旨に基づき、どのような形で県民に案内するの

が適切かよく検討しながら進めていく。 
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青少年課長 

２ 区分陳列等は、条例で事業者の義務となっているので従うように指導している。指導

した店舗に対しては、後日、再立入りをして改善状況の確認をしている。 

 

防犯・交通安全課長 

３ 令和３年の埼玉県の停止率は２３．６％で、全国平均は３０．６％であり、埼玉県は

全国ワースト１３位となっている。効果の補足であるが、県内の交差点における交通事

故の発生状況では、令和元年の人身事故件数は１１，６７３件であったが、令和３年は

９，２８９件と減少している。 

 

金野委員 

交差点の事故件数について、全国平均と比べるとどうか。 

 

防犯・交通安全課長 

 他県の事故件数は持ち合わせていない。 

 

八子委員 

１ 行政報告書１４２ページに彩の国だよりの発行部数が１７７万部とあるが、具体的な

配布方法はどうなっているのか。 

２ 行政報告書１６１ページの「（４）青少年非行防止対策の推進」について、法務省の

保護観察所や保護司との連携はどうなっているのか。 

 

参事兼広報課長 

１ 発行部数約１７７万部のうち、そのほとんどである約１７４万部を新聞折込で直接家

庭に届けている。その他、県民が身近な場所で彩の国だよりに触れられるよう、市町村

窓口、図書館、公民館などのほか、ショッピングセンターや銀行などの民間施設にも配

架している。 

 

青少年課長 

２ 保護観察所とは、「社会を明るくする運動」の一環として７月に非行防止のキャンペ

ーンを合同で行っている。また、駅などのデジタルサイネージ等で啓発するための知事

によるメッセージ動画を作成し、提供するといった連携を図っている。このほか、当課

の事業に保護司が参加しているケースとして「立ち直り体験交流会」という事業におい

て、令和３年度、受刑者の立ち直りをテーマとした会に参加していただいた。 

 

八子委員 

県内の全世帯数約３２０万世帯のうち、１７４万部だと約半分の世帯にしか届いていな

いことになる。新聞未購読者へどう届けるのか検討しているのか。例えば、市町村広報紙

と一緒に配布してもらうよう、市町村と連携するという方法もあると思うが検討したのか。 

 

参事兼広報課長 

まず、市町村や図書館、公民館、民間施設などに配架し、県民が身近な場所で彩の国だ

よりを読めるようにしている。また、インターネットで情報を得られるよう「彩の国だよ

りＷＥＢ版」をつくり、県ホームページに掲載している。スマホアプリ「まいたま」でも
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重要な記事を毎月配信している。市町村との連携については、これまでに検討を行った。

市町村の意向を確認したところ、できるというところとできないというところがあった。

また、市町村によって配布日がまちまちで彩の国だよりが県民に届く日が異なることにな

るなど、困難な課題があるが、引き続き検討していく。 

 

辻委員 

１ 行政報告書１４７ページ「２ 平和行政の推進について」、平和資料館の機能の考え

方について伺う。県内には戦争に関わる史跡があるが、実態がよく分かっておらず、民

間によるボランタリーな調査で明らかになることもあるが、きちんとまとめて保存して

いかなければ、風化し、埋もれてしまう可能性がある。県民の調査で明らかになった戦

争の歴史を集約し、保存し、展示することが必要である。そのため、平和資料館は平和

調査の中心的な施設となるべきと思うがどうか。 

２ 行政報告書１４８ページ「３ 共助社会づくりの推進」について、共助社会づくりの

担い手はＮＰＯや市民団体を想定していると思うが、近年は一般社団法人、今年施行し

た労働者協同組合など多様な法人が担い手になっている。担い手を時代の変化に合わせ

て捉えていく必要があると思うが県の考え方はどうか。 

３ 行政報告書１８２ページ「（４）相談・苦情処理体制の充実」について、霊感商法へ

の対応について、一般的な消費者相談と比べ特殊性があると思うが、令和３年度の状況

や対応についてはどうか。 

 

県民広聴課長 

１ 平和資料館については、戦争の悲惨さ、平和の尊さを県民に広く考えていただく施設

として運用しており、基本的には県にゆかりの資料等を中心に収集している。県民から

の資料の寄贈は多く、こうしたものを通して来館者に戦争について考えてもらう機能を

担っている。また、戦争体験を聞く会を催し、経験者の声を県民に聞いてもらう機会を

設けている。平和資料館では、資料の収集・保全を本県に関わる、ゆかりのあるものと

しており、これをよく整理し、展示や出前事業等の機能を生かして、より県民に平和に

ついて考える機会を提供していく。戦争に関わる史跡である吉見百穴や、丸木美術館と

は、子供たちの平和学習の支援の一環として連携し、お互いの館の紹介等を行っている

が、こうした取組を引き続き進めていく。 

 

共助社会づくり課長 

２ 共助社会づくりの主体は様々な形態があると承知している。当課はＮＰＯの支援中心

であるが、ＮＰＯと企業との連携、マッチング等についても取り組んでいる。引き続き、

一般社団法人や労働者協働組合も含めて多様な主体と連携して共助社会づくりの推進

に取り組んでいく。 

 

消費生活課長 

３ 令和３年度の被害状況については、県センターへの相談件数は１２件である。１２件

の主な内容は、例えば占いサービスを利用し無料のはずだったのが途中から有料になり、

お金を請求された場合は、消費生活相談員が相手の事業者と調整して親身に対応を行っ

ている。「特殊性」という部分の、「献金」については、今年度国が合同電話相談窓口

を立ち上げている。献金についての相談は、消費生活相談の範ちゅうではないが、法律

の専門家に確実につなぐようにしている。 
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辻委員 

庁内では県民生活部、産業労働部と分かれているが、営利目的なものは企業、社会貢献

はＮＰＯと、はっきり分けられない時代になっていると思う。コミュニティビジネス等企

業が社会貢献的なビジネスを行う場合もあるし事業性の高いＮＰＯもある。営利、非営利

に関係なく庁内連携していく体制が必要と考えるがどうか。 

 

共助社会づくり課長 

企業でも様々な社会貢献を行っている。企業の社会貢献の取組を広く紹介し、それをき

っかけにＮＰＯ、地域との連携が進み、営利企業も含めた多様な主体による社会貢献を進

める取組を行っている。労働者協同組合については産業労働部が所掌しているが、全庁的

な会議に我々も参加して多様な主体による社会貢献を推進していく。 

 

前原委員 

１ 資料１１「平和資料館の運営について」の６ペ－ジ「来館者アンケートの件数と内容」

であるが、リニューアル前に比べリニューアル後は件数が増えており、特に令和３年度

の大幅な増加理由として、入館料の有料化について意見を収集したために増えたという

説明があるが、アンケートの回答内容はどうか。 

２ アンケートの主な内容がリニューアル前とリニューアル後で紹介されている。「自分

で学習できるような仕組みがあると子供たちが更に興味を持つと思う」という意見に対

して何かしら改善・工夫をしたのか、令和３年度はどのような工夫が図られたのか。 

３ 資料１１の７ページ「アドバイザリーボードの開催状況と主な意見」の中にも、「疎

開中の子供たちの生活や学習に関する展示を検討してほしい」、「学校向けの案内が見

過ごされてしまわないように工夫してほしい」とあるが、これに対してどのように対応

したのか。 

４ 行政報告書１４９ページのＮＰＯ活動サポート事業について、助成金の応募件数が６

２件に対し、助成金の交付が２１件と数に差があるのはどういうことか。 

５ 行政報告書１５４ページ「（２）個性的で質の高い文化芸術の創造・発信・提供」の

うち、「参加・育成事業」について１７事業５９公演とある。小・中学校出張教室につ

いて全県の学校数に比べると実施校が限られている。実施内容と反応はどうであったか。 

６ 資料１３「ＤＶ被害者支援について」において、「民間団体活動事業費補助金」は令

和３年度から上限額を４００，０００円から６００，０００円に増額したと記載がある

が、どのような充実が図られたのか。また、自立支援サポーター養成講座が新たに開始

したが、その実施状況と今後の課題は何か。 

７ 資料１５「県男女共同参画推進センター（Ｗｉｔｈ Ｙｏｕ さいたま）の事業内容

と利用者数」について、電話相談がかなり多いが、職員体制は十分なのか。 

８ 資料２３「ＬＧＢＴＱに関する啓発について」に関して、平成２９年度からの開催数、

参加人数を比べると、令和２年度、令和３年度は減少しているが、この要因は何か。 

９ 資料１６「県の審議会委員等への女性の参画状況」だが、令和元年度が３９％、令和

２年度が３９．２％、令和３年度が３９．６％ということで、審議会への女性の参画の

状況を抜本的に大きくするための取組の考えはないのか、この状況をどのように判断し

ているのか。 

10 県内の消費者相談窓口が４か所から２か所体制になったが、相談体制は充実してきて

いると説明があった。消費者団体の広域的な学習会が年２回から年１回になったと聞い
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ている。このことについてどう考えるのか。 

11 行政報告書１７７のページ「（７）学校連携観戦」について、実施に当たり新型コロ

ナウイルス感染症への不安から観戦させたくないという保護者の意向を把握していた

のか。 

 

県民広聴課長 

１ 有料化アンケートについては、入館者及びインターネットによるアンケートを実施し、

有料でも来館すると回答した人が約７割になり、平和資料館を評価していただいている

結果であった。しかしながら、これをもって即有料化するという予定ではない。とりわ

け、現在コロナ禍でイベントも含めて十分なサービスが行えていないと指定管理者も県

も認識しており、今後慎重に検討していく。 

２ アンケートの意見の中の「自分で学習できるような仕組みがあると子供たちが更に興

味を持つと思う」については、館の学芸員等も工夫をし、クイズを通して学んでいただ

くクイズラリー形式や、学んだことを持ち帰って復習できる仕掛けを行っている。 

３ アドバイザリーボードで出た意見の「疎開中の子供たちの生活や学習に関する展示を

検討してほしい」については、これに沿った内容で疎開中の子供たち等にフォーカスし

た企画展を検討中であり、近いうちに実現させる見込みである。「学校向けの案内が見

過ごされてしまわないように工夫を」については、学校の校長宛に案内を出しても、埋

もれてしまうことがあるという現場の教員の意見を踏まえ、例えば社会科等の教員宛て

に案内するなど工夫している。 

 

共助社会づくり課長 

４ ＮＰＯ活動サポート事業は、ＮＰＯ基金を活用して実施している。基本的には前年度、

県民や企業から頂いた基金への寄附を原資に事業を実施している。今回は６２件の応募

に対し、基金の範囲内で２１件の助成を行った。 

 

文化振興課長 

５ 実施内容は、ダンスについては、県内の中学校にプロのダンサー・振付家を派遣し、

子供たちにダンスの機会を届けた。音楽については、小・中学校にプロの演奏家を派遣

し、コンサートや音楽教室を行った。反応は、楽しかった、もっとやってみたい、関心

を持った、もっと難しい踊りをやってみたい、といった声が寄せられた。 

 

人権・男女共同参画課長 

６ 民間団体活動事業費補助金であるが、運営体制の脆弱な民間団体への支援として、賃

借料や修繕費といった運営費の補助を行うものである。令和３年度に上限額を４００，

０００円から６０，０００円に増額し、運営費の充実を図ったものである。また、民間

シェルターが抱える課題の一つとして、人材不足がある。そこで、昨年度からＤＶ被害

者自立支援サポーター養成講座を実施したものである。実施状況は、支援に係る知識が

学べる基礎講座と民間シェルターでのインターンシップを行い、受講者を実際の団体へ

の活動につなげることを目指している。今後の課題は、受講者を民間団体への実際の活

動につなげて行くことである。引き続き、この講座を通じ民間団体への活動支援につな

げていく。 

７ 男女共同参画推進センター職員体制については、事業内容に応じた職員体制というこ

とで適切な体制を敷いている。 
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９ 県の審議会の女性委員登用率の状況については、登用率の上昇については微増という

状況である。女性委員の増えない要因としては、技術や医療系の専門分野などもともと

女性が少ない分野や、法令等により職指定がされている分野がある点、団体からの推薦

の際役職対象となる女性が少ない。今後は、役職に囚われず推薦いただくことを促して

いくとともに、団体推薦に当たっては実際に始めているところでもあるが、推薦母体に

対して、女性委員の推薦について依頼をしていく。 

 

人権・男女共同参画課共生推進幹 

８ ＬＧＢＴＱの啓発については、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の流行に

より、研修の開催回数、参加者数が減少している。 

 

消費生活課長 

10 消費者団体への支援であるが、地域社会における消費者問題解決力の強化を図ること

を目的とした消費者団体研修会を埼玉県消費者団体連絡会に委託して実施した。令和３

年度は全体研修会を１回、地区別研修会を３回実施した。遠方の方でも参加しやすいよ

う、オンラインを活用し、ハイブリッドで開催した。 

 

スポーツ振興課長 

11 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会が無観客開催となる中、様々な

声を把握しながら進めた。当初３９自治体の希望があったが、新型コロナウイルス感染

症の影響を受け、新座市内の小学校１校がパラリンピックの観戦を行った。 

 

神尾委員 

１ 行政報告書１３６ページ「８ スポーツの振興」について、スポーツ実施率が目標値

６５．０％に届かなかった理由は新型コロナウイルス感染症以外に何かあるのか。 

２ 行政報告書１８３ページ、相談苦情処理件数は減っているようだが、「１年以内に消

費者被害の経験がある、または嫌な思いをした県民の割合」の指標を見ると、令和３年

度の目標値１４．０％に対し実績値が１７．１％となっている。これはどういうことな

のか。 

 

スポーツ振興課長 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響は大きかった。実施率の高い高齢者が、感染を懸念

し外出を自粛したことが目標値の達成について全体を押し下げた要因と考えている。ほ

かには、子育て世代・働き世代のスポーツ実施率が低いことが原因と考えている。 

 

消費生活課長 

２ 理由としては、コロナ禍において、対面から非対面の取引である通信販売のトラブル

が増加したことが挙げられる。特に若者を中心にインターネット通販や電子広告による

被害が増加した。このような方々を相談につなげる意味からも相談窓口「消費者ホット

ライン１８８」の周知に努めたい。また、高齢者の被害が多いことから、地域で高齢者

を見守る消費者安全確保地域協議会の設置促進を図っていく。成年年齢引下げに伴い若

者の被害が増加することが懸念されることから、学校とも連携し、相談窓口の周知を図

っていく。 
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神尾委員 

先ほど答弁で市町村の相談体制が充実したとあったが、嫌な思いをした人を減らすよう、

相談１件１件にきちんと対応していくという姿勢がなければならない。行政報告書に事業

者指導の推進とあるが、指導したら改善されたというところをきちんと課で把握していか

ないといけない。県民の安心安全を提供していくような消費者支援センターにアドバイザ

ーをきちんと置いて対応していくことが必要だと思うがどうか。 

 

消費生活課長 

県民一人一人丁寧に対応していく。そのためにも相談窓口の周知を引き続き行っていく。 

 

齊藤委員 

埼玉県外国人生活ガイドは、県ホームページに日本語を除き中国語、朝鮮・韓国語、ポ

ルトガル語、スペイン語、英語、タガログ語、ベトナム語、タイ語の８言語版の掲載があ

る。この８言語を選んだ理由は何か。また、県ホームページへの掲載に当たり、ＰＤＦを

ＺＩＰファイル化している理由は何か。 

 

国際課長 

県の在留外国人で国籍が多い順に、利用が多いと思われる８言語で翻訳している。ＺＩ

Ｐについては、市町村等でそのまま打ち出して使えるようしている。 

 

齊藤委員 

出入国在留管理庁の調査によると、埼玉県では令和３年度６月末現在、ネパールが５位、

インドネシアが９位であり、他の言語よりも、ネパール語やインドネシア語の利用者が多

い状況である。また、ＺＩＰで圧縮してもファイル容量はほぼ変わらない上、利用者視点

ではＺＩＰ化しないＰＤＦでの掲載の方が利用が楽である。更にいえば、テキストのまま

掲載した方が、在留者は８言語に縛られず、Ｇｏｏｇｌｅ翻訳等により１００言語以上の

翻訳ができる。無料でこのようなサービスが利用できる現状を踏まえ、生活ガイドの掲載

方法について課内で検討したことはあるか。 

 

国際課長 

翻訳言語については訂正させていただく。県内在留外国人の国籍が多い順ではなく、正

しくは、スペイン語版とポルトガル語版については、経費をかけず、外国人総合相談セン

ター埼玉の相談員が翻訳している。今後はネパール語、インドネシア語での翻訳も対応し

ていく。また、これまでＰＤＦをＺＩＰ化して掲載してきたが、Ｇｏｏｇｌｅ翻訳しやす

いようにテキストで掲載するよう対応していく。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２６日（水）教育局関係） 

 

【説明者】 

高田直芳教育長、石井貴司副教育長、古垣玲教育総務部長、石川薫県立学校部長、 

石井宏明市町村支援部長、小谷野幸也教育総務部副部長、臼倉克典県立学校部副部長、 

岡部年男県立学校部副部長、栗原孝子市町村支援部副部長、大山澄男市町村支援部副部長、

案浦久仁子総務課長、関根章雄財務課長、阿部正浩教職員課長、南雲世匡福利課長、 

田中洋安県立学校人事課長、田中邦典高校教育指導課長、佐藤直樹魅力ある高校づくり課

長、山崎高延ＩＣＴ教育推進課長、小西康雄生徒指導課長、松中直司保健体育課長、橋本

晋一特別支援教育課長、阿部仁市町村支援部参事兼小中学校人事課長、渡辺洋平義務教育

指導課長、平野雄三教職員採用課長、高津導生涯学習推進課長、松本光司文化資源課長、 

塩崎豊人権教育課長

 

【発言】 

阿左美委員 

１ 行政報告書５８５ページ「２ 県立学校グローバル教育総合推進事業」の「（ア）埼

玉と世界をつなぐハイブリッド型国際交流事業」について、オンラインによるパネルデ

ィスカッション等を行ったとあるが、具体的にどのようなことを行ったのか。また、国

際的な視野や外国語コミュニケーション能力の育成ということで１５校指定したとあ

るが、指定校以外の学校にも通う生徒にも必要ではないか。 

２ 行政報告書５９４ページの「オ ＳＮＳを活用した教育相談体制整備事業」について、

ＳＮＳを活用した相談窓口の相談件数はどれくらいで、主な相談内容はどのようなもの

が多かったのか。また、どのような人たちから相談が来たのか。加えて、それらの相談

件数等を踏まえて、教育委員会としてこの取組についてどのように評価しているのか。 

 

高校教育指導課長 

１ 例えば浦和第一女子高校では、姉妹校と提携しており、台湾の高校とオンラインの交

流を行った。具体的には、新型コロナウイルス感染症が我々の生活にどのように影響し

ているのかというテーマを設け、グループごとにディスカッションやプレゼンテーショ

ンを行った。また、国内の大学等にいる海外留学生とオンラインでつながりながら、各

国の様子等を交互にディスカッションするなど充実した研修を行った。指定校以外の生

徒に関しては、県ではグローバルリーダー育成プロジェクトを行っている。全ての県立

高校生がエントリーでき、選考の結果、３０名の生徒がシンガポールの大学等に研修に

行って交流している。この研修に加え、帰校後、各学校において、例えば全校集会等で

成果の発表等を行っているので、指定校以外の生徒にも広くグローバルで活動している

様子などが周知されて、他の生徒の意欲を高めることにつながっていると考えている。 

 

生徒指導課長 

２ ＳＮＳを活用した相談窓口では、令和３年度は延べ７５５件の相談に対応した。寄せ

られた相談の中には「やる気が出ない」「気持ちが落ち込んでいる」といった心身の不

調に関するものが最も多く、ほかには、友人関係、家庭環境、部活動に関する相談が多

いという結果となっている。県内の国公私立の中学生や高校生が相談をするという仕組
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みだが、相談対応は専門の民間業者に委託している。委託先選定に当たっては、相談員

の資格として、公認心理師あるいは臨床心理士の有資格者や、教員、児童福祉などの職

を経験し、かつ、１年以上の相談業務の経験をしていた方などの条件を付している。県

では、緊急事案に関する対応などを定めたマニュアルを作成し、委託事業者と共有して、

相談内容のリスク区分に応じた情報共有・連携が図れるように相談体制を整えている。

令和３年度に寄せられた相談において、リスクありとは分類されない相談内容が８割以

上であることから、悩みの芽が小さい段階から早期に対応することができていると評価

している。相談件数については、４月から６月にかけて、ＬＩＮＥ株式会社の個人情報

管理の事故があったため、約３か月間相談業務を停止した影響もあり、令和２年度の実

績に比べて件数は減少している。生徒には、学校や保護者に直接相談しにくい悩みも当

然あることから、ＳＮＳ相談窓口の充実に努める。 

 

阿左美委員 

 生徒たちが姉妹校とオンライン交流をした、国内大学等の海外留学生と交流したという

話があったが、その後の生徒の反応や教育成果の定着において、どのように役立ったのか。 

 

高校教育指導課長 

 海外とのつながりを持ち大学等でも留学をする生徒がいると聞いている。さらに、グロ

ーバルリーダー育成プロジェクトの生徒は校友会というＯＢ会を組織しており、このＯＢ

会が次に行く高校生のために様々なレクチャー等に参加し、ロールモデルとなり、先輩た

ちの活躍を見て後輩たちが更に意欲を高めるという効果につながっていると考える。 

 

鈴木委員 

１ 行政報告書５８４ページ「（３）伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の

推進」の「ア 伝統と文化を尊重する教育の推進」において、「伝統文化に関する優れ

た授業動画や地域の歴史や自然に関する内容を教材として取り上げた事例について、研

修会等で周知を図った。また、高校では『和太鼓』、『茶道』等の部活動の取組を行っ

た」とあるが、教えている内容は地域の歴史、伝統文化に限定されたものなのか、それ

とも日本国としての歴史、伝統文化も教えているのか。例えば、日本の国柄であれば、

憲法第１条に明記されている、皇室を持つ特徴ある国である、ということを教育で行っ

ているのか。グローバル化という時代であるからこそ、埼玉県民ということだけでなく、

日本人としての歴史もしっかり教えるべきだと考えるが、具体的にどのように教えてい

るのか。 

２ 行政報告書５８５ページの「イ 県立高校グローバル教育総合推進事業」について、

オンラインでディスカッションをしたという答弁があったが、お互いにディスカッショ

ンをしたときに、学校や地域の紹介のみならず、国や国柄の紹介という議論は行われた

のか。 

３ 行政報告書５９１ページの道徳教育教材資料集「彩の国の道徳」の活用について、道

徳教育研究推進モデル校の研究発表を行ったということだが、どのような内容の研究発

表だったのか。また、情報モラル等の現代的な課題に対応した新たな教材となった「未

来に生きる」は、どのような内容でどのような効果を狙ったものなのか。 

４ 行政報告書６０１ページの「体力テスト（５段階絶対評価）で上位３段階の児童生徒

の割合が目標値以上の学校の割合」のグラフについて、数値が年々下がっている。新型

コロナウイルス感染症の関係があると思うが、なぜこのような結果になったのか。今後
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数値を上げていくために、どのような課題があって、どのように対応していくのか伺う。 

５ 行政報告書６１７ページに「ガイドライン『質の高い教科書、その実現と教科書採択

の公平性、透明性を高めるために』の周知を図った」とあるが、平成２８年に多数の教

科書会社が教員を接待した教科書謝礼問題が発覚した。つい先日も、現職教員が年間１

５０，０００円の報酬を東京書籍株式会社から受け取っていたことが発覚した。また、

大日本図書株式会社が教科書採択関係者を料亭で接待したことがニュースになってい

る。全国的にはまだこのようなことが行われ問題となっているが、この周知というのは

どのような形で行われたのか。 

 

高校教育指導課長 

１ 日本を担う子供たちに我が国の伝統、文化を教えていくことは非常に大事であると理

解している。県では学習指導要領に基づいて、我が国の歴史や文化、伝統等の特色につ

いて生徒が更に認識を深めるように、教科書を使用し指導している。高等学校では、学

校設定科目を設置することも可能であるため、歴史や伝統、文化に関する学校設定科目

を設置し、深く学ぶ機会を設けている。 

２ 例えば、不動岡高校では国の歴史や伝統、生活様式、自然環境について、生徒が互い

に説明をし、質疑応答をするという学習をしており、お互いの文化を知ることにより、

自国の文化を理解させている。他者理解を通して、自国を理解し、多様な価値観を共有

することにつなげている。 

 

義務教育指導課長 

３ 市町村、学校がそれぞれテーマを設定して研究している。例えば、ふるさととリンク

させた道徳教育の実践などを研究のテーマとしている。実際の研究発表会では、授業を

公開したり、大学教授や文部科学省の専門家を呼んで講演や協議等をしたりして、内容

について理解を深めている。また、情報モラル等の現代的な課題に対応するために「未

来に生きる」を作成した。情報モラルや環境問題、国際理解という現代的な要素を追加

したものである。狙いとしては、現代的な課題に子供たちが直面したときに、多面的・

多角的に考えられるようにしたものである。 

５ 平成２８年度に起きた教科書謝礼問題を踏まえてガイドラインを策定した。繰り返し

周知していくことが非常に重要であるため、令和３年度は、４月に市町村教育委員会及

び学校へガイドラインを周知するとともに、６月に市町村教育委員会及び学校に通知す

る教科書の採択基準等の中でも再度、ガイドラインの活用の周知を行っている。 

 

保健体育課長 

４ 児童生徒の体力は年々低下傾向である。国の結果も同様であり、全国的に児童生徒の

体力が低下している状況になっている。この背景には、新型コロナウイルス感染症の影

響があると認識している。感染対策によって体育時における活動の内容が変更されたり、

運動部活動の制限などにより全体的な運動機会や運動量が減少したり、日常生活におけ

る外出の自粛等が影響しているのではないかと考える。そのため、今後に向けては生涯

にわたって子供たちが主体的に運動に取り組んでいくことが大事ではないかと考えて

いる。本県の児童生徒については、全国の調査によると、「運動やスポーツをすること

が好き」と答える児童生徒の割合が、全国平均を若干下回ることが分かった。そこで、

これまでの体力向上を目的とした活動に加えて、体育の授業を通して、運動が好きな児

童生徒を育成するということを目指して取組を進めている。 
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鈴木委員 

１ 日本国としての歴史、伝統、文化をより深く教えているということだが、「より深く」

の具体的な内容について、当たり障りのない和太鼓や茶道だけの話だけではなく、長い

歴史を持つ日本国の歴史をどのように教えているのか。 

２ 不動岡高校では、他者理解ということでしっかりと互いの国や国柄の紹介の説明をし

ているということだが、今の子供たちは具体的にどのように日本の国を説明しているの

か。 

３ 道徳教育について、新しい「未来に生きる」に関しては情報モラルや環境問題等を多

面的に教えているとのことだが、特に環境問題に関しては一つの見方だけでなく、いろ

いろな説が出ており、私も両方見て、それぞれの見方に納得することもある。情報モラ

ルや環境問題について、一つの決められた話だけではなく、本当に多面的に教えている

のか。 

４ 児童生徒の体力低下は深刻な状況だと認識している。体育の授業を通じて、運動好き

な生徒を増やしていくことができればよいと考えるが、ゲームなどが席巻している現状

において、具体的にどのような形で運動好きな子供たちを増やそうとしているのか。 

５ 教科書謝礼問題は６年前に起こったにもかかわらず、全国的にはいまだに謝礼が報酬

という形で支払われたり、料亭接待が起きたりするなど問題が発覚している。繰り返し

周知したことにより、本県ではこうしたことは発覚していないのか。 

 

高校教育指導課長 

１ 生徒たちの学ぶ伝統文化としては、通常よく考えられるのは歴史の時間となる。古代

から近現代の歴史を学ぶこと以外に、日本の文化伝統を学ぶということでは国語の「言

語文化」という科目で短歌、俳句を学ぶ、あるいは体育の時間で武道を学ぶということ

がある。様々な学習の中で日本の伝統文化を学んでいる。 

２ 海外との交流の中で、海外の文化を知ると共に日本の文化を知ることが大事になって

くる。相互の文化を理解するという上では、例えば事前の資料として、日本のことを紹

介するためのパンフレットを作成しており、その中には日本の位置や人口、さらには国

家のことなどが紹介されている。それを事前に学習した上で相手の国と交流するという

ことを行っている。 

 

義務教育指導課長 

３ 環境問題一つとっても様々な見方があるというのは、委員御指摘のとおりである。Ｉ

ＣＴも良い面、悪い面それぞれあるので、この「未来に生きる」の中では、多角的・多

面的にいろいろな見方ができるように学べる教材となっている。 

５ 本県内では発覚していない。今後も引き続き指導していく。 

 

保健体育課長 

４ 授業の中で、子供たちができた喜びや充実感、満足感、楽しいという思い、喜びを感

じてもらうことが大事であると考える。そのような授業をいかに実現するかということ

で、現在、授業の改善充実を目的に、授業づくりのリーフレットを作成したり、研修動

画を作成したりしている。こうした実践を通して、各学校の授業の質を上げて、子供た

ちが運動やスポーツを楽しむ習慣を育んでいきたいと考えている。 
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鈴木委員 

１ 「伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の推進」の説明を聞いたが、例え

ばイギリスの場合は「私たちの国は女王陛下がいました」など自慢気に紹介すると思う

が、日本の場合には皇室があることについて伝統文化として教えていないのか。互いの

国に対してディスカッションするときにどのような説明をしているのか。不動岡高校で

も違う学校でもいいが、子供たちが日本の国柄に対してどのような説明をしているのか。 

２ 体力低下について、児童生徒ができた喜び、楽しいと感じてもらうためのリーフレッ

ト作成や研修をしているとのことだが、具体的にどのような授業が楽しいと感じるもの

なのか。 

 

高校教育指導課長 

１ 例えば、皇室のことも日本の特徴ではあるので、他国との比較の中ではお互いを理解

する上で相手に日本を紹介するという場面はあると考える。実際に生徒たちがどんな説

明をするかについて、どうしても最初は身近なところから説明をすることになるが、や

り取りの中で相手の生徒に自分の国のことを深く紹介する場面が出てくる。その中で、

先ほど挙がった皇室のことや、日本の文化のことについても互いにやり取りをすること

もあると考える。 

 

保健体育課長 

２ 一番大切なことは体育の授業を通して、できた喜びをたくさん経験することだと考え

る。そして、それを教師が褒めて認め、認められる経験の積み重ねによって、運動への

喜び、好きになる動機になっていくと考える。また、体育という特性から、仲間との交

流、協調の重要性や喜びを味わうことができる授業を求めていきたいと考える。実際に

は、技能の習得において、一つ一つの評価をしっかりとしていくということだと考える。

教員が授業の狙いと目的、評価を一体化させることが重要であり、実技において適時性

をもって評価をしていくことが大事なことだと考える。例えば、集団競技では仲間との

ミーティングや振り返りなどの機会を設けて、お互いに認め合う場面を設定することや、

個人競技ではタブレットなどのＩＣＴを活用して実技の状況を即座に振り返ることな

どが重要である。例えば、マット運動において、お互いが支え合い、認め合う、教え合

いの場面を設定し、教員が適切に指導することやＩＣＴを活用して自分の変化の様子を

実感していく工夫などが大切である。 

 

石川委員 

１ 行政報告書６４３ページの「１０ 新型コロナウイルス感染症対策」について、６４

４ページで、専門家による学校訪問が３校、感染拡大防止を目的とした専門家によるオ

ンラインを活用した個別支援が５校ある。県立学校は１７０校を超えるが、個別に学校

訪問した内容などを他の県立学校へオンライン等でフィードバックし、伝えたのか。 

２ 「（ウ）学校の保健衛生環境の整備」について、６２６ページの「快適な学校環境づ

くり」においてもトイレの洋式化を図ったとあるが、工事を行った高等学校が６校、ト

イレの単独設計が９校、トイレの単独工事が２４校である。予算などの制約もあったと

思うが、多くの学校がある中、２４校で十分だったのか。 

３ 「（エ）修学旅行の中止等に伴う補償」について、キャンセル料が発生した県立学校

の保護者に対する補助を行った高校８５校、特別支援学校小学部４校、中学部７校、高

等部６校と記載があるが、その１人当たりの補償額は幾らだったのか。また、修学旅行
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を中止・延期した学校の数について伺う。 

 

保健体育課長 

１ 各県立学校への専門家による訪問等のフィードバックについては、全ての事例を県の

ホームページに載せたほか、学校向けの「教育局保健だより」という広報媒体を作成し、

事例や専門家のアドバイスを伝える取組をしている。 

 

財務課長 

２ 令和３年度に２４校の工事を行い、おおむね普通教室棟の８割程度が洋式化されてい

る。令和４年度、５年度と工事を行い、普通教室棟について１００％を目指している。 

 

高校教育指導課長 

３ 令和３年度のキャンセル料について、保護者の負担にならないように、中止又は延期

の場合には全額を補償している。また、修学旅行を実施した場合でも、新型コロナウイ

ルス感染症の不安等で休んだ生徒に対しても個別に補償しており、１人当たりの金額は

５，５２２円の補助となっている。中止の学校数について、令和２年度からの延期、あ

るいは全日制・定時制をそれぞれ別の学校数と捉えた場合、合計で１７６校が令和３年

度に予定されていた学校となり、そのうち中止となったのは６５校である。 

 

特別支援教育課長 

３ 特別支援学校には、小、中、高の学部があり、それぞれの学部ごとに修学旅行を実施

している状況である。令和３年度の１人当たりの補助額については、小学部で１，５６

８円、中学部で１，８４３円、高等部で３，１９５円だった。また、中止した学校の数

は小中高等部合わせて１９校、翌年度へ延期は６校だった。 

 

蒲生委員 

 行政報告書６１０ページ「エ 特別支援学校医療的ケア体制整備事業」について、医療

的ケア児の保護者は子供に付き添うことが多く、特に人工呼吸器を装備している医療的ケ

ア児の保護者にとっては、１日中校内で待機するなど大きな負担となっていると聞いてい

る。実際に現場を見させていただき、一般質問でも取り上げた。令和３年度に実施された

「人工呼吸器管理に関する研究委員会」では、どのような取組を行っているのか。 

 

特別支援教育課長 

 特別支援学校では、医療的ケア児の保護者の校内待機が大きな課題となっており、特に

人工呼吸器の子供たちについては、そのような課題がある。人工呼吸器は命に直結する問

題なので、保護者が校内で待機している現状がある。そのため、令和３年度に、現場を知

る管理職や看護教員、養護教諭などで構成する「人工呼吸器管理に関する研究委員会」を

立ち上げ、保護者の付き添い解除に向けて、令和４年度にモデルケースを実施するための

指針を定めた。令和４年度はこの指針に基づき、特別支援学校４校で、モデルケースを実

施している。 

 

蒲生委員 

 モデルケースを実施するための指針とは、どのようなものか。 
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特別支援教育課長 

 指針では、令和４年度からのモデルケース実施に向け、緊急時対応を含めた校内体制を

整備することや保護者の待機場所を教室から校内の別室へ、また、校内から校外へといっ

た段階を踏まえて保護者待機の解除を実施する道筋を示したものである。各段階では、実

態把握シート等を活用して、校内で医療的ケア児一人一人の状況に応じた十分な検討を行

い、短時間の付き添い解除から徐々に子供から離れる時間を長くしていくなど、安全管理

と保護者負担軽減との両立を図っていくものである。 

 

蒲生委員 

 指針に基づき研究を進めていくことで、実際に校内での保護者待機などの負担が軽減さ

れるのか。 

 

特別支援教育課長 

 保護者の待機場所が教室から別室、また、校内から校外へ移ることで、２４時間片時も

離れられないといった保護者の精神的な負担が軽減されるとともに、母子分離にもつなが

るものと考える。また、校内待機が不要となることで、時間帯に関係なく夜間でも介助し

ている保護者にとって、肉体的にも大きな負担軽減となると考える。このモデルケースの

実施から課題等の把握を行い、令和４年度に人工呼吸器管理に関する協議会で、医療的ケ

アガイドラインを改正し、保護者待機の負担を更に軽減していくことを目指している。 

 

蒲生委員 

 行政報告書６２４ページ「エ 学校防災体制の整備と防災教育の推進」について、希望

する県立学校の生徒を対象に「高校生災害ボランティア育成事業」を実施して、１５校で

４７人が参加したとあるが、具体的にどのようなことを行ったのか。 

 

保健体育課長 

 本事業の講習会は、自助や共助を学び、災害時に社会の支援者として活躍できる人材を

育成することを目指して実施している。参加した高校生は、この講習会で、例えば避難所

の運営、あるいは災害時に備えた「マイ・タイムライン」の作成方法などについて学んで

いる。また、防災学習センターを会場としており、施設を利用した体験学習、あるいは消

防団の活動に関する講義などを受けて、日常の防災や災害時の対応についての意識を高め

ている。なお、この講習会を受講した参加者が自分の学校に戻り、自校の生徒たちに対し

て、講習の内容を報告したり、発表したりするといった取組もなされ、その成果も見られ

ている。 

 

蒲生委員 

 取組はすばらしいと思うが、防災教育そのものを県内全体に普及するために、具体的に

県が取り組んでいることについて伺う。 

 

保健体育課長 

 県では、毎年、学校の管理職や各学校の安全を担当している教職員を対象に研修会を実

施している。その研修会では、「マイ・タイムライン」を取り上げるなど、より実践的な

防災教育が進むよう取り組んでいる。また、全校に配布している「学校健康教育必携」と

いう冊子の中でも、風水害や土砂災害における「マイ・タイムライン」を取り上げている
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ほか、学校防災体制の整備に関するモデル地域に指定した市町村の取組を紹介するなど、

各学校の防災意識の向上に努めている。また、この「モデル地域」の実践については、毎

年発表会を行っており、そこでは防災の専門家による講演等も行い、実効性のある先進的

な取組を県内に広めるよう努めている。 

 

権守委員 

１ 行政報告書５８８ページの「エ 『教育の情報化』基盤整備事業」について、ＩＣＴ

支援員を配置し、県立学校の学習活動におけるＩＣＴの効果的、具体的な活用方法に関

する支援を行ったとあるが、支援を行った回数と支援の具体的な内容を伺う。また、Ｉ

ＣＴ活用を推進していく上での課題があれば伺う。 

２ 行政報告書５９３ページの「ウ いじめ・不登校対策相談事業」、「（ア）スクール

カウンセラーの配置」について、小・中学校、高校にスクールカウンセラーをそれぞれ

配置し、教職員や保護者への助言・援助を行うとともに児童生徒の心の相談に対応した

ということだが、件数や具体的にどのような対応をしたのか伺う。また、教育事務所及

び総合教育センターにスクールカウンセラーを配置し、事件･事故による緊急時の対応

を行ったとあるが、件数や具体的な相談内容について伺う。 

３ 行政報告書５９４ページの「オ ＳＮＳを活用した教育相談体制整備事業」について、

先ほどの答弁では「早期発見につながり、評価している」とのことだったが、令和２年

度から現在の事業体制となって２年目となり、私自身も悩みの早期発見につながり、問

題の深刻化の防止に貢献できていると確信している。対象者がおよそ３４０，０００人

の中高生となるが、現在の登録者数及び登録を促す上での周知の頻度や方法について伺

う。また、今までの取組を踏まえて課題があれば伺う。 

 

ＩＣＴ教育推進課長 

１ 具体的には学校からの相談を受け、それに対応したＩＣＴ活用の提案などを行ってい

る。例えば、小テストの集計、分析を自動化したいとの相談があれば、それに合ったア

プリを紹介して、使い方、フォーマットの作成なども行っている。令和３年度の学校か

らの相談対応が１８２件、学校内でＩＣＴ活用に関するマニュアル作成が７３件などと

なっている。こうした制度を活用していない学校もあり、学校によって取組や活用状況

に差があることが課題と考えている。 

 

生徒指導課長 

２ 令和３年度にスクールカウンセラーが相談を受けた延べ件数は、９６，２６３件であ

る。相談内容については、例えば発達障害のことや不登校の関係、心身の健康・保健に

関するものが主な内容である。緊急時におけるカウンセラー任用、派遣については、令

和３年度は４件である。対応内容については、事件・事故が起きた場合に、スクールカ

ウンセラーを心理に関する専門家として、心理的に不安定な状態となっている児童生徒

の心のケアを行うことを主な目的としている。例えば、児童生徒が何らかの犯罪に巻き

込まれた場合や不幸にも児童生徒がお亡くなりになる死亡事故があった場合に、心が不

安定になる児童生徒がいることから、スクールカウンセラーを派遣し、学校全体の相談

体制を強くするために対応している。 

３ ＳＮＳ相談について、アカウント登録者数は令和３年度３月末時点で２，９２７人と

なっている。周知に関しては、年度当初にリーフレットを配布したり、年度途中でカー

ド型のものを配布するなど、児童生徒への周知を図っている。課題については、ＳＮＳ
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相談の良い点は、気楽に相談できることや匿名性が高いことである。その反面、文字情

報だけの相談のため、児童・生徒の感情が読み取りづらいという課題がある。そのため、

対策として、他の相談へつなげることも意識し、スマートフォンの画面からワンプッシ

ュで電話相談につながるという対策も講じている。 

 

権守委員 

 ＩＣＴの活用について、学校間で活用に差があるとのことだが、それを解消する取組に

ついて伺う。 

 

ＩＣＴ教育推進課長 

 ＩＣＴ支援員などの制度があることを積極的に周知することや、実際のＩＣＴ活用の事

例を提供し、広く活用してもらうこと、また、個別の困りごとに対応したオーダーメイド

型支援などにより、学校間の差を解消するよう努めていきたい。 

 

田並委員 

１ 行政報告書５７６ページの「『埼玉県５か年計画』における指標」の「授業中にＩＣ

Ｔを活用して指導する能力がある高校教員の割合」について、令和３年度の実績値を伺

う。また、準備期間が少ない中で急激に進んだが、現場で混乱はなかったのか。 

２ 行政報告書５８８ページの「エ 『教育の情報化』」基盤整備事業」について、文部

科学省の調査によると、公立高校における端末の整備状況は、令和３年度８月時点で本

県は３０％弱となっている。令和３年度当初予算では教育の情報化の推進として１人１

台端末環境の整備とあるが、令和３年度、最終的に何％整備されたのか。 

３ 行政報告書５９８ページの「カ 同和問題を解消するための教育の推進」について、

研修を行ったとあるが、どのような成果があったのか。また、教育局としてその成果を

今後の教育にどのように生かしていくのか。 

４ 行政報告書６１６ページの「ウ 県立学校職員の確保」及び６１９ページの「ス 教

職員の健康管理の充実」について、最近、若い教員の退職が多くなっていると聞くが、

令和３年度において定年退職以外で退職した教員、病気で休んでいる教員はそれぞれ何

人いたのか。またその理由についても伺う。 

５ 退職、休職が増えることで、現場では、代員を探す労力も大きな負担であるとの声を

聞く。臨時的任用教員の登録制度があると思うが、登録が少ないため、学校現場で代員

を探すような事態が起きていると推測される。臨時的任用教員の登録者数を伺う。 

 

ＩＣＴ教育推進課長 

１ 令和３年度は、速報値で８０．４％である。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より、ＧＩＧＡスクール構想が前倒しになり、急激にＩＣＴ環境が整備された。そのた

め、当初はネットワークへの接続や設定など、ハードに関する質問や、学習活動でどの

ように端末を活用したらよいかとの問合せが多くあった。県では、ＩＣＴ支援員の活用

やＷＥＢ相談窓口で個別課題への対応を行うなどの支援をしてきた。現在では、設定等

の初期対応的な問い合わせは少なくなり、どのようにより活用していくかという質問に

移ってきており、現在では混乱がなくなってきていると考えている。 

２ 文部科学省で令和４年度当初の調査を行い、５１．８％である。 
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人権教育課長 

３ 研修は令和３年５月に実施した。この研修では、同和問題を学習するための資料の提

示などを行い、その後各市町村で同和問題を取り上げた住民向けの講座等を行って、令

和３年度８２回の講座が行われている、ということが成果である。様々な工夫を凝らし

た８２講座が行われているということを県で集約し、県としても参考にしており、また、

改めて市町村に工夫をした事例を提示して、県全体で同和問題の学習が進むように取り

組んでいる。 

 

県立学校人事課長 

４ 令和３年度末に定年・勧奨以外で退職した教員は、小学校１６６名、中学校６８名、

高等学校４３名、特別支援学校２９名であった。退職の主な理由は、他の自治体の教員

採用試験に合格や、結婚・介護などの家庭の事情、民間企業への転職などがある。令和

３年度に病気により休職した教員は、小学校１９１名、中学校６０名、高等学校５５名、

特別支援学校５３名であった。休職の主な理由は、一般疾病が約３割、精神疾患が約７

割となっている。 

 

教職員採用課長 

５ 令和３年度臨時的任用教員の登録件数は、小・中学校、高等学校、特別支援学校の全

校種合計で３，４７６件である。ただし、この件数は、複数の校種で登録されている者

が含まれており、実人数はこの件数よりも少ない。 

 

田並委員 

１ 端末の整備状況が５１．８％ということだが、県の目標値があるのか。また、目標値

があるのなら、達しているのか、達していないのであればその理由を伺う。 

２ 教職員の休職について、７割が精神疾患によるものとのことだが、その原因をどのよ

うに捉えているのか。また、その課題を解決するために令和３年度には何か検討を行っ

たのか。 

 

ＩＣＴ教育推進課長 

１ 目標は１００％である。公費で端末を整備した都道府県もあるが、本県では公費での

整備が難しかったため、目標に達していない。端末について、国では令和４年度末まで

に１００％を目指しており、県でも１００％を目指して取り組んでいるところである。 

 

福利課長 

２ 精神疾患による休職の原因については、断定的に回答することは難しいが、仕事上の

ストレスや人間関係、あるいは家庭の問題なども含めて、複合的な要因が関係する状況

の中で、休職者全体の７割を精神疾患が占める状況となっている。休職者全体に占める

精神疾患による休職者の割合は、およそ１０年前は６割程度であったが、最近は７割程

度となるなど、割合が増えている状況である。こうした状況については県教育委員会と

しても課題があると認識しており、休職者に限らず、教職員のメンタル不調を防止する

ために、精神科医や保健師による健康相談を実施している。保健師による健康相談は、

電話や訪問等を含めて年間２，０００件を超える相談を実施している。こうした取組を

通じて、悩みを抱える教職員や学校を支援しているところであり、今後もしっかりと取

り組んでいく。 
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田並委員 

  タブレット端末の整備について、国では新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金の活用も認めているが、それでも難しかったということか。 

 

ＩＣＴ教育推進課長 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用しても難しい状況であった。 

 

小川委員 

１ 行政報告書５８６ページの「カ 次代に語り継がれるレガシー創出事業」について、

実践事例集の内容を県ホームページに掲載して広く教育プログラムを周知し、各学校に

おける取組を促すことになっている。コロナ禍において具体的にはどのような内容が掲

載されたのか伺う。 

２ 行政報告書６１０ページの「５ 多様なニーズに対応した教育の推進」、「ウ 特別

支援学校整備事業」については、児童生徒数の増加に対応するための事業であると理解

しているが、今後の見込みはどうなっているのか。また、これにより受入可能人数がど

のくらい増えるのか。 

 

義務教育指導課長 

１ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開会が決定したことから、競

技種目や参加国、我が国の伝統文化について理解を深める絶好の機会と捉えて、研究校

を指定した上で、教育プログラムを開発し、その結果について、実践事例集として県ホ

ームページに掲載している。例えば、小学校が作成した教育プログラムで、障害のある

方が学校に来て、実際にパラリンピックの競技を行うなど、１２校の具体的な実践事例

を載せている。実践事例集の活用について、広く活用するよう周知している。 

 

特別支援教育課長 

２ 令和３年５月１日現在の児童生徒数から算出した推計では、令和１０年度まで増加す

る見込みである。このため、引き続き児童生徒数の推移を見極めながら、特別支援学校

の過密解消に向けた更なる取組を行っていく。今後の整備計画としては、令和５年度に

岩槻はるかぜ特別支援学校及び狭山特別支援学校狭山清陵分校など高校内分校３校を

開校するほか、令和５年度の供用開始を目指して川越特別支援学校や三郷特別支援学校

の校舎増築を行っている。令和６年度には大宮商業高校内分校など高校内分校３校の開

校、また、令和８年度と令和１０年度の供用開始を目標に川口特別支援学校の校舎２棟

の増築を計画している。受け入れ可能人数がどのくらい増えるかについては、環境整備

計画策定以降の令和３年度戸田かけはし高等特別支援学校及び松伏高校内分校から、令

和１０年度の川口特別支援学校の増築と供用開始までの整備により合計１，３１０名程

度の過密緩和効果を見込んでいる。 

 

小川委員 

１ レガシー創出事業については、継続していくことが重要だと考えている。令和３年度

を踏まえて、どのように継続していくのか。 

２ 特別支援学校の質疑に関連して、行政報告書６１１ページの「キ 障害者雇用の推進」

について、障害のある教職員の採用人数が記載されているが、退職する方もいると思う。
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今後の採用に当たっての大きな参考となるので、退職者数及び主な退職理由について伺

う。また、障害のある教職員を温かくサポートできる職場となるよう研修を行っている

ということだが、このうち「小・中学校の保護者及び地域住民を対象とした研修」につ

いて、研修の狙いや成果、今後の課題について伺う。 

 

義務教育指導課長 

１ オリンピック・パラリンピック終了後も、アスリートとの交流や障害者スポーツの体

験は非常に重要なものと捉えている。今年度についても、実践事例集の活用について、

市町村教育委員会の担当課長等が集まる会議で周知したところであるが、こうした取組

を引き続き地道に続けていきたいと考えている。 

 

総務課長 

２ 障害者として雇用された後に退職した教職員の人数について、本採用教職員について

は現状データを持ち合わせていない。会計年度任用職員については、令和３年度３５２

人採用しているもののうち、途中退職者は２７人である。主な退職理由については、家

庭的な事情であったり、新しい仕事が見つかってそちらに就職する等の発展的理由と聞

いている。「小・中学校の保護者及び地域住民を対象とした研修」は、令和３年度が１

回目である。障害のある教職員が働きやすい職場とするためには、同僚である職員のみ

ならず、保護者や地域の方々の理解を得ることも大切と考え、研修を実施した。学校を

応援、サポートしていただいている地域の方々に向けた研修の一つとして実施した。共

生社会や合理的配慮について説明し、障害についての理解を深めていただくとともに、

実際に学校現場で障害のある教職員がどのように活躍しているかについて写真なども

使って紹介した。 

 

小川委員 

 「小・中学校の保護者及び地域住民を対象とした研修」については、新しい取組という

ことで、課題をどう捉えているのか。 

 

総務課長 

 この研修は今年度で２回目であり、模索しながら実施しているところで、参加者数も多

くはない。障害のある教職員を学校現場で採用していくに当たっては多くの方々に理解し

ていただくことが必要だと思うので、一層発信に努めていく。 

 

八子委員 

 行政報告書６１７ページの「教職員コンプライアンス相談ホットライン」についてであ

るが、私立学校のわいせつ教員の排除に関して、令和３年６月定例会の一般質疑で取り上

げた。その際、教育長から「教職員コンプライアンス相談ホットラインが効果的な運用と

なるように見直しを図っていく」という答弁を頂いた。具体的にどのような見直しが図ら

れたのか。 

 

総務課長 

 ３点改善を行った。１点目は、以前は対象を「県内の県立学校と市町村立学校に通って

いる方」としていたが、「県内の学校に通学している児童生徒、保護者、学校関係者」に

対象を拡大した。２点目として、より一層コンプライアンス相談ホットラインが活用でき
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るよう、相談を当方の担当者が受けた場合には、主に人事の担当課と連携して、状況に応

じては弁護士と相談したり、市町村教育委員会を通じて学校や教員に指導を行うなど、総

務課のコンプライアンス相談ホットラインの担当でしっかりと一元的に管理をしていくよ

うにした。３点目としては、相談された方が希望をされた場合は、対応の内容をフィード

バックし、そこにまだ不満や問題がある場合は引き続き対応していくなど丁寧な対応をす

るといった取組を行った。 

 

八子委員 

 当時はわいせつ事案について尋ねたが、令和３年度のわいせつ事案の相談はどれくらい

あり、どのように対応されたのか。 

 

総務課長 

 相談される方については、どこが問題で、何が起こっていて、どこに相談していいのか、

まずは、状況を聞いてもらいたいということで相談される方が多い。また、匿名のケース

もあるほか、案件によってはわいせつかどうか分からない事案も多くあるが、広くわいせ

つであろうと捉えると全部で９件ある。 

 

金野委員 

１ 行政報告書５７６ページの「学力・学習状況調査における学力状況」において、令和

３年度の目標値に対して実績値が１２ポイントから１５ポイントほど下回っているが、

要因をどのように分析しているか。また、５７７ページの「身に付けている『規律ある

態度』の状況」についても、実績値は目標値を１５ポイント近く下回り、策定時と比較

しても１０ポイント近く下回っているが、どのように要因を分析しているのか。 

２ 行政報告５９８ページの「（イ）性に関する指導の推進」について、小・中学校及び

高校の各１校で授業研究会を実施したとのことだが、特別支援学校は含まない理由を伺

う。障害のある子供たちが、学校の内外で性犯罪の被害者にも加害者にもならないよう、

性教育は大切だと思うが、特別支援学校における性に関する指導の推進について取組を

伺う。 

３ 行政報告書６００ページの「（２）体力の向上と学校体育活動の推進」について、鈴

木委員からも質疑があったが、体力の目標達成状況が目標値と比較して３０ポイント以

上下回っている状況である。先ほど、運動が好きになるよう工夫しているという趣旨の

答弁があったが、特に小・中学校のポイントの低下率が著しいと危機感を覚えている。

物理的に運動する時間を増やすなどの取組はされていないのか。 

４ ６１９ページの「教職員の健康管理の充実」について、先ほどの答弁で、心身の不調

による長期休職者数は、精神疾患による休職が全体の７割ということであったが、休職

期間について平均と最長はどのような状況か。 

 

義務教育指導課長 

１ 県学力・学習状況調査は平成２７年度に開始した。平成２８年度の本計画策定時にお

いては、２年間の伸びというものが明らかになっていない状況の中で、１年間の学力の

伸び、すなわち平成２７年度と２８年度の推定値を基に２年間の伸びを設定したという

経緯がある。結果的に目標値が極めて高く設定されてしまった。このため、策定時の値

に比べ令和３年度の実績値は下がっているが、近年の値はおおむね上昇傾向にあり、学

力を伸ばしている児童生徒は増えていると捉えている。「身に付けている『規律ある態



- 14 - 

度』の状況」の実績値については、特に新型コロナウイルス感染症の影響が大きいと考

えている。規律ある態度のうち、小・中学校共に「整理整頓」、「話を聞き発表する」、

小学校では「挨拶」などの数字が大きく下回っている状況である。コロナ禍において、

挨拶をどのようにするか、また、話を聞き発表するということが、マスクやパーテーシ

ョン等の感染防止対策等により少し難しく、児童生徒が達成感を感じにくい状況にあっ

たと考えている。 

 

保健体育課長 

２ 授業研究会は、基本的に小・中学校や高等学校を会場として、それぞれの授業を題材

とした研究を行っている。一方で、特別支援学校においても、各学校では、児童生徒の

障害の状況、あるいは発達段階に応じた「性に関する指導」がしっかりと行われており、

この研修会には多くの特別支援学校の教員も参加している。授業研究会では、特別支援

学校での取組なども紹介し、意見交換をするなどしており、校種を超えた相互理解や好

事例の共有などが行われている。今後も特別支援教育の視点は重要になっていく。特別

支援学校においては、個に応じた個別の指導が特に大切であるということも踏まえなが

ら、小・中学校、高等学校での授業研究会をベースに、引き続き充実させていく。 

３ コロナ禍で中々時間が取れなかったが、各学校では、業間の運動や朝の運動朝会など

で運動の機会を確保できるよう工夫している。今後運動の時間がより多く取れるよう、

県としても情報発信しながら、各市町村の小・中学校での体力向上の取組を推進してい

きたい。 

 

福利課長 

４ 休職期間の平均は３９９日で約１年１か月、最長は３年程度である。 

 

金野委員 

１ 学力・学習状況調査について、目標値が極めて高くなってしまったということだが、

目標値の設定の仕方がそもそも正しくなく、実態とかけ離れている数値が出てしまって

いるということでよいか。また、規律ある態度と体力については、コロナの影響をある

程度受けているということだが、学力についてはあまりコロナの影響を受けていないと

把握しているという理解でよいのか。 

２ 性に関する指導の推進について、特別支援学校の教員も授業研究会には多く参加され

ているとのことだが、実際に特別支援学校における性に関するトラブルなどについて、

どのように把握しているのか。 

 

義務教育指導課長 

１ 策定時の値については、平成２７年度に開始し、令和２年度を基に２倍するという考

えで設定したものである。結果的に目標値が極めて高い目標であったというのは委員御

指摘のとおりである。学力とコロナの関係については、昨年度研究機関に分析を依頼し

たところである。過去複数年度と比較して、学力は他の年と変わらない水準であったと

いう結果報告を受けていることから、県全体としては児童生徒の学力にコロナの影響は

見られなかったと考えている。他方で、一人一人に目を向けると当然ながら学級閉鎖な

どいろいろな影響があるので、学力・学習状況調査を活用し、一人一人の実態を把握し

ながら丁寧に対応していきたいと考えている。 
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保健体育課長 

２ 特段大きなトラブルといった情報、報告を受けているものはない。 

 

金野委員 

 学力・学習状況調査については、全体とすると低下傾向はなく、個々の状況に合わせて

ということだが、伸びた子は伸びて、伸びなかった子は伸びなかったということで差が開

いたということは把握していないか。 

 

義務教育指導課長 

 研究機関に分析を依頼したところでは、学力の格差が大きくなったという結果は出てい

ない。 

 

辻委員 

１ 行政報告書５９３ページの「ウ いじめ・不登校対策相談事業」について、学校に配

置されているのは学校相談員、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーな

どがいるが、専門性の高い相談員も配置していく必要があると考える。学校相談員は常

勤に近い形で配置されているが、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー

は常勤ではなかったり、１人が複数校を受け持ったりしている。財源もあるので、この

比率を逆転して、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーなどの専門性の

高いスタッフを手厚く配置していくことについて検討はしているのか。また、特に、パ

レットスクールの高校に関しては、課題を抱えた生徒が多い現状がある。こういったと

ころにより厚く配置していくことは検討したか。 

２ 行政報告書６１３ページの特別な支援が必要な生徒の学習上の配慮について伺う。特

別支援学校でなく普通高校の中にも、通常の学級に障害のある生徒やグレーゾーンの生

徒が在籍している。このような生徒たちは、教科によっては非常に高い能力を発揮する

が、文字や文章を読むのが苦手であるなど、いろいろな特性がある。例えば、選択問題

であれば十分に答えられるという生徒に実際にお会いしたこともある。特別支援学校に

行くほどではないが、一定の合理的な配慮が必要な生徒が留年してしまう現状もあると

思う。このような生徒に対して、学力テスト等でどのような配慮を行っているのか。 

３ 行政報告書６１５ページ、「イ 小・中学校教職員の確保」について、近年教員の志

望者が減少傾向にあり、小学校に関しては２倍程度の応募率となっている。私の地元で

も産休代替教員が確保できない、管理職が対応しているなどの現状もある。ここまで教

員確保が困難になっている理由をどのように考えるか。また、埼玉県は臨時的任用教員

の割合が高いという特徴がある。臨時的任用教員はあくまで臨時的な穴埋めの性格であ

ると思うが、実際には教員定数の不足を補う、いわゆる定員内臨時教員という形態にな

っているようにも見える。この実態についてどう考え、またこれらを解消する考えがあ

るか。 

 

生徒指導課長 

１ 検討したことはない。まず、児童生徒の悩みに対する学校教職員の対応力を上げてい

くことが第一と考えている。スクールカウンセラーなどはその専門性を生かして、学校

の教職員が対応に悩んだときにアドバイスしたり、生徒に対してカウンセリングをした

りするときに必要な外部の人材であると捉えている。中学校相談員については、身近な

相談員として、なかなか教員に相談しづらい問題等の相談を受けている。中身によって
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は教員につないだり、専門のスクールカウンセラーに見立ててもらったりするなど、そ

れぞれに役割があると考えている。また、パレットスクールについて、令和３年度は特

に拡充はしていないが、今年度は、スクールカウンセラーについては週５日、スクール

ソーシャルワーカーについては週２日、オンラインでの相談対応を導入した。そして、

スクールソーシャルワーカーについては、新たに全日制高校への配置や、従来の配置の

拡充を行い、支援体制の強化を図っている。パレットスクールについても、様々な課題

を抱えた生徒が多いと考えられるため、スクールソーシャルワーカーの配置日数の拡充

を行ったところである。引き続き学校の教育相談体制の充実に取り組んでいく。 

 

高校教育指導課長 

２ 学校現場では、個々の生徒の状況が違う中、生徒の状況を常に把握しながら対応して

いる。しかし、定期考査等の試験などは、教科や問題の内容によっては、必ずしも選択

式が取れないこともある。令和４年１月の校長会議では、特別な支援を必要とする生徒

が円滑に学校生活を送ることができるよう、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導

計画」などの情報を中学校から適切に引き継いで、生徒の実態を把握した上で、一人一

人のニーズに応じたきめ細かい支援に取り組むよう、学校を指導している。 

 

教職員採用課長 

３ 教職員志願者の減少について、令和３年度の小学校の受験倍率は２．１倍と大変厳し

い状況であると認識している。倍率の減少原因は、志願者数が減少していることと、採

用者数を増加させていることにある。志願者数が減少している原因を一概に特定するこ

とは困難であるが、民間の採用状況が徐々に改善されてきていることや、教育現場が多

忙であり、教職が敬遠されているとのマスコミ報道等が、志願者減少の一因となってい

ると捉えている。 

 

参事兼小中学校人事課長 

３ 令和３年度における小学校の臨時的任用教員の数は１，５４５人で、定数に占める割

合は９．３％である。また、中学校では、１，０９７人で、定数に占める割合は１１．

３％である。いずれも平成２９年度と比べると、年度によって上下はしているが、減少

傾向にある。臨時的任用教員の数であるが、今後、様々な媒体を通じて広報し、教育事

務所でも登録者数を把握し、工夫をしていきながら、一定程度減らしていくように考え

ている。また、定年延長に伴い、今の試算では下がっていくものと考えている。引き続

き登録者数を増やす等努力していく。 

 

県立学校人事課長 

３ 県立学校では、令和３年度の高等学校の教員定数は７，８５９人、臨時的任用教員の

数は４０１人で、割合は５．１％である。５年前の臨時的任用教員の人数は３９８人、

割合は４．９％である。ここ数年、臨時的任用教員の人数は４００人前後で、臨任率は

５％前後を推移している。特別支援学校の臨時的任用教員は５５０人で、割合は１２．

９％である。５年前は７０４人、割合は１７．７％で、臨時的任用教員の人数や割合は

減少傾向にある。臨時的任用教員の解消については、短期、中期、長期的な視点に立ち、

児童生徒や退職者数、再任用者数の動向を注視しながら、正規教員を採用することで臨

時的任用教員率を下げるよう努力していく。 
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辻委員 

１ 学校相談員もスクールソーシャルワーカーもスクールカウンセラーも全て充実させる

のが一番よいが、限られた財源ということで、比率を変えることで現実に対応できれば

と考え質疑した。学校相談員とスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーは

財源が異なることもあると思うが、その比率を変えることは都道府県レベルで可能なの

か。 

２ 教員採用が厳しいのは全国的な傾向であるが、埼玉県は特に厳しい状況なのか。また、

臨時的任用教員について、減少傾向であるのはよいと思うが、なぜ臨時的任用教員が多

いのか。どのような考え方で運用をしているのか。 

 

生徒指導課長 

１ スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーについては、国の補助事業とな

っており、国の基準による配置に対して３分の１の補助が受けられる仕組みになってい

る。国の基準を超えて配置しようとする場合に制限のある状況がある。中学校相談員に

ついては、市町村に対する県の補助事業なので、そことの兼ね合いも出てくると考えて

いる。 

 

教職員採用課長 

２ 教員採用選考試験全体では、令和３年度実施試験において、全国では３．７倍、埼玉

県は３．０倍となっている。その中でも小学校は全国で２．５倍、埼玉県で２．１倍で

あり、全国と比べ若干下回っている状況である。ただし、地方によっては小学校で１倍

台前半のところもあり、全国的にかなり厳しい状況が見られる。 

 

参事兼小中学校人事課長 

２ 教員の定数は、児童数及び学級数に応じて決まる。例えば、年度当初に急な児童生徒

の転出等で教員が過員となった場合、本採用教員は解雇できないため、臨時的任用教員

を配置する必要がある。また、大量採用された教員が、結婚や出産、育児等で休みに入

ることが多いため、臨時的任用教員を補充しなければならないことから、今のような現

状となっている。 

 

前原委員 

１ 行政報告書５８３ページ「（１）一人一人の学力を伸ばす教育の推進」の「ア 学力・

学習状況調査実施事業」について、紙媒体の調査からタブレット端末等を活用したＣＢ

Ｔへ段階的な移行を目指し、小・中学校各４校と県立中学校１校の計９校で試行調査を

実施したとのことだが、学校名、調査内容、調査結果、今後の考え方、実施校の選定方

法について伺う。 

２ 行政報告書５８３ページ「イ ＡＩを活用した学びの実践研究事業」について、小学

校３校、中学校１校、高校２校をモデル校に指定して実践研究を行い、よりきめ細かい

個に応じた指導の実現を目指すとあるが、結果と今後の課題について伺う。 

３ 行政報告書５９３ページ「ウ いじめ・不登校対策相談事業」の「（ア）スクールカ

ウンセラーの配置」について、教職員や保護者への助言・援助、児童生徒の心の相談に

対応するとあるが、具体的にどのような対応をしたのか。 

４ 行政報告書５９４ページ「（エ）高校相談員の配置」について、生徒の身近な相談相

手となる高校相談員を１０校に１２人配置することにより、学業や進路、友人関係など
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の相談に応じたとある。学校数に比べて余りにも少ない数字だが、具体的にどのような

形態か。 

５ 行政報告書５９４ページ「（オ）スクールソーシャルワーカーの配置」について、５

９市町村に７６人、定時制高校８校に８人、教育事務所４所に４人配置し、児童生徒が

抱える課題の解決を図ったとあるが、相談対応等抱える課題をどのように解決したのか。 

６ 行政報告書６１０ページ「ウ 特別支援学校の整備事業」については、先ほど小川委

員から質疑があったが、令和３年度の特別支援学校の整備状況によって、受入可能人数

はどうなるのか、過密状況はどうなっているか改めて確認したい。 

７ 資料１７「教員の健康状況」について、病気休暇取得の人数が増えている。病名と病

気の要因をどう分析しているか。また、死亡者数について、令和３年度に高等学校で１

２人が亡くなられている。小学校、中学校、高校それぞれで亡くなられた方の状況を伺

う。 

 

義務教育指導課長 

１ 学力・学習状況調査実施事業については、紙媒体の調査からタブレット端末等でのＣ

ＢＴへ段階的に移行するための試行調査を実施した。９校の学校は、地域のバランス、

使用している端末のＯＳ等を考慮した上で、市町村と相談の上決定した。戸田市立芦原

小学校、戸田市立美笹中学校、飯能市立加治小学校、飯能市立飯能第一中学校、深谷市

立花園小学校、深谷市立花園中学校、三郷市立幸房小学校、三郷市立栄中学校、県立伊

奈学園中学校で実施した。調査内容は、本調査と同様に、教科に関する調査と質問調査

等を実施した。調査結果は、県内で整備されている三つのＯＳ、Ｗｉｎｄｏｗｓ、ｃｈ

ｒｏｍｅ、ｉＰａｄで実施可能なことが確認できたこと、また、学校から直接外部に接

続している場合や、学校から市町村を経由して外部接続している場合であっても実施可

能なことが確認できた。現在、市町村における接続確認調査や本番同様の実施シミュレ

ーションを実施しているところであるが、令和５年度は一部市町村で本調査のＣＢＴ化、

令和６年度は全県におけるＣＢＴでの実施を目指している。 

２ 埼玉県学力・学習状況調査の結果と各学校で保有している定期テスト等のデータをデ

ータベース化した上で、ＡＩによる分析を行っている。令和３年度は、子供一人一人の

学力向上に関する指導事項などを提示する個別アドバイスシートや、子供たち一人一人

の学習状況に最適化された問題を提示する個別学習教材などを開発し、学校に提供した。

今後は、令和３年度に初めてこれらのシートや教材を提供したところなので、しっかり

と学校で活用され、学力向上につながるように市町村教育委員会と連携して取り組んで

いきたいと考えている。 

 

生徒指導課長 

３ スクールカウンセラーは、いじめや不登校など児童生徒が抱える課題の解決、あるい

は悩みや不安等の軽減のために、心理の専門家として学校に配置している。具体的な対

応としては、例えば、不登校傾向がみられるなど課題を抱える児童生徒の心に寄り添っ

た相談対応を行うとともに、該当児童生徒の担任などの教職員や保護者に対し、今後の

支援策について、児童生徒の特徴なども踏まえた助言や援助を行っている。また、児童

生徒への支援策を検討するため、関係教職員やスクールソーシャルワーカーなどと共に

ケース会議に参加して、心理的な側面から助言を行うこともある。 

４ 高校相談員は、学校内における教育相談体制の一員として、保護者や生徒から広く、

学校生活に係る不安や悩みを受ける相談業務や、保護者や教職員等に対して情報提供し、
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支援、助言をすることを主な業務としている。具体的な対応例としては、例えば、不登

校歴のある生徒に対し、家庭訪問を通じて家庭や担任と連携した登校支援を行ったり、

学校生活に悩む生徒からの相談に応じたりすることによって、その悩みの解消を図り、

スムーズな学校生活につなげている。また、相談員が広く相談を受け整理した上で、学

校が指導や助言をするためのサポートや、情報共有の結果、心理的な支援が必要であれ

ばスクールカウンセラーに、福祉的な支援が必要であればスクールソーシャルワーカー

に、といったつなぎの役割も果たしている。 

５ スクールソーシャルワーカーは、困難を抱えている子供とその家族を、子供を中心に

支援する福祉の専門家という立場である。具体的には、スクールソーシャルワーカーは

学校からの要請に応じて、保護者や児童生徒と面談を行うとともに、面談で得た情報な

どを基に学校でケース会議を開き、児童生徒が抱える課題に応じた支援方法を考えてい

く。例えば、貧困や虐待など、福祉との連携が必要な場合は、市町村の福祉部局へつな

いだり、その後、定期的に保護者や児童生徒と面談を行ったりして、抱える課題が少し

でも良くなるように、解決するようにという働きをしている。 

 

特別支援教育課長 

６ 環境整備計画の策定以降、令和３年度の戸田かけはし高等特別支援学校及び松伏高校

内分校から令和１０年度の川口特別支援学校増築棟の供用開始までの整備により、合計

１，３１０名程度の過密緩和効果を見込んでいる。令和４年度５月１日現在の過密状況

は１，４６０名となっている。 

 

県立学校人事課長 

７ 病気休暇取得者数については、病名は把握しているが、その要因は多様であり、具体

的な傾向は見出せていない。令和３年度の死亡者数は、小学校９名、中学校６名、高等

学校１２名、特別支援学校は０名であった。御指摘のとおり高等学校が多いが、主な要

因は腫瘍、がんで６名である。 

 

前原委員 

１ 高校相談員の配置について、１０校に限られているが、全校に高校相談員が配置され

ていて、相談に対応しているということでよいか。 

２ 特別支援学校について、令和４年度５月１日現在１，４６０名超過しており、令和１

０年度には１，３１０名程度の過密緩和が見込まれるとのことである。まだ足りないが、

現時点の結果の中で、今後どのような見通しなのか。 

３ 病気休暇取得者の病気の要因について、今後、現場の状況を把握するに当たっても、

しっかり調べて教育環境をよくすることに結び付けていけないか。 

 

生徒指導課長 

１ 高校相談員は、１０校に対して合わせて１２名を配置している。１校当たり１名から

２名の配置である。１０校については、多部制定時制高校のような課題を抱える生徒の

多い学校である。 

 

特別支援教育課長 

２ 令和３年５月１日現在の児童生徒数を基に算出した推計で、児童生徒数は令和１０年

度まで増加が見込まれるため、今後も引き続き新設校、高校内分校、校舎の増築など施
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設整備の手法として可能性のあるものについて検討を行い、検討を終えたものから順次

対応していく。 

 

県立学校人事課長 

３ 病気休暇取得者について、県立学校では勤務管理システムにより、教職員の勤務状況

を管理職が適切に把握し、健康状況の確認や声掛けなどを行うことで、日常的な健康状

況の把握に努めていく。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２８日（金）保健医療部関係） 

 

【説明者】 

山﨑達也保健医療部長、小松原誠健康政策局長、縄田敬子医療政策局長、 

本多麻夫参事兼衛生研究所長、藤岡麻里地域包括ケア局長、野澤裕子食品衛生安全局長、 

髙窪剛輔保健医療政策課長、山口隆司感染症対策課長、 

中村寛医療政策幹、関根良和ワクチン対策幹、 

川南勝彦感染症対策課感染症対策幹、高橋良治感染症対策課政策幹、 

今井隆元感染症対策課政策幹、黒澤努国保医療課長、坂行正医療整備課長、 

加藤孝之医療人材課長、加藤絵里子健康長寿課長、根岸佐智子疾病対策課長、 

橋谷田元生活衛生課長、坂梨栄二食品安全課長、岡地哲也薬務課長 

 

【発言】 

杉田委員 

１ 行政報告書３４８ページ「４ 地域医療体制の充実及び在宅医療体制の整備」の「（１）

救急・周産期医療などの医療提供体制の強化」の「ア 救急医療の体制整備」のうち、

令和３年５月に国立病院機構埼玉病院を県内１０か所目の救命救急センターに指定し

たとのことだが、１０か所目を指定した後の効果について伺う。 

２ ドクターヘリの群馬県との広域連携はどのような効果が出ているのか。 

３ 県北地域の救急医療体制の充実を図るための小児第二次救急医療機関への当直医派遣

に要する人件費の助成の現状について伺う。 

 

医療整備課長 

１ 埼玉病院がある朝霞地区は、救命救急センター指定前は県全体の平均より１５分ほど

多く搬送に時間を要していたが、指定後はほぼ県の平均と同じ時間で搬送できている。 

２ 重複要請があった場合には群馬県に派遣要請を依頼している。令和３年度は群馬県の

ドクターヘリ出動件数は１４件となっている。 

３ 県北地域は医師の数が少なく、比較的規模の小さい医療機関が多い。地元の消防によ

ると、二次救急でも、症状の重い患者の一定数が圏域外に運ばれている。こうした状況

のため、県では救急患者の受入れのために県北地区へ助成を行っている。 

 

杉田委員 

１ 指定により朝霞地区の搬送時間がおおむね県平均と同じくらいになったとのことだが、

具体的な所要時間はどのくらいか。 

２ 救急救命センターの所在地は地域的な偏在があるが、今後の対策について伺う。 

 

医療整備課長 

１ 救命救急センターへの平均搬送時間は、令和２年は県全体が約４８分、朝霞地区は１

時間３分であった。令和３年は、県全体が約４９分、朝霞地区は約５２分となっている。

令和３年の５月の指定であるため、丸１年稼働すればより差が縮まると考えられる。 

２ 保健医療圏１０のうち、秩父地域と県央地域が空白になっている。特に、秩父地域は

救命救急センターに対してどう対応していくかの課題が残っているので、ドクターヘリ
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やドクターカーでアクセス時間の短縮を図っている。 

 

横川委員 

 行政報告書「（５）入院調整の実施」の患者移送について、令和２年度はプロポーザル

を行って契約している。令和２年度は緊急のためやむを得ないと思われるが、令和３年度

も同じ委託先で１者随意契約を行っている理由を伺う。 

 

感染症対策課長 

 車両運行管理業務については、医療機関や宿泊療養施設への搬送などを行っており、

患者の搬送を安全かつ適切に行う必要がある。正確な運行や、感染対策のノウハウなど

を基に、迅速、効率的かつ安定的に業務を行う必要があることから、全県を一括管理と

した契約を結んでいる。令和３年度は、４月２０日にはまん延防止等重点措置が、８月

２日には緊急事態宣言が発令されるような状態で緊急性が高かったため、１者での継続

的な契約が必要と判断したものである。 

 

横川委員 

 令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策特別委員会でも、車両運行管理業務につい

て質疑をした中で、全県的に広く事業者選定するべきであると指摘した。その際は１者の

方が管理しやすいとの答弁であり、今回の回答はその答弁と異なるものである。今回は委

託先が反社会的勢力との関係があったとのことで緊急的に契約を解除することになり、む

しろ不安定な状況となっている。複数の業者を選定し、単価を定め、広く県内の事業者に

協力を求めた方が、安定的かつ公平性も保たれると思うがどうか。 

 

感染症対策課長 

 今回のような不測の事態に円滑に対応するためや、小規模会社の参入の機会にもなると

いう点は委員御指摘のとおりである。令和４年７月には、今の搬送業者とは別に、埼玉県

乗用自動車協会と新たに契約をしており、令和４年１０月時点では４社のタクシー会社に

協力を頂いている。全体については、全県を一括した管理を続けていきながら、それとは

別に埼玉県乗用自動車協会との契約において、保健所ごとのきめ細かい対応を行っており、

協力いただける事業者があれば、新たにお願いしたいと考えている。 

 

横川委員 

 全県で一括の契約であれば管理はしやすいのだろうが、不測の事態が起こると対応する

業者がいなくなるというリスクが高まる。現在の契約内容では５０台の運行ができる業者

しか契約ができないため、例えば１０台ずつ等にしてハードルを下げれば、参入できる業

者が増え、リスクが分散される。危機管理的観点からも、複数の業者との契約に改めてい

くべきと考えるがどうか。 

 

感染症対策課長 

 複数の業者との契約でリスク分散ができるというメリットはあるが、今年度から、宿泊

施設への申し込みから入所まで、全県一括での管理を行い、スケールメリットを生かして

いる。患者搬送についても、全県一括の形を続けていきたい。また、地域ごとにはきめ細

やかに対応できるよう、各地域のタクシー会社と個別の契約もしているので、今後もその

ような形で進めていきたい。 
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委員長 

 １者との随意契約を続けていくということか。 

 

感染症対策課長 

 全県一括の管理は続けていきたい。業者選定の方法については、他の方法があるのかも

含め、財務規則等にのっとって適切に対応していく。 

 

横川委員 

 令和２年度は緊急時なので仕方がないと思うが、令和３年度、令和４年度については緊

急時とはいえないのではないか。１者随意契約を行った結果、業者のトラブルから契約解

除に至った。それは今後もあり得る話であり、患者搬送のような業務においては致命的で

ある。令和３年度以降は、リスク分散や公平性の視点から、契約を見直せるだけのノウハ

ウと期間があったと考える。今後の契約を見直す際に、１者ずつでも増やしていくことが、

安定性と継続性、民間事業者への公平性の確保にもつながるのではないか。部長の見解を

伺う。 

 

保健医療部長 

 全県的な一括管理というのは、患者の申請から宿泊施設への入所まで、一つの業者で一

括して行うことを指している。新型コロナウイルス感染症の患者を搬送するという観点か

ら、感染対策や安全性、確実性の確保を考えると、その根幹部分の契約については、１者

で行った方が確保できるものと考えている。ただ、それに追加する形で、保健所単位でス

ポット的に搬送が発生した場合には、役割分担をして、地域の会社にお願いし、バランス

を取っていきたいと考えている。 

 

横川委員 

 １者のほうが管理しやすいということは理解できるが、５０台の車両運行というハード

ルが参入を困難にしている。例えば台数を半分にした場合に、対象となる事業者数等は検

証しているのか。仮に２者での契約にすれば、参入企業も増えリスクの分散にもつながる

が、複数の会社との契約に見直すことはできないのか。 

 

保健医療部長 

 感染者数には波があり、その都度、契約業者と交渉して車両の台数も増減させている。

複数の業者になると、その調整が困難になる。そうした観点からも安定した運営ができ

るように業者を選定しているところである。 

 

横川委員 

 感染者の波があり、契約内容を都度変更していることも理解しているが、そもそもの

契約の考え方自体を改めれば解消できる部分もあるのではないか。複数者というのも、

１者ではなくせめて２者にできないのかということである。 

 

保健医療部長 

 どのような方法があるか十分に検討していきたい。 

 



- 4 - 

小川委員 

１ 行政報告書３４３ページの「（１）医師・看護師確保対策の推進」の中で、医学生、

研修医、看護職員に対しての確保対策が記載されているが、それぞれについて実際の採

用状況はどうだったか。 

２ 行政報告書３３９ページの「（２）後期高齢者医療制度の堅実な運営」の中で、平成

２８年度からは基金残高が基金の目的を果たすために充分な額と判断し、新規の積立て

は行っていないとの記載がある。平成２８年度以降後期高齢者の状況は変わってきてい

るが、令和３年度の決算を見ても同様に新たな積立ては不要と判断しているのか。 

３ 行政報告書３５７ページの「予期せぬ妊娠救出プロジェクトの推進」について、電話

やメールで延べ２，５９４件の相談を受けたとのことだが、相談者の年代や相談の内容

はどのようになっているか。 

４ 行政報告書３６０ページの「受動喫煙防止対策の推進」について、県で受動喫煙防止

条例を制定しているが、どのような対策を実施しているのか、また、条例についてどの

ような周知を図っているのか。 

５ 資料８「改善又は検討を要する事項とその措置状況」の項目で、自殺対策について、

令和２年度にまず試行し、これに続いて令和３年度に通年実施をしたとのことだが、相

談件数や相談者の内訳、相談内容など具体的な内容を伺いたい。 

 

医療人材課長 

１ 本県の医師数は、令和２年１２月末現在の最新の国の統計によると、１３,０５７人で

全国８位となっている。この１０年間の増加数は２,７９８人で全国４位、増加率は２

７.３％で全国１位となっており、順調に増加している。個別の確保対策としては、医

師不足の地域や診療科へ勤務することを条件とした医学生奨学金制度を設けており、令

和３年度は７３人が県内で勤務いただいた。また、研修医を対象とした研修資金貸与制

度では、７９人が県内で勤務いただいた。後期研修医については、幅広く県内への誘致

活動を行ったところ、採用者数は令和３年度の３１７人から令和４年度には３８１人に

増加した。臨床研修医については、令和３年度は３９５人であったが、令和４年度は４

０８人となっている。看護職員については、看護学生の教育内容の充実を図るために看

護師等養成所に対して運営費を助成した結果、助成した養成所を卒業した県内就業者は

１,１５３人となった。また、離職防止・職場復帰の支援として、病院内保育所を設置

する病院に対して運営費を助成した。病院内保育所を利用した職員は２,３３９人で、

これだけの人が職場復帰できたと考えている。また、潜在看護師に対して、就業希望の

ある人向けに技術講習会を開催し、再就業技術講習会で１９人、オーダーメイド技術講

習会で１１９人、ワクチン接種講習会で５８５人がそれぞれ受講した。 

 

国保医療課長 

２ 平成２８年度以降は新規の積立てを行っておらず、その時点では９９億円の基金残高

があった。毎年運用益が３，０００万円から４，０００万円程度あり、現在は、約１０

１億円の基金残高があることから、現在のところは新たな積立てを行う必要はないと考

えている。 

 

健康長寿課長 

３ 相談者の年代は、２０代が最も多く約３４．８％、次いで１０代が約３２．７％、３

０代が１４．０％である。なお、匿名での相談も受けているため、年齢不明が１２．７％
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となっている。相談内容は、約６３．４％が妊娠、避妊に係る一般的な相談であったが、

次いで多いのが思いがけない妊娠に関するもので約１８．６％である。 

４ 健康増進法に定められた措置を上回る受動喫煙対策に取り組む施設を埼玉県受動喫煙

防止対策実施施設等認証制度により認証しており、令和３年度末時点で４，５３５施設

を認証している。県民や企業に対しても、健康長寿サポーター養成講習において、たば

この害について啓発するとともに、健康経営認定制度において企業の受動喫煙及び禁煙

対策の取組を推進した。健康増進法や埼玉県受動喫煙防止条例の順守に向けて、飲食店

等向けのリーフレットを作成し、生活衛生同業組合等の業界団体等に働き掛けるなどに

より広く周知した。令和３年１０月から１２月にかけて、県内飲食店５，３００施設を

抽出して個別訪問し、法や条例に関する周知啓発を行った。 

 

疾病対策課長 

５ 相談を開始した令和３年７月から令和４年３月の間に８６０件の相談に対応した。３

９歳以下の利用が６８．９％、女性の利用が８６．１％と、試行時と同様に比較的若い

世代や女性の利用が多かった。相談内容としては、メンタルの不調、家族問題、勤務問

題、生活問題の順に多かった。 

 

小川委員 

 受動喫煙防止条例を広く知ってもらうことにより本県の前向きな取組を理解してもらえ

ると考えるが、令和３年度の状況を見てどのように周知を図っていくのか。 

 

健康長寿課長 

 昨年度、食品衛生協会や生活衛生同業組合に周知を行ったが、今年度は、先ほど申し上

げた個別訪問で得られた情報を基に、届出の必要がある飲食店にターゲットを絞って更に

働き掛けを行っていくほか、広く県民に周知を図るためテレビ埼玉などにおいてＣＭを行

いたい。 

 

田並委員 

１ 行政報告書３４３ページから３４６ページの「（１）医師・看護師確保対策の推進」

について、令和３年度における医師の地域偏在と診療科偏在をどのように把握し対策を

講じたのか伺う。 

２ 行政報告書３９０ページから３９１ページの「（２）殺処分数の削減」について、令

和２年度と比較して令和３年度は犬猫の殺処分数が約５１％減少したとあるが、大幅に

減少した要因は何か。 

 

医療人材課長 

１ 国が２年に一度実施している医師・歯科医師・薬剤師統計により把握を行っている。

診療科偏在については、産科、小児科、救急科は全国的にも不足している状況であるが、

本県でも不足している状況である。人口１０万人当たり医師数では、小児科が９７．４

人で全国４４位、産婦人科が３１．８人で全国４７位、救急科が２．４人で全国３４位

となっている。これらの診療科を特定診療科として、確保に力を入れている。地域偏在

については、人口１０万人当たり医師数や１００平方キロメートル当たり医師数が県平

均を下回っている川越比企の北側の地域、利根地域、北部地域、秩父地域といった医療

圏を特定地域として対策を講じている。具体的な対策としては、医学生への奨学金や研
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修医に対する研修資金の貸与制度により、特定診療科や特定地域での従事を依頼してい

る。 

 

生活衛生課長 

２ 令和２年度に比べて飼い主不明猫の収容数が３６４頭減少したことに加え、収容され

た犬猫のうち、新しい飼い主に譲渡された割合が令和２年度比で１６ポイント向上した

ことが挙げられる。譲渡率の向上については譲渡登録団体の協力によるところが非常に

大きく、令和３年度に県が譲渡した犬猫の総数７２８頭のうち６０４頭が登録団体の協

力による譲渡であった。 

 

田並委員 

１ 地域偏在を解消するため、令和３年度はどのような課題があり、今後の施策にどのよ

うに生かしていくのか。 

２ 譲渡率の向上に大きく貢献している譲渡登録団体に対し、県としてどのような支援を

行っているのか。 

 

医療人材課長 

１ 医師不足地域へは、一人でも多くの医師を確保できるよう対策を進めている。自治医

科大学卒業医師の派遣を行っているが、人数を大幅に増やせるものではないことが課題

である。特定地域で従事してもらう医学生奨学金制度をしっかりと運用し、地域で勤務

する意識を持っていただくことが重要である。この奨学金制度の義務従事期間により、

特定地域の医療機関で勤務している方は、令和３年度は６人であったが、令和４年度は

９人に増加している。奨学金の枠を増やしてきているので、今後は、徐々に増えていく

ものと認識している。地域で従事しようという意識を医学生の方に持ってもらう必要が

あるため、令和４年度からは県内の大学の医学部の協力を得て早い段階から地域医療を

学ぶカリキュラムを実施する取組を開始している。 

 

生活衛生課長 

２ 県から登録団体に譲渡した犬猫は団体が主催する譲渡会などを通じて引き取られるが、

譲渡会の会場の確保に苦慮する団体が多いため、県の敷地を会場として提供する「県庁

譲渡会」を平成２９年度から実施している。令和３年度は感染対策として動物指導セン

ターで２回開催し、会場確保に苦慮する団体を支援した。また、登録団体が独自に開催

する譲渡会の日程等を県ホームページや公式ＳＮＳ「まいたま」などで広報している。

今後とも譲渡会の会場提供や広報などにより登録団体を支援していく。 

 

阿左美委員 

１ 行政報告書３３１ページ及び３６４ページのがん検診とがん対策について、５か年計

画目標値は未達成であり、国のがん検診受診率と県の受診率にも差がある。受診率が伸

び悩んでいる根本原因は何か。また、質の向上とは具体的に何を示しているのかを伺う。 

２ 行政報告書３３７ページの「（１）国民健康保険制度運営安定化の推進」の「ア 国

民健康保険の概況」について、「埼玉県国民健康保険運営方針（第２期）」には赤字削

減・解消のための取組や目標年次の記載があるが、市町村の赤字削減は進んでいるのか。 

３ 行政報告書３３７ページの「ウ 保険給付費等交付金の交付」について、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大により、市町村に交付する普通交付金に不足が見込まれるこ
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とから令和３年度予算の増額補正を行っているが、普通交付金の交付額は令和２年度と

比べてどのくらい増えたのか。 

４ 行政報告書の３５９ページ、コバトン健康マイレージ事業について、実際に登録者の

行動変容はあったのか。また、令和３年２月の予算特別委員会付帯決議において、事業

開始当初の目標登録者数４００，０００人を下回り、なおかつ下方修正した目標参加者

数にも達していない状況であること、登録参加者数や県民参加の機運の向上につながっ

ておらず事業効果に懸念があることを指摘し、ランニングコストと事業効果を含め、事

業の在り方について再検討を求めたところであるが、令和３年度、登録参加者数や県民

参加の機運の向上に向けてどのような取組を行ったのか。また、成果はあったのか。そ

してランニングコストと事業効果を含めた事業の在り方について、検討結果はどうであ

ったのか。 

 

疾病対策課長 

１ 更なる取組として、県内の３，５１６医療機関にがん検診の受診促進リーフレットを

各５０部配布し、医師から患者等に対してがん検診の重要性等について声掛けを実施し

ていただいている。伸び悩んでいる理由としては、受診できる時間がない方、検診は必

要ないと思っている方、症状があったときにすぐに医療機関に行けば良いという認識の

方が多いという調査結果がある。早期発見できればがんを治療して社会生活ができると

いうことを周知していくことが重要であるため、普及啓発活動に取り組んでいく。検診

に行く時間がないという方がいることから、市町村におけるがん検診と特定健診の同時

実施を市町村に働き掛け、令和３年度は９市町村で実施した。新型コロナウイルス感染

症禍での受診控えで令和２年度は令和元年度と比べて２割程度検診数が減少したが、令

和３年度は令和元年度の水準まで戻ってきていると聞いている。がん検診の質の向上に

ついては、市町村からの検診報告や市町村との会議により、がん陽性者の方を漏らさず

発見できるような精度管理に努めていく。 

 

国保医療課長 

２ 県では令和９年度までの赤字解消をお願いしており、各市町村が計画を立てて取り組

んでいる。それぞれが計画的に税率を上げるなどの対応により、計画当初は１８４億円

の赤字があったが、このうち１４８億円は削減されている。 

３ 令和３年度の普通交付金の交付額は約４，６６０億円であり、令和２年度と比べて４．

４％、約１９７億円の増となった。 

 

健康長寿課長 

４ 令和３年度にコバトン健康マイレージ利用者を対象にアンケートを行ったところ、「健

康に関心があるか」という問いに対し「ある」と答えたのは参加前が約３割であったの

に対し、参加後は６割まで増えた。また、「健康のために意識していることは何か」と

いう問いに対し、「食事」「運動」「体重」共に参加前より参加後の方が意識している

割合が増加していた。特に「運動」については参加前が５割であったのに対し、参加後

は８割に増加していた。これらの結果から、コバトン健康マイレージへの参加は、健康

への意識変化や運動意欲の促進に効果があったと考えている。参加登録者数や県民参加

の機運向上に向けた取組について、令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止との両立を図るために、オンライン対応型のイベント・広報を実施した。全国自

治体対抗イベントに県内２７市町村と共に埼玉県も参加したほか、県内企業対抗イベン
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トを実施し、１，５００名を超える方に参加いただいた。また、市町村が企画した若い

世代向けのウォーキングイベントやアプリ登録手順チラシの全戸配布などを人的、財政

面で支援をした。その結果、年度目標である登録者数１５０，０００人を達成した。ラ

ンニングコストと事業効果を含めた事業の在り方の検討結果については、令和３年度に、

医療費抑制効果について簡易な推計を実施した。国土交通省のガイドラインで示された

増加歩数１日１歩当たりの医療費抑制効果の考え方に基づき推計し、令和２年度の医療

費抑制効果推計額は１億５，５２１万円となり、これは令和２年度のシステム運営費の

９６％に相当する額であった。なお、これは簡易な推計であり、今年度は詳細な検証を

実施している。 

 

阿左美委員 

１ 時間がなかったからという理由は１５．９％であり、その他の理由も踏まえて対策を

進める必要があると考えるが、今後、アンケート結果を含めてどのように生かしていく

のか。 

２ 被保険者数が年々減少している中で、普通交付金が増えたことは何か原因があるのか。

新型コロナウイルス感染症の影響はあったのか。 

 

疾病対策課長 

１ がん検診に行けない理由をより詳細にアンケートできないかを検討しつつ、実際に医

師から受診勧奨したときの患者の反応など、医師の意見を踏まえて取り組んでいく。 

 

国保医療課長 

２ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、緊急事態宣言が出され

たことにより受診控えがあった。その影響により、令和元年度と比べて約２１８億円の

減となり、例年に比べて交付額が少なかった。一方、令和３年度は、受診控えの反動で

年度前半に交付額が増加したことや、新型コロナウイルス感染症の陽性者が令和２年度

と比べ大幅に増えたことにより、令和２年度と比べ増加したものと考えている。 

 

金野委員 

１ 行政報告書３５７ページ「埼玉版ネウボラの推進」について、令和３年度は１６市町

が産後うつケア推進事業に取り組んだとのことであるが、令和２年度と比較して予算額

と不用額はどのような状況か。 

２ 行政報告書３３１ページ、３６４ページの子宮頚がん検診の受診率について、令和３

年度における子宮頚がんのワクチン接種状況及び検診受診率、罹患率、特にワクチン未

接種の世代となる若年女性の罹患者数が増加していることを把握しているか。 

３ 新型コロナウイルス感染症対策について、新型コロナウイルス感染症対策で多忙を極

める中で、過労死レベルの残業をした職員も多かったと聞いている。保健医療部所管の

職員で心身不調による休職者の状況はどうなっているか。また総務部の資料の中で、保

健医療部の残業時間が多かったものと記憶している。可能であれば、他部局と比較して

どう捉えているかについても伺う。 

４ 行政報告書３９１ページの犬猫殺処分数について、猫３２８頭のうち野良猫の生んだ

子猫の数が多くを占めるとのことだが、具体的には何頭だったのか。また、ミルクボラ

ンティアについて、その活動状況と殺処分削減にどのような効果があったのか伺う。 
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健康長寿課長 

１ 産後うつケア推進事業の実施市町村については、令和２年度は１４市町村、予算額が

１，３０５万円に対し、不用額は９３２万８千円であった。令和３年度は１６市町が実

施しており、予算額が１，２６０万円に対し、不用額は８６７万５千円であった。 

 

感染症対策課長 

２ 子宮頸がんワクチンの接種回数は２７,６３７回であった。 

 

疾病対策課長 

２ 子宮頚がん検診の受診率は、令和元年では埼玉県は４０．６％ということで、全国３

８位という順位になっている。また罹患傾向については、ＡＹＡ世代と言われる２０代

から急激に上昇し、４０代をピークに、それ以降緩やかに減少するというような傾向に

なっている。 

 

保健医療政策課長 

３ 保健医療部職員で新規にメンタル不調で９０日以上の病休を取得した職員は、令和３

年度５人であった。時間外について、他部局との比較については詳細なデータの持ち合

わせがないが、全庁の平均との比較では、保健医療部内の平均が２６．７時間に対し、

全庁が１４時間と聞いており、約１．９倍という状況にあった。この状況についての分

析としては、令和３年度においては新型コロナウイルス感染症への対応を部全体として

対応してきたことなどが要因として大きかったものと考えている。 

 

生活衛生課長 

４ 猫の殺処分３２８頭のうち子猫は１４０頭であり、その中でも野良の子猫の割合が大

きく９５頭であった。生後間もない子猫については、ミルクボランティアの協力を得て

譲渡できる状態まで育ててもらう取組をしている。ミルクボランティアの協力により令

和３年度は１５頭の子猫が譲渡されており、子猫の殺処分数の１割相当を譲渡につなげ

ることができた。今後もミルクボランティア制度を続けていきたいと考えている。 

 

金野委員 

１ 産後うつケア推進事業について、令和２年度から令和３年度に予算減になった理由は

何か。また、令和３年度は７割近くが不用額となった計算という理解でよいか。 

２ 子宮頸がんワクチンの接種状況については、複数回接種するものであるので、接種回

数ではなく、接種率はどうか。あわせて、ワクチン未接種となった世代の若年女性の子

宮頚がんの罹患率が増加しているのかについて伺う。 

３ 心身不調による休職者の方５人について、病気休職の平均の長さと最長の長さはどう

か。 

４ ミルクボランティアは何人いるのか。また目標値はあるのか。 

 

健康長寿課長 

１ 産後うつケア推進事業が予算減となった理由については、市町村に翌年度の事業実施

の意向を確認しており、それに合わせて予算の方を確保しているためである。令和３年

度基本事業１１市町、任意事業１８市町から実施予定ありと回答があったが、実際には

１６市町以外は補助金を活用せずに実施したために執行率が低くなったものである。 
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感染症対策課長 

２ 子宮頸がんワクチンの接種率については、県内で３回接種済みは４.２％であった。 

 

疾病対策課長 

２ 県内のＡＹＡ世代の子宮頚がんの罹患者数は８９人だが、ワクチン未接種世代との関

係性などの分析は現時点ではしていない。 

 

保健医療政策課長 

３ 令和３年度、メンタル不調により新たに９０日以上の病休となった職員５人の平均と

最長の日数について、５人のうち１人はまだ休職の状況が継続しており、４人が復職し

ている。４人のうち最長が２３０日で、平均は１６９日である。 

 

生活衛生課長 

４ 令和３年度末時点で２２名、直近では５名増の２７名となった。目標値は定めていな

い。 

 

金野委員 

 産後うつケア推進事業については毎年度５割から７割の不用額が出ていると理解してい

る。基本的には市町村が実施する事業で市町村の意向を聞いて予算を立て、実際に実施す

る市町村がなかったから不用額となった、かつ予算も減っているという状況で、このコロ

ナ禍で妊産婦が孤立している状況で非常に重要な事業だと思うが、令和３年度でも７割の

不用が出ているのは、事業の構造を見直す必要があるのではないか。事業をどう見直し、

改善をしてきたのか。また令和３年度の不用額は本当に７割なのか。 

 

健康長寿課長 

 令和３年度の不用額は、執行率３１．２％であるので７割で正しい。見直しについては、

産後うつケア事業は、産後の母親のうつのケアを行うので非常に重要な事業である。ＥＰ

ＤＳを使うものであるが、どの市町村でもＥＰＤＳを使って産後うつケアを行っていただ

きたい。新生児訪問等の際にＥＰＤＳを行っている市町村も多いので、今後は市町村にど

の事業を使ってＥＰＤＳ、産後うつケアを行うかきちんと確認していきたい。 

 

石川委員 

１ 行政報告書３８１ページの「自宅療養体制の強化」について、令和３年度はオミクロ

ン株による感染が急拡大して自宅療養者も急増したが、自宅療養者への対応に問題はな

かったか。 

２ 行政報告書３８２ページの「（６）クラスター対策の実施」「ア ＣＯＶＭＡＴの派

遣」について、初期の段階で福祉施設等での現場支援を行っているとのことだが、現場

の反応はどうか。 

 

感染症対策課長 

１ 自宅療養者支援センターを３か所に増やし、リスク分散をするとともに、急激な陽性

者の増加にも対応できるようにした。また、保健所、自宅療養者支援センター、かかり
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つけ医の協力医療機関の３者で健康観察を行うなど体制の充実を図ったほか、支援セン

ターでは２４時間体制での健康観察を続けることとした。 

２ ＣＯＶＭＡＴの派遣については、派遣後にアンケートを実施したところ、派遣前には

感染対策が不十分であると𠮟責されると心配する施設もあったようだが、実際にはほと

んどの施設から、隊員が優しく、役にも立ち安心したという回答を頂いた。 

 

石川委員 

 自宅療養者の健康観察を２４時間体制で行ったとのことだが、体調が悪化した場合はど

のように対応したのか。 

 

感染症対策課長 

 体調が悪化して速やかな対応が必要な場合には、本人から自宅療養者支援センターに連

絡していただく体制を敷いている。また、マイハーシスというシステムに日々の健康状態

を入力していただいているので、自宅療養者支援センターなどが健康状況により積極的に

連絡をして体調を確認するという対応も行った。 

 

八子委員 

１ 行政報告書の３３１ページにがん検診受診率の表があるが、令和元年度が最新の値な

のか。また、令和３年度の数値でも、男性と比べて女性の受診率が低い傾向が続いてい

るのか。続いているのであれば、令和３年度は受診率の向上のためにどのように取り組

んだか。 

２ 行政報告書の３９９ページに記載があるＡＥＤ設置台数について、令和２年度と比較

すると令和３年度は減っているようだが、この理由は何か。また、ＡＥＤの使用実績は

把握しているのか。 

 

疾病対策課長 

１ がん検診の受診率は、３年に１度の調査のため、令和元年が最新のものである。女性

の受診率について、職域で受診ができない専業主婦のうち、保険者の被扶養者検診でが

ん検診を受診していない場合には、市町村検診を受診することになるが、自ら予約を取

る必要があるため、受診率が低い要因と考えられる。令和３年度の数値はまだ出ていな

いが、女性の受診率が低い傾向は続いているものと考えている。特定健診とがん検診の

同時実施は、男女問わず検診の受診率を上げたいという目的がある。特に、被扶養者検

診の対象にならない女性に対して効果的な事業だと考えているため、各市町村に実施を

働き掛けている。 

 

薬務課長 

２ ＡＥＤ届出台数の令和２年から令和３年の推移を施設区分の内訳で確認すると、コン

ビニエンスストアでの届出台数が減少していた。原因としては、店舗廃業に伴う影響の

ほかに、市町村とコンビニエンスストアで連携して設置していることもあり、その事業

の進捗状況の影響もあったものと考えている。令和３年度の使用実績についてはまだ把

握できていないが、令和２年度については１３０件の使用の報告があった。 

 

八子委員 

 使用実績１３０件のうち救命された事例はどの程度あるか。 
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薬務課長 

 報告された１３０件のうち、２３件が救命につながった。 

 

八子委員 

 そういった事例について、プライバシーに配慮しながら積極的に発信するべきと思うが、

令和３年度はそうした事例を活用した広報を行っているか。 

 

薬務課長 
 啓発活動についてはパンフレット等を作成して活用しているところだが、使用件数を入

れた形ではなかったので、今後検討する。 

 

齊藤委員 

 行政報告書３８２ページ、感染症患者移送に係る車両運行管理業務委託契約について、

令和２年度９月以降、３年間にわたって、単年度ごとの委託契約が行われており、令和３

年度の執行額は８億４，０００万円、３年間の委託料総額が１７億４，０００万円と大き

い。随意契約の場合より精査する必要があり、地域での割り振りなど、より良いアイデア

を募って採用するよう努力すべきであると考えている。改めて部長に伺うが、公金の使わ

れ方は県民に示せる適切なものであったか。 

 

保健医療部長 

 新型コロナウイルス感染症の感染状況には大きな波があり、先が全く見通せない状況で

あった。こうした中で、患者移送については、感染防止をしっかり行い、迅速・安全・効

果的に行う必要がある。今回の公金の使われ方については適切だったと考えている。 

 

委員長 

 妥当な使われ方だったという答弁か。 

 

保健医療部長 

 適切であったと考えている。適切で効果的な実施方法については今後も精査していく。 

 

権守委員 

１ 行政報告書３５１ページのＡＩ救急相談について、令和３年度２６，００５件の相談

内容の内訳について伺う。また、令和元年の７月から実施した、この２年半の相談件数

が多いのか少ないのかの評価と、ＡＩ救急相談の周知の方法と課題について併せて伺う。 

２ 行政報告書３６５ページのがん検診受診推進サポーター及びがん検診県民サポーター

の養成について、実績数が少ない印象があるが、どのように捉えているか。また、養成

者を増やすために企業や市町村に対し行っている取組は何があるか。 

３ 行政報告書３９９ページのＡＥＤの普及促進について、設置しているコンビニエンス

ストアや公共施設の占める割合は幾らか。またＡＥＤの設置台数を増やすための課題は

何か、どのような取組が必要と考えているか。 

 

医療整備課長 

１ 相談内容の内訳は多い順に、「発熱」で１１％。次に「腹痛」で９％、その次が「吐



- 13 - 

き気」や「吐いた」が９％となっている。相談件数の評価について、令和元年度は、７

月からで約１９，０００件、令和２年度で約２０，０００件、令和３年度で約２６，０

００件と毎年増加している。特徴的なのが、大人の救急電話相談は７０歳以上の高齢者

の方が多い一方で、ＡＩ救急相談は２０代が最も多く、次に３０代、その次に４０代に

利用されているため、今までと違った層に利用されているという点において評価できる

と考えている。周知については、マグネットステッカーやＰＲカードを活用するほか、

市町村、消防、保健所に広報を依頼している。その他は横断幕を掲示したり、ＬＩＮＥ

での広告も行った。課題としては、年々相談件数は増えているが、先ほど申し上げた大

人の電話相談や子供の電話相談と比較すると、両者共に約１００，０００件の相談件数

があることから、今後も周知が重要であると考えている。 

 

疾病対策課長 

２ 埼玉県がん対策推進計画では、令和５年度までに２７，０００人のサポーターを養成

することを目標としている。令和４年８月末時点の養成者数は２１，７６５人となって

いる。毎年１，０００から２，０００人を養成していたが、昨年度は、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大の影響で、養成研修の開催が難しかったため、令和３年度の養成

実績は少ない数にとどまり、十分ではなかったと認識している。コロナ禍でも養成を進

めるため、対面を原則としていた養成研修について、令和３年１０月には新たにオンラ

インでの実施を認めるなどの工夫をしているが、しっかり周知が行き届いたかどうかは

反省が残る。引き続き、市町村や企業の団体などに協力を求め、更なる養成に努める。 

 

薬務課長 

３ ＡＥＤについては、令和３年３月末の１４，０８９台のうち、公共施設が５，７９７

台、民間施設が８，２９２台でそれぞれ４１％と５９％の設置状況であり、このうちコ

ンビニエンスストアは５８６台で約４％となっている。設置台数を増やすための課題と

しては、県が平成１８年度に定めた計画での設置目標は８，５００台であり、以降、こ

の目標を達成し更に伸ばしてきた。今後もＡＥＤを設置すべき施設として、県民が多く

立ち寄る施設、心停止の発生率が高いスポーツ施設、県民の認知度が高い施設などに設

置を働き掛けていく。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書３４８ページ、「（１）救急・周産期医療などの医療提供体制の強化」の

「ア 救急医療の体制整備」について、タブレット端末、スマートフォンを使った救急

医療情報システムを始めてからの効果や活用の状況について伺う。 

２ ドクターヘリについて、４２０件出動したとあるが、この効果を伺う。 

３ 行政報告書３６６ページ「自殺対策の推進」に記載のある「暮らしとこころの総合相

談会」とはどのような相談会か。また、令和３年度に４８回、６０３人を相手に行った

ということだが、相談者や主な相談内容の内訳はどうだったのか。 

４ 行政報告書３７３ページの「（３）検査・医療提供体制の強化」の「ア 検査体制の強

化」に、無症状の方を対象としたＰＣＲ検査・抗原定性検査の無料検査を県内薬局・ド

ラッグストア等約６００拠点において実施し、合計２２８，１３４人が受検したとある

が、約６００拠点を設置した根拠は何か。また、急激な感染拡大が起きたが拠点数は十

分だったのか。 
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医療整備課長 

１ 救急医療情報システムは平成２６年度から開始した。２７全ての消防本部や指令本部

などに２８３台のタブレット端末を配備した。システム導入前の平成２５年では重症患

者で受入照会が４回以上かかった案件が２，１６１人であったが、システム導入後の令

和２年は１，１８９人と５割近く減っている。消防本部からは、圏域を越えた検索がで

きることや搬送状況、ドクターヘリの飛行可否がリアルタイムで分かることから大変有

効であるとの声を受けている。 

２ 救命救急においては、いかに早く患者と接触し医療を提供できるかが重要である。本

県では救急車のみの搬送だと約４７分程度かかっているところドクターヘリは要請が

あってから患者に接触するまで約３０分であり、時間の短縮に効果がある。 

 

疾病対策課長 

３ 経済・生活とこころの健康問題をワンストップで相談できる事業で、多重債務被害者

を支援する民間団体に委託して実施している。弁護士、司法書士、精神保健福祉士、社

会福祉士といった専門家が相談に応じる。経済的な悩みから心の健康を損なう方も多く、

一回の来所で弁護士と精神保健福祉士の相談が受けられるなど、両側面からの支援が受

けられる相談会となっている。令和３年度に相談を受け付けた延べ６０３人のうち、実

人数は５１８人であった。このうち男性は２３７人、女性は２８１人であった。年代別

では、５０代が２５．１％、４０代が２３．２％と、４０歳と５０代で約半数を占めた。

内容の内訳は、暮らしの相談が５６．６％、こころの相談が２７％、暮らしの相談とこ

ころの相談を合わせて行った事例は１６．４％だった。暮らしの相談については、多重

債務、労働関係、失業などのほか、家庭問題や人間関係などの相談が多かった。 

 

感染症対策課長 

４ 無料検査の拠点の数については、国の算出資料により計算した。検査拠点は、県薬剤

師会や、チェーンドラッグストア協会など関係団体へ協力を依頼した結果、目標数を確

保した。６００拠点について、その後増減はあったが、結果として令和４年の１月から

３月にまでの間では、多いときで１週間当たり２０，０００件を超え、１７，０００件

程度で推移していたので、十分な数の検査をできたものと考えている。 

 

蒲生委員 

 第６波の感染拡大は急激であり、令和４年１月から２月頃に検査キット不足があったが、

検査件数の減少はなかったのか。 

 

感染症対策課長 

 令和４年１月から２月についても約１８，０００件から２０，０００件で推移している

ので、極端に減少したことはなく、十分に対応できたと考える。 

 

辻委員 

１ 行政報告書３３０ページ「４ 地域医療体制の充実及び在宅医療体制の整備」の表に

おいては、新型コロナウイルス感染症の影響で救急搬送を圧迫していると思うのだが、

それが分かりにくい。重症救急患者の受入照会が４回以上になってしまう割合にどう影

響しているか。 

２ 行政報告書３６９ページの抗インフルエンザ薬について、備蓄していて期限切れとな
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ったものは全量廃棄しており、医療機関でも使用できないと聞いている。財源は地方交

付税措置されているとのことだが、無駄になっているため、一定程度は一般利用ができ

るような改善がされるよう要望はしているのか。 

３ 行政報告書３７９ページ、「キ 宿泊療養施設における酸素療法、中和抗体療法等の

実施」について、宿泊療養施設の稼働率を引き上げるためにどのように取り組んできた

のか。過去の新型コロナウイルス感染症対策特別委員会では、ワンフロア単位での清掃

がネックとなっているとのことだった。今は知識も蓄積され、清掃方法は簡素化できる

のではないか。清掃の状況と稼働率向上の取組について伺う。 

４ 行政報告書の３８３ページ、ワクチン副反応に対する治療の状況について、本県は４

か所専門医療機関を設置している。副反応の治療法がない中で、この４医療機関ではど

のように対応しているか。 

 

医療整備課長 

１ 新型コロナウイルス感染症の陽性患者は調整本部で調整するため救急車を使うことは

ない。しかし、新型コロナウイルス感染症がまん延することによって発熱患者が増え、

そのような人達が救急車を要請することで、多くの救急車が出回り、結果、搬送困難が

増えることになる。重症救急搬送患者の医療機関への受入照会が４回以上となってしま

う割合５％のうち、どれほどが新型コロナウイルス感染症の影響であったかを数値で出

すことはできない。ただ、通常の救急が最も多い冬場に新型コロナウイルス感染症のま

ん延と重なった令和３年１月は４回以上の割合が高まったことが分かっている。 

 

感染症対策課長 

２ 期限切れの抗インフルエンザ薬の廃棄については課題と認識しており、令和４年度も

知事会などで国に対しての要望を行っている。 

３ 令和３年度は、新型新型コロナウイルス感染症への知見も少なく、フロア単位で清掃

していたが、現在は部屋単位での清掃を宿泊療養施設へ依頼している。 

 

ワクチン対策幹 

４ ワクチンの副反応が疑われる症状が発生した場合は、ふだんの体調をよく知るかかり

つけ医や近くの医療機関、ワクチン接種をした医療機関で診察を受けることになる。他

方で、副反応が疑われる症状が慢性化した場合等、専門的な医療機関で治療が必要な方

に対して、県内４か所の大学病院を指定し、かかりつけ医等から紹介していただくとい

う仕組みとなっている。専門医療機関では、まずかかりつけ医等からの電話相談を受け

付けている。また、実際に患者を受け入れていただき、例えばまひやしびれが強くなっ

ていったり慢性化している方がいれば、大学病院の中で脳神経内科等を紹介して検査や

治療をしている。 

 

辻委員 

１ 救急搬送の関係であるが、感染拡大時期に保健所や医療機関に電話をしてもつながら

ない中で、どこかにつながりたいということで救急に電話をし、それが更に救急を圧迫

する現状があった。様々な機関にスピーディにつながることが結果的に救急の圧迫を抑

えることになると考えるがいかがか。 

２ ワクチンとの因果関係が不明だが症状があるという中、たらい回しのような状況とな

っていると聞いている。ワクチンとの因果関係が不明だが、実際に症状があるので、様々
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な対処療法を専門医療機関がされているのか。それともワクチンと因果関係が不明だか

ら専門医療機関では診ないとなるのか。 

 

感染症対策課長 

１ 感染者の数が増えてくると、どこかにつながりたいという要望は出てくると考える。

昨年度は自宅療養者支援センターを設け、そちらに連絡をしていただくこととしていた

が、今年度は連絡できる機関を増やして対応している。 

 

ワクチン対策幹 

２ あくまでワクチンの副反応の疑いであり、因果関係がないから専門医療機関では診な

いということにはなっていない。ただ、専門医療機関の仕組みとして、まず、かかりつ

け医等で診ていただき、かかりつけ医等から紹介していただくことが必要であるため、

そのような中で、本人の思いと医師の見立てが少しずれることが起こり得る。県として

は、県内の医療機関に対して、ワクチンの副反応が疑われる症状が発生した場合の専門

医療機関までの一連の制度を周知している。今後も適切な治療が受けられ安心してワク

チンが接種できる環境を整えていく。 

 

前原委員 

１ 資料１５にて周産期医療体制を実施している医療機関の数と運営費補助について示さ

れているが、総合周産期母子医療センターでは令和２年度の２億５，８６１万円から令

和３年度は２億５，７１８万円に減額、地域周産期母子医療センターでは令和２年度の

３億６，７１７万円から令和３年度は３億４２５万円に減額になっている。この理由は

何か。 

２ 資料１６にて保健所にて保健師の増員が図られたところだが、結果と今後の課題につ

いて、どのように考えるか。また、春日部保健所、鴻巣保健所、幸手保健所について、

獣医師や薬剤師、食品衛生監視員、動物愛護職の職域で職員が減っているが、その理由

と事業への影響についてはどうか。 

３ 医療従事者が働き続けられる環境を守るため、看護師の生理休暇の取得状況について

伺う。また、医師の負担軽減のための医師事務作業補助者の令和３年度の確保状況につ

いて併せて伺う。 

４ 資料２５にて、令和３年度の自殺者数が１，１０４人のうち、理由の「不詳」が、令

和２年は２７人であったのが令和３年は６６名と増えている。この理由は何か。また、

本県の女性の自殺率の現状と、自殺を未然に防ぐ取組についても併せて伺う。 

５ 資料２６にて、自宅での看取り率について、令和３年度の実績の記載がないのはなぜ

か。令和２年度は令和元年度と比較して自宅での看取り率が上がっているが、その要因

はどのように分析しているのか。 

６ 資料３５の表を見ると、令和３年夏の第５波で医療崩壊が始まり、全国で２００人を

超える自宅待機中の陽性患者が相次いで亡くなったが、埼玉県の自宅待機中の死亡者は

何人だったのか。令和３年度の新型コロナウイルス感染症感染症対策についての総括と、

今後の課題について伺う。 

 

医療整備課長 

１ 主な要因は、各周産期母子医療センターにおいて新型コロナウイルス感染症用の病床

に転換したことによるものである。新型コロナウイルス感染症用に病床を転換すると新
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型コロナウイルス感染症病床としての空床確保料が助成されるので、二重補助を回避す

るための対応となっている。 

 

保健医療政策課長 

２ 保健所の業務量が増えるに当たって、応援職員の配置や、業務委託を積極的に進める

など対応してきた。一方、保健師でなければ対応できない業務は依然としてあり、増員

により対応の充実が図られたと考えている。今後も業務量の推移を見極めた上で、職員

の配置等については十分検討していく。獣医師や薬剤師、食品衛生監視員、動物愛護職

等の各保健所での配置数が減っていることについては、各保健所での育児休業等の取得

見込みを事前に把握し、その状況に応じて職員の配置状況を変えていることから、職員

が育児休業から復帰してくれば、その分は元の体制に戻すという中での減員である。 

３ 県立病院の生理休暇制度は、県職員と同様となっているため適切に運用されていると

思われる。また、医師事務作業補助者についても、医師の負担軽減において大きな効果

が期待できるため、県立病院においても適宜採用されていると聞いている。 

 

疾病対策課長 

４ 自殺理由の統計は埼玉県警察の調べによる。遺書がない場合などには、詳細の把握は

難しく「不詳」となる。健康問題、経済問題など明らかな理由がなくとも、周囲からの

孤立、孤独感の増幅などにより、追い込まれた末に起きるためリスクは様々あると考え

ている。必ずしも一つに限定できないため、セーフティネットの網目を細かく整備して

取り組む必要があると受け止めている。また、身近な人が悩みに気付き、話を聞いて受

け止めてあげるというゲートキーパーの役割が非常に重要であるため、そういう役割を

果たせる県民の方が１人でも多く存在するための施策が重要と考えている。本県の女性

の自殺者数は、令和元年が３４８人、令和２年が３９２人、令和３年が３７８人であっ

た。令和２年は前年比１２．６％の増、令和３年は前年比３．５７％の減となっている

が、令和２年と３年を比較すると、女性の２０代、１９歳以下の増加率が高い。本県の

取組としては先ほど答弁した「暮らしとこころの相談会」を従来の月２回から月４回に

増やして行っている。また、平日日中のみの電話相談を令和２年の１１月から２４時間

３６５日に拡大し、年間約４０，０００件の相談を受けている。さらに、女性や若者に

親和性の高いＬＩＮＥによる相談を週２回実施している。このほか、市町村へのゲート

キーパー研修実施の要請や予防キャンペーン、駅構内や電車内の電子掲示板を利用した

自殺予防の啓発などを行っている。また、コロナ禍で女性の自殺が増えた要因として、

家庭内に課題が凝縮されたという傾向がある。例えばＤＶや孤立を深める妊娠・子育て

問題、予定していた介護サービスが受けられないという介護問題、非正規の方が多いと

いうところでの雇用問題等、様々な問題があったと考えられたので、県内の自殺の状況

を関係課に情報提供し、自殺防止の必要性を共有して県として取り組んでいるところで

ある。 

５ 令和３年度は統計資料がないため記載していない。がん対策としては、患者が望む場

所で終末期を迎えられる取組が重要だと考えている。患者が望む場合に円滑に切れ目な

く在宅医療や介護サービスに移行できるよう、診療所、訪問看護ステーション、薬局、

介護事業提供者等と、在宅療養支援に係る連携体制の構築を推進している。例えば、が

ん診療連携拠点病院で実施している緩和ケア研修会では、集中的な治療を受けていた方

が円滑に在宅に移行ができるように、地域の医療機関との連携を図るように取り組んで

いる。 



- 18 - 

 

感染症対策課長 

６ 第５波で新型コロナウイルス感染症陽性者で自宅で亡くなった方は１４人である。令

和３年度はまん延防止等重点措置が発令され、第４波、第５波と感染の波があり、夏に

はデルタ株、冬にはオミクロン株とそれぞれ感染力などが異なる株が発生したため、自

宅療養者支援センターや酸素ステーションを立ち上げるなどの対応を行った。ワクチン

接種が始まった年でもある。今後は季節性インフルエンザとの同時流行に備え、これま

での経験で培ったものを生かして準備をするとともに、新たな変異株に対応していく。 

 

前原委員 

 職員の育児休業等を見越して配置していたということだが、職員が育児休業を取得する

場合には、正規でも非正規でも人員としては配置される、欠員のままとはならないという

ことでよいか。 

 

保健医療政策課長 

 職員が育児休業に入った場合には育児休業代替職員などを配置して対応している。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月２８日（金）環境部関係） 

 

【説明者】 

目良聡環境部長、犬飼典久環境部副部長、横内ゆり環境未来局長、 

鶴見恒環境政策課長、深野成昭温暖化対策課長、桑折恭平エネルギー環境課長、 

福田真道大気環境課長、山井毅水環境課長、堀口浩二産業廃棄物指導課長、 

尾崎範子資源循環推進課長、星友治みどり自然課長 

 

【発言】 

鈴木委員 

１ 行政報告書２２５ページの「５ 川の再生」について、「生活排水処理施設の整備に

より河川水質の更なる改善を図り、川の環境改善を推進した」と記載があるが、下表の

河川水質の状況によると、平成２７年度の値の「アユが棲める水質の河川の割合」は８

９％で、「全国水質ワースト５河川」に綾瀬川と中川の２河川が入った状態である。令

和３年度の実績でも数値が変わっておらず、「アユが棲める水質の河川の割合」９３％

と「全国水質ワースト５河川」を０にするという目標が達成できていない状況である。

その要因は何か。 

２ 行政報告書２３２ページの「（６）再生可能エネルギー等の普及拡大」について、住

宅における再生可能エネルギー利用拡大を図るため、蓄電池等の設置に対して補助金を

交付したとあるが、補助金を交付した蓄電池の性能はどのレベルまで達しているのか。

蓄電により、夜間や曇り、雨の日など、どの程度、電気を有効に使用し続けることが可

能となっているのか。 

３ 行政報告書２３４ページの「イ こどもエコクラブの活動への支援」について、令和

３年度に４９団体に約５４３万円を交付しているが、こどもエコクラブの主な環境保全

活動の内容はどのようなものか。また、どのような活動に対して助成金による支援を行

っているのか。 

４ 行政報告書２４７ページの「３ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進」の食品

ロスに関する取組で、市町村や社会福祉協議会、包括的連携協定締結事業者など９１団

体と連携し、「フードドライブ」を県下一斉で初めて行ったとのことであるが、この成

果と課題、その後の連携状況等はどうか。 

 

水環境課長 

１ アユが棲める水質の河川の割合については、ＢＯＤの年間平均値が１リットル当たり

３ミリグラム以下で評価している。平成１４年の４４％と比べて令和元年は９３％と改

善され、その後は９割程度で推移している。アユが棲める水質というように、都市河川

においては厳しい基準となっており、１リットル当たり３ミリグラムを超える地点の多

くは県南部の都市河川となっている。年間の降雨の影響、農業用水の通水量などにより、

河川水質は変動するため、目標達成に至らなかったと考えている。ＢＯＤの汚染の原因

の７０％以上は生活排水であるため、下水道の普及、単独処理浄化槽の合併処理浄化槽

への転換による生活排水対策を推進していく。また、全国水質ワースト５河川について

であるが、綾瀬川、中川共に、河川の平均水質はＢＯＤの年間平均値１リットル当たり

３ミリグラムを下回る状況まで改善されている。この指標はほかの河川との相対的な評
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価となっており、ほかの河川も改善が進んだため、ワーストは脱却できなかったが、令

和３年度の中川、綾瀬川の水質は、３位や４位の河川と１リットル当たり０．１ミリグ

ラムの差と、僅かなものとなっている。アユと同様、生活排水対策を推進していくこと

により、改善を図りたい。 

 

エネルギー環境課長 

２ 令和３年度の補助実績では、蓄電池の性能の平均は約７．９キロワットアワーで、試

算によると、各家庭で電気使用の態様は異なるが、同程度の７．４キロワットアワーの

蓄電池であれば、一般家庭で１５時間程度の電力使用が可能となる。電力使用量が大き

いエアコンなどを抑制すれば、より長時間継続して使用することが可能となる。 

 

環境政策課長 

３ こどもエコクラブは、地域の自然と触れ合うような自然観察や生物調査、清掃活動な

どの環境学習の取組を行っている。助成金の対象は、子供たちの環境意識の醸成を図る

活動や子供たちが参加する環境保全活動の充実を図る活動である。具体的な例としては、

森での昆虫・植物などの自然観察、河川での生き物調査、地域でのごみ拾い、講師を招

いた環境講座などである。 

 

資源循環推進課長 

４ 県では、令和３年１０月から１１月にかけて、埼玉県県下一斉フードドライブキャン

ペーンを初めて開催した。市町村や社会福祉協議会、包括的連携協定を締結している企

業など９１団体に参加いただき、４７，０００点、２４トンの食品を提供いただいた。

キャンペーン開催前においては、フードドライブを実施していた市町村は２１市であっ

たが、今回のキャンペーンをきっかけに、２５の市町が初めて実施した。集められた食

品はそれぞれの地域で食品を必要とする方へお渡しすることで有効活用を図り、食品ロ

スの発生を抑えることにつなげることができたと考えている。課題であるが、今回のキ

ャンペーン期間中に開催いただいた市町村は４６の自治体であり、全市町村の４分の３

にとどまっている。中には、たまたま期間中には行うことができなかったため不参加と

いう自治体もあったが、まだ一度もフードドライブを実施していない自治体もある。そ

こで、県では、市町村等にフードドライブの実施を促すため、キャンペーン期間中に初

めてフードドライブを実施した市町村にヒアリングを行い、その事例集を作成して、全

市町村に配布したところである。その後の連携状況についてであるが、包括的連携協定

企業のイオンリテールでフードドライブを開始したり、キャンペーン後も引き続きフー

ドドライブを実施している企業や自治体の窓口を県ホームページ等で紹介したりして、

食品ロスの削減に向け、引き続き市町村や企業と連携して取り組んでいる。 

 

鈴木委員 

 蓄電池の性能は飛躍的に伸びているのか。 

 

エネルギー環境課長 

 技術開発の途上であり、飛躍的に伸びているということはないと思う。 

 

阿左美委員 

１ フードドライブについては、食品が多く集まったとのことであるが、集まったものを
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どこへどのように配分したのか。また、配分に当たって基準を定めているのか。 

２ フードドライブについて、食品を必要な方へ渡すための移動のコストは、総事業費の

うちどのくらいの割合を占めているのか。 

３ 行政報告書２５９ページの「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト」につ

いて、新たに個人と企業の参画を得て連携を強化しているとのことであるが、どのよう

な成果があったのか。また、参画する企業について、どのようなメリットがあったのか。 

４ 行政報告書２６２ページから２６３ページの「（４）野生鳥獣の適正な保護管理」の

うち、「カ 狩猟免許試験、適性試験・講習等の実施」について、有害鳥獣捕獲の担い

手である鳥獣狩猟者の確保は、具体的にどのような取組により、確保に努めているのか。

秩父地区が特に顕著であるが、１０年前や２０年前に比べると猟友会の人数が大きく減

っている状況がある。高齢化も進んでおり、次の人材を確保しなくてはならない。狩猟

免許保持者は２０年前、１０年前はどれくらいいたのか。現在の状況と、過去から現在

までの変化について伺う。 

 

資源循環課長 

１ 配分先については、フードバンク、子ども食堂、フードパントリーに配分している。

市町村等の要望に応じて、県でマッチングしているが、輸送のコストがなるべくかから

ないように、できるだけ窓口の近くの団体に提供するようマッチングしている。配分先

に明確な基準はないが、食品の量が多い場合はフードバンクへ、比較的量が少ない場合

は子ども食堂やフードパントリーに配分するなどのマッチングを心掛けている。 

２ 輸送コストについては、県が負担しているということはないが、実際に取り組んでい

る方々の負担とならないよう、地域性を考えてマッチングをしている。 

 

水環境課長 

３ ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクトは、昨年から開始した事業である。

個人については、ＳＮＳによるお友達登録など簡易な方法でサポーターになっていただ

き、情報を送り、川に関心を持っていただいて参加してもらうという取組である。個人

サポーターは５，４３８人である。企業については、サポーターの登録希望者に対して、

川で何を実施したいのか確認し、コーディネーターが他の企業や団体とマッチングを行

うという取組を行っている。令和３年度実績は５１件である。マッチングにより、企業

と地域の団体が共同で生き物観察会や釣り体験会を実施したり、ヨット乗降用リフトの

寄附によりヨット体験会が継続的に開催されたりといった好事例が生まれている。企業

のメリットとしては、本年５月に交流会を開催し、企業同士の交流が広がるようにした。

マッチングにより、川で行うイベントに他の企業のキッチンカーが参加したり、イベン

トで飲料のサンプルを配布してＰＲしたり、川でのイベント開催に県が支援し円滑な手

続ができたといった例がある。参加企業からは、１社単独で行うより県などの信用力に

より効果的なＰＲができた、県の支援により複雑な手続が円滑に行えた、イメージアッ

プにより将来的に優秀な人材確保につながるなどの意見を頂いている。 

 

みどり自然課長 

４ 狩猟免許取得者の２０年前、１０年前からの変化について、網、わな、第一種銃猟、

第二種銃猟を合わせた狩猟免許の延べ件数は、２０年前の平成１３年度は７，７００件、

１０年前の平成２３年度は５，５９９件である。令和３年度の免許取得件数は４，９１

７件となり、２０年前と比較すると約３６％減少、１０年前と比較すると約１２％減少
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となっている。年齢構成は、２０年前の平成１３年度における６０歳以上の割合は３７．

５％となるが、１０年前の平成２３年度は６７．３％に上昇した。その後、２０代、３

０代の狩猟者が増加したため、直近の令和３年度における６０代以上の割合は５０．

２％に低下している。免許取得者を増加させる取組については、まず、狩猟免許試験の

合格者を増やす必要がある。１０年後、２０年後のことを考えると、シカやイノシシな

どの有害鳥獣を捕獲する若い狩猟免許取得者を増やす必要がある。そこで、狩猟免許試

験回数は、２０年前は年２回、１０年前は年４回であったが、現在は年５回に増やして

いる。また、現役世代の方が受験しやすいように、休日の開催日を設けたり、試験対策

の事前講習会を１５回開催したりするなどの取組をしている。この結果、令和３年度の

狩猟試験では、合格者４６４人のうち、２０代、３０代の合格者が１９５人と全体の約

４割を占めており、若返りが図られている。免許を取得した後は、経験の浅い初心者の

方が、ベテランの狩猟者と一緒に集団での猟を行う共同捕獲研修を実施するなど担い手

の育成を行っている。今後は学生などの若い人にも、狩猟の魅力を積極的に伝える取組

も行い、若手の狩猟者を増やす努力をしていく。 

 

阿左美委員 

１ フードドライブは良い取組だと考えているが、今後のことも考え、運賃相当額の補助

をする考えがあるのか。 

２ 「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト」の中で、ごみの清掃等に取り組

んでもらうことにより、プラスチックごみの流出削減等の効果があったのか。 

３ 行政報告書の２６４ページで「ク 長瀞射撃場の管理運営」について記載されている

が、狩猟免許の取得や狩猟免許保持者の腕前の維持などの取組と長瀞射撃場の活用をど

のように絡めていくのか。 

 

資源循環推進課長 

１ フードドライブは、食品ロス削減のためだけでなく、子どもの貧困などの観点からも

非常に意義のある活動と考えている。現在は、フードドライブ実施団体が食品をしっか

り運用していけるよう、活用団体に渡せるような仕組みの構築を行っている。フードバ

ンクや社会福祉協議会とのマッチングをしっかりと行い、継続的に運営できるよう支援

していく。 

 

水環境課長 

２ 具体的な数値は把握していないが、各団体は１回ごとにキロ単位での回収、自転車を

引き上げるなど熱心に活動いただいており、今までの清掃によるごみの回収量はトン単

位であると考えている。また、プラスチックごみが県から海に流れないよう、責任感を

もって活動している団体が多いので、間接的に削減につながっていると考えている。 

 

みどり自然課長 

４ 長瀞射撃場は、射撃技術と安全意識の向上のために設置された施設である。令和３年

度の施設利用者の約３割が狩猟者となっている。このような利用のほか、先ほど申し上

げた若手の狩猟者とベテラン狩猟者が一緒に猟をする共同捕獲研修において、２日間の

うち１日目を長瀞射撃場で安全講習と射撃研修を実施した。このほか、銃刀法上の所持

許可が不要なビームライフルを使用した講習を平成２７年度から実施している。令和３

年度は、新型コロナウイルス感染症対策のため中断していた。今年度は講習を再開し、
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子供から大人まで楽しさを広め、狩猟に関心を持ってもらうきっかけ作りに努めている。

今後は、若手の狩猟者とベテランの交流の機会を長瀞射撃場で行うなど、指定管理者と

協議しながら狩猟者の拠点施設として活用していきたい。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書２４８ページの「（２）プラスチックを資源とした循環的利用の推進」で、

「プラットフォームの会員と連携し、衣類の回収キャンペーンを開催してリサイクル促

進に向けた県民への意識啓発を行った」とあるが、この意識啓発によって、具体的にど

のような成果があったのか。 

２ 「再生可能なプラスチックの効率的な回収方法を検証し、導入しやすい回収方法を共

有した」とあるが、具体的にどのような検証であったのか、また、どのように共有した

のか。 

３ 行政報告書２５０ページの「（６）不法投棄の未然防止・早期発見・早期対応の徹底」

について、令和３年度の不法投棄１１０番の通報件数は１７６件とあるが、増えている

のか、減っているのか。現時点で増加しているのか。また、どのような対策を講じてい

くのか。 

 

資源循環推進課長 

１ 本県では、プラスチックの資源循環を進めるために、プラットフォームの会員企業で

ある浦和パルコにおいて衣類の回収キャンペーンを実施し、５日間で１，３０１人から

１．７トンの衣類を回収した。回収した衣類は、プラットフォーム会員企業により、全

量をリユース、若しくはリサイクルし、ごみの排出抑制と資源の循環利用につなげるこ

とができた。また、この取組を知った企業から、資源の循環のために新たにリユースの

取組をしたいという相談が県にあり、県がマッチングを行って新たなビジネスにつなが

ったという展開もあった。 

２ プラットフォーム会員の市町村と連携し、家庭から排出されるプラスチックの効果的

な回収方法について検証を行った。公共施設に回収箱を設置し、市民に持参いただくと

いう方法で実施した。回収されたものを確認すると、市民の方々にしっかりと分別して

いただき、異物の混入はほぼなく、資源化できるものがほとんどであった。この検証の

結果、公共施設での回収は市町村の負担も少なく、効率的に回収できると考えられるこ

とからプラットフォームで発表し、県ホームページでも情報を公開している。また、市

町村職員対象の一般廃棄物説明会でも説明し、情報の共有を図った。 

 

産業廃棄物指導課長 

３ 不法投棄１１０番の通報件数は、令和３年度は１７６件で、令和２年度から３１件増

加している。最近は大規模なものは減少し、引っ越しごみや家庭ごみといった小口の不

法投棄が増えている。これは、全国的な傾向と一致している。資料２１「産業廃棄物の

不法投棄、不適正処理に対する立入検査実施数の推移と改善状況」に令和３年度の不法

投棄件数が７６件とあるが、これは県の職員が現場で確認したものである。「産業廃棄

物不法投棄１１０番」を、令和２年度に市町村が所管する一般廃棄物にも拡大して「廃

棄物不法投棄１１０番」とし、幅広く情報を求めるようにしたが、こうしたことも影響

していると考えている。今後は、全国のデータと照らして検証し、対応を検討していく。 
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小川委員 

１ 行政報告書２４３ページの「（６）建築物の解体現場などにおける石綿飛散防止対策

及び適正処理に関する指導」について、県内２０地点で大気中の石綿濃度を測定してい

るが、「その他の地域」とはどういう基準で選んでいるのか。また、石綿濃度ではなく

総繊維の濃度を測定しているようであるが、実際にはどのように分析を行っているのか。 

２ 行政報告書２４９ページの「（４）産業廃棄物処理業から環境産業へのステージアッ

プに対する支援」について、産業廃棄物処理業者という考え方をするより、環境産業と

してこれからも誇りをもって仕事をしていくために支援を行うのは当たり前だと思う。

３Ｓ運動優秀賞として１２社を表彰したとあるが、表彰した事例は具体的にどのような

取組だったのか。 

３ 行政報告書２５９ページの「（１）合併処理浄化槽の整備促進」について、資料２５

「合併処理浄化槽に対する補助の実績、水質検査の実施状況」にも詳細が記載されてい

ると理解している。合併処理浄化槽への転換に対する補助について、補助件数が減少し

ているが、その理由は何か。今後、合併処理浄化槽への転換促進をどのように進めてい

くのか。 

４ 資料２５「合併処理浄化槽に対する補助の実績、水質検査の実施状況」のうち、「合

併処理浄化槽の水質検査実施状況（令和３年度）」の設置後検査について、検査対象基

数５，４０９基に対し、実施基数６，０７１基となっている。この違いはどのように起

きているのか。 

 

大気環境課長 

１ 「その他の地域」とは、過去に石綿を使用していた工場等があった近傍の地域である。

実際の分析方法については、フィルターに４時間大気を採取し、顕微鏡を使って繊維数

を数えている。繊維のうちとがっている繊維を見つけたときアスベストかどうか判定す

る。非常に手間と時間がかかるので、まずは総繊維数がどれくらいであるか評価し、そ

れが１リットル当たり１本を超えた場合、石綿かどうかの判定を行う。ここに示した調

査については、繊維の数が少なかったことから石綿まで判定する必要はないと判断した

ものである。 

 

産業廃棄物指導課長 

２ ３Ｓ運動優秀賞の事例については、スマイル、セイケツ、スタイルという三つの部門

ごとに最優秀賞、奨励賞、特別賞を毎年表彰している。令和３年度のスマイル最優秀賞

は、深谷市のクリーンテックサーマルを表彰した。年４回の社外報「サーマル通信」を

発行し、地元深谷市の地域情報を発信したり、従業員の家族の方を見学会に参加させた

りなど、社員・家族・顧客・地域住民の笑顔につながる取組を続けていることを評価し

た。セイケツ最優秀賞は都築鋼産を表彰した。在庫の適正化による工場内の有効な作業

スペースの確保、徹底した異物除去によるリサイクル品質の向上に努め、設備トラブル

の低減といったセイケツ活動を事業全体の正のスパイラルにつなげていることを評価

した。スタイル最優秀賞はクワバラ・パンぷキンを表彰した。オリジナルユニフォーム

を作成し、社名入りカボチャのロゴマークが入った収集運搬車両の導入といった視覚に

訴えるイメージ戦略や、さいたま市ＳＤＧｓ認定の取得など、廃棄物業界のイメージア

ップに貢献したことを評価した。 
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水環境課長 

３ 補助件数が減少している理由については、令和３年度も長引く新型コロナウイルス感

染症の影響から工事業者の対面営業や市町村職員による戸別訪問の自粛などがあり、思

うように転換促進ができなかったこともある。また、転換が進むにつれ、高齢世帯など

転換の必要性を感じていない世帯や敷地の狭さ等による転換が困難な案件の比率が高

まってきているところがあり、なかなか転換が進まない。一方、生活排水対策は非常に

大切であり、市町村によっては戸別訪問を再開したり、工事業者も地域によっては積極

的に働き掛けをしたりというふうに聞いているので、連携が進むように市町村に働き掛

けていく。また、今年度から台帳を整備しており、台帳により効率的な働き掛けをして

いきたいと考えている。 

４ 設置後検査の実施基数は、実際に検査した基数である。対象基数を超えている部分は、

年度単位で統計を取っているため、令和２年度に届出をしたが検査しなかった分が令和

３年度に繰り越されており、令和３年度は繰越分が多かったため、実施基数が対象基数

より多くなっている。 

 

小川委員 

１ アスベストではなく、要はほこりの数を測っているということか。アスベストを測定

してアスベストの危険性を調べるべきではないか。 

２ 産業廃棄物処理業者の環境産業へのステージアップは大事だと思う。答弁で紹介され

た取組はどこかに一覧表やデータとして表示されているのか。少なくとも地元議員には、

近所の会社がこのような表彰を受けたと情報提供するなど、啓もうをしないと効果がな

いと思う。議員でも近所の会社が表彰を受けたことを知らない。ましてや、市民や同業

者がどこまで知っているのかは疑問である。浸透させるための方策を検討してほしいが、

どうか。 

３ 合併処理浄化槽について、古い浄化槽からの転換が困難な事例があるのは分かるが、

旧ばっ気式浄化槽の中には、合併処理浄化槽と同じように二次側放流を行ってしまって

いるところもかなり見受けられるように思う。この場合、二次側放流されている水は適

切な条件を満たしているのか、丁寧に検査を行うなどの対処が必要ではないか。何らか

の対策を講じなければ、このまま放っておけばよいということにもつながるように思う

が、県としての考え方はどうか。 

 

大気環境課長 

１ 国のマニュアルで大気の繊維を測定することになっており、それを総繊維という。そ

れが１リットル当たり１本を超えた場合、石綿を測定することとなっている。現場で指

導を行うためには、石綿の有無を見極める力が必要である。昨年度は現場に専門家に同

行してもらい、現地で１７名の県職員に指導を行った。これからも職員のレベルアップ

を図っていきたい。 

 

産業廃棄物指導課長 

２ 県ホームページで３Ｓ運動の優秀な取組を公表している。その中で、どうしてその会

社が選ばれたのか分かるように、「いいね」の評価ポイントを合わせて公表している。

それにより多くの事業者にチャレンジしていただけたらと考えている。また、最優秀賞

受賞の各社の取組は、県と一般社団法人埼玉県環境産業振興協会とで準備を進めている

産業廃棄物適正処理講習会で、事例発表する場を設けていきたいと考えている。小川委
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員からお話があった、議員の皆様を通じて地元に広めるということについては、我々と

してもそのようになればよいと思っている。一所懸命取り組んでいる会社が地域に認め

てもらえる形になるよう努力していきたい。 

 

水環境課長 

３ 旧型ばっ気式浄化槽については御指摘のとおり検査を丁寧に行うなど、検査機関や環

境管理事務所と連携して対応したいと考えている。 

 

権守委員 

１ 行政報告書２２４ページの「２ 公害のない安全な地域環境の確保」について、環境

基準を達成していない項目があるとのことだが、その項目は何か。その理由についても

伺う。 

２ 行政報告書の２３１ページの「（４）事業活動における省エネルギー対策の促進」の

一つ目に専門業者を中小企業等へ６６件派遣し、ＣＯ２排出量削減につながる設備の更

新や運用改善の提案を行ったとある。その後、具体的に設備の更新や運用改善につなが

った件数は、６６件中どれくらいあるのか。また、提案に至らなかった理由は何か。 

３ 行政報告書の２３１ページの「（４）事業活動における省エネルギー対策の促進」の

二つ目の中小企業等が行うＣＯ２排出削減に資する設備導入に対する補助金について、

補助件数が９１件とのことであるが、申込み件数及び採択後の辞退件数はどれくらいあ

ったのか。また、主な辞退の理由は何か。 

４ 行政報告書２３３ページの「（８）フロン類の適正監視の指導・啓発」について、フ

ロン排出抑制法が平成２７年に施行され、平成２９年の一般質問でフロン排出抑制の内

容について、更なる周知を求めた。令和３年度に記載事項以外で行った具体的な周知の

取組についてどのように実施したのか。また、市町村の環境部門の担当者など、市町村

に対して、どのような情報提供を行ったのか。 

５ 資料３０「有害鳥獣対策について」、アライグマ捕獲頭数は令和３年度には９，１４

３頭であるが、委託料は７，０００頭分だけしか支払えていない。予算を超過した２，

１４３頭分については、無償となっているものと思うがが、市町村として納得している

のか。予算が不足したことに対する県の認識はどうか。また、農作物の被害面積や被害

金額が年々増えている。今後、更にアライグマの年間捕獲件数を増やすための課題は何

か。課題を解消するための取組は何か。 

 

大気環境課長 

１ 環境基準が設定されている項目について、環境基準が達成されていないのは光化学オ

キシダントのみである。光化学オキシダントの環境基準は、５時から２０時までの１時

間値が０．０６パーツパーミリオン以下であることが必要で、１時間でもその値を超過

すると非達成となる。この基準は非常に厳しく、夏場など気温が高く日差しが厳しいと

きなどに光化学スモッグ注意報を発令する基準である０．１２パーツパーミリオンを超

える濃度に達することも多い。これは全国的に同様の状況である。このことに対して、

県では光化学スモッグの原因となる自動車排ガスや、揮発性有機化合物、いわゆるＶＯ

Ｃの削減などの対策に取り組んでいる。 

 

温暖化対策課長 

２ 省エネ診断を受診した事業者が設備更新などをすぐに行うのはなかなか難しい。省エ
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ネ診断の実施後、２年かけて追跡調査をしている。そのため、令和３年度の６６件の実

績はまだ出ていない。参考に、直近のデータでは、令和元年度に実施した８２件につい

て、令和２年、令和３年とアンケートを実施し、６５社から回答を頂いた。提案項目を

一つ以上実施した事業所は、６５件中４６件と約７０％となっている。具体的にはＬＥ

Ｄ化や空調の更新、空調温度の適正化などである。実施できなかった理由として、費用

の確保があるが、今後も後追い調査を行っていきたい。 

３ 申請件数は１４０件であり、そのうちの１００件に交付決定を行ったが、交付決定後

に申請者の都合により９件が辞退したため、補助件数としては９１件となっている。辞

退の理由としては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により資金確保が困難となった

ものや、部品供給不足のため計画どおり進まず設備投資計画を見直すものがあった。 

 

大気環境課長 

４ 業務用の大きなエアコンや冷凍冷蔵設備を使用している事業者や解体工事業者に対し

てそれぞれ法令説明会を開催し、周知を図った。また、県の広報誌である「彩の国だよ

り」への掲載やＦＭ ＮＡＣＫ５「モーニングスクエア」での放送などで県民に対して

周知した。市町村に対しては大気環境課が作成したリーフレットを市町村に配布し、役

所の窓口に置いて配布していただくようにした。 

 

みどり自然課長 

５ 個体分析調査の満額支給について要望はあるが、アライグマ対策は喫緊の課題であり、

住民の生活環境を守る必要性から、市町村には納得していただいているところである。

県としては、できるだけ予算を確保していきたいと考えている。個体分析調査の結果は

アライグマの生息数などを推計する基礎データとなるので、しっかりと集めていきたい。

なお、令和４年度は７，２００頭分の予算を確保したところである。課題と対策につい

ては、本県ではアライグマ防除実施計画により、市町村が捕獲等を実施している。今年

度、市町村へ課題についてのアンケートを実施したところ、担い手の確保が最も多く課

題として挙げられていた。アライグマの捕獲を行うには、原則として狩猟免許を取得す

る必要があるが、研修により適切で安全な捕獲方法を学べば、狩猟免許がなくても捕獲

ができる。このため、県では、市町村と連携して捕獲従事者研修を行っており、令和３

年度も２３回開催し、新たに５７４名が捕獲従事者として登録した。捕獲従事者を増や

すことがアライグマの捕獲の推進につながるため、今後も引き続き研修を開催し、人材

の確保に努めていきたい。 

 

田並委員 

１ 行政報告書２２８ページの「１ 環境に優しい社会づくり」のうち、「（１）埼玉版

スーパー・シティプロジェクトの推進」について、市町村を個別訪問し意見交換を行っ

たとあるが、どのような形で意見交換を行ったのか。市町村に対して、「取り組んでは

どうか」という感じなのか、それとも「こういうまちづくりができるのではないか」な

ど、県が主体的に提案を行うような意見交換だったのか。 

２ 行政報告書の２２９ページから２３０ページの「（３）目標設定型排出量取引制度の

実施」について、第１削減計画期間、第２削減計画期間共に目標を大きく上回り、第３

削減計画期間も好調なようであるが、その要因は何か。 

３ 行政報告書２４９ページの「（４）産業廃棄物処理業から環境産業へのステージアッ

プに対する支援」について、太陽光パネルはそろそろ耐用年数を迎えるものがあると思
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うが、県としてはどのくらいの量が排出されると見込んでいるか。また、協議会におい

てどのような協議がなされたのか。 

 

エネルギー環境課長 

１ 市町村を個別訪問した際の意見交換については、県の担当者から、なぜ取り組んでい

く必要があるのかなど、プロジェクトの背景や基本的な考え方を説明の上、超少子高齢

社会を踏まえた地域の課題や目指すまちづくりの方向性などについて意見交換を行っ

ている。どのようなまちづくりを目指すかは地域の実情に応じて異なるが、悩んでいる

市町村に対しては、先行自治体における取組事例や、応援企業等の情報、県や国の支援

制度等を紹介しているほか、まちづくりの方向性や必要な取組などについて県から市町

村に助言して共に検討している。 

 

温暖化対策課長 

２ 目標をかなり上回る削減がされているが、この要因は事業者の設備更新や運用改善な

ど地道な削減努力によるものが大きい。ある対象事業者からは、本制度をきっかけに既

存施設で新たな省エネ余地が発見され、金額的メリットが得られたという声もあった。

なお、令和２年度は前年度比で４％削減されているが、これは削減努力に加えて新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大による社会経済活動への影響があると考えている。学校

教育施設や娯楽施設の排出が大きく減少し、一方病院は若干排出が増えている。 

 

産業廃棄物指導課長 

３ 太陽光パネルについては、２０３０年代の後半に、ＦＩＴで最初の頃に広まった太陽

光パネルが寿命を迎え、一気に排出に向かうと見ている。全国では年間約８００，００

０トンを見込んでおり、本県で独自に排出量の推計は行っていないが、おおむね５０，

０００トンが県内で排出されるのではないかと思っている。本県は住宅用太陽光パネル

が愛知県に次いで全国２位と普及が進んでいる。これが２０３０年代後半に一気に廃棄

されることを対応していかなければならない課題と認識し、しっかり取り組んでいきた

い。 

 

田並委員 

１ きめ細かな対応をしていることは分かったが、参加市町村が、スマート、コンパクト、

レジリエントという３要素を満たしていればそれでよいのか。それとも、県として、こ

ういうまちづくりをしたいという県の考えを示して、市町村との協議が行われているの

か。 

２ 目標設定型排出量取引制度について、事業所の努力も限界に近いと思うが、施策を進

めていく上で、令和３年度の課題や検討した事項は何か。 

 

エネルギー環境課長 

１ 市町村のまちづくりではあるが、県の考えも示しながら市町村との意見交換を行って

いる。例えば、県の事業との連携に関する提案や、他自治体における先行事例を参考と

した助言等を行い、市町村が検討している取組についてもう１歩高みを目指せるよう取

り組んでいる。 
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温暖化対策課長 

２ 目標をかなり上回る削減がされているが、個々の事業者の状況を見ると達成できてい

ない事業者も多くなってきた。第２削減計画期間、また、現在取り組んでいる第３削減

計画期間において、削減が進むところとなかなか進まないところとの二極化が顕著にな

ってきているように思う。本取引制度については、全県で６００事業者が対象となって

いるが、約８割がいわゆる大企業である。中小企業でも、ＣＯ２の排出量が多い事業者は

本制度の対象となり、おおよそ１８０事業所ある。県としては、令和２年から４年まで

の３年をかけて、「見える化事業」として、業種ごとにお互いがどのような削減対策を

実施しているのか等を比較できるよう取り組んでいる。業種の標準的な対策と比べて、

自社はどこが優れているのか、あるいは劣っているのかということを対象となる中小企

業の全事業所を調査しているところである。調査結果などを中小企業へフィードバック

しながら、適切に制度運用をしていきたいと考えている。 

 

金野委員 

１ 行政報告書２２３ページの「１ 環境に優しい社会づくり」の「県全体の温室効果ガ

スの排出量」について、令和元年度の実績が目標値に達していないが、その要因をどの

ように考えているのか。 

２ 行政報告２２３ページの「次世代自動車の普及割合」についても、令和２年度の実績

が目標値に到達していないが、その要因をどのように考えているのか。 

３ 行政報告書２４１ページの「（５）工場・事業場に対する排水規制・指導及び土壌・

地下水の汚染の防止」について、改善命令、改善勧告、注意などの行政措置を行ったも

のが４３件あったとのことであるが、具体的な被害はあったのか。 

 

温暖化対策課長 

１ 令和元年度の温室効果ガス排出量の実績値は３，５５２万トンであり、５か年計画の

年度目標値３，４５８万トンとの比較では９７．４％の達成率と、ほぼ目標どおりの実

績であると考えている。なお、目標値とする令和３年度の排出量３，３６３万トン比で

の達成率は、９４．７％となっている。部門別に見ると、産業・業務、家庭部門の削減

は順調に進んでいるが、運輸部門の削減率が他の部門に比べて少なくなっているので、

運輸部門における対策を今後充実していく必要があると認識している。 

 

大気環境課長 

２ 令和元年度においては２２．２％という状況で、前年度に比べると１．８ポイント上

昇している。この割合については、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイ

ブリッド自動車などが対象となる。今後は、電気自動車、プラグインハイブリッド自動

車等にシフトしていくということで、今後も伸びが期待できると考えている。 

 

水環境課長 

３ 工場・事業場の排水規制については、工場等の排水を分析するもので、これをもって

健康被害が生じたという事例はないが、川に排水が流れていくため、その川が汚濁した

というような状況はあるかと考えている。また、地下水汚染については、判明した時点

で飲用中止の指導をするため、健康被害は発生していない。 
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辻委員 

１ 行政報告書２２４ページの「３ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進」につい

て、一般廃棄物の処理は市町村が行っており、基礎自治体で収集した後、処理処分につ

いては広域組合で行ったり、また、最終処分については県に委託をしたり、県外に搬出

していたりと非常に重層的な仕組みとなっている。ごみは自区内処理が原則であるが、

最終処分においては県外に搬出もしており、どこまで広域処理を認めるのか。県外搬出

等も行われているが、どのように考え方を整理しているのか。 

２ 市町村がごみ処理施設を建設する際には、国の循環型社会形成推進交付金を活用する

が、高効率発電を行うにはプラスチックごみなどの焼却を行う必要がある。プラスチッ

クごみの削減は世界的な課題であるが、プラスチックごみがないと高効率発電の実現が

難しいという矛盾した状況があり、これがプラスチックごみの削減が進まない理由にな

っていると考える。循環型社会形成推進交付金は、県が取りまとめて、国に申請を行う

ものであるが、プラスチックごみの削減と高効率発電のためのプラスチックごみ焼却に

ついて、県としてどのように考えているのか。 

３ 行政報告書２４８ページの表「ごみ（一般廃棄物）の総排出量の推移」を見ると、一

般廃棄物の県民１人当たりのごみの排出量はこれまで減少傾向が続いていたが、近年増

加傾向にある。増加の要因やその内容を分析しているのか。 

 

資源循環推進課長 

１ 市町村は一般廃棄物を統括的に処分する責任があるが、乾電池のように処理施設が少

ないものは自区内では処理できないこともある。また、県内には最終処分場を持たない

市町村もあるため、県では寄居町に環境整備センターを設置して県内市町村からの廃棄

物を広域的に受け入れている。 

２ 国ではエネルギー回収率の高い施設に対して循環型社会形成推進交付金を交付してい

る。エネルギー回収率は、焼却炉に投入したごみからどれだけエネルギーを取り出せる

かを示すものであり、エネルギー回収率とプラスチックごみの投入量は関係ないと考え

る。本年４月には、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が施行され、循

環利用を促進していくこととなっている。県としても、プラスチックのマテリアルリサ

イクルなどにより資源の循環利用を推進していく。 

３ レジ袋をもらわない、マイボトルを使うなど、これまでの意識啓発などで、ごみをリ

デュースする意識が県民に浸透した状況もあり、現状よりなかなか減らず、横ばいにな

っていると考える。ごみをリデュース、リユースしていく取組が一層必要であると感じ

ており、市町村や企業などと連携して、使い捨てカトラリーや容器の使用削減によるプ

ラスチックごみの削減や、フードドライブを進めて食品ロスを削減することなどにより、

廃棄物の排出量削減に取り組んでいく。また、事業系ごみの排出削減のため、市町村の

ごみ処理施設での展開検査や、排出事業者への立入指導の実施なども市町村に対して実

施を働き掛けていく。 

 

辻委員 

１ 寄居町の最終処分場では各清掃工場等の焼却灰の受入れを行っているものと思う。乾

電池などの特殊なごみは自区内処理の原則を緩めるとのことだが、焼却灰の取扱いはど

うか。 

２ プラスチックごみは必ずしも高効率発電に必要ではないとのことだが、ごみの組成は

大きく分けると紙と生ごみとプラスチックの３種類である。紙は資源ごみに当たり、適
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正な分別により、ごみとして排出されることはなくなっていくものだと思う。一方、生

ごみは水分を含んでいるため、焼却をしても高効率発電はできない。やはり、プラスチ

ックごみがなければ、高効率発電はできないと考えるがどうか。 

３ 本県ではどのようなごみが増えて全体の排出量が増加しているのか。 

 

資源循環推進課長 

１ 焼却灰は市町村の判断により県外最終処分場での埋立てやセメント業者への処理委託

もされているが、県では環境整備センターを活用していただくなど、市町村の廃棄物処

理が円滑に進むよう支援していく。 

２ エネルギー回収率は、投入した廃棄物からどれだけエネルギーが回収できるかという

ものであり、エネルギーの高いプラスチックをたくさん投入しても回収率が低ければ高

効率にはならない。 

３ ごみ焼却施設では組成分析をしているが、令和２年度実績で「紙・布」が４５．９％、

「ビニール、合成樹脂、ゴム、皮革類」が２３．８％、「木、竹、わら類」が１１．２％、

「生ごみ」が１１．５％などとなっている。過去５年間の焼却施設におけるごみの組成

については、ほぼ変化がない状況である。長期的にはごみの排出量は減少しており、近

年では横ばいの状況となっていることから、より排出削減の意識啓発をしていく必要が

あると考えている。 

 

前原委員 

１ 資料１１「本庁・環境管理事務所の体制・管轄人口」３ページの表中、令和４年度の

環境管理事務所の事務職が６８名から６６名、技術職も７７名から７５名に減っている

が理由は何か。 

２ 資料１５の３ページの「４ 施設整備改善への助成措置」の環境みらい資金貸付実績

について、平成３０年度に１件あるのみでほかの実績がないが、この理由は何か。 

３ 資料１７「有機化合物や重金属などによる地下水汚染の現状」について、ヒ素、テト

ラクロロエチレン、硝酸性窒素が基準超過している地点のそれぞれの原因と、汚染解消

策はどのようなものか。また、特に加須市と寄居町の数値が高いが、何が原因か。 

４ 資料１９「大気環境保全対策費の決算額」及び「水環境保全対策費の決算額」が前年

度より減少している理由は何か。 

５ 資料２０の２ページにある環境整備センターの残余容量について、計画上の埋立容量

に基づくものとあるが、いつまで受入れが可能なのか。今後の処理場の計画はどうなっ

ているのか。 

６ 資料２１「産業廃棄物の不法投棄、不適正処理に対する立入検査実施数の推移と改善

状況」の表中「その他」の欄について、令和元年度は４３８件であるが、令和２年度は

１２４件、令和３年度は１４３件と推移している。「その他」は、産業廃棄物処理業許

可に当たって事業地や施設を確認するための立入検査数であるとの説明が記載されて

いるが、令和元年度の件数が多い要因は何か。また、不適正処理のうち令和３年度の不

法投棄件数は前年度に比べて４３件も多い７６件であるが、増加した理由と指導状況は

どうか。 

７ 資料２２「県内市町村ごとの３，０００平方メートル以上の土砂堆積の許可件数の推

移」について、前年より増えた熊谷市、狭山市、鴻巣市及び深谷市、前年までなくて令

和３年度にある朝霞市及び寄居町について、それぞれの要因は何か。 

８ 資料２６「航空自衛隊入間基地及びアメリカ空軍横田飛行場周辺の騒音調査結果」に
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ついて、入間基地南側、北側の騒音発生回数が増えている。住民からの苦情と要望につ

いてどう対応したか。 

９ 資料２９「環境変化による生態系への環境調査結果」について、２０１１年のデータ

が示されているが、この１１年間調査が実施されていないということか。２０２０年に

阿須山中でコクランの移植が行われたが、その後根付いているのか状況について伺う。 

10 資料３０「有害鳥獣対策」について、ニホンジカについては、阿須山中のメガソーラ

ー設置で森林を切り開かれて周辺の森へ移動するとの予測だったが、令和３年度に周辺

の森での生息を確認したのか。民家のある地域へ姿を現すなどの現象はあったのか。ま

た、アライグマ捕獲に携わる従事者研修会の開催回数と参加人数はどうか。この研修等

により、若者の育成は進んでいるのか。 

 

環境政策課長 

１ 環境管理事務所の職員数が増減している理由は、職員の育児休業期間中には、育児休

業中の職員の数に加え、その期間だけ任期付きで任用する育児休業代替職員の数を計上

し、育児休業が終了した場合には、育児休業代替職員の分だけ減らして計上しているこ

となどが理由である。育児休業を取得する職員が多い年度はその分だけ全体の職員数が

増え、育児休業が終了する職員が多い年度はその分だけ全体の職員数が減る。管轄人口

との関係や希望者の増減との関係はない。 

 

温暖化対策課長 

２ 環境みらい資金では公害防止対策として、汚水処理施設やばい煙排出抑制施設の整備

費用などが融資対象となる。近年、例えばＳＤＧｓの推進など、環境配慮は企業存続に

欠くことができない取組となっており、企業における公害対策が進んでいることから、

申請件数が少なくなっているものと考えている。 

 

水環境課長 

３ ヒ素は、周辺に取り扱う工場はなく人為的な汚染は確認できなかった。一般的に土壌

中にヒ素は含有することから自然由来と推定している。テトラクロロエチレンは、周辺

に使用していた工場は確認されておらず、原因は所管する狭山市で調査中と聞いている。

なお、周辺の井戸で基準超過はなかったと聞いている。硝酸性・亜硝酸性窒素は施肥や

動物の糞尿が主な原因とされているが、今回の地点はいずれも施肥由来と推定している。

  いずれの地点においても飲用中止を指導するとともに、当面監視を継続することで

対応する。加須市と寄居町は今回の基準超過地点の中では高いが、全国的に見ると特段

高いものではない。施肥の影響をより大きく受けた地下水と思われる。汚染解消策であ

るが、ヒ素は自然由来のため対策は難しい。テトラクロロエチレンは人為的な汚染であ

り、原因を特定した上で対策を講じることになるが、現時点で汚染は限定的であるため、

監視を継続することが重要と考える。窒素については施肥由来であるため対策は難しい。

監視を継続することになる。 

４ 水質監視事業費等の委託料の減や事務的経費の減などによるものである。 

８ 原因は不明だが、住民から苦情があった場合は、都度入間基地や北関東防衛局といっ

た所管する国の機関に連絡をし、改善を依頼している。基地対策協議会を通じて、低騒

音機への機種変更、飛行回数の制限など実効ある対策を講じるよう要望している。 
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大気環境課長 

４ 令和２年度に大気環境常時監視システムの更新を実施した７，０６２万円の費用が令

和３年度はなくなった。また、測定機器の更新並びに委託業務の見直し等を行って、削

減に努めたものである。 

 

資源循環推進課長 

５ 地元寄居町、小川町との公害防止協定上はあと９年分、令和１２年度までの予定とな

っている。ただし、廃棄物の埋立ての実績から埋立て可能年数を見ると、約３０年とな

っている。 

 

産業廃棄物指導課長 

６ 令和元年度は４３８件と件数が多い要因であるが、令和元年度は５年に一度の自動車

リサイクル法の大量許可更新の年に当たることが要因と考えている。実際、令和元年度

の許可更新件数は１１５件に対し、前年の平成３０年度の許可更新件数は４件であった。

更新許可の前後で現地確認の立入検査を実施しており、これが増加要因となっている。

続く令和２年度及び３年度の減少は、コロナ感染拡大のため、可能な限り立入検査を縮

小したことによる。また、令和３年度の不法投棄件数が７６件と増加した理由と指導状

況については、コロナ禍による飲食店等の廃業や閉店が影響していると考えているが、

監視パトロールの強化や、通報体制の強化も影響していると考えている。先ほども御説

明したが、産業廃棄物不法投棄１１０番を廃棄物不法投棄１１０番にした結果、件数が

増加している。こうした状況をよく分析して、早期発見・早期対応をしっかり行ってい

く。 

７ 資料２２は市町村ごとの３，０００平方メートル以上の土砂堆積状況の推移であるが、

本県では一部市町村を除き、土砂条例により３，０００平方メートル以上の土砂の堆積

行為を許可制としており、この表は、県内市町村ごとの、その許可件数を示したもので

ある。自由な土地利用と経済活動の中での許可の件数であり、委員御指摘の件数につい

て特段の意味があるとは考えていない。 

 

みどり自然課長 

９ 埼玉県レッドデータブックについては、令和元年度から、植物編第４版の改訂に向け

た検討を開始しており、令和６年３月に発行する予定である。コクランの移植は、専門

家の指導の下、令和２年１１月と１２月に行われ、移植に当たっては、環境保護団体の

方々も現場に立ち会って行われた。埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例に基

づきコクランの採取の届出に対して、県は事業者に対し、移植後３年間のモニタリング

の実施と調査結果の年１回以上の報告を条件として付した。これにより、令和３年度に

は、保護団体の立会いの下、事業者により２回モニタリングが実施された。この結果、

移植した４５株のうち３１株が確認され、さらにその周囲には新たに１６株が確認され、

合計４７株が確認されている。移植後３年間はモニタリングが継続されることから、今

後も引き続き生育状況を注視していきたい。 

10 ニホンジカについては有害鳥獣として市町村が捕獲を進めているが、飯能市からは住

宅地にシカが出没するような案件は伺っていない。阿須山中のメガソーラー周辺につい

ては、施工業者や県職員が周辺で二ホンジカを目撃したとの話を聞いている。また、県

の実施するニホンジカの生息調査では、付近の山中でニホンジカの痕跡、糞のあること

を確認している。捕獲従事者研修については、令和３年度には２３回開催し、新たに５
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７４人が捕獲従事者として登録した。アライグマ捕獲従事者研修会は、通常は年齢制限

を設けていないので、幅広い年齢の方に受講していただいている。今年度においては、

農業大学校の生徒向けに研修会を開催し、１００名を超す若い方々に受講していただい

た。 

 

前原委員 

 航空自衛隊入間基地等の騒音について、現在基地周辺の８か所で測定を行っているが、

航空訓練が実施される際には基地周辺以外の地域も飛行ルートに含まれることになる。県

民の生活環境を守るため、基地周辺の自治体以外についても測定地点数を増やすという議

論はされたか。 

 

水環境課長 

 所沢市や狭山市の基地周辺並びにその他市町村でも測定を行っている。測定地点はその

地域の騒音を把握できる場所として専門家の意見を聴いて設置しており、県としては必要

な騒音状況を把握できていると考えている。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月３１日（月）警察本部関係） 

 

【説明者】 

鈴木基之警察本部長、岩根忠総務部長、廣木利信生活安全部長、福島謙治地域部長、 

飯崎準刑事部長、丹下浩之交通部長、利根田久雄財務局長、荻野長武監察官室長、 

上條浩一刑事部総括参事官、赤星誠刑事部参事官、佐藤拓也組織犯罪対策局長、 

佐藤勝彦警務課長、三上元樹生活安全部参事官、石毛和浩地域部参事官、 

谷川裕保運転免許本部長、市川光浩交通部参事官、新井康弘警備部参事官、 

新井智美総務課長、山﨑保之情報管理課長、七五三野孝之留置管理課長、 

小駒眞次会計課長、塩原浩世施設課長、原政樹装備課長、平澤昭彦教養課長、 

橋口真理子厚生課長、山本恭茂生活安全総務課長、小田智一人身安全対策課長、 

澤田好一少年課長、伴野康和保安課長、坂本正憲生活経済課長、 

前原志帆サイバー犯罪対策課長、関根英勝地域総務課長、磯部健一通信指令課長、 

関根郁久刑事総務課長、德永悠佑捜査第二課長、鰺坂裕一組織犯罪対策課長、 

川島将宏薬物銃器対策課長、内藤淳一交通総務課長、前田真一交通指導課長、 

小野澤正和交通捜査課長、田中守交通規制課長、竹内浩運転免許課長、 

藤沼誠公安第一課長、小西勉危機管理課長、湯田武史総務課主席調査官

 

【発言】 

石川委員 

１ 新設された、警務課企画第四係及び外事課外事対策室の専門の係の概要について伺

う。 

２ ＲＰＡの活用やＡＩ－ＯＣＲ技術の導入により、定型業務の自動化・省力化を実現

したとあるが、具体的にどのような成果があったのか。 

３ 警察官負担率が一番高い埼玉県警察が、重要犯罪の警察官１人当たりの検挙実績が

全国１位であるが、どのような工夫や取組により実現したのか。 

 

警務課長 

１ 令和３年秋の組織改編により、「埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」

に基づき、警察業務のデジタル化を進め、業務の合理化や県民の利便性向上を図るため、

警務部警務課の附置機関である企画調整室に企画第四係を課長補佐以下５名で新設し

た。また、令和４年春の組織改編により、同係の名称をＤＸ推進係に改め、引き続き警

察業務のデジタル化を推進している。令和４年春の組織改編により、経済安全保障上の

脅威、とりわけ企業等が保有する先端技術情報の流出防止対策を強化するため、警備部

外事課の附置機関である外事対策室に係を新設した。 

 

情報管理課長 

２ ＲＰＡはロボティック・プロセス・オートメーションの略で、パソコンで行う定型作

業を自動化するツールである。令和３年度のＲＰＡの活用については、１２業務に適

用し、業務の一例としては、犯罪統計資料作成業務が挙げられる。削減効果は、１２業

務合わせて年間約２，５００時間であった。ＡＩ－ＯＣＲは人工知能を搭載した光学

文字認識装置のことで、紙文書や手書きの文字を電子データ化するものである。令和
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３年度のＡＩ－ＯＣＲを導入について、６業務に適用し、業務の一例としては、捜査の

ための銀行口座取引明細のデータ化が挙げられる。削減効果は、６業務合わせて年間

約５，５００時間であった。 

 

刑事総務課長 

３ 県警察では、検挙対策として様々な取組を行っている。一例として、保有する捜査情

報を一元的に管理し、その情報を用いて様々な角度から検索・分析を行うシステムを

導入しており、これにより、事件分析力が強化され、早期に最大限の人員を現場へ投入

することが可能となっている。これらの取組により高水準の検挙率を維持している。

今後も、ＲＰＡやＡＩ-ＯＣＲ等の技術にも着目し、更なる業務の合理化、効率化を図

り、重要事件を含む犯罪の検挙に努めていく。 

 

石川委員 

 ＲＰＡの活用で年間約２，５００時間、ＡＩ－ＯＣＲ技術の導入で年間約５，５００時

間の削減効果があったとのことであるが、具体的に現場へシフトできた人員について伺

う。 

 

情報管理課長 

 具体的な人員は把握していないが、ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲ技術の導入をした所属から

は、現場や他の業務にシフトできたという話を聞いている。 

 

小川委員 

１ コロナ禍前とコロナ禍後では大きく状況が変わってきていると思うが、特殊詐欺の

被害の現状及び検挙対策について伺う。 

２ 令和３年度中のコールセンター事業における具体的な抑止効果について伺う。 

３ 自転車の交通事故防止対策ということで、全県を挙げて取り組んでいることと承知

しているが、自転車事故の内容について詳細を伺う。 

４ 自転車について、子供や高齢者以外の中間層に対する、交通指導・啓発活動について

伺う。 

５ 自転車に対する取締りの推進について伺う。 

６ 交差点関連違反の交通指導取締りの推進内容について伺う。 

７ 令和３年度は大雨等局地的な災害があった。県内各地で道路冠水などの被害が発生

し、警察でも様々な対応をしたと思われるが、県内において大規模水害が発生した際

の警察の対応について総括的に伺う。 

８ チャイニーズドラゴンのような外国人犯罪組織の県内実態とそれに対する県警察の

対策について伺う。 

９ 暴力団対策だけでなく、外国人に対する啓もう活動が必要なのではないか。 

 

刑事部参事官 

１ 年度の統計はないため、暦年数値であるが、新型コロナウイルス感染症関連の被害

状況として、令和３年中、県内において市役所職員や金融機関を装った者から、「新型

コロナウイルス感染症の影響で国の制度が変わり、還付金が戻ります」などの架電に

よる新型コロナウイルス感染症に便乗した特殊詐欺の被害を７件認知した。令和４年

９月末現在では、新型コロナウイルス感染症に便乗した特殊詐欺の被害を２件確認し
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ている。また、新型コロナウイルス感染症に便乗した特殊詐欺の不審電話や不審メー

ルの通報を令和３年中に３２件確認しており、令和４年９月末現在では、１２件確認

している。県警察では、新型コロナウイルス感染症に便乗した特殊詐欺の被害を防止

するため、戸別訪問や犯行手口等を記載したもののポスティングや情報発信等による

広報啓発活動を推進している。特殊詐欺の検挙対策については、犯行拠点の摘発、だま

されたふり作戦での被疑者の検挙、駅頭警戒での職務質問による検挙、検挙した被疑

者の徹底した突き上げ捜査による中枢部の検挙の四つの柱で取り組んでおり、新型コ

ロナウイルス感染症に便乗したものについても同様である。 

 

生活安全総務課長 

２ 令和３年度事業では、架電業務を通じて、特殊詐欺の被害５１件を水際で防止した。

また、コールセンターからの注意喚起を受けていたことで、被害に遭わずに済んだな

どといった感謝事例を４３件把握している。このほか、コールセンターでは、特殊詐欺

に使用されている電話番号に対して、自動発信による警告架電を実施している。この

事業により、特殊詐欺の犯行に使用された回線に対して、警告を実施し、３４７回線に

ついて使用を停止させた。コールセンター事業は、特殊詐欺情勢に応じて、住民に対し

て電話により直接、タイムリーな情報発信ができることから、抑止効果は非常に大き

いものと考えている。 

 

交通総務課長 

３ 自転車乗用中の交通事故の発生状況と交通事故抑止対策だが、自転車乗用中の交通

事故死者数は、令和３年中では３４人で２８．８％、令和４年９月末では１４人で１

７．７％である。自転車の関係する人身交通事故件数は、令和３年中では４，８８０件

で２９．２％、令和４年９月末では３，３７９件で２８．６％である。県内の自転車乗

用中の死者数は、例年全国ワースト上位に位置し、令和３年中の自転車乗用中の死者

数は３４人で、全国ワースト１位であった。１人で自転車に乗ることが多くなる小学

４年生を主な対象として警察官が学校に赴き安全教育を行う「子供自転車運転免許制

度」を、高齢者に対して老人会等で参加していただく「自転車交通安全教室」を行って

いる。令和４年９月以降、全自転車交通事故死傷者数に占める割合が高い高校生のヘ

ルメット着用促進を図るため、県内５校に対して委嘱状を交付し、「全ての自転車利用

者に対するヘルメット着用の努力義務化」の周知啓発活動を展開することとしている。

そういった取組の結果、自転車乗用中の交通事故については、令和４年９月末現在、死

者数は１４人で前年比１１人減少と全国ワースト５位、人身事故件数は３，３７９件

で前年比４５件減少、全国ワースト５位と全体的に減少傾向で推移している。今後も、

自転車利用者に対する街頭啓発のほか、違反者に対する指導警告、特に危険性の高い

ものについては、交通切符による検挙措置等の取締りを行うことによって、自転車利

用者に対するルールの周知、遵守の徹底を図るよう各種取組を推進していく。 

４ 自転車は県民にとって身近である反面、交通ルールが軽視される傾向にある。小学

生や高齢者、高校生については、定期的に講習会を実施している。逆走、傘差し運転、

携帯電話使用等の自転車の違反者に対して、車載マイクや自転車警告カードを交付す

る等により指導している。今後もこういった取組を強化して、一件でも自転車ルール・

マナーを啓発できるように推進していく。 
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交通指導課長 

５ 自転車の取締りについては、酒酔い運転・遮断踏切立入り等の悪質・危険性の高い違

反、制動装置不備の自転車、警察官の指導警告に従わず違反行為を反復する者、通行車

両や歩行者に具体的な危険を生じさせた場合は、交通切符を適用し、積極的な検挙措

置を講じている。 

６ 交通事故抑止を目的に、各警察署管内の交通事故発生実態を分析し交差点関連違反

の交通指導取締りを積極的に取り組んでいる。特に、交差点関連違反として横断歩行

者等妨害、一時不停止等の取締りを積極的に推進し、歩行者、自転車、高齢者等のいわ

ゆる交通弱者が被害者となる交通事故を抑止するための取締りを推進している。なお、

令和３年中の交差点関連違反の取締り検挙は１８６，００５件で一昨年と比べ１１．

２ポイントの増加となっている。 

 

交通規制課長 

７ 各警察署において、管内で過去に冠水被害が発生した箇所や冠水の恐れのある箇所を

リストアップして平素から勤務員に周知させている。また、道路管理者と情報共有を行

い、実際に大雨等で冠水の危険性が迫っている場合には、同リストに基づき、勤務員及

び道路管理者が現場急行し、通行止め等の規制措置を行うとともに、国道、県道等に設

置されている交通情報板を活用し「道路冠水・通行止め」等の情報をドライバーへ発信

するなどしている。 

 

危機管理課長 

７ 地震、台風、大雨、洪水等による大規模な災害が県内で発生した場合は、直ちに警察

本部及び警察署に災害対策本部等を設置し、参集した警察職員で所要の体制を構築し、

県及び市町村の災害対策本部とも連携の上、被災者の救出救助や避難誘導等の初動活

動を実施することとなる。大規模水害による浸水や土砂崩れにより、住民の方々が巻

き込まれる事案などが発生した場合は、消防等関係機関と連携し、ヘリコプターや救

助用ボート、重機等を活用し、迅速な救出救助活動を実施する。仮に県警察のみでの対

応が困難となった場合においては、警察庁及び各都道府県警察との緊密な連携の下、

必要に応じて他の都道府県警察に支援を要請し、対応に当たることとしている。 

 

組織犯罪対策課長 

８ チャイニーズドラゴンは準暴力団と位置付けられる。準暴力団とは、暴力団のよう

な明確な組織構造を有しておらず、犯罪ごとに離合集散を繰り返すなどの特徴がある。

外国人犯罪組織を含め県警察においては、部門横断的な組織犯罪総合対策本部を設置

の上、外国人犯罪組織の実態解明と取締り、犯罪を助長する犯罪インフラ事犯の検挙、

他の都道府県との連携を推進している。 

９ 県警察においては、在留外国人安全確保総合対策本部を設置し、各警察署において

も警察署在留外国人安全確保総合対策推進本部を設置して取り組んでいる。安全確保

対策については、在留外国人が多く集住する地域、在留外国人が多く所属する企業及

び学校等並びに在留外国人が多く集まる繁華街及び商業施設等の外国人コミュニティ

を対象として、関係行政機関、民間団体、企業等と協調しながら、在留外国人の実態を

踏まえた各種警察活動を行うことにより、在留外国人に係る犯罪被害の防止、外国人

コミュニティへの犯罪組織等の浸透の防止等について取組を行っている。 
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権守委員 

１ 認知件数や被害金額が多い地域に対する特殊詐欺の被害実態に応じた対策について

伺う。 

２ 令和３年の被害金額２３億７，５００万円のうち、キャッシュカード引き出し額が

５億２，４４７万円を占めており、増加しているが、背景や理由はどのようなものなの

か、また、どのような対策をしているのか。 

３ 運転免許証について、高齢者の自主返納者数を伺う。 

４ シルバー・サポーター制度の協賛事業所の拡充は、令和２年度と比較して、具体的に

どのようなものが拡充されたのか。 

５ 協賛事業所の拡充方策について伺う。 

６ 免許返納者の居住実態に合わせた地域の協賛事業所の拡充が重要と考えるが、見解

を伺う。 

７ 歩車分離式信号への改良が１０基とあるが、どのくらいの要望数があって１０基の

改良となったのか。 

８ 平成２９年度から令和２年度までの改良数の平均は６８基である一方、令和３年度

は１０基と大幅に減っているが、この理由は何か。 

９ 令和３年度にＬＥＤ化した車両用と歩行者用の信号機の数はそれぞれどれくらいか。

その結果、従来のものからＬＥＤ化を必要とする数はどれくらいか。 

 

生活安全総務課長 

１ 特殊詐欺対策におけるコールセンター事業では、被害状況や、被害の前触れとなる

予兆電話の内容に応じて、架電地域や注意喚起の内容をそれぞれ変えている。被害や

予兆電話の発生状況に応じて、例えば、オレオレ詐欺の手口が多発している地域であ

れば、電話の相手が家族を名乗っても金品を要求するものは詐欺であることや、還付

金詐欺が増えている地域であれば、市役所を名乗っても、ＡＴＭでは税金の払戻しを

受けられないことを注意喚起している。最新の手口やだましの言葉も踏まえ、架電内

容を変更している。また、家族間で合い言葉を決める、在宅時も常に留守番電話に設定

するなどの予防対策についても具体的に説明を行い、被害防止を図っている。 

 

刑事部参事官 

２ キャッシュカード引き出しの被害を押し上げている要因として、「預貯金詐欺」と「キ

ャッシュカード詐欺盗」がある。令和３年中、キャッシュカードをだまし取る「預貯金

詐欺」は１８２件、隙を見てキャッシュカードを盗み取る「キャッシュカード詐欺盗」

は１６４件発生した。預貯金詐欺は、犯人がキャッシュカードを被害者宅で直接受取

り、その後、近くのコンビニエンスストアや無人のＡＴＭで現金を引き出すことから、

被害者が金融機関やＡＴＭで現金を用意する事案と異なり、金融機関やコンビニエン

スストア等の第三者に水際で阻止される可能性が低いため増加している。また、キャ

ッシュカード詐欺盗は、すり替えた封筒を被害者に封印させ、「１週間くらい保管して

下さい」などと言って保管させ、その間に窃取したキャッシュカードで預金を引き出

すことから、被害発覚が遅くなり、被害金額を押し上げている。対策として、平成２９

年９月から順次、高齢者を対象として、ＡＴＭで引き出しができる１日当たりの金額

を制限する取組を導入している。 
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運転免許課長 

３ 本県の６５歳以上の高齢者の方の令和３年度の自主返納者数は３２，６７７人で、

令和２年度から１，３５０人、率にして４％減少している。また、県内全体の自主返納

者数は３４，２６３人で、令和２年度から１，４５９人、率にして４．１％減少してい

る。自主返納された方の主な返納理由は、「運転が不安である」、「家族に返納を勧めら

れたから」というものであり、一概には言えないが、地方部よりも都市部において自主

返納者が多い傾向にある。 

 

交通総務課長 

４ 令和２年度中は２９１事業所であったところ、令和３年度中は、スーパーマーケッ

トや理容業、飲食店、娯楽施設等が新たに加わり、３０３事業所となっている。 

５ シルバー・サポーター制度の協賛事業所は、県警察ホームページで公開しており、本

制度の趣旨に賛同いただいた事業所から申し込んでいただいている。警察署の警察職

員が通常勤務を通じて、地元の商店や事業者に本制度の趣旨を説明して、協力してい

ただいている。事業者にとっては、少なからず負担になる部分があるが、安全な運転の

継続が困難となった高齢運転者が、免許返納を迷っている際に、少しでも前向きに検

討できるよう、拡充に努めているところである。事業所の拡充に当たっては、制度の趣

旨を分かりやすく説明できるよう、チラシやパンフレットを作成、配布するなどして、

御理解いただくよう努めている。 

６ 協賛事業所の獲得は、県内各警察署の警察官や職員が、街頭活動や交通安全教育な

どと並行しながら、地道に働き掛けることで賛同を得て実施することが多い。中には、

新たな協賛によって、地域一帯の飲食店が一斉に参加していただくことや、県内全域

に店舗を持つ事業所が協力していただくこともあるため、地域によって協賛事業所の

多寡がある。県内のあらゆる地域で、様々なサービスや支援が受けられることが重要

であり、賛同を申し出ていただいた事業所には、地域や業種にかかわらず参加いただ

いているところである。本制度が効果的に活用されるためには、免許返納者の多い地

域に、必要なサービスが受けられる事業者が多くあることが望ましいことは、委員御

指摘のとおりと考える。今後も、特に移動手段の支援としてのタクシー事業者やバス

事業者の獲得や、多くの利用が見込まれる地域での拡充に努めるとともに、一層多く

の事業者が本制度に賛同していただけるよう、周知に努める。 

 

交通規制課長 

７ 令和３年度には、住民の方々や学校等から歩車分離式信号の設置について６７件の

要望が寄せられ、交通量や付近の交通実態を検討し、１０基整備している。 

８ 平成２９年度から令和２年度までの４か年計画で、事故発生率の高い路線の２６０

交差点に対して歩車分離式信号の重点整備を実施したが、この重点整備が完了したこ

とにより、令和３年度以降の整備予定数が減少したものである。また、令和３年度以降

は同様の重点整備計画はないが、事故発生状況、交通渋滞の発生状況及び各種要望を

踏まえながら、必要な箇所に対して整備を進めていく。 

９ 信号灯器のＬＥＤ化については、平成３０年４月に策定した、「交通安全施設管理計

画（信号機）」に基づき、整備を進めている。この計画に基づき、令和３年度について

は、車両用灯器２，２６２灯、歩行者用灯器５６０灯を更新している。令和３年度末現

在、車両用灯器については全体の約６７％に当たる４３，２４１灯、また、歩行者用灯

器については、全体の約４９％に当たる２１，４３４灯の整備が完了している。今後も
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本計画に基づき、計画的な更新に努めていく。 

 

田並委員 

 以前、違反金の返金というのがあったが、令和３年度はどうだったか。また、令和３年

度中において、交通規制の点検・確認をどのように行ったのか。 

 

交通規制課長 

 令和２年８月に公安委員会の意思決定のない交通規制による道路交通法違反の検挙が

判明したが、これを受けて過去８年間の通行帯違反の検挙状況を確認したところ１，２

７５件の誤った取締りが判明した。この進捗状況は、反則金還付手続が７２％、講習手数

料還付７７．３％、点数抹消が１００％、免許作成の交付９７％が完了している。その

後、交通規制の内容の随時点検を行っており、このようなことがないように努めている。 

 

蒲生委員 

１ 警察官一人当たりの負担率は全国１位で変わらないが、県警察の治安対応状況につ

いて伺う。 

２ 県警察の警察官増員に対する考えについて伺う。 

３ 少年を取り巻く社会環境は、スマートフォン等の普及によりＳＮＳやインターネッ

トの発達で大きく変化したが、この影響を受けて、近年の少年の非行行動の実態に変

化はあるのか。それを踏まえて非行防止教室は実施されているのか、その内容につい

て伺う。 

４ 非行防止教室は様々な形態で行われていると思われるが、実施後にアンケートは行

っているのか。またどのような声が寄せられているのか。 

５ 設置してから年数が経過した信号機の維持管理について、どのように行っているの

か。 

６ ストーカー事案は一般的にどのように認知され、警察はどのような措置を行ってい

るのか。また、ストーカー事案は事案ごとに様々な対応が求められ、担当した方によっ

て対応に差があると問題が生じる可能性があるが、県警察としてこの点についてはど

のような対応を行っているのか。 

 

警務課長 

１ 県警察では、全国トップクラスの高い業務負担の中、県下の治安情勢等を踏まえ、警

察力の質的強化のための基盤整備や捜査資機材の高度化等を図りつつ、業務の合理化、

優秀な人材の採用、若手警察官の職務執行力強化、ワークライフバランスの推進など

により、県警察全体のパフォーマンスを上げ、治安維持に努めている。 

２ 今後も事件・事故を減少させ、更なる県内治安の改善を図るためには、警察官の増員

による人的基盤の強化が必要不可欠と考えている。県警察としては、引き続き、県議会

の御支援を賜りつつ、本県に増員が措置されるよう積極的に国に対して要望していく。 

 

少年課長 

３ 近年は、スマートフォン等の普及により、児童・生徒にとってＳＮＳをはじめとした

インターネットは身近な存在となり、高額アルバイトなどの甘言による特殊詐欺など

の受け子の勧誘や、その勧誘に乗って特殊詐欺に加担する少年、大麻を乱用する少年

が多いほか、インターネットをきっかけとした犯罪被害に巻き込まれる事例が多くな
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っている。実際に、インターネットを手段とすることが多い児童買春・児童ポルノ禁止

法の検挙が高水準で推移しているほか、不正アクセス禁止法が増加傾向にあるなど、

ＳＮＳをはじめとしたインターネットの普及によると思われる非行実態の変化が見ら

れる。そのような非行情勢を踏まえ、県内の小、中、高等学校等に警察署の職員や非行

防止指導班「あおぞら」を派遣し、非行防止教室を実施している。非行防止教室の内容

は、暴力根絶、万引き防止、特殊詐欺加担防止などの「非行防止教室」、薬物やたばこ

などの危険性を中心とした「薬物乱用防止教室」、インターネットの危険性を指導する

「インターネットセキュリティ教室」を実施しているほか、若者が多く閲覧している

ＹｏｕＴｕｂｅの埼玉県警察公式チャンネルにおいて、啓発動画を配信している。 

４ アンケート等は実施していないが、学校側から意見を取り入れて実態を把握し、非

行防止教室に反映して実施している。 

 

交通規制課長 

５ 信号制御機については、耐用年数が設置後おおむね１９年と定められており、本県

では令和３年度末現在、信号機全体の約３割の３，４４３基が耐用年数を超えている。

このため、県警察では、平成３０年４月に「交通安全施設管理計画（信号機）」を策定

し、これに基づき令和３年度においては、信号制御機の５４２基を更新している。ま

た、信号機の保守業務を委託し、年１回の定期点検及び障害等が認められた場合には、

随時保守を実施し、適正な維持管理に努めている。今後も、交通の安全と円滑を図る観

点から、交通安全施設の計画的な更新に努めていく。 

 

人身安全対策課長 

６ 加害者が家の前にいるなどの場合は１１０番通報により認知することもあるが、被

害者が警察署を訪れ、相談していただくことにより認知するケースが多いのが実情で

ある。ストーカー事案を認知した場合は、加害者の行為がストーカー規制法又は刑法

等何らかの刑罰法令に触れる場合は、迅速に事件化を図り検挙する措置で臨んでいる。

刑罰法令に触れない場合には、被害者の意向や個別の事情を踏まえつつ、当該行為を

止めるように口頭注意や警告書の交付、警察本部長等による禁止命令を行っている。

被害者に対しては、被害を防止するための指導助言や、防犯グッズの貸与、１１０番通

報登録制度の教示・運用、加害者との被害防止交渉を行うための警察施設の提供、警察

官の立合い等を実施している。ストーカー事案は、短期間のうちに事態が急展開して

しまうおそれがあることから、担当者により対応に差があってはならないと考えてお

り、警察署と警察本部が情報共有して対応に当たっているほか、警察署長会議等にお

ける幹部による指示、専科等入校の際の講習、本部員による警察署巡回指導、対応マニ

ュアルの整備等を行い、どこで誰が事案を認知しても被害者の安全確保措置が第一に

図られるよう取り組んでいる。 

 

辻委員 

１ 越谷警察署の建替えについて、現在かなり狭い庁舎となっているが、狭あい化がど

の程度解消されるのか、警察官１人当たりの執務スペース等について具体的に伺う。 

２ 高齢者講習施設の運用開始により、待ち日数はどの程度改善されるのか。 

３ ＳＮＳ等インターネット上での誹謗中傷が深刻化している。これによって自殺に追

い込まれる方がいたり、企業の営業が著しく妨害されたりするといったインターネッ

ト上の被害があるが、これらに迅速に対応するような体制はあるか。 
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施設課長 

１ 越谷警察署は、建設当時に比べて職員数が１．７倍に増加して、３９署中最も狭あい

化の進んだ警察署になっている。今回建替えを行うことにより、庁舎面積が約２．５倍

になるため、狭あい化が解消される見込みである。職員一人当たりの事務室面積は、従

来の１３．６６平方メートルが約２．１倍の２８．９５平方メートルとなり、現在３９

署中２７位とかなり改善された数字になる予定である。その他、専用の応接室や相談

室の設置等も行う予定になっている。 

 

留置管理課長 

１ 改築後の接見室数は、現状と同じ２室を設置することとしている。今後も引続き、被

留置者の接見機会確保について配慮する。 

 

運転免許課長 

２ 令和３年度末における認知機能検査と高齢者講習の合計待ち日数は４６．８日であ

る。高齢者講習施設の建設により、令和１８年頃まで待ち日数を２０日程度に抑えら

れると見込んでいる。 

 

刑事部統括参事官 

３ インターネット上の被害に対する対策については、様々な誹謗中傷や相談、被害申

告を県民から受けた場合、速やかに事件性の有無を判断し、該当するものは各種法令

を適用し、捜査活動を迅速に行って検挙対策を講じているところである。 

 

辻委員 

 インターネット上の被害に対する対策について、インターネット上のものというくく

りで特化した体制ではなく、事案によって対処しているということでよいか。 

 

刑事部統括参事官 

 そのとおりである。 

 

横川委員 

１ 公共車両優先システム、いわゆるＰＴＰＳのこれまでの整備状況を伺う。 

２ ＰＴＰＳの整備効果は、何を基準にして効果検証しているのか。 

３ ＰＴＰＳは、光ビーコンを使って制御していると思うが、自動的に制御しているの

か。 

４ 令和３年度はＰＴＰＳを１基整備しているが、今後の整備予定について伺う。 

５ 交通安全施設整備費の決算額が増額となっているが、その理由を伺う。 

６ 令和４年度以降の交通安全施設の整備方針について伺う。 

 

交通規制課長 

１ これまで３１路線、総延長距離１９３．９キロメートルを整備している。主なバス事

業者は、国際興業、西武バス、東武バスウエスト、東武バスセントラル、国際十王交通、

朝日自動車である。 

２ 運行の遅れ時間、信号の待ち時間及び信号停止回数により検証している。平成１５



- 10 - 

年度から平成２４年度に整備した路線の平均値は、運行の遅れ時間が約９％、信号の

待ち時間が約２６％、信号停止回数が約２５％それぞれ減少している。 

３ 光ビーコンで感知し自動で制御している。２４時間運用しており、時刻表から遅れ

る場合は、必要な限度で対応している。 

４ 今後、整備は予定していない。 

５ 信号機や道路標識、道路標示といった交通安全施設は、現在、大量更新時期を迎えて

おり、老朽化した交通安全施設の更新関連事業が増加したことが主な理由である。 

６ 今後、必要な予算を確保して対応していく。 

 

金野委員 

１ 特殊詐欺の水際対策に関して、コンビニエンスストアとの連携について伺う。 

２ 令和３年の自転車関連事故がワースト１位であるが、過去の事故件数の推移を伺う。 

３ 自転車取締りの実施回数及び場所について伺う。 

４ 自転車取締りについて、令和４年１月に警察庁から各都道府県に対して、「今後は赤

切符を積極的に活用して、違反者を取り締まる」旨の通達を出したようだが、これを受

けて県警察の検挙件数が増えた事実があるのか。 

５ 音響式信号機の設置場所を公開しているか伺う。 

６ 信号機は要望しても予算を理由に設置困難と回答されることが多々あるが、予算額

と執行率、不用額の理由について伺う。 

７ 信号機は要望に対してどのくらい設置されたのか。 

 

生活安全総務課長 

１ コンビニエンスストアによる水際防止件数は、令和３年中は５０９件であり、前年

と比較して１９３件の大幅な増加となっている。水際対策について、県警察では、金融

機関・コンビニエンスストアをはじめ被害者と接する機会のある事業者に対して、特

殊詐欺の発生傾向や被害者の特徴等を積極的に情報提供するとともに、被害者への声

掛け訓練等を実施し、被害防止の協力を得やすい環境づくりに努めている。特に、コン

ビニエンスストアについては、来店客に声掛けをしやすいよう声掛けボードを配布し

ており、来店客が被害に遭っている疑いがある場合やＡＴＭを操作しようとする来店

客に対して、声掛けを促進するよう防犯指導を実施しているところである。 

 

交通総務課長 

２ 令和３年は全死者数が１１８人であり、その内自転車の死者数については３４人と、

令和２年から１２人増加した。令和２年は、全死者数が１２１人であり、そのうち自転

車の死者数については２２人と、令和元年から１１人減少していた。 

４ 悪質で危険性の高い違反については積極的に検挙措置を講じており、令和４年８月

末現在の検挙件数は５３０件と、令和３年度から１３２件増加している。今後、検察庁

と協議して、自転車の赤切符の検挙について調整していく。 

 

交通指導課長 

３ 令和３年度は６０２件の検挙があった。過去については、平成２９年度が７１３件、

平成３０年度が６８８件、令和元年度が６６６件、令和２年度が７９６件と推移して

いる。また、自転車指導警告カードについては令和３年度が２６８，４１２件であった

が、過去５年については、平成２９年度が３７５，８０８件、平成３０年度が３８６１
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３件、令和元年度が３６５，３６７件、令和２年度が４２３，２９４件となっている。

取締りの回数、場所については、主に自転車の検挙については集団で取締りを行うと

いうよりも地域警察官が個々に取締りをする件数の方が多いと考えられている。今後

も積極的に自転車の取締りを推進する。 

 

交通規制課長 

５ 現在、県警察のホームページにおいては、音響式信号の設置場所について公開して

いない。設置場所の公開については、視覚障害者の方の利便性の向上につながること

から、今後、公開を含めて検討していく。 

６ 信号機の整備の決算額の推移は、令和３年度における新設信号機の設置は必要性が

認められた３６基の予算を確保して、全ての箇所について設置が完了している。令和

３年度の新設信号機の決算額は、２億１，９９０万２千円である。令和２年度から比較

すると増加している。 

７ 県警察で要求している信号機設置の予算は、要望場所を全て調査し必要性が認めら

れ設置可能な道路環境が整った全ての場所について計上している。これまで要求した

ものは、全て認められている。今後も交通事故防止対策として、信号機の設置を進め安

全で安心して暮らせるまちづくりに努めていく。 

 

金野委員 

 音響式信号機の設置場所をホームページ上で公開していないのは、読み上げ可能な形

式で公開できないためか。 

 

交通規制課長 

 県警察のホームページは、読み上げ機能を使用することができる。音響式信号の設置

場所については、情報公開等で公開しており、公開できない理由はないことから検討し

ていく。 

 

前原委員 

１ 県民から３９６件の信号機の設置要望が寄せられているが、設置数が３６件と余り

にも少ない。この理由は何か。 

２ 物理的理由等により信号機等を設置できなかった２７か所の交通事故発生状況を伺

う。 

３ 令和３年度中に過去に信号機設置の必要性は認められたが、物理的理由により設置

できなかった場所で、その後設置された場所はあるのか。 

４ 既存の信号機で、交通量の変化等により、信号秒数の変更の要望があった箇所はど

のくらいあったのか。 

５ 歩車分離式信号の今後の整備計画はないということだが、今後どのように対応して

いくのか。 

６ 令和３年度にＰＩＣＳを１か所整備したということだが、今後も増やしていくのか。 

７ 駐在所の数について、川越警察署で２か所、東入間警察署で１か所、東松山警察署で

１か所、小鹿野警察署で１か所が減っているが、その理由について伺う。交番の設置数

では川越警察署、東入間警察署、久喜警察署が減っているがその理由についても伺う。 

８ 交番相談員数の推移で、川越警察署、東入間警察署、東松山警察署が増加しており、

大宮東警察署、岩槻警察署、吉川警察署が減少しているが、この理由について伺う。 
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９ 廃棄物処理等に関する環境事犯の検挙件数・人員の推移について、令和２年は検挙

件数が３２６件、令和３年が３６９件と４３件増えており、検挙人員は、令和２年３３

８人から令和３年３５９人と２１人増加しているが、この背景について伺う。 

10 女性警察官の人数は１，３７０人で、全警察官に占める割合は１１．８％である。女

性幹部の登用状況も警視７人、警部１７人であり、警部以上に占める割合も２．５％

と、どちらも少ないが、この見解について伺う。 

11 横断歩道等の補修が遅れている箇所はあるか。 

12 中学生のための自転車ルールブックが発行されているが、このルールブックの普及

と実践はどのように行われているのか。 

13 自転車も車道走行となったが、道路が広がったわけでもなく、危険である。道路拡幅

や自転車道の確保が必要と考えるが、見解を伺う。 

 

交通規制課長 

１ 信号機の設置は、信号柱を建てる場所、歩行者の滞留場所、交通事故の発生状況、交

通流量、道路幅員、住民の要望などを総合的に勘案し、要望を受けた全ての箇所の調査

を行い、設置の可否を検討している。 

 

交通規制課長 

３ 過去に設置の必要性が認められなかった箇所や、必要性は認められたものの設置環

境が整わずに見送った箇所であっても、その後、交通環境の変化や、道路改良により設

置環境が整ったものについては、再度、調査検討を行い、設置が可能となったものにつ

いては設置をしている。令和３年度では、寄居警察署ほか２警察署管内において、道路

管理者等に対して道路改良などの働き掛けを行うなどした結果、それぞれ１か所ずつ

で信号機を設置した場所がある。 

４ 県民の方から寄せられた信号機の改良に対する要望については、令和３年度は１，

３５４件である。 

５ 歩車分離式信号とは、歩行者と車両の通行する時間を、完全又は一部分離する制御

方式による信号機であり、これにより、歩行者と車両の交錯による交通事故を抑止す

るものである。今後も必要な場所に検討していく。 

６ 今後も視覚障害者の方々の要望を踏まえて必要な場所に整備していく。 

11 横断歩道の標示の補修については、スピード感を持って今後対応していきたい。工

事の発生の手続から開始までおおむね４か月係ることから、これを短縮しながら対応

していく。 

13 自転車道の通行環境の整備については、道路管理者と連携して、より安全な通行環

境の整備に努めていく。 

 

交通総務課長 

２ 当該箇所の人身事故件数は、９件である。 

12 ルールブックを作成しているのは、県民生活部防犯・交通安全課であり、これを教育

委員会や県警察が監修をしている。７０，０００部作成しているが、学校や中学生に配

布している。県警察としても、県と協力しながら、講習の講師として参加するなどして

いる。 

 

 



- 13 - 

地域総務課長 

７ 社会情勢や人口構造の変化に適応し、新たに生じ、又は変容する治安上の課題に適

切に対応していくため、既存の交番等施設や警察官等の配置状況等を見直し、限りあ

る警察力を最大限に機能させるために再編整備を行うこととしている。令和３年４月

に再編整備を実施した結果である。 

８ 各交番における遺失拾得物件の受理及び返還や警察安全相談等の受理等取扱状況を

考慮し、適切に人員配置されるよう見直しを行っており、配置転換した結果である。 

 

生活経済課長 

９ 令和３年中の廃棄物処理等に関る環境事犯検挙が増加した背景としては、一般廃棄

物の不法投棄が令和３年中に２０２件あり、令和２年と比較して６５件増加した。最

近の傾向としては、単なるポイ捨て事案だけではなく、嫌がらせ目的で他人の敷地に

不法投棄する事案なども発生している。 

 

警務課長 

10 警察官全体に占める女性警察官の割合であるが、令和３年４月１日現在では１１．

８％、令和４年４月１日時点で、本県の女性警察官の割合は１２．０％と、０．２ポイ

ント増加している。令和２年に閣議決定された第５次男女共同参画基本計画では、地

方警察官に占める女性の割合について、令和８年度当初までに１２％とすることが目

標とされている。県警察においては、令和５年４月１日までに女性警察官の割合を１

２％とすることを目標として取り組んできたところであるが、１年前倒しして１２％

を達成したところである。今後も、女性警察官の割合が１２％以上を維持することを

推進目標としていく。また、女性警察官の警部以上に占める割合については、令和３年

４月１日時点では２．５％であったが、令和４年４月１日では２．７％であり、年々増

加している。全国的には警視及び警部の占める割合は１７位で中位である。現状では

女性警察官は若年層が多いこともあり、女性幹部の活躍を通じていわゆるロールモデ

ルを示し、職員の昇任に対する意識の向上に努めているところである。女性警察官の

幹部の割合については、定量的な目標は定めていないが、各階級において昇任試験に

合格し、資質や能力のある者が幹部となるため、今後も女性警察官の資質や能力の向

上のための教育を推進していきたい。 

 

前原委員 

 交通ルールのパンフレットは小学校・中学校・高校にのみ配布するのではなく、日常的

に多くの人に渡るようなシステムは作れないのか。 

 

交通総務課長 

 コロナ禍においては、ＹｏｕＴｕｂｅ動画等、非対面型の動画配信をしている。自転車

事故も減少してきており、効果があると考えている。冊子については、検討するととも

に、引続き、指導啓発活動を推進していく。 

 

八子委員 

１ 不納欠損額が１，３０５万３千円とあるが、不納欠損として計上した理由を伺う。 

２ 不納欠損が生じた理由について所在不明とあるが、何件くらいが所在不明となって

いるのか、また、なぜ所在不明となってしまうのか理由を伺う。 
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交通指導課長 

１ 消滅時効の５年を迎えたためである。令和３年度においては、平成２８年度のもの

を不納欠損として計上している。 

２ 不納欠損の中で所在不明となっている者は、３０名である。その他の主なものとし

て、財産があるかないか分からない者が６３８件、亡くなった方が８１件となってい

る。 

 

八子委員 

 財産不明と説明を受けた６３８人について、なぜ財産調査ができないのか伺いたい。 

 

交通指導課長 

 財産調査を行っても財産がなく、取り立てができない件数が６３８件である。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１０月３１日（月）福祉部関係） 

 

【説明者】 

金子直史福祉部長、岸田正寿福祉部副部長、和泉芳広少子化対策局長、 

藤岡麻里地域包括ケア局長、横田淳一福祉政策課長、佐々木政司社会福祉課長、 

宮下哲治地域包括ケア課長、播磨高志高齢者福祉課長、鈴木康之障害者福祉推進課長、 

鈴木淳子障害者支援課長、石井哲也福祉監査課長、尾崎彰哉少子政策課長、 

松井明彦こども安全課長、我妻卓哉児童虐待対策幹 

 

市川忠埼玉県総合リハビリテーションセンター長、植竹淳二埼玉県総合リハビリテーショ

ンセンタ―事務局長 

 

【発言】 

阿左美委員 

１ 行政報告書の２９５ページ「ア 老人福祉施設等の整備」に関係して、令和３年２月

定例会の予算特別委員会において、特別養護老人ホームの空床について、平成３０年度

の第７期埼玉県高齢者支援計画の策定時よりも大幅に増加していたことから、「空床の

解消に向け取り組みを強化すること」と附帯決議を付したが、空床の解消に向けて、ど

う取り組んだのか。 

２ 行政報告書の３１４ページ「イ 手話講習会等の開催」について、埼玉県手話言語条

例は、手話は言語であるという認識に基づいて、平成２８年４月に施行された。手話の

啓発等に向けた県の具体的な取組と効果について伺う。 

３ 県内の市町村において、同様の手話言語条例の制定状況を伺う。 

４ 行政報告書の３２１ページ「（１）低所得者福祉の向上」について、新型コロナウイ

ルス感染症の対策として特例貸付を実施したとあるが、貸付けが必要な人に対する速や

かな支給と県民への周知にどう取り組んだのか。 

５ リハ資料１「令和３年度埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計決算の

概要」について、リハビリテーションセンター病院部門では、経営改善に向けどう取り

組んだのか。 

 

高齢者福祉課長 

１ 令和３年４月１日時点の空床数は、県所管分で８０施設、６５８床であった。このう

ち、空床が１０床以上となっている２２施設の空床数が４５５床と全体の約７割を占め

ていたので、１０床以上の空床が生じている２２施設に対して重点的な指導を行った。

対象施設については、福祉事務所の職員が書面調査あるいは訪問調査を行い、空床が生

じている原因などを分析し、具体的な指導方針を立てて、施設と共有して取り組むこと

とした。空床の要因としては、「介護職員の不足」が最も多く、指導対象施設のうち半

数の１１施設が要因として挙げている。これらの施設に対しては、例えば、県が実施し

ている介護未経験者の就職支援事業などを活用して職員を確保するよう助言・指導を行

った。また、職員採用の条件を「常勤職員」に限定していた施設に対しては、非常勤職

員を組み合わせて勤務シフトを組むよう助言した。助言・指導の結果、空床の４５５床

を１２７床減らすとともに、３施設は空床の解消につなげることができた。今年度も引
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き続き、１０床以上の空床が生じている施設に対して重点的な指導を行っていく。 

 

障害者福祉推進課長 

２ 県では、県民一人一人が手話について理解を深めていただくことが重要と考えており、

手話を身近に感じるためのきっかけづくりとして、県内各地域を巡る「手話普及リレー

キャンペーン」を市町村と連携して実施している。令和３年度は、入間市、滑川町の小

学校、富士見市の公民館で開催した。参加者アンケートでは、ほぼ全員が「手話を継続

してやりたい」「家族と手話の話をしたい」と回答するなど、参加者やその家族への普

及促進につながっていると考えている。キャンペーンには近隣の市町村にも参加を促し、

イベント終了後に情報交換会を行っている。そこでは、各市町村においても手話言語条

例を定め、地域における手話の普及啓発に積極的に取り組むよう働き掛けを行っている。

また、初めて手話を学ぶ人を対象とした県民向け手話講座も市町村と共同で開催してお

り、令和３年度は、蕨市、川口市、秩父郡市で開催した。参加者アンケートでは、全員

が「手話を継続して勉強したい」と回答しており、更に学びを深めて地域の手話奉仕員

などを目指したいといった回答もあった。 

３ 令和４年３月末時点で、３９市町で条例を制定している。 

 

社会福祉課長 

４ 貸付決定の審査には一定の日数を要するが、申請から貸付けまでの期間をできるだけ

短縮して速やかに貸付決定ができるよう、審査体制を強化して対応した。具体的には、

総合支援資金の再貸付の申請がピークとなった令和３年３月から４月には、通常５０人

体制のところを１００人体制まで増員するなど、状況に応じた審査体制の強化を図って

対応した。県民への周知については、彩の国だより、ホームページ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、

ポケットブックまいたまを活用して広報したほか、ＦＭ ＮＡＣＫ５の情報番組等で周

知を行った。また、新聞折り込みのほか、新聞未購読の世帯に対してはチラシ配布サー

ビスを活用し、１１０，０００世帯にチラシを配布した。さらに、総合支援資金の再貸

付については、対象となる総合支援資金の初回借受者全員に対し個別に自宅に案内を送

付するなど、必要な方に必要な情報が届くよう周知に努めた。 

 

福祉政策課長 

５ 令和３年度から令和５年度までを期間とする埼玉県リハビリテーションセンター経営

改善アクションプランを策定し、病床利用率や新規入院患者数、医業収支比率などの経

営指標を定め、職員が一丸となり、更なる経営改善に取り組んでいる。令和３年度は、

新規の外来患者数など新型コロナウイルス感染症の影響等により達成できなかった指

標が一部あるが、新規入院患者数や医業収支比率などはおおむね目標を達成している。

また、患者を増やす集患活動と地域連携につなげるため、令和３年度から関係医療機関

等を訪問してのＰＲや医師によるオンライン講座を実施している。令和４年度も、新た

に設置した神経難病センター、若年者リハビリセンター、障害者医療センターへの集患

に向けて、医師会や関係医療機関、障害者施設等に対して、センター長自らトップセー

ルスを行うなど、医師、リハビリ職、事務職などが一丸となって営業活動を行っている。

このほか、速やかな入院調整の徹底によるベッドコントロールなどの効率的な運用を適

切に行い、リハビリ専門職の勤務振替による休日のリハビリ提供強化に努めている。ア

クションプランは作っただけでは意味がないので、全職員に周知徹底した上で、職種、

職位にかかわらない横断的なワーキングチームを作り、経営改善策の検討や病院幹部へ
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の提案なども行っている。引き続き、県立病院として、政策的医療を実施するとともに、

着実な経営改善に努めていく。 

 

阿左美委員 

１ 緊急小口資金と総合支援資金を限度額まで借りた後、返済困難などに陥り、生活保護

を受けた割合は把握しているのか。 

２ 特例貸付は外国人の方もかなり受けていると聞くが、外国人の方が借りている割合を

把握しているのか。 

３ 特例貸付は貸付要件がかなり緩いことから、疑わしい貸付けもあったのではないかと

考えるが、そうしたケースを把握しているのか。 

４ 今後、相談窓口である市町村社会福祉協議会への支援について、どう考えているのか。 

 

社会福祉課長 

１ 特例貸付を利用した後に生活保護を受けられた方の割合だが、現在償還の据置期間中

であり、借受世帯が生活保護を受けられたかを把握できるのは償還開始の来年１月以降

になるため、現時点では把握していない。 

２ 貸付申請書には国籍欄がないことから、外国籍の方の割合は把握していない。 

３ 通常の生活福祉資金貸付については、収入や生活状況などの聞き取りをして貸付けを

決定しているが、特例貸付については、迅速さが求められていることから、簡単な手順、

画一的な審査となる。例えば、外国人の場合、在留資格の確認、就労ビザなどの確認の

ほか、貸付申請者と同様に県警察へ反社会的勢力でないかの確認を行った。また、現場

で疑わしい状況があった場合は、県社会福祉協議会と県で情報を共有し、その都度協議

するなどの対応をしていたが、不正かどうか見抜くことは難しい状況であった。来年１

月から償還が始まることから、償還手続等の中で、特に悪質な不正借入れを把握した場

合は、厳格に対応していく。 

４ 令和４年９月定例会補正予算で、市町村社会福祉協議会での償還の相談において、弁

護士やファイナンシャルプランナーなどの専門家にも相談できる体制を整えることが

可能となったため、今後１３年間続く債権管理が円滑にできるよう県としてもしっかり

支援していく。 

 

阿左美委員 

１ 特例貸付利用後の状況把握は、時期が来たらしっかりお願いしたい。（意見） 

２ 行政報告書の２７５ページに生活保護の受給世帯が月平均７７，０００世帯とあり、

６１０億円支出されている。今回の特例貸付では、貸付件数が９６，０００件、４２０

億円支出されており、その方々がそのまま生活保護を受給することになると生活保護で

支出する額が多くなってしまうが、そうしたおそれがあると考えているのか。 

 

社会福祉課長 

２ 生活保護の保護率については、コロナ禍においても変わっていない。なお、特例貸付

を限度額まで借りた方に支給する生活困窮者自立支援金は、生活保護の最低生活費より

やや高い金額での収入要件を設けているが、県内全域では、特例貸付を限度額まで借り

られた方の１７％から１８％が生活困窮者自立支援金の支給を受けており、県が直接所

管する町村部では、１１％弱である。生活困窮者自立支援金は自立が困難な場合には生

活保護を受けられることを前提に創設された制度であり、受給者は、生活保護受給者や
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今後生活保護を受ける方も多いのではないかと考える。よって、既に県内の全福祉事務

所にこのような状況を伝達しており、しっかり支援できる体制を整えている。 

 

鈴木委員 

１ 行政報告書の２６９ページを見ると「『第４期埼玉県子育て応援行動計画』（計画期

間：令和２年度～令和６年度）に基づき、結婚・妊娠・出産・子育てに対する切れ目の

ない支援に取り組んだ」とあり、後のページでもパパ・ママ応援ショップや結婚支援と

して出会いの場を作っていくという施策が紹介されているが、２７０ページの表による

と、令和３年の合計特殊出生率の目標が１．５にもかかわらず、実際には１．２２と、

策定時の平成２７年時の１．３４を下回る結果となっている。若者の所得が上がらない

限り、小手先の施策では結婚・妊娠・出産は増えないと考えるが、合計特殊出生率が下

がった原因を県はどう分析しているのか。 

２ 行政報告書２７０ページ「保育所等待機児童数」について、令和３年度に０にすると

いう目標であったが、目標を達成できなかったのはなぜか。 

３ 行政報告書２７０ページの児童虐待死亡事例を０にするという目標を令和３年度に達

成できなかったのはなぜか。 

 

少子政策課長 

１ 合計特殊出生率の減少は全国的な傾向であり、本県でも１．５の目標に届かなかった

ことは危機感を抱いている。具体的な理由としては、未婚化、晩婚化、個人の価値観の

変化など、様々な要因があり、一概に原因を定められないが、例えばフランスやスウェ

ーデンでは、合計特殊出生率が一時的に下がっても、経済対策以外に保育の充実など、

両立の支援を強めることで、合計特殊出生率が２０００年度後半まで上がった。しかし、

２０１０年頃からは、再び低下傾向にあり、両立支援がすぐに効果が出るのか分析をし

ないと分からない。県としては、未婚化、晩婚化が原因であると考え、１５歳から４９

歳までの女性が一生に産む見込みの数値である合計特殊出生率には独身の女性が含ま

れているため、独身の女性への対策をしていく。 

２ 保育所の待機児童は、まだ２９６人の待機児童が出ている状況であるが、多くは国道

１６号以南に集中している。保育ニーズの高い駅周辺に小規模保育を作るなどの対策を

講じているが、逆に、保育所を整備すれば新たな保育ニーズが生まれるような状況も散

見され、現状、待機児童０は達成できていない。 

 

児童虐待対策幹 

３ 虐待に向けては、様々な取り組みを進めてきた中で、痛ましい事件が発生したことを

大変重く受け止めている。４件の事案について簡単に内容を説明すると、１件目は志木

市の事案で、母が生後３か月の子供を高い所から落として急性硬膜下血腫で死亡させた

事案であり、事件発生まで市及び児童相談所の関与はなかった。２件目は川越市の事案

で、母が自宅で出産後そのままお風呂の中に放置し、死亡させた事案であり、事件発生

まで市及び児童相談所の関与はなかった。３件目は春日部市の事案で、母が生後４か月

の女の子をマットに叩きつけて死亡させた事案であり、事件発生まで児童相談所の関与

はなく、市が母子保健の相談を受けていた。最後が本庄市の事案で、母と同居の男女が

男の子に暴行等を加え傷害致死で亡くなったという事案である。こうした虐待死亡事例

は絶対に０にしなくてはならないが、今回の４件の事件のうち３件が０歳児であり、児

童相談所や市の関与がない中で事件が発生しているので、事件発生前にこうした方々の
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悩みに寄り添う、あるいは周囲が見守ることが重要でないかと考える。引き続き、児童

虐待死亡事例を０にするという意気込みの下、取り組んでいく。 

 

鈴木委員 

１ 未婚化、晩婚化、個人の価値観が変わってきたことは、そのとおりだと思うが、原因

をどう分析しているのか。 

２ 所得が上がらないと結婚したくても結婚する気にもならないという若者の意見を聞い

ている。先ほど、諸外国の例だと、経済と保育の充実が有効だとのことだが、保育の充

実はかなり努力しており、経済について、福祉部だけでなく、産業労働部と連携するな

ど、若者の所得も上げて、経済と保育の充実で問題を解決するための話合いなど行って

いるのか。 

 

少子政策課長 

１ 未婚化、晩婚化の原因は、個人の価値観のため、所得も一つの原因であると考える

が、独身の方が結婚してもらえる環境を作っていくため、結婚支援の環境整備として、

特に「恋たま」を整備してきた。引き続き、結婚のニーズに対して、環境を提供できる

ように取り組んでいく。 

２ 所得に関しては答弁できないが、合計特殊出生率は県政の全般に係る課題であり、産

業労働部とも連携をしながら進めていく。 

 

鈴木委員 

 結婚だけにとらわれず、個人の価値観で女性が子供を産むことも支援していきたいとい

うことだが、結婚の支援だけでなく、独身女性で子供を産みたいという方への支援をどう

考えているのか。 

 

少子政策課長 

 独身の方に結婚してもらい、子供を産んでもらうため、「恋たま」を有効に活用いただ

き、独身の方に出会いの場を提供していきたいと考えている。 

 

鈴木委員 

 結婚してからということか。 

 

少子政策課長 

 そのとおりである。 

 

八子委員 

１ 行政報告書の２６９ページ「安全で安心して暮らせる社会保障の推進」のうち、学習

支援事業利用率について、令和２年度は４３．７％、令和３年度は３７．８％と下がっ

ている。５か年計画策定時の平成２７年度よりも低い数値であるのは新型コロナウイル

ス感染症による影響が大きいと思うが、どう努力をしたのか。 

２ 行政報告書２７０ページの児童虐待死亡事例を０にするために努力してきたとのこと

だが、４件の中で、本庄市の事案以外は妊娠期、出産前のお母さんのフォローがポイン

トだと思う。そうした観点から、令和３年度にどう取組をしたのか。 

３ 行政報告書２７０ページ「４ 子供の保護と自立支援のための環境づくり」の里親委
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託について、昨年度に比べて目標値に届いていないものの委託率は上昇しているが、令

和３年度のどのような取組により、委託率が上昇したのか。 

４ 行政報告書の２９１ページ「ひとり親家庭に対する支援の推進」について、離婚等に

関する無料法律相談を令和３年度拡充したとあるが、どのような成果を上げたのか。 

５ 行政報告書の３１２ページ「ス 障害者就労施設の工賃の向上」について、工賃向上

は重要な課題で、優先調達を行政側が進めることにより、工賃が上がると思うが、令和

３年度の調達目標数値１億３００万円を達成することができたのか。 

６ 行政報告書の３１３ページ「在宅重症心身障害児の家族に対するレスパイトケア事業

の実施」に関連して、医療的ケア児支援法が成立して、地域における支援体制の整備が

ますます重要になってきており、令和３年度、医療的ケア児に対するサービス提供のた

めの市町村に協議の場の設置やコーディネーターの配置を働き掛けているが、令和元年

度末時点で、協議の場の設置は３９市町、医療的ケア児等コーディネーターの配置は３

４市町とのことであるが、その後、令和３年度に相談支援体制がどう整備されたのか。 

 

社会福祉課長 

１ 生活保護世帯や生活困窮世帯の子供たちは、厳しい家庭環境の中で学習意欲を失って

いたり、学習進度が大幅に遅れていることも多い。また、家事や家族のケアに追われて

学ぶ時間が取れない子供や様々な悩みを抱えて部屋に引きこもっている子供も少なく

なく、このような子供たちが学習支援教室利用の主な対象となっている。こうした子供

たちが自発的に学習教室に参加することは難しく、支援する側がアウトリーチの手法で、

何度も個別に訪問して、家族や本人に丁寧に説明して参加してもらうという手法で参加

を促してきた。特に中学３年生であれば、中学２年生の頃から家庭を訪問するなど、あ

る程度長期にわたって支援をしないと難しいという状況がある。新型コロナウイルス感

染症流行前の令和元年度は県全体で４４％、特に県が所管する町村部は７２．７％まで

利用率が上がったが、その後新型コロナウイルス感染症の影響で家庭訪問を制限される

期間が長く続き、町村部でも令和３年度は相当下がっており、家庭訪問が十分にできな

かったということが最大の原因であると考えている。新型コロナウイルス感染症の感染

不安から教室の利用を見合わせたいという家庭もあり、そうした子供に対しては、電話

やメールなどを用いて、生活や学習の進捗状況を一人一人個別に頻繁に確認し、感染拡

大が落ち着いている時期に家庭訪問を集中的に行うなど、できる限りきめ細やかに支援

を行った。 

 

児童虐待対策幹 

２ 妊娠中の方々に対して、市町村の母子保健で届け出から出産後のフォローを行ってお

り、市町村の取組支援について、市町村の要保護児童対策地域協議会に児童相談所職員

が出向き助言などを行っている。また、希望のある市町村に児童福祉司のＯＢを派遣し

て、虐待対策等で困っていることの相談に応じていく中で、妊娠期の方々へのフォロー

を行っており、その他、市町村の保健師を対象にした児童虐待に関する研修を行うなど、

母子保健との連携を強化して取り組んでいる。 

 

こども安全課長 

３ 里親委託率が向上した要因は２点ある。１点目は、里親委託を進めるに当たり、保護

者の同意を得ることが必要であるが、保護者によっては、同意を得られないため、里親

委託につなげたくてもつなげられない事例があり、児童相談所には里親委託を進めるた
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めの専門職員を配置しており、そうした職員が里親委託に望ましい子供の保護者に対し

て里親委託の意味や委託に向けた同意について説明した結果、令和３年度は１２件の同

意を得られ、里親委託の向上につながっている。もう１点は、里親は中途からの養育で

あるため、養育技術、里親委託を受けたくても不安があり、孤立してしまう可能性があ

ることから、県里親会に協力いただき、里親委託をする前の段階から未委託の里親に対

して里親委託している家庭で実習を行い、正式に里親委託になった後に先輩の里親が家

庭を訪問して養育状況を確認しながら、しっかりと里親委託を継続できるよう助言する

などピアサポートとして実施している。こうした未委託里親に対する取組により正式委

託に至ったケースが１４件あった。地道な取組ではあるが、こつこつと当事者の視点に

立って丁寧に進めていった結果、目標には届かなかったが里親委託の向上に寄与したと

考える。 

 

少子政策課長 

４ ひとり親の離婚に関する相談については、母子父子自立支援員が窓口で受けているが、

養育費、財産分与などの法律的な内容になった場合には、御本人の意向を踏まえて積極

的に弁護士による法律相談につないでいる。その結果、令和３年度の法律相談件数は１

５９回であり、令和２年度に比べて１．５倍の実績となった。 

 

障害者支援課長 

５ 令和３年度実績は、１億５１３万円であり、目標を達成することができた。 

６ 協議の場は、令和元年度が３９市町であったのに対し、令和３年度は３８市町と一つ

減っている。これは、複数の市町村で共同設置して始まったものを、それぞれの市町村

で実施することにして解散したためであるが、解散した残りの市町も設置の準備をして

いるので、令和４年度末にはかなり増える予定になっている。コーディネーターは３４

市町から現在４１市町に増えており、令和４年度末に更に増える見込みである。県とし

ても医療的ケア児支援センターを設置する予定であるので、全ての市町村で整備される

ように働き掛けていく。 

 

石川委員 

 行政報告書２９４ページ「（４）ケアラー支援の推進」について、全国に先駆けて本県

のケアラー支援条例が施行され、令和２年度から取組が進められているが、令和３年度に

はどうケアラー支援に取り組んだのか。 

 

地域包括ケア課長 

 ケアラー支援について、ケアラー、ヤングケアラーの実態調査の結果を踏まえ、埼玉県

ケアラー支援計画を策定し、計画に基づいて広報啓発の推進、行政や地域における支援体

制の強化、ケアラーを支える人材の育成、ヤングケアラー支援体制の構築強化を基本目標

として各種取組を推進してきた。具体的には、広報啓発の推進として、一般向けに啓発リ

ーフレットを作成・配布し、全国初となる「ケアラー月間」を制定し、県民、市町村、事

業者、関係機関、民間支援団体などと連携して集中的な広報啓発を実施した。さらに、支

援体制の構築強化として、複雑化した県民ニーズに対応するため、市町村にワンストップ

の総合相談窓口や複合課題を調整するチームを設置するよう支援をした。また、人材育成

の関係で、実際に相談に対応する市町村や市町村社会福祉協議会あるいは地域包括支援セ

ンター、障害者相談支援事業所等の職員を対象とした研修を行ったほか、ヤングケアラー
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に特化して、学校現場でヤングケアラーの可能性のある子供たちを把握した場合、適切に

福祉部門へつなぐ体制を構築するため、教育局と福祉部の合同で、学校の教職員や市町村

福祉部門の担当者の合同での研修会を実施した。今後も関係機関等と連携しながら、ケア

ラー、ヤングケアラーの支援に取り組んでいく。 

 

石川委員 

 令和３年度がケアラー支援計画の初年度だが、計画どおり目標は達成されたのか。また、

研修や合同研修なども計画どおり実施したのか。 

 

地域包括ケア課長 

 ケアラー支援計画では数値目標を掲げており、単年度で測れるものばかりではないが、

研修会の参加人数、人材育成の人数として、市町村や社会福祉協議会、地域包括支援セン

ターなどの職員を対象にした研修については、１，２３１人が参加し、教育局と福祉部で

行う合同の研修では２４９人が参加しており、合計１，４００人を目標としていたので、

達成している。今年度も引き続き目標を達成するようしっかり取り組んでいく。 

 

金野委員 

１ 行政報告書の２６９ページ「２ 安全で安心して暮らせる社会保障の推進」について、

生活保護の適正な実施に関連して、令和３年度の不正受給の件数と総額、その中で返納

された件数と金額、訴訟などに発展したものがあればその概要を伺う。 

２ 行政報告書の２７６ページに「専門業者に委託して診療報酬明細書の点検を行った」

とあるが、結果はどうか。 

３ 行政報告書２７０ページの児童虐待死亡事例について、筆舌に尽くし難い深い悲しみ

のある事件であり、先ほどの答弁では、基本的に市町村支援を行っているとのことだが、

保健医療部では県独自で産後ケア事業を行っている。実際には７０％が不用額となって

おり、ニーズと支援がミスマッチを起こしているのではないかと問題意識を持っている。

今回の４件の死亡事例を踏まえて、今まで市町村支援、要保護児童対策地域協議会への

参加を行ってきたとのことだが、新たに対策を講じたことについて伺う。 

４ 介助犬の給付について、補助犬育成委託料を６頭分確保しているが、令和３年度に育

成・給付した頭数は何頭か。 

５ 行政報告書の３０６ページの「ク 高次脳機能障害者支援体制の整備」について、令

和３年度高次脳機能障害者支援センターの相談件数が４，３９２件ということだが、相

談体制と相談内容について伺う。 

６ 行政報告書の３０７ページの「ケ 発達障害者支援体制の整備」について、中核発達

支援センター、地域療育センター、発達障害者就労支援センターの受診、利用、相談で

きるまでの待機期間について伺う。 

７ 行政報告書の３１７ページ「（３）社会福祉施設等の指導監査」について、その他問

題のある施設等に対する随時調査を９１回実施したとあるが、具体的な調査内容と結果

について伺う。 

 

社会福祉課長 

１ 生活保護の不正受給の件数と金額等について、令和３年度のさいたま市を除く本県の

不正受給の件数は１，０５４件、金額は４億７２８万円である。返還の状況については、

徴収額は４，３６６万円、徴収率は１０％程度である。訴訟等については、令和３年度
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はさいたま市を除き、４件の告訴を行っている。また、裁判の判決については、平成３

０年度や令和元年度に告訴、告発した案件について、詐欺罪で懲役２年の判決、詐欺罪

で懲役３年の判決、詐欺罪で懲役２年１０か月の判決が出ている。 

２ 令和３年度の診療報酬の審査支払件数は７５５，８６５件、介護報酬は３６４，７２

６件である。過誤調整率は、診療報酬０．９４％、介護報酬９．２％であった。 

 

児童虐待対策幹 

３ 新たな事業として、虐待に限らず、困難な世帯に対する家事支援について、国庫補助

を活用して市町村へ補助する事業を今年度から始めている。来年度、こども家庭庁創設

という国の動きの中、就学前の児童への支援が充実すると聞いており、それらも踏まえ

ながら更なる対策を考えていく。 

 

障害者福祉推進課長 

４ 令和３年度の給付実績は、盲導犬が３頭、介助犬と聴導犬は０頭となっている。 

５ 高次脳機能障害者支援センターは、職員が１１人体制で開設しており、内訳は常勤職

員８人、非常勤職員３人であり、医師、医療ソーシャルワーカー、精神保健福祉士など

が所属している。相談件数で多いのは「生活・対応方法」「訓練」「専門外来」である。 

６ 中核発達支援センターでは、初診では５．１か月、最新では３．７か月である。地域

療育センターでは、相談を受けてからアセスメント、療育という流れだが、相談を受け

るまでの待機期間はなく、発達障害者就労支援センターも相談までの待機期間はない。 

 

福祉監査課長 

７ 随時調査については、苦情通報が入って随時に施設に監査に入るのが主なものであり、

主な内容は、職員から人員が基準に満たないのではないか等の情報提供があり、随時調

査に入る、虐待のある施設が存在するという情報があって施設に抜き打ちで調査に入る、

などである。調査に入って、人員の基準を満たしていないものは、しっかりと指導を行

っている。また、虐待情報のあった施設は、きちんとマニュアルが整備されているか、

職員にきちんと研修が行われているかなどを実地に調査して指導している。 

 

金野委員 

１ 生活保護の不正受給について、約４億円が不正受給、そのうち返還が約４，０００万

円、約１０％ということだが、残り９０％のその後の対応はどうか。 

２ 児童虐待について、市町村の家事支援、国の動きがある中、県としては特に考えてい

ないのか。４件の事例を重く受け止め、母子保健の在り方を見直し、０歳児を育てる母

への支援中心に、福祉部としても県独自の事業として、保健医療部と連携して取り組む

べきだと思うがどうか。 

３ 令和３年度６月定例会の一般質問に対する答弁において、県では補助犬の訓練と希望

する対象者のマッチングを委託し、過去５年間を見ても利用ニーズに対応できていると

答弁している。令和３年度の介助犬と聴導犬の給付件数は０件とのことだが、利用した

いと考えている障害者の方は多いと思う。こうした状況でも利用ニーズに対応できてい

ると考えているのか。 

 

社会福祉課長 

１ 債務者の多くは生活保護を受給している状況にあり、最低生活の維持に支障が生じな
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いよう分割して納付させるなどの配慮が必要となるため、年度内に徴収することできな

い金額が生じる。平成２６年７月から生活保護法が改正され、支給する保護費と相殺し

て徴収することが可能となったことから、最低生活の維持に支障が出ないよう配慮しつ

つ、計画的に返納させている。 

 

児童虐待対策幹 

２ 県で何もしないということではなく、保健医療部と連携しながら、できることについ

て検討し、県として危機感を持って対応していく。 

 

障害者福祉推進課長 

３ 介助犬の実績は、令和３年度は支給の希望がなかったため０件だが、過年度において

は、平成３０年度、令和元年度、令和２年度は各１頭ずつの給付希望があり、全ての希

望に対応している。給付希望者は市町村に申請を行うこととなっており、市町村で十分

に周知することが必要と考え、市町村と連携しながら、給付の希望に応えられるよう取

り組んでいく。 

 

金野委員 

 介助犬と聴導犬の給付の希望がなかったことについて、今後、市町村への周知を徹底し

たいとの答弁があったが、周知だけの問題ではないと思う。周知が足りない、補助犬を利

用したくても困難な環境や要因があるなど、原因をどう分析しているのか。 

 

障害者福祉推進課長 

 周知の部分もあるが、給付後は餌代、予防接種代等の費用負担も生じることが希望につ

ながらない原因となっている可能性がある。そうした点を踏まえて、県では補助犬の健康

管理費の補助を県単独で行っており、ユーザーの負担軽減に努めている。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書の２８４ページの「ケ 子供の居場所づくりの支援」について、「こども

の居場所づくりアドバイザー」の行う具体的取組、県がアドバイザー派遣以外の支援に

行う取組について伺う。 

２ 行政報告書２９９ページの「イ 認知症ケアの支援」について、認知症サポーターの

現在の養成数と認知症サポーターを活用した認知症施策の進捗について伺う。 

３ 認知症サポーターを具体的に養成していくその後の取組として、サポーターが地域で

活躍する場となる「チームオレンジ」を市町村ごとに創設していると思うが、現在の県

内市町村での創設状況と創設に当たっての運営上の課題について伺う。 

４ 行政報告書の３２７ページ「（８）新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」

について、支給件数が３５３件で緊急小口資金等の特例貸付の件数に比べてかなり少な

いが、原因は何か。 

 

少子政策課長 

１ 令和３年度は、子供の居場所づくりを進めるため、子ども食堂を既に運営している方々、

広報、衛生管理の専門家など様々な分野の経験、知識、ノウハウを持った４６の団体・

個人を「こどもの居場所づくりアドバイザー」に任命した。アドバイザーは、子供の居

場所を新たに立ち上げる方の元を訪問し、立ち上げのノウハウのアドバイスを行ったり、
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既に開設している子ども食堂等で実習を行ったりする伴走型の支援を行った。アドバイ

ザー派遣以外の支援については、子供の居場所が少ない市町村で新たな担い手を掘り起

こすため、「こどもの居場所づくりセミナー」を３回開催した。また、子供の生きる力

を育むため、通常の活動に加え、子供の居場所での学習支援や体験活動の取組を支援し

ている。実際に、学習支援員やサッカー教室などの体験活動講師を３１の子供の居場所

に派遣した。さらに、官民連携のプラットフォームである「こども応援ネットワーク埼

玉」において、支援物資のマッチングを行い、ポータルサイト上では、子供の居場所づ

くりの好事例やノウハウ等の情報発信を行った。 

 

地域包括ケア課長 

２ 認知症サポーターは、認知症について正しく理解し、地域で認知症の人やその家族を

温かく見守り、支援する応援者であり、現在の養成者数は、令和３年度に県内で２３，

７３１人を養成し、令和４年３月末現在の累計数は５６８，０２７人となっている。現

在、認知症サポーターなどがチームを作り、認知症の方やその家族のニーズに合った具

体的な支援につなげる仕組みである「チームオレンジ」の構築支援に取り組んでいる。 

３ 令和３年度末で７市町８チームが整備されており、整備運営していく上での課題は、

整備を進めているところで数が少なく、チームづくりの行程や手法の認識がまだまだ不

足していること、認知症カフェとかボランティア活動など受け皿となる市町村内での既

存の資源の把握が十分できていないこと、認知症本人の参加やニーズ把握が難しいこと

が挙げられる。 

 

社会福祉課長 

４ 生活困窮者自立支援金は、市部については市が、町村部については県が実施主体とな

っており、行政報告書に記載の３５３件は県が実施した町村部における支給決定件数で

あり、３５３件のうち２６０件が初回支給、９３件が再支給分である。この支援金は特

例貸付を借り終えた方が対象であり、町村部において特例貸付を借り終えたのは２，４

６２世帯であったので、対象世帯の約１０．６％が支給を受けたことになる。周知は、

対象者が限定されることから、対象者２，４６２世帯全ての方の自宅に案内を送付して

おり、この支援金制度は申請期限が５回延長されたが、都度新たに対象となる方に個別

に案内を送付して、全ての方に申請に係る周知を行った。また、県のホームページにも

案内を掲載したが、町村部だけではなく、各市の対象者にも相談先が分かるように、各

市の窓口一覧も併せて掲載し、令和３年７月の制度開始に合わせて、電話での問合せが

可能な「生活困窮者自立支援金受付センター」を立ち上げて、申請を希望する方の相談

体制を整え、制度の詳細まで十分に周知されるよう丁寧に対応した。 

 

蒲生委員 

１ こどもの居場所づくりセミナーは年度内に３回実施したのか。また、拡大という観点

から考えると、もう少し回数が多くてもいいのではないのか。 

２ チームオレンジの創設が７市町であり、市町村ごとに現場の課題がありなかなか難し

いとのことだが、ある程度目標を立て、前に進めていかなければならず、認知症サポー

ターだけを養成していくだけでは現場の広がりがない。その点も含めて目標を立ててし

っかり進めるべきと思うがどうか。 
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少子政策課長 

１ こどもの居場所づくりセミナーは、令和３年度中に３回の実施であり、具体的にはオ

ンラインで１回、集合で２回開催した。回数については、様々な角度からアプローチす

る必要性もあるので回数を増やしたいと考えているが、新型コロナウイルス感染症の影

響によりＺｏｏｍで開催している。支援団体からは対面での実施希望もあり調整が難し

い状況である。 

 

地域包括ケア課長 

２ チームオレンジは、現在７市町８チームという状況であるが、認知症施策推進計画の

数値目標は、令和５年度末までに３２市町村で設置という目標を立てて取り組んでいる。

チームづくりの行程や手法の認識がまだ不足しているという実態があり、昨年度からチ

ーム整備の個別具体的な助言等支援を行う「オレンジチューター」という専門職を設置

して、市町村に個別にアドバイスをして支援を進めている。また、市町村に対しては、

研修等で成功事例等を説明して後押しをしている。 

 

権守委員 

１ 行政報告書の２７６ページ「（１）生活保護の適正実施」の中に、「生活保護の適正

な実施と事務の迅速化を図るため、ＩＣＴを活用して生活保護業務に必要な情報・ノウ

ハウを集積したケースワークサポートシステムを構築した」とあるが、このシステムの

具体的内容、システムによる改善事項や省力化された事項、令和３年度に実施した課題

を伺う。 

２ 行政報告書の２７９ページ「（６）地域再犯防止の推進」について、令和３年度支援

件数が９３件とあるが、具体的支援内容と男女別も含めた対応人数を伺う。 

３ 行政報告書２９８ページ「（６）介護保険制度の円滑な推進」について、「埼玉県国

民健康保険団体連合会が実施する苦情処理事業に対して助成した」とあるが、その相談

件数と主な相談について伺う。 

４ 行政報告書３２５ページの「（４）児童虐待に関するＳＮＳ相談窓口の設置」につい

て、ＳＮＳでどこからでも無料で相談できる窓口を運営し、１，４０４件の相談を受け

付けたとあるが、親からの相談件数と子供からの相談件数、親と子供それぞれの主な相

談、相談窓口の周知について伺う。また、ＳＮＳ相談窓口での相談の中で、親を別機関

につなげた事案はあったのか。 

 

社会福祉課長 

１ 生活保護の実務では、制度の運用に当たり、法令や国の通知、過去の事例や他法他施

策など様々な情報を参照しなければならないことから、非常に分かりにくく、時間もか

かるという問題があり、ケースワーカーの経験年数が短くなる中、過去に蓄積された知

識やノウハウを伝えていくことが困難となっている。これらの課題を解決するため、生

活保護に関する大量の情報やノウハウをデータ集積し、ＡＩを用いて、素早く的確に必

要な情報にアクセスすることで業務の効率化を図ることが可能となるシステムを構築

しており、必要な情報を効率的に得ることができるため、担当者一人当たり月９時間分

程度の事務量が減ることを想定しており、その空いた時間で家庭訪問など、保護受給者

と直接向き合う時間に充てることができることが最も期待される効果である。本システ

ムは福祉事務所が取扱いを検討する際に参考となる情報を提供していくことが目的で

あるので、システム頼りになることなく、あくまでも情報を参考として、福祉事務所で
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しっかりと事例ごとに検討をしていくことが重要と考えている。本システムがそうした

的確な活用につながることを課題と考えており、今後しっかりと対応していく。 

２ 行政報告書記載の９３件は、埼玉保護観察所から依頼のあった９３人分の件数であり、

全ての依頼に対応した。男女別は男性７９人、女性１４人である。支援内容について、

住居支援が一番多く、全員の方を支援しており、その他、身体障害者手帳や療育手帳の

取得が３６件、介護保険の手続き等が２６件、生活保護の手続き支援が８件などである。 

 

地域包括ケア課長 

３ 令和３年度に国民健康保険団体連合会が受けた相談件数は４５９件であり、そのうち

割合が多い内容は、一番目は「サービスの質に関する相談」が１７．２％、次に「管理

者等の対応についての相談」、その他は「介護保険サービスに対する説明や情報が不足

している」が多い。 

 

児童虐待対策幹 

４ ＳＮＳ相談について、１，４０４件のうち保護者からの相談は８０１件で５７．１％、

子供本人からの相談は５５５件で３９．５％である。主な相談内容は、保護者も子供本

人も虐待に係る相談も含まれている養護相談、保護者の方の養育に係る相談が多くなっ

ている。虐待に関する相談は、保護者が１０７件、子供本人が７８件だが、一番多いの

が、その他の相談であり、内容としては、保護者であれば子供の学校生活に関する悩み、

子供本人も学校生活の悩みごとが多くなっている。相談の中から、虐待に係る話につい

ては、児童相談所につなぎ、支援を行っていき、相談内容に応じて必要な関係機関に連

絡し対策を講じていくことになる。周知はチラシを作成し、機会に応じて配布しており、

今年度は県の公式Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥなどのＳＮＳを活用し

た周知を行っている。 

 

田並委員 

１ 行政報告書の２８６ページ「児童相談業務の推進」について、先ほど説明で児童相談

所の人数は増員されているということだが、対応件数の合計が３２，４４６件となって

おり、担当職員一人当たりの対応件数はどのくらいか。 

２ 事項別明細書の２０５ページの「２ 翌年度繰越の内容」について、熊谷児童相談所

の一時保護棟の整備費約４億１，０００万円は、来年度繰越ということだが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響や材料費の高騰により工期や予算への影響はあったか。 

 

児童虐待対策幹 

１ 対応件数３２，４４６件は、児童虐待だけではなく、児童相談所の職員には福祉の専

門家である児童福祉司のほかにも職員がいるため、職員総数で割り戻した数字では、一

人当たり７１．９件になる。 

２ 令和３年度、４年度の２か年の継続事業のため進捗に応じて予算を繰り越しており、

資材の高騰等を踏まえた進捗については、本年１２月末までの工期終了に向けて予定ど

おり進んでいる。 

 

田並委員 

１ 一人当たり７１．９件は結構な件数と思うが、子供と向き合う時間を増やすことを踏

まえ、他の都道府県と比較した状況、職員の負担を軽減するための取組について伺う。 
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２ 材料費が上がった分は払う必要があると思うが、その件で業者との協議はあったか。 

 

児童虐待対策幹 

１ 国の児童相談所の相談業務全般に対する一人当たりの件数はデータがないため比較で

きないが、児童虐待相談件数に対して児童福祉司がどの程度対応しているのかというデ

ータでは、令和３年度における福祉の専門職員である児童福祉司一人当たりの虐待相談

対応件数は５６．８件であり、全国平均の４０．２件と比べると、一人当たり件数も全

体数も多い状況にある。児童相談所職員の負担軽減に向けては、通告に係る調査等を補

助する職員を配置するほか、過去に相談歴のない家庭など、泣き声通告などのリスクが

低いと判断したものについて、実際に家庭訪問して安全確認を行うことを民間に委託す

ることで職員の負担軽減を図っている。 

２ 契約締結後の事情変更に当たり、経費増部分については変更契約として処理すべく、

現在、相手方と調整中である。 

 

杉田委員 

１ 行政報告書の２８１ページ「イ 結婚支援の取組」で、具体的にどのような出会いの

機会を提供したのか。また、利用登録者からのクレームなど発生した問題について伺う。 

２ 行政報告書の３１７ページ「（３）社会福祉施設等の指導監査」について、対象とな

る１０，５９９施設のうち、指摘件数１，３０５件とあるが、例年このような件数なの

か。また、主な指摘内容、改善の求め方について伺う。 

３ 介護事業所等の指導監査実施数と指導件数が多いように感じるが、具体的にどのよう

な問題があるか伺う。 

 

少子政策課長 

１ 恋たまは、ＡＩを活用したマッチングシステムや相談員によるきめ細かいサポートの

両輪で支援を行っており、ほかにも、スポーツ婚活やクリスマス婚活などイベントを開

催し、令和３年度は７回、２２８人の参加があった。引き続き、市町村、民間団体と連

携しながら、出会いの機会の提供に積極的に取り組んでいく。また、利用登録者の通信

障害等が起きた場合にクレームがあるが、トラブル系のクレームは今までない。 

 

福祉監査課長 

２ 件数の推移は、制度改正があった翌年は増え、最近では新型コロナウイルス感染症の

影響もあったので、若干指摘件数が減るなど、例年まちまちである。主な指導内容は、

老人福祉施設では利用に当たり個別計画を作り利用するが、それに関して利用者の同意

がなかった、障害福祉施設では非常災害対策計画が策定されていなかった、保育所では

消火避難訓練の実施が不十分であった、介護サービス事業では訪問介護計画の策定が不

適切に行われていた、という指導があった。そうした指摘事項は、文書で通知し、改善

指導を行って、改善させており、改善が不十分な場合は、完了まで繰り返し指導する。 

３ 施設数が多いため、指摘も多いと考えている。 

 

杉田委員 

１ 恋たまの今までの成婚数について伺う。 

２ 指摘を受けた施設へ文書で通知したということだが、指導を行ったうち、許認可の取

消しに至ったものがあるか。 
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少子政策課長 

１ 恋たまの成果は、累計でお見合い１５，４４４組、交際６，１０６組、成婚数２１３

組であり、このうちＡＩ紹介による成婚数は７９組である。 

 

福祉監査課長 

２ 指摘事項は文書で指導し、改善していただいている。ほとんどの場合改善して完了と

いうことになるが、そこまで至らずに不正請求などの事案であったら、処分庁で取消し

等の処分になる。令和３年度も、取消し事例が障害福祉施設で１件あった。 

 

辻委員 

１ 行政報告書２７９ページ「ホームレス対策の推進」について、ホームレスと一言にい

っても多様な形態があり、野外で寝起きしている方もいるが、ネットカフェや路上を行

き来する方もいる。ホームレスの定義や算出方法、どのような調査を実施し県内１３０

人という結果を得たのか伺う。 

２ ホームレス状態の方が生活保護を受給する場合、アパートではなくて無料低額宿泊所

での保護が大多数と思うが、無料低額宿泊所は施設が劣悪だったり規則が厳しかったり

することから、再び路上に戻ってしまうという悪循環も見られる。ホームレス状態にあ

る方の保護は、アパート等を優先すべきと考えるがどうか。 

３ 行政報告書２８９ページ「児童養護施設退所後に就学・就労した方の自立支援として

月５万円の返済免除規定のある貸付を行っている」とのことだが、返済免除となる要件

について伺う。 

４ 行政報告書２９２ページの「（２）地域包括ケアシステム構築の促進」について、令

和３年度の地域包括ケアシステムの確立に向けた人材育成とその進捗状況を伺う。特に、

生活支援の部分については、高齢者の居場所や介護予防の体操教室など、担い手となる

事業者の採算性が低く、ボランタリーな活動の部分も多く、基盤整備が進んでいないと

聞くがどうか。 

 

社会福祉課長 

１ 行政報告書記載の１３０人という人数は、毎年１月に国が実施する「ホームレスの実

態に関する全国調査」において、国の委託を受けて行った調査の結果であり、全国全て

の市区町村で行われるため、調査客体や調査方法が一律に定められており、調査対象に

ついては、ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法第２条に規定されたホームレ

スの定義となる「都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居の場所として

日常生活を営んでいる者」を対象とし、ネットカフェやサウナなど利用に対価を支払う

必要がある施設を利用する方は調査対象外となっている。調査方法は、巡回による調査

であり、原則一日で行うこととされ、都市公園、河川、道路、駅舎、その他の施設の各

区分における人数が集計されている。 

２ ホームレスの方を支援する場合、すぐに居所を確保する必要があることから、無料低

額宿泊所を利用するケースが非常に多い。無料低額宿泊所に入居する方の９５％は生活

保護を受給していることから、アパートなどの民間住宅への入居を希望する場合、生活

保護制度の枠組みの中で、安定した居所の確保を目指すことになり、具体的には、ケー

スワーカーが本人の希望を踏まえて住居探しを支援するほか、県から委託した住宅ソー

シャルワーカーが支援を行っている。無料低額宿泊所はあくまで生計困難者が一時的に
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生活をする場所であると考えており、本人の希望があり、かつ生活保護を受けられてい

る方については、所管の福祉事務所による本人の社会的自立に向けた援助方針に合致す

る場合、アパート等の民間住宅への支援を実施すべきと考えている。 

 

こども安全課長 

３ 自立支援資金の返還免除の要件は、大学などを卒業した後に５年間の就業継続を満た

すことである。 

 

地域包括ケア課長 

４ 人材育成については、昨年度、地域包括ケアシステムの中核を担う市町村職員や地域

包括支援センター職員、生活支援コーディネーターなどを対象とした高齢者の自立支援

や介護予防、生活支援、医療介護連携等に関する研修を実施し、各種研修合計で延べ５，

０００人以上が参加した。また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、集合での研

修が困難になったことを受け、オンラインでの開催に切り替え、日中に時間の取れない

地域包括支援センター職員等が時間を選んで研修を受講できるように、研修を録画して

配信するなど工夫した。令和３年度は、ケアラー・ヤングケアラーや重層的支援体制整

備事業など市町村への支援ニーズが高まる内容についても実施をした。令和３年度の進

捗状況は、地域包括ケアシステムについて、高齢者の自立支援や介護予防、生活支援等

の取組が既に全市町村で展開されており、基礎的な部分は構築されており、これを充実

させるため、令和３年度も市町村へ県職員訪問、専門家派遣などの支援を行った。地域

では、生活支援に関する取組を推進するため、現在、全市町村で、住民同士が地域の課

題を話し合う協議体が既に設置されている。協議体の中では生活支援コーディネーター

が中心となり、地域のニーズや資源を把握しながら、生活支援の担い手の養成やサービ

スの開発、ニーズとサービスのマッチングなどを行っている。高齢者の急増に対応して

いくためには、介護保険の事業所のサービスだけでは十分でないので、ＮＰＯやボラン

ティアの新たな担い手の確保が欠かせず、市町村に対して既存のサービスの活用に生活

支援サービスの拡充を図りつつ、不足するサービスについては、生活支援コーディネー

ターなどによる地域資源の開発や新しい担い手の確保を促している。 

 

辻委員 

１ 無料低額宿泊所の入居者と接し、施設を見学したこともあるが、雨風はしのげるが、

人間らしい文化的な生活からは程遠いのではないかと感じており、再びホームレス状態

にならないようにするためには、少し手間がかかってもアパート保護を基本とすること

が近道なのではないかと考えている。福祉事務所が対応するため、県からの助言や町村

部については、県が実施すべきと考えるがどうか。 

２ ５年間就労し続けないと自立支援金がそのまま借金になってしまい、若い人が５年間

就職し続けるのは厳しい要件だと思うが、要件の妥当性はどうか。 

 

社会福祉課長 

１ 福祉事務所の指導監査を行う際、県では無料低額宿泊所は一時的な生活の場であると

明確にしている。入居者の希望や考え方は一人一人異なるので、一律にアパート入居の

援助方針で進めることはできないが、個別の支援の中、本人の希望をしっかりと聞き取

り、その方が社会的に自立した生活が営めるようにする支援を住居についても行うよう

助言している。福祉事務所がそうした関わり方をせず、ただ無料低額宿泊所に居続けざ
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るを得ないような状況があれば適切とは言えないため、指導すべきと認識している。 

 

こども安全課長 

２ 本制度は、国庫補助金を活用して運用しており、国が５年間という要件を設定してい

るが、こうした資金を活用して自立に向けて努力されている方々は、児童虐待など心理

的なダメージを受けた中で就労していることも想定され、そうした個別のケースを見て

いく場合、要件が厳しい方もいると認識している。 

 

前原委員 

１ 行政報告書２８２ページ「（３）子育て支援の充実」と資料１２の２ページを合わせ

て見ると、待機児童数は令和２年が１，０８３人、令和３年が３８８人であり、徐々に

減ってはいるが、保育所に子供が入れなければ働き続けることができない。待機児童解

消のために、令和３年度はどのような施策を行ったのか。 

２ 行政報告書２８７ページ「イ 市町村児童相談業務への支援」について、支援が必要

な４１市町へ児童福祉司経験者を３人派遣したとのことだが、前年に比べて１人増えて

おり、効果と今後の増員方針について伺う。 

３ 行政報告書２８６ページ「ア 児童相談所業務の推進」について、令和３年度の相談

件数は３２，８７０件となっており、特に心身障害相談の数が年々増えているが、相談

内容について伺う。また、心身障害相談が増えているにもかかわらず、精神科医師の配

置が欠員している理由と改善策について伺う。 

４ 資料１９「障害者施策について」の「①障害者支援計画の進捗状況」について、サー

ビスごとに達成率が示されているが、達成率の低い事業を見ると、居住型自立生活援助

５１．９％、相談支援で地域移行支援１２．１％、居宅訪問型児童発達支援７．６％、

ピアサポート活動参加数６．２％、支援プログラムの受講者数３５．７％となっており、

極端に達成率が低く、共通してマンパワーの不足が原因であると思う。令和３年度、支

援体制強化のためにどのような努力をしたのか、達成率が伸びない理由は何か、どう総

括し翌年度につなげようとしているのか伺う。 

５ 資料１８「介護保険について」の５ページ、特別養護老人ホームの施設数推移だが、

施設数４４４施設、前年から比べて３施設増えている。一方、９ページの入所希望者数

は、令和２年度９，２７７人、令和３年度８，６７９人と若干減ってはいるが、待機者

数が相変わらず多い。待機者数解消のためにどう努力したのか。 

６ 行政報告書の２９１ページ「５ ひとり親家庭に対する支援の推進」のうち、「（３）

母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度の運営」及び行政報告書６９８ページ附表について、

母子・父子・寡婦福祉資金のいずれも修学資金、就学支度資金が使われており、教育・

子育てにお金がかかることが示されていると思うがどうか。また、父子・寡婦の利用が

少ないが、制度利用について、どう周知を図ったのか。新型コロナウイルス感染症など

の背景があるのかについても伺う。 

７ 行政報告書の３０６ページの「ク 高次脳機能障害者支援体制の整備」について、高

次脳機能障害者支援センター相談件数４，３９２件に関して、主な相談内容と、どう対

応し、支援したのか。 

８ 就労支援を行っている地域の関係機関や高次脳機能障害者を雇用している企業を対象

に、訪問・来所支援を５７件行ったとあるが、成果はどうか。 

９ ピアカウンセリング事業の実施で出された意見要望に対し、どう対応したのか。 

10 行政報告書３２２ページの「１１ 新型コロナウイルス感染症対策」の「（２）社会
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福祉施設等に対する感染症対策支援」の「ア 高齢者入所施設・障害児（者）入所施設

に対するＰＣＲ検査の実施」について、入所施設などの職員や新規入所者に対して、Ｐ

ＣＲ検査を実施し、早期発見・早期対応を図ったとあるが、令和３年４月６日に、感染

拡大を防ぐためにも、高齢者・障害者施設職員のＰＣＲ検査の継続の申入れをし、その

際、無症状の施設等職員から当時１５名の感染者を見つけることができたという報告も

受けており、早期発見は重要だと思う。表では、検査受検者数のうち、高齢者入所施設

で４９人、障害児（者）入所施設で１３２人の陽性者があったとされるが、早期発見と

早期対応の状況と今後の教訓について伺う。 

 

少子政策課長 

１ 令和３年度は、保育所等の整備により３，５５７人分の受入枠を拡大し、待機児童の

９割を占める０から２歳が対象の小規模保育事業では、そのうち３３１人分の受入枠を

拡大した。また、それ以外の方策として、さいたま市で２か所、川越市で１か所、保育

送迎ステーションを整備し、既存の保育所の利用を進めている。 

 

児童虐待対策幹 

２ 毎年度、県内の市町村に支援員派遣の照会を行い、希望のあった市町村に対して児童

福祉司経験者を１か月から２か月に１、２回程度派遣し、様々な相談に応じるとともに、

要保護児童対策地域協議会等のケース会議に出席し、窓口対応についての助言などを行

っており、２人から３人に増やした効果で、より丁寧な支援ができるようになったと捉

えている。市町村の相談援助技術の向上や、的確なケース対応につながっている。今後

の更なる増員については、市町村からの希望も踏まえて考えていく。 

３ 心身障害相談の内容について、知的障害、発達障害など、障害のある子供に関する相

談全般で、その多くが知的障害に係る療育手帳の交付手続であり、令和２年度から３年

度にかけては、新型コロナの影響で療育手帳の再判定が１年延期され、令和３年度に再

判定をされ、令和２年度が通常の年より少なく、令和３年度が多くなっており、大幅に

増加となっている。精神科医師の欠員について、児童相談所には児童、保護者への精神

医学的診察や、療育手帳判定などの業務のため、常勤若しくは非常勤の精神科医師の配

置をしており、欠員については、常勤の精神科医師１名の勤務条件に合致する方が見つ

からないことが理由である。改善策としては、常勤以外の非常勤医師を配置しており、

療育手帳の判定業務は主にこの医師が行っており、欠員の解消に向けて医師の募集につ

いて県のホームページに掲載しており、引き続き必要な職員の確保に努めていく。 

 

障害者支援課長 

４ 御指摘の障害者のサービスは、当初、市町村が見込んだサービス量に対して、実際の

利用実績が低かった事業であり、市町村の見込みでサービスの見込みを積み上げていく

ため、利用者が少ないサービスは、見込量と実績のかい離が発生しやすい傾向がある。

例えば、「地域移行支援」は、入所施設や精神科病院から地域移行するための相談に応

じ、「自立生活援助」は、地域移行後の生活を支援するサービスであるが、そもそも施

設や病院から地域へ移行できる対象者がなかなか見つからない実態があり、サービスの

利用実績が伸びないため、見込みに対して実績が低いという結果になっている。県では、

地域移行が可能な障害者や希望をお持ちの方が、地域に移行できる支援を継続していく

ことを考えているため、希望があった際にはサービスの利用に応えられる体制整備に取

り組んでいく。 
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高齢者福祉課長 

５ 平成２７年度から特別養護老人ホームへの入所が原則要介護３以上の方に限定され、

要介護１と２の方は在宅介護が困難など、やむを得ない事情がある場合とされた。令和

３年４月１日時点の要介護１から５までの入所希望者は８，６７９人となっているが、

そのうち要介護３以上は７，７２２人、要介護１と２の方は９５７人となっている。待

機者数を減らす取組として、特別養護老人ホームの整備を計画的に進めている。令和３

年度は３３９床定員が増加しているが、令和４年度も継続事業分として５施設、５９２

床分の拡大を見込んでいる。また、特別養護老人ホームの空床の解消にも努めている。

こうした取組により、引き続き待機者数を減少できるよう努めていく。 

10 重症化リスクの高い利用者と接する機会の多い施設職員のＰＣＲ検査を実施すること

で、感染の早期発見と安心して業務に従事できる環境を整えることが一定程度できたの

ではないかと考えている。特に、無症状の職員の感染を早期に発見することができれば、

その職員を休ませることで施設内の感染拡大を抑えるということもでき、その職員がケ

アに携わった利用者を早期に隔離対応、嘱託医等と連携して速やかに拡大ＰＣＲ検査を

実施することも可能になる。令和４年に入ってからは、感染スピードが速いオミクロン

株が主流となっているが、９月定例会で今後の感染拡大に備えた抗原定性検査キットに

よる職員の頻回検査を実施する補正予算が可決されており、ウイルスの特性等に考慮し

ながら、国の集中的検査の要請を踏まえ、適切に頻回検査を実施していく。 

 

少子政策課長 

６ 修学資金は子が高校や大学等で学ぶための授業料など、就学支度資金は入学金や制服

の購入などに充てる貸付けであり、この二つで貸付金全体の９割を超えていることから、

教育や子育てにお金がかかることが示されていると考える。新型コロナ感染症の影響に

より、所得が減少するなどから貸付けを利用する方は増加傾向にあり、父子世帯につい

ては、父子福祉資金は平成２６年に創設されたもので歴史が浅いということもあり、周

知が行き届いていない部分もあったと思う。寡婦については、母子や父子と違い、所得

制限を理由として利用が少ないと考えているが、それ以上に母子世帯が経済的に厳しい

状況にあると考える。制度利用については、県ホームページやＳＮＳで周知するほか、

リーフレットを作成し、出張相談会に延べ３６日間出向いて配布するなど相談窓口など

で周知を図った。今後とも、必要とする方へ適切に貸付けが行えるようしっかり取り組

んでいく。 

 

障害者福祉推進課長 

７ 相談件数のうち多いものは｢生活・対応方法｣｢訓練｣｢専門外来｣である。「生活・対応

方法」は、本人や家族に対して生活上の注意点などのアドバイスを行い、「訓練」は、

本人の能力や状態に応じて、総合リハビリテーションセンターで実施している生活訓練

や就労移行支援を紹介し、「専門外来」は、本人の状態を確認しながら、必要に応じて、

総合リハビリテーションセンターで実施している「高次脳機能障害外来」に移行してい

るほか、適宜、相談内容に応じたアドバイスや、関係機関の紹介を行っている。 

８ 高次脳機能障害者の就労支援を行う相談機関や、高次脳機能障害者を雇用している企

業を訪問し、支援者向けの相談や、企業担当者向けの相談、本人との面談等を行う「高

次脳機能障害者就労アシスト事業」を実施している。訪問した企業では、担当者から直

接相談を受け、本人とも面談の上、本人への必要な配慮事項、従業員の接し方について
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助言等を行っており、その結果、本人の障害特性に応じた配置転換や業務の見直しにつ

ながるなど、企業担当者や本人の悩みが解消され、就業が継続されている。このように、

企業で適切な支援が受けられるようになること、本人の悩みが解消されることによって、

安心して働ける環境整備がされると考えている。 

９ 高次脳機能障害者の家族会１団体に委託し、県内全域からの電話相談や地域交流会の

開催などを行っており、令和３年度は地域相談会を１６回開催し、２４３件の相談を受

け、電話相談は１８２件受けている。地域相談会においては、例えば「病識のない当事

者に家族がどう関わったらよいか」「診断をしてもらえなくて困っている」「経済的に

困窮している」などの相談が寄せられ、当事者の立場からアドバイスを実施し、関係機

関を紹介するなどの対応を行っている。電話相談については、就労関係、転院先の相談

が多く、中には寂しさから自分の思いを吐き出す、家族が本人に対して困っている現状

を訴える電話がある、と聞いている。当事者やその家族の悩みに、同じ立場・目線で相

談を受けるピアカウンセリング事業は、当事者支援、家族支援として有意義と考えてお

り、引き続き、高次脳機能障害者に寄り添った支援を行っていく。 

 

前原委員 

 ピアカウンセリング事業の委託は、現在、家族会１団体とのことだが、県内には家族会

がほかにもあるため、令和３年度、委託先を広げる検討をしてきたのか。 

 

障害者福祉推進課長 

 家族会の中でも、相談等ができる体制がないと委託が困難であると考えており、現状で

はこの団体に委託している。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１１月２日（水）都市整備部関係） 

 

【説明者】 

村田暁俊都市整備部長、堀井徹都市整備部副部長、関根昌己都市整備部副部長、 

浪江治都市整備政策課長、小島茂都市計画課長、小島孝文市街地整備課長、 

石川修産業基盤対策幹、鈴木水弘公園スタジアム課長、山田暁子建築安全課長、 

中村克住宅課長、松井直行営繕課長、大澤春樹設備課長 

 

【発言】 

蒲生委員 

１ 行政報告書５５３ページ「（３）住宅密集地の改善促進」について、改善計画案の作

成支援を実施するとともに、埼玉県住宅密集地改善連絡会議を開催し、市町村へ情報提

供を行ったとあるが、県として具体的に情報の提供を行うとともに、どのような取組を

住宅密集地の改善のために行ったのか。また、今後どのように取り組んでいくのか。 

２ 行政報告書５６２ページ「ア 多数の者が利用する民間建築物の耐震化促進」につい

て、県が特定行政庁である１２市と連携してどのような取組を行っているのか。また、

令和３年度は、耐震診断３棟、耐震改修工事１棟に対して補助を行ったとあるが、この

数字は妥当といえるのか。特に診断数が３棟というのは少ないと思うが、今後どのよう

な形で進めていくのか。 

 

市街地整備課長 

１ 住宅密集地改善の取組は、全体の進め方としては住宅密集地を特定する、改善計画

を作る、事業を実施するという三段階で行っている。住宅密集地の特定を行っていな

い市町村は、令和３年度当初時点で２１あったため、まずはこれを前に進める支援を

行った。具体的には、住宅密集地の抽出作業などを県で行い、市町村と意見交換を行っ

た。今後の進め方は、現時点で住宅密集地を特定していない市町村は１０となってお

り、これを特定するための支援を行うことと、住宅密集地の特定については一定の成

果が上がってきたため、次の段階である改善計画の策定に向けた支援に取り組んでい

く。 

 

建築安全課長 

２ 県と特定行政庁の連携については、協議会を設けており、そこで働き掛けの手法の

情報交換を行っている。昨年度の診断件数が少ないという件については、民間建築物

であるため、各建築物における事情があり、耐震診断費は一定の自己負担もあること

から資金不足でなかなか進まない状況である。対象がたくさんあるため耐震化の意向

がありそうなところを中心に働き掛けを行い、まずは診断からしっかりと行っていた

だくよう働き掛けていく。 

 

蒲生委員 

密集地の中は被害が広がりやすいのでしっかりと耐震化を進めていかなければいけな

い。令和３年度の結果を踏まえて、今後、どのように取り組んでいく考えなのか。 
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建築安全課長 

建物所有者には、診断費や補助金額がどのくらいであるという資金のシミュレーショ

ンを提示している。現在の補助率は３分の２であり自己負担は３分の１になるが、実際

の資金負担の見える化を図ることで理解を得ていきたい。 

 

阿左美委員 

行政報告書５７２ページ「５ 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進」につい

て、１１市町からプロジェクトに取り組む意向が示され、令和４年１月にプロジェクト

第１弾として公表を行ったとあるが、現在の取組状況や都市整備部の支援状況はどうか。 

 

市街地整備課長 

現在の取組状況の主な事例として、小川町では東小川住宅団地の学校跡地を活用し、

交流施設やカフェ、サテライトオフィスなど地域の拠点整備に向けた取組を進めている。

住宅団地であり用途地域が第一種低層住居専用地域のため、カフェやサテライトオフィ

スが立地できないことから、都市整備部では、これらの立地が可能となるよう、用途地域

の都市計画変更について技術的な助言を行った。また、和光市では、駅前に再開発事業を

これから立ち上げ、インターチェンジ周辺に産業団地を土地区画整理事業で整備し、こ

の拠点間を自動運転で結ぶという取組を行う。都市整備部では、土地区画整理事業の事

業化に向け今年１０月から、市街化区域編入に向けた都市計画の手続を進めている。ま

た、駅前の再開発事業については事業化に向けた助言を行っている。さらに、熊谷市では

籠原駅北口周辺でスマートシティ街区の整備に向けた取組を進めている。地区全体でエ

ネルギー融通などを目指しており、都市整備部では、先進事例であるさいたま市浦和美

園地区の勉強会を企画し、開催した。 

 

阿左美委員 

全ての市町村に働き掛けを行い、１１市町がプロジェクトに参加しているが、残りの

市町村が参加しなかった主な理由は何か。 

 

市街地整備課長 

１１市町は令和３年度に第１弾としてエントリーがあったものであり、今年度も引き

続き残りの市町村に、個別に状況を伺いながら、第２弾、第３弾のエントリ―に向けて働

き掛けを行っている。 

 

石川委員 

１ 行政報告書５４９ページ「さいたま新都心整備事業の推進」について、主にさいたま

スーパーアリーナとけやきひろばの管理運営を行ったとある。新型コロナウイルス感

染症の感染が拡大した中で、令和２年度は大きく落ち込み、令和３年度はＶ字回復し

たが、どのような取組を行ったのか。 

２ 行政報告書５５０ページで、中長期修繕計画に基づき修繕を行ったとあるが、イベ

ントとの間で、どのように計画を立てて行ったのか。 

３ 行政報告書５７３ページ「（２）県有建物の営繕」について営繕工事、設計など５１
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７件のうち、県内業者との契約はどれくらいか。また、令和３年度に不調・不落はどの

程度あったのか。 

 

都市整備政策課長 

１ 令和３年度については、まん延防止等重点措置や緊急事態措置によるイベントの開

催制限はあったが、感染防止対策を徹底した上で、上限人数の範囲内でイベントを開

催することが可能となった。一方で、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない

中での開催となったので、来場者の感染リスクを軽減し、主催者が新しい生活様式に

対応したイベントの開催ができるよう後押しをしていく必要があった。そこで、指定

管理者である株式会社さいたまアリーナでは、独自の感染防止対応ガイドラインを作

成し、主催者が講じるべき感染症防止対策を具体的に示し、安全安心なイベントにな

るよう支援した。また、人数上限に対応した臨時の利用料金を設定し、イベント開催制

限下においても施設を利用しやすくすることにより、既存顧客のつなぎ止めを図った。

主催者のリスクや負担を軽減し､主催者からの相談に丁寧に対応することで確実なイ

ベントの開催につなげ、施設の稼働率の向上に努めた。 

２ 施設修繕の実施に当たっては、イベントへの影響を最小限にし、稼働率の低下を招

かぬよう、指定管理者と打合せを密に行って修繕時期を調整することにより行ってい

る。修繕の時期は、イベント開催の合間や、イベントが少ない２月中旬から３月中旬に

集中し、年間で約３０日確保している。テナントに関係する修繕については、営業に支

障がないよう、基本的には夜間に作業を行うなどとしている。また、令和３年度の修繕

内容については、照明設備のＬＥＤ化、空調換気機器設備の更新、可動機構及びエレベ

ーター等の部品の交換などを実施した。 

 

営繕課長 

３ 営繕工事の発注に当たっては、分離分割発注に努めるとともに、県内業者で実施可

能なものは、可能な限り県内業者へ発注するなど受注機会の確保に努めている。令和

３年度は、工事が３４８件、設計等の業務委託が１６９件、合わせて５１７件となって

いる。県内業者との契約は、工事については、３４８件中３４２件で、県内業者の受注

率は９８．２％であった。また、業務委託については、１６９件中１６４件で、県内業

者の受注率は９７．０％であった。工事の発注において、不調・不落により入札１回で

受注者が決まらないケースは３２件９．２％あったが、最終的に受注者が決まらなか

ったものは１件となっている。業務委託の発注において、不調・不落は４件あったが、

最終的に受注者が決まらなかったものはなかった。 

 

石川委員 

新型コロナウイルス感染症の第６波の影響で、さいたまスーパーアリーナでイベント

が中止されたものがあった場合、その中止されたイベントに対して、何らかの援助や補

助などはあったのか。 

 

都市整備政策課長 

 中止するようなイベントはなかった。 
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権守委員 

１ 行政報告書５６７ページ「住宅・住環境の整備」「（２）県営住宅の管理」のうち「カ

 県営住宅の集会所を活用した子供の居場所づくり」について、新座野火止南団地の

集会所を活用して子供の居場所づくりを実施したとあるが、令和３年度はどのような

ことを何回ぐらい実施したのか。また、集会所を活用して実施したことによる成果と

課題は何か。今後、集会所の活用について県内の他の団地でどのように生かすのか。 

２ 行政報告書５６９ページ「（１０）単身高齢者モデル住宅の整備」について、施設の

老朽化や入居者の高齢化などの課題が生じている上尾シラコバト住宅で、高齢者が生

き生きと暮らせる単身高齢者モデル住宅の整備に着手するとともに、入居ルールの策

定等を目的に自治会等と意見交換会等を開催したとある。単身高齢者モデル住宅の整

備はこれまでの課題を具体的にどのように反映したのか。整備予定数は１５戸でよい

か。今回整備したことによる成果と課題は何か。それを今後どのように活用していく

のか。入居ルールの策定等、自治会等、意見交換会等と等が続いているが、それぞれ何

を示すのか。入居ルールはどういったものを策定しているのか。入居ルールは上尾シ

ラコバト住宅でどのように活用するのか。意見交換会での主な意見はどうだったのか。 

 

住宅課長 

１ 新座野火止南住宅では、新座市内にあるＮＰＯ法人が子供の居場所づくり事業を行

っている。令和３年度は月に１回、土曜日に食事の提供、遊び場の提供などを開催し

た。１回当たり約１０人の子供が利用した。２点目の成果と課題だが、コロナ禍で人

の交流機会が制限されるという環境の中で、子供たちの交流の場を設けられたことが

成果である。しかし、このような交流の場を設けられる団体が限られており、ほかの

県営住宅において運営事業者の参入がなかったことが課題である。今後、どのように

生かすのかについては、新座野火止南住宅の例で、感染症対策を徹底した場合、子供

の居場所づくり事業を展開していくことが可能であると確認された。ほかの県営住宅

においても開催できるよう、県営住宅を管理する住宅供給公社と共に連携し、支援し

ていく。 

２ 上尾シラコバト住宅は、アンケート結果によると高齢者世帯の割合が非常に高い状

況にあった。このような高齢化が進む状況を踏まえて、特別県営住宅の上尾シラコバ

ト住宅の建替えにおいて、令和２年度当初予算で公営住宅として単身高齢者モデル住

宅１５戸の整備予算を計上した。この住宅は、高齢者同士が交流することでお互いに

元気に暮らし合える住宅ということがコンセプトで、具体的には２５平方メートルと

若干狭めの住宅であり、入居者の皆さんが団らんや食事ができるリビングなど共用ス

ペースや農園を設けた。第１期事業として整備する公営住宅５０戸のうちモデル住宅

１５戸としている。現在モデル住宅の整備を進めており、来年春に入居できるスケジ

ュールとなっている。入居する次年度以降、入居者との意見交換等を通じて、成果や課

題等を検証していく。今後の活用については、検証結果等を踏まえて考えていく。等に

ついては、入居ルールの策定等では住みやすい環境の整備とはどうあるべきかや入居

ルールの策定を、自治会等では自治会やモデル住宅に興味を持つ方や入居希望者を、

意見交換会等では令和４年３月に意見交換会を実施するほか、コロナの影響もあり資

料配布を行ったことを示している。入居ルールには共用リビングや農園の利用時間や、

清掃や施錠等の日常の管理に関することなどを定めることとした。入居ルールは上尾
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シラコバト住宅全体ではなく、モデル住宅１５戸に適用するものである。意見交換会

では共用リビングの利用時間を８時から２０時にすることや、清掃回数を週２回とす

ることなどの意見があり、ルール案に反映している。 

 

八子委員 

１ 行政報告書５６１ページの応急危険度判定士登録者数について、令和３年度に４１

３人と大きく減少しているが、その要因は何か。 

２ 行政報告書５６６ページ「エ 県営住宅の高額所得者対策」について、居住中に所得

が増えて基準を超えたということか。また、明渡し請求をしてどれだけ明渡しを受け

たのか、また、明渡してもらえていない件数は幾つか。 

３ 資料１３の１７ページ「県営住宅の空室率」について、全体では１７．９％と年々高

くなっているが、原因をどう分析しているのか。空室率を低くするために、令和３年度

はどのような取組を行ったのか。また、県北部の空室率が高く、逆に南部は倍率が高い

傾向にあるが、昨年度の委員会の答弁で、ギャップが生じないように取り組んでいく

とあった。ギャップの解消に向けて令和３年度にどのような取組があったのか。 

４ 行政報告書５６７ページ「県営住宅の敷地等の有効活用」について、令和３年度の実

績として、浦和高層団地及び大宮砂団地の事例が報告されており、良い取組なので積

極的に行うべきだ。建替えのタイミングで生じた土地の有効活用ということだが、ほ

かの団地でも有効活用する余地はあるのか。 

 

建築安全課長 

１ 応急危険度判定士は更新を５年に１度行っており、令和３年度は１，６５２人が更

新手続を行った。７１歳以上の高齢者４９３人に対しては継続をしていただけるかの

意向確認を行っており、健康上の理由や亡くなった等の理由から１６５人の辞退があ

った。そのほか様々な理由から更新いただけない方も多くこのような結果となった。 

 

住宅課長 

２ 高額所得者については公営住宅法第２９条等に規定されており、５年以上引き続き

県営住宅に入居して、収入が直近２年間連続して基準額を超えた者とされている。令

和３年度の本県での高額所得者の認定件数は５３件であり、退去指導等によって令和

３年度中に１７件まで減少している。明渡し指導の状況については、高額所得者５３

人中、退去済み、高額所得者の認定から外れた者など計４６人おり、現在明渡してもら

えていない件数は７人である。この７人については明渡し請求中又は指導中となって

いる。 

３ 県営住宅については、将来を見据えて、県営住宅の入居状況、これから２０４０年に

向けた世帯の動向、所得の状況など地域ごとに詳細に分析して、ニーズに応じて県営

住宅を提供できるよう再編整備を検討している。入居率向上に向けた取組については、

県営住宅の申込みは紙での申請となっているが、制度が複雑なため、手続が難しいと

認識している。このため、誰もが簡単に申込みが可能となるよう、例えばスマートフォ

ンでの入居申込みが可能となるよう、電子化に取り組んでおり、今年度システムの開

発まで行う予定となっている。また、単身世帯向けの住宅が非常に人気があり、令和３

年１月募集から「３人用住戸」を「２人用住戸」とするなど募集拡大を図っている。南
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北ギャップの課題の解消について、県南地域では入居率が高い状況にあるため、老朽

化した川口飯塚住宅の建替えについて、令和４年度当初予算に計上するなどの取組を

進めている。 

４ 団地再生事業については現在まで３団地で実施した。この団地再生事業については、

建替えによって一定規模の土地が生み出されるほか、地域のニーズであるとか地域貢

献サービスを導入する運営事業者の意向を的確に把握する必要がある。県営住宅での

地域貢献サービスの導入については、重要な視点である。今後の県営住宅の建替えな

どに際しても、サービス導入など、検討を進めていく。 

 

八子委員 

１ 応急危険度判定士登録が減った主な要因は高齢化であると理解したが、若い対象者

に対して判定士になってもらうための働き掛けは何を行ったのか。 

２ 県営住宅の南北ギャップについて、南部は川口市の事例があるが、北部はどのよう

な取組を行ったのか。 

３ 敷地の有効活用については、建替えのタイミングでないと有効活用していくのは難

しいのか。 

 

建築安全課長 

１ 現在判定士の平均年齢が５５歳と高齢化しており、若手の判定士の確保が課題とな

っている。応急危険度判定士は一級建築士など一定の資格者に登録してもらうもので

あることから、建築士会や事務所協会などの関係団体に対し、所属する建築士で未登

録者に講習を受け登録してもらうよう働き掛けを行っている。また、今年度からはよ

り多くの者に判定士になってもらうため、登録対象に一級建築施工管理技士を追加し

た。このように裾野を広げることでしっかりと判定活動ができるよう努めていく。 

 

住宅課長 

２ 県北では、県北地域に多い３ＤＫなど世帯向けの住宅を単身向けに募集をかける取

組や、耐用年数を迎える団地について用途廃止を含めた検討を併せて進めている。 

３ 現在、団地再生事業として実施している３団地については、比較的敷地面積の大き

な事業となっている。そういったものについては、建替え等のタイミングが最適であ

る。それ以外の敷地の有効活用という観点で、例えばコインパーキングの導入など、検

討を進めている。 

 

小川委員 

１ 行政報告書５４６ページ「計画的な都市づくりの推進」について、都市計画施設の区

域では将来の事業が円滑に実施できるよう建築規制が課されているが、見直しはどのよ

うな考え方で進められたのか。見直しの取組実績は何か。都市計画道路の見直しの概要

は何か。また、関係者への影響がかなりある場合、それをどのように捉えているのか。 

２ 行政報告書５５１ページ土地区画整理事業について、組合施行３地区、公共団体施行

６地区に補助しているが、県内の土地区画整理事業の現状と課題は何か。 

３ 行政報告書５６１ページ応急危険度判定士６，４６０人という登録者数について、県

が把握している範囲でよいが、実際にはどの程度の人数が活動するのか。また模擬訓練

を１回実施し、参加者が２４人であったと報告されているが、本来どのくらいの参加者
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数を見込んでいたのか。 

４ 行政報告書５６３ページ「緊急輸送道路閉塞建築物の耐震化促進」について、災害時

に倒壊等により緊急輸送道路を塞ぐおそれのある建築物は幾つあるのか。 

 

都市計画課長 

１ 都市計画道路は、都市の骨格を形成する重要な都市施設であり、円滑な都市活動を支

え、都市の利便性の向上と良好な都市環境を確保するために、広域的及び長期的な視点

に立って定められている。一方で、人口減少や超高齢社会などの社会状況の変化に伴い、

まちづくりの将来像にも変化が生じてきていることから、交通需要の変化や厳しい財政

状況などを踏まえ、適切な都市計画道路となるように見直しを進めている。実績につい

ては、これまでに２回の見直しを実施している。平成１６年度からの第１回の見直しで

は、未整備の区間を有する路線を対象に、主に路線の廃止を中心に５６路線約５６キロ

メートルの見直しを実施した。平成２５年度からの第２回の見直しでは、全ての未整備、

整備中路線を対象に、ルートの変更や幅員の変更など２０路線約２７キロメートルの見

直しを実施した。見直しの概要について、令和２年度からの第３回の見直しについては、

将来の都市像を見据えた見直しを図るため、全ての路線を対象に見直すべき路線の検証

を行った。令和３年度は未整備・事業中路線２２路線約４１キロメートルを見直し路線

として選定し公表するとともに、関係機関協議や地元調整が完了した２路線について都

市計画の変更を実施した。関係者への影響については、路線の選定や見直しの方向性の

決定の際には、地元の市町と連携し検討している。見直しの過程において県民などにも

適時適切に情報提供を行うとともに、丁寧に合意形成に努めている。見直しの内容によ

っては、新たな関係権利者が発生する場合もあり、関係者への影響は少なからずあった

が、見直しによって、事業費のコスト縮減が図れたり、建築制限等の地権者への負担を

低減させることができた。 

 

市街地整備課長 

２ 県内では令和３年度末時点で、さいたま市を除き７３地区で土地区画整理事業を施行

中である。課題としては、事業が長期化していることである。施行中の７３地区のうち

約６割に当たる４２地区が事業着手後２５年以上経過していることが課題となってい

る。 

 

建築安全課長 

３ 実際に大地震が発生したときに６，４６０人のうち活動していただける人数は、熊本

地震や新潟中越地震の際の判定活動の状況を勘案し、１５％程度の人数であると想定し

ている。模擬訓練について、参加者数は４４人を見込んでいた。 

４ 県が所管しているエリアについては、全体数が４８棟、そのうち未耐震の建築物が１

７棟である。県全体では全体数が２９１棟、そのうち未耐震の建築物が１５８棟となっ

ている。 

 

小川委員 

１ 市町村のまちづくりの方針も変化してくるものであると思う。県の考え方と市町村の

方針とのマッチングはどのように行っているのか。 

２ 模擬訓練の参加者を４４人と見込んでいたところ、２４人の参加者であったというこ

とで、いざというときには判定士には最新の知識が必要であると考えられるが、もう少
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し多くの人に参加してもらうための今後の対策と分析はどうか。 

 

都市計画課長 

１ 見直し路線の選定については、市町及び道路事業関係者と連携を密に図って地域の実

情を踏まえた対応に努めている。説明会を通じて、丁寧に地元の合意形成を図っていく。 

 

建築安全課長 

２ 模擬訓練では、解体予定の建物を実際に重機で傾けて地震被害を受けた建物をつくり、

判定活動の訓練を行っている。解体前の建物をどれだけ提供してもらえるかが訓練にど

れだけ参加するかのポイントにもなっている。このため、今後は動画などを取り入れ、

できるだけ多くの人に実務を分かってもらう取組ができればいいと考えている。実際は、

建築物の傾きは微妙で近付かないと分からないという側面もあるので、動画で効果の高

い講習ができるかということも考えながら、多くの人が実習できるように検討していく。 

 

杉田委員 

１ 資料１１「都市公園について」の「②一人当たり公園等面積」について、全国平均１

０．７平方メートルに対し、埼玉県は７．１平方メートルとなっている。この数字につ

いて県としてどのように捉えているか。 

２ 行政報告書５５４ページ「（４）公園の整備」について、県営公園の整備はどのよう

な方針で進めてきているのか。また、開園のめどがたっている公園はどこで、いつ頃の

開園なのか。 

３ 行政報告書５５５ページ「（５）公園の管理」について、有料施設の利用者数や稼働

率が示されているが、令和３年度はどのような傾向か。特に、新型コロナウイルス感染

症に伴う影響はどのような状況だったのか。 

 

公園スタジアム課長 

１ 公園は、都市環境の改善やレクリエーションの場を提供し、都市生活に潤いと安らぎ

をもたらす。あわせて、災害時は避難場所や救援活動の拠点として使われる施設である。

全国平均１０．７平方メートルに向けて、県としても引き続き拡張整備を行って、１人

当たりの敷地面積の標準１０平方メートルを満たすように努力していく。 

２ 県営公園の整備については、基本的な考え方としておおむね３０分で到着できる範囲

に公園を配置するという考え方で計画している。近年では、特に県東部地域で１人当た

りの公園面積がほかに比べて低いことから、権現堂公園、さきたま古墳公園、春日部夢

の森公園３公園で重点的に整備を進めている。権現堂公園については、花見による駐車

対策として一部を先行して開設した。その後拡張整備を進め、令和４年１０月１６日に

２号公園が開設して、これをもって権現堂公園全体３４．８ヘクタールが開設した。さ

きたま古墳公園については、令和元年度にサンクチュアルゾーン２ヘクタールが開設し

た。現在はＡ３区域、Ａ４区域で８．６ヘクタールの整備を進めている。春日部夢の森

公園については、令和３年１０月に南側の開設を行った。北側の整備も令和５年３月の

開設に向けて、準備を進めている。 

３ 令和３年度都市整備部所管の県営公園の有料公園施設の利用者数は、２５９万５，９

０８人であり、令和２年度の１７０万１，３０４人と比べると約９００，０００人増加

している。コロナ禍前は約５００万人だったことを考えると、令和３年度は半分程度回

復した。具体的なコロナの影響については、令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大
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防止のため、施設の休止や、大規模試合の人数制限、営業時間の短縮等を実施した。令

和３年度は夏季プールを除いて施設の休止等を実施しなかったため、有料施設の利用者

数は令和２年度と比べて５０％程度回復した。なお、令和３年度は夏季プールについて

は新型コロナウイルス感染拡大防止のため営業を休止した。 

 

杉田委員 

令和元年に民間企業９社に対してサウンディング調査を行ったと聞いているが、そのう

ち令和３年度にＰａｒｋ－ＰＦＩなど新たな公園整備と管理手法に向けて具体的にどのよ

うに検討を進めてきたのか。 

 

公園スタジアム課長 

民間企業９社にサウンディング調査を行った中で、特に駅に近い公園や市街地の中の公

園であれば、民間企業の進出が可能というヒアリング結果となっている。ただ、今現在、

Ｐａｒｋ－ＰＦＩは県営公園では実現していない。Ｐａｒｋ－ＰＦＩという手法を使わな

くても、例えば熊谷スポーツ文化公園内については、ラグビーチームの埼玉パナソニック

ワイルドナイツが誘致されたこともあり、さくらオーバルフォートという選手のトレーニ

ング場やカフェ、宿泊施設が公園内に設置された。いろいろな手法を研究しながら民間企

業と連携して公園整備の質をもっと高めるようなことを引き続き検討していく。 

 

金野委員 

行政報告書５５５ページ「（５）公園の管理」の戸田公園の稼働率について伺う。集会

室が８．２％、漕艇場が１５％となっている。令和４年９月定例会一般質問でも取り上げ

たが、戸田公園はオリンピックの会場にもなり、ボートの聖地と言われている。しかし、

所在地も分かりにくく、駅からのアクセスもよくない。市民の中でも県営公園と認識して

いる人や行ったことがある人も少なく、広く市民、県民に開かれた公園とは言い難い。低

い稼働率は新型コロナウイルス感染症によるものか、直近の稼働率を伺うとともに、ボー

トの魅力が伝わり、市民、県民に広く開かれた公園となるよう改善した点は何か。 

 

公園スタジアム課長 

戸田公園にある集会室と漕艇場については、令和３年度の稼働率は集会室が８．２％、

漕艇場が１５％、その前の年は集会室が７．４％、漕艇場は１０．３％だった。新型コロ

ナウイルス感染症流行前の令和元年度は集会室が１４．２％、漕艇場は２５．１％で、新

型コロナウイルス感染症の影響もあり、稼働率が低下している。主な一因としては、令和

２年度については４月から６月にかけて緊急事態宣言を受けて、集会室の使用を休止して

おり、利用者も利用を控え、コロナ禍では低下した。ただ、集会場については、ボート利

用者の憩いになる場や交流の場として活用できるよう、今後、検討していく。９月定例会

の一般質問でもあった案内等の改善点について、戸田公園のホームページのトップページ

にボートの写真を表示したり、駅から公園まで分かりやすい案内図を掲載して、ボートの

まち戸田が普及していくようにできることを行っていく。 

 

金野委員 

新型コロナウイルス感染症の影響もあったということだが、新型コロナウイルス感染症

の流行前でも集会室が１４．２％、漕艇場は２５．１％と、ほかの県営公園と比較しても

利用率が低いのではないかと受け止めている。なぜ漕艇場や集会室の利用率が低いのか。 



- 10 - 

 

公園スタジアム課長 

原因については確認する必要があると考えるが、戸田公園のボートの利用については戸

田市と連携したイベントを増やすことで、集会場や漕艇場の利用者を増やすような試みが

必要と思われるので、現在の実情を戸田市と意見交換しながらできる方策を検討していく。 

 

前原委員 

１ 行政報告書５４６ページについて、都市計画道路は計画から整備に長い時間がかかる

ものも多く、静かなところだと思っていたのに、整備されると地域が分断されてしまう

という意見をよく聞く。都市計画道路の見直しは地元への影響が大きいため、丁寧に説

明し合意形成を図りながら行っていくという説明であったが、令和３年度の都市計画道

路の見直しの中で、地域を分断するような都市計画道路の見直しを行ったのか。 

２ 行政報告書５５５ページ「（５）公園の管理」について、老朽化した遊具についての

修繕状況、修繕計画についてどうなっているのか。また、既存の遊具の老朽化に伴い、

更新時にインクルーシブ遊具を設置する考え方があるが令和３年度の実績はどうだっ

たのか。 

３ 「有料施設の利用者数及び稼働率」の野外ステージについて、所沢航空記念公園は稼

働率が８．４％、利用者数は４，１６１人、秩父ミューズパークは稼働率が１０．３％、

利用者数が８，０９１人となっている。施設の老朽化など利用しやすい施設の要望など

を把握しているのか、令和２年度と比べてどうなのか。 

４ 行政報告書５６４ページ「アスベスト対策の推進」として、民間建築物のアスベスト

対策を推進するため、含有調査１棟に対して補助を行ったとあるが、この補助の内容は

どのようなものか。また、資料１７で調査対象の建築物の数が１１，９６５棟、調査報

告のあった建築物の数が１１，６４６棟、露出してアスベストの吹付けがある建築物の

数が６２３棟、このうち対応済みが５１２棟、対応予定が１２棟、指導中が９９棟とな

っている。調査対象の数から調査報告の数を引くと３１９棟調査されていないというこ

とになるが、これについての対応はどうなのか。露出してアスベストの吹付がある建物

への指導中が９９棟とあるが、令和３年度にどういう指導が行われ、何が原因で進まな

かったのか。 

５ 資料２１「住宅密集市街地の防災対策の取組について」、その事業内容、埼玉県住宅

密集地改善連絡会議の要望があった５市町それぞれの会議の状況、参加人数や参加者の

年代、職種、出された意見はどのようなものか。予算に対し、半分弱の執行であるが、

なぜこのような結果となったのか。 

６ 資料２３「空き家対策について」について、対策計画の策定状況では令和３年度が４

件、累計が４５件であるが、この状況と効果はどうなのか。 

 

都市計画課長 

１ 令和３年度の都市計画道路の見直しをした２路線については、一部区間廃止や交差点

線形の変更というもので、地域を分断するようなものではない。過去の見直しについて

は、１回目の見直しでは路線の廃止を中心に行い、２回目についても廃止や構造の変更

等を行ったもので、地域を分断するというものはない。 

 

公園スタジアム課長 

２ 遊具の修繕計画の考え方は、それぞれ施設の健全度を調査して劣化状況を把握して、
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順次劣化が進んでいる施設から更新を行っている。安全点検については毎年行っている。

インクルーシブ遊具は、障害のある子もない子も遊ぶことができ、誰もが同じ場所で楽

しむことができる空間を打ち出すなど近年ニーズが高まっている。令和３年度の整備状

況は、遊具の更新に合わせて、秩父ミューズパークの展望ちびっこ広場にインクルーシ

ブ遊具を設置した。令和４年度については、熊谷スポーツ文化公園に設置している。 

３ 野外ステージは所沢航空記念公園と秩父ミューズパークに設置されていて、所沢航空

記念公園の稼働率は令和３年度は８．４％、令和２年度は８．８％、秩父ミューズパー

クは令和３年度は１０．３％、令和２年度は７％だった。野外ステージについては、両

公園とも主にダンスイベントや音楽のライブ、集会などで広く利用されている。また、

子供たちが遠足などで来園した際、昼食の会場として無料で開放しているといった活用

も進めている。施設の修繕については、利用者から直接、要望は受けていないが、遊具

と同様、健全度調査を行い、長寿命化計画を作成し、適切に維持管理を行っている。 

 

建築安全課長 

４ 令和３年度の補助の内容は坂戸市内のホテルで、調査対象は天井裏の鉄骨部分であっ

たが、含有なしという調査結果だった。調査にかかった費用は２８６，０００円であり、

そのうち補助額の上限である２５０，０００円の補助を行っている。上限以内であれば

補助率は１０分の１０である。３１９棟は調査をされていないのではなく報告を受けて

いない棟数で、調査の有無は不明である。令和３年度の指導方法は、コロナのため直接

会うことが難しかった事情があったため、郵送と電話により調査や工事の依頼、進捗の

確認を行った。対策が進まなかった原因の主な理由は、資金不足や工事中の使用制限が

あると分析している。 

６ 令和３年度は、本庄市、久喜市、三芳町、川島町の４市町が対策計画を策定した。対

策計画を策定することで、計画期間、対策の取組、取組の優先順位、庁内の連携体制な

どが明記されるため、より計画的かつ効果的に空き家対策に取り組むことができる。 

 

市街地整備課長 

５ この連絡会議は県内全市町村を対象としたものである。令和３年度に３回実施し、参

加人数は延べ１１５名で、主に市町村の都市部局の実際に業務計画を作成する担当者を

対象とした。会議の内容は、県の技術支援の募集や、既に改善計画を策定したさいたま

市の事例紹介、計画策定の際の課題について意見交換を行った。出された意見は、市町

村では職員数が少ないため、改善計画づくりまで手が回らないという声をもらっている。

予算の執行については、この予算は主に旅費で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

により、全国会議が書面会議となったり、市町村との会議がＷｅｂなどを利用して行っ

たことで執行が少なかった。総括としては、取組の第一段階目にまだ残り１０市町村あ

るが、一定程度進んできており、次の第二段階に軸足を移して充実させていく。 

 

前原委員 

１ インクルーシブ遊具を令和３年度に設置した際に計画はなかったのか。また、今後、

インクルーシブ遊具の設置を推進させていく上での方向性について検討しているのか。 

２ 野外ステージについて利用者から直接、声を受けていないとのことだったが、利用者

からの声を受け止める場所、アンケートなどはしていないのか。 

３ 会議は住民参加ではなくて、庁内の調整会議や意見交換ということであるが、住民の

意見の吸い上げ等はどのように行っているのか。 
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公園スタジアム課長 

１ 令和３年度は秩父ミューズパークに設置した。計画の考え方として、遊具が老朽化し

て更新した時期に合わせて必要に応じてインクルーシブ遊具の導入を図っていく。 

２ 野外ステージに限らず県営公園については、投書するような箱、あるいはインターネ

ットの中で要望や意見を聞く窓口やチャンネルを作っており、今のところ野外ステージ

の修繕に関する要望は確認できていない。それ以外の要望については、いろいろな要望

を受けており、利用者の利用が高まるようなものであれば、公園管理者として積極的に

導入していく。 

 

市街地整備課長 

３ 二段階目の改善計画の策定は、実際に特定した地区での計画策定を行うものであり、

ハード・ソフト両面で施策を検討していくこととなる。特にソフト施策については、住

民と協力しないと実効性が上がらないため、計画づくりに当たっては住民の意見を聞き

ながら策定する、ということを市町村と連携して進めていく。 

 

前原委員 

遊具の点検は年１回ということだが、それで点検は十分か。 

 

公園スタジアム課長 

遊具の点検については国で指針も示されており、点検は年１回である。ただし、利用者

からの不具合に関する情報が入れば点検を行って必要な修繕を行っている。 

 

辻委員 

１ 行政報告の５６５ページ、「県営住宅の整備」について、平成２９年度から令和３年

度の間に１０戸が増えているが、この総戸数をどの程度まで増やしていくのか。また、

適正な戸数についての考えはあるのか。 

２ 県営住宅の管理代行等について、高齢の親と子供が住んでいて、親が亡くなってその

子供が入居要件を喪失するというようなケースが起きている。中には訴訟となって県議

会の議案になっているものもある。このような問題は多いような気がするが、令和３年

度に何件くらいあったのか。 

 

住宅課長 

１ 平成２９年１６８戸から令和３年１７８戸と１０戸増えているが、こちらは過去５年

の建替えに着手した件数である。適正戸数の考え方については、県では今後、人口、世

帯数とも減少に転じると推計されている。また、県営住宅の現状として、入居率が年々

低下しているという状況がある。このような状況に加えて、将来を見据え、県営住宅の

入居状況、所得の状況、世帯構成の変化など、地域ごとに詳細に分析をして、ニーズに

応じた県営住宅の再編整備を検討している。この再編整備の検討の中で、県営住宅の必

要戸数についても整理していく。 

２ 県営住宅で名義人である親が亡くなった場合、地位を承継できる子供については、６

０歳以上又は一定の障害を持つ者に限定をされている。令和３年度に、地位が承継でき

ない子のうち、退去しなかったものは８件である。 
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辻委員 

１ 人口減少や空室率を勘案して、将来的には県営住宅を減らしていくという考えなのか。

日本は公営住宅の戸数が諸外国、先進国と比べ少ない。また、社会状況も変化していく

中で、単純に入居率が減少しているから戸数を減らすという考えではない方がよいと思

うが、戸数の考え方については、減少していくという方向で検討を進めているのか。 

２ 障害や６０歳以上の高齢に該当しない方でも、所得が低い、引きこもり状態である又

は親の介護で就労状態にないなど転居が難しいケースもあり、福祉部局との綿密な連携

が必要ではないかと思っている。住宅供給公社は半官半民なので、その辺りの連携がで

きているのかどうか気になるが、福祉部局との連携はできているのか。 

 

住宅課長 

１ 県営住宅については真に必要なニーズをしっかり捉えることが必要と考えている。ま

ずは各地域の実情、県営住宅のニーズについて、現状をしっかり把握をすることで今年

度検討を進めている。その上で、住宅困窮者に対するセーフティネットの確保、例えば

低廉な家賃のＵＲ賃貸住宅であるとか、セーフティネット法に基づくセーフティネット

住宅など、セーフティネットとしての役割が果たせる住宅がどの程度あるのか、それら

を総合的に勘案しながら必要な県営住宅戸数について令和４年度中に取りまとめる。 

２ 県営住宅では高齢者や障害者など専用の募集枠も設けており、福祉的な配慮が必要な

世帯がある。住宅供給公社では、市町村の福祉部局と積極的かつ綿密に連携しており、

例えば、住民から福祉分野に関する相談を受けた際には相談窓口を紹介するとか、実際

に相談窓口に同行するなど入居者に寄り添った対応をしている。また、生活保護受給世

帯についても、福祉部局との連携を図りながら、そのような人へのサポートなどに努め

ている。 

 

横川委員 

行政報告書５６５ページ「住宅・住環境整備」について、県営住宅の防犯カメラの設置

について県としてどのような考えを持っているのか。平成８年以降は３階以上の住棟にエ

レベーターを設置しているとのことだが、民間でもエレベーター内での事件・事故も発生

している状況やセキュリティ上の問題等、良好な住環境整備という点で、防犯カメラの設

置について県としての方針はどうか。 

 

住宅課長 

防犯カメラの設置については、自治会からの要望を受け、設置を許可している。自治会

に防犯カメラの必要な箇所などの計画を立ててもらい、県に許可申請を出してもらうとい

う形になっている。なお、許可に当たって建物を使用する際の使用料については、免除と

している。防犯カメラの設置の必要については、一義的には自治会が判断し、自治会の負

担によって整備している。 

 

横川委員 

新たに住宅を建てる場合に設置をするかどうかの方針についてはどうか。 

 

住宅課長 

防犯カメラについては、映像を撮影するといったことから、プライバシーの部分も考慮

する必要があり、現時点では県営住宅の建替えの際には防犯カメラを設置するという基準
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にはしていない。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１１月２日（水）産業労働部（含 労働委員会）関係） 

 

【説明者】 

板東博之産業労働部長、山野隆子雇用労働局長、野尻一敏産業労働部副部長、 

竹内康樹産業労働政策課長、髙𣘺利維経済対策幹、 

小貝喜海雄商業・サービス産業支援課長、 

神野真邦産業支援課長、荏原美恵先端産業課長、村井秀成次世代産業幹、 

秋山純企業立地課長、横内治金融課長、島田守観光課長、田口修雇用労働課長、 

安部里佳人材活躍支援課長、佐々木亨多様な働き方推進課長、植竹眞生産業人材育成課長 

 

新里英男労働委員会事務局長、伊島順子労働委員会事務局副事務局長兼審査調整課長 

 

【発言】 

阿左美委員 

１ 行政報告書４１３ページの「エ 若年者向け職業訓練の実施」について、就職率が９

９．３％及び１００％と成果があるように見えるが、その後の就職定着率はどのような

状況か。また、就職後のフォローは行っているのか。 

２ 行政報告書４１８ページの「ウ シルバー人材センターに対する支援」について、シ

ルバー世代の社会との関わりは重要と考えているが、シルバー会員の新たな派遣先の開

拓支援について、具体的にどう取り組んでいるのか。 

３ 行政報告書４２５ページの「ア 先端産業への参入支援」について、技術開発やマッ

チングなどの説明があったが、先端産業への参入支援については、デジタルやＡＩ・Ｉ

ｏＴへの支援が主な取組になっているようだ。具体的にはどのような成果が出ているの

か。 

４ 令和３年２月定例会中の予算特別委員会における附帯決議で、先端産業への参入支援

については、これまで手の届かなかった小規模事業者にも支援の輪を広げるなど、行政

にしかできない支援策として発展的なことを再考すること、という趣旨で附帯決議を付

したと考えているが、具体的にどのような支援策を講じたのか。 

５ 行政報告書４３９ページの「ア 創業・ベンチャー支援センター埼玉による支援」に

ついて、開業の相談件数３，８１６件、創業件数３００件とかなり成果が上がっている

ように思えるが、これに関し、新たな雇用はどのくらい発生したのか。また、どのよう

な方々がこの事業を受けて開業に至ったのか。 

６ 行政報告書４５２ページの「オ 技能五輪全国大会への選手派遣」について、参加を

促したとあるが、ものづくりの国として、このような取組は大切である。参加を促すた

めにどのような取組をしたのか。 

 

産業人材育成課長 

１ 職業訓練が終わって３年が経過した後の修了者へのアンケート調査を実施している。

この調査結果の中で「現在も働いている」と回答した職業訓練生が２年コースで９４．

７％、１年コースで９０％と非常に高い割合で、全体でも約９割の定着率となっており、

職業訓練としては高い定着率であると考えている。また、就職後のフォローは、職業訓

練指導員と訓練生の間が学校の教員と生徒の間柄に近いものであることから、就職後も
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連絡を取り合いながら訓練生の生活や就業状況を支えている。このようなフォローが定

着率の向上に貢献していると考えている。 

６ 技能五輪への参加を促すため、ハローワーク、工業高校も含めて大会への参加の案内

を送付し、若手の技能者や生徒の方々に参加の周知を行った。また、大会に参加される

ときの宿泊費、交通費について助成がある旨を明記することで経済面を気にすることな

く参加できるように配慮している。技能五輪は、若手技能者が自らの技能を披露できる

数少ない場であり、技能競技を通して技能向上を図ることができる大会である。今後も

積極的にものづくり人材の育成に努めていく。 

 

人材活躍支援課長 

２ シルバー人材センターの職員などが企業やスーパーマーケットなどに訪問や電話を行

っている。また、企業向けのセミナーの開催や活用事例の冊子の配布、商工団体の会議

での説明などを通じて、企業などに派遣事業を理解していただき派遣先の拡大につなげ

ている。 

 

先端産業課長 

３ 先端産業に対する支援について、令和３年度は主に開発の補助やセミナーによる研修

などを実施してきた。まず、デジタル技術を活用した製品開発の補助については、デジ

タル化により生産性の向上が図られるシステム開発など７件を採択し支援を行った。そ

の成果の一例として、例えば飲料水などを生産するラインに混入した金属などの異物を

ＡＩ・ＩｏＴ技術により検知・除去するシステムの開発については、県内大学の技術支

援を受け、検知能力の向上が図られた。その結果、飲料水や化粧品メーカーなど大手の

メーカーの生産設備への導入に向けた調整が具体的に進んでいる。また、セミナーや研

修としては、ＡＩ・ＩｏＴ活用を目指す企業の技術者の育成に取り組んでおり、製造業

を中心とした現場技術者を対象として、ＡＩやＩｏＴシステムの導入に必要な知識と技

術などを習得するコースを実施し、デジタル技術の導入に向けた支援を行った。その成

果として、受講した企業の中には、監視システムを作るなど実際にデジタル技術の導入

を行っているところもある。 

４ 先端的な技術や製品の開発は、資金や技術の面で小規模事業者にとってハードルが高

いものになっているので、まずはその垣根を低くするためにセミナーや情報提供を行っ

てきた。例えば令和３年度は、小規模事業者をはじめ幅広い企業の先端産業への参入を

促すために、技術マッチングや資金獲得のためのセミナーなどを実施した。更に令和４

年度は、開発支援補助金の補助率を小規模事業者に対して引き上げた。また、交付決定

した事業者に対し、埼玉県産業技術総合センターや公益財団法人埼玉県産業振興公社の

コーディネーターによる伴走支援を行い、きめ細やかなフォローアップを行っている。 

 

産業支援課長 

５ 創業３００件に対して、創業時に雇用していた人数は３６人である。これは、創業し

たてということでまだ１人というところが多いためである。創業・ベンチャー支援セン

ターは平成１６年にオープンした。昨年度追跡調査を実施したところ、売上１億円以上

の企業が６７社あった。そのうち１００人以上雇用するに至った会社が５社あった。今

後も引き続きこのように会社が拡大していくように支援していきたい。また、創業した

際の形態は、法人が５３％、個人事業主での創業が４７％である。業種では、一番多い

のがサービス業で約７割を占めており、続いて小売・卸が約２割となっている 
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阿左美委員 

１ シルバー人材センターに対する支援について、会員は高齢者なのでけがや事故など安

全面での配慮が必要になると思うが、安全対策はどのように実施しているのか。 

２ 先端産業への参入支援について、大手からも引き合いがあったとのことだが、異物の

混入を検出する技術の開発などに対し、大手や他社、他の業界からから引き合いがあり、

そういった技術が活用されるきっかけになったなど具体的に把握しているのか。 

３ 令和３年２月定例会中の予算特別委員会における附帯決議に関する部分について、セ

ミナーなど情報提供に関する取組が多いように感じた。先端産業は日進月歩で技術が進

むものであり、すぐ技術が陳腐化する可能性もある。もう少し踏み込んで、新しい時代

を先取りするような取組を考えていただきたいと思うがどうか。 

 

人材活躍支援課長 

１ 県が運営を支援しているシルバー人材センターの連合本部では、センターを対象とし

た現地での安全指導、安全な就業のための研修や会議を行っている。また、各シルバー

人材センターにおいても会員への安全対策や周知を行う安全委員会を設置している。さ

らに、業務ごとに気を付けるポイントをまとめた安全就業基準を策定している。県では

こうしたセンターの取組状況を各シルバー人材センターからの事業報告書により把握

し、連合本部と共に会員の安全確保に努めている。 

 

先端産業課長 

２ 先ほど申し上げた異物の混入を検出する技術は飲料メーカーや化粧品メーカーからの

引き合いがあったほか、自動運転バスの実証は他県で実証実験を行うといった動きが出

てきている。 

３ 公益財団法人埼玉県産業振興公社や埼玉県産業技術総合センターがマッチングを行っ

ており、ふだんなら連携できないような事業者間のコラボレーションなど、新しい取組

が出てきている。今後も踏み込んだフォローをすることで新しい動きが出るよう促して

いきたい。 

 

田並委員 

１ 行政報告書４１１ページの「イ 県内中小企業の人材確保の支援」の企業人材サポー

トデスクにおける企業の合同面接会について、参加者は２，０３８人、就職確認者数は

５３人とのことだが、この結果をどのように捉えているか。 

２ 行政報告書の４１８ページの「イ シニアへの就業支援」について、コロナ禍の中、

シニアの就職者数は、どのような影響を受けたのか。また、その状況下でどのような支

援を行ってきたのか。 

３ 行政報告書の４２３ページの「（１）障害者雇用総合サポートセンターによる支援」

の「ウ 職場定着支援」について、障害の特性によっては定着しにくい場合もあると耳

にするが、令和３年度は就職して１年以内に離職をしてしまった方はどの程度いたのか。 

 

雇用労働課長 

１ 一般的に合同面接会の就職率は１割弱が相場であり、それと比べると決して高くない

数字である。理由としては、小規模面接会では、セミナーや研修を組み合わせた参加者

が早急に就職を目指す者でないものが多いこと、また、建設や介護などマッチングの難
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しい人手不足分野の企業を対象としていることから低くなっているものと考えられる。

ただ、中小企業の人材確保は大切なことと認識している。地域合同面接会のように地域

の求人ニーズに合致した面接会を実施するなど、人材確保に努めていきたい。 

３ 障害者雇用総合サポートセンターで支援した障害者雇用についての１年後の定着率は

８３．８％である。独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が平成２９年に行っ

た同様の調査では５８．４％となっていることから、障害者雇用総合サポートセンター

の支援の成果が現れているものと考えている。 

 

人材活躍支援課長 

２ コロナ禍において就職活動を控えるシニアが多く見られた。そのため、セカンドキャ

リアセンターを利用したシニアの就職者数は、令和２年度は令和元年度に比べて２割超

減った。そこで、令和３年度は、まん延防止等重点措置の中、感染防止対策を徹底し、

合同企業面接会の追加開催や面接会参加者に対する就職相談など、シニアの求職者を就

職につなげる取組を行った。その結果、就職者数は持ち直しつつあり、令和３年度は令

和２年度に比べて２割弱の増となった。引き続き、求職者一人一人の希望を踏まえた、

きめ細かな支援を行っていく。 

 

田並委員 

 県内中小企業の人材確保の支援について、大変よく取り組んでいると感じている。他方

で、団体へのヒアリングの際や地元からは人材が不足しているという話をよく聞く。若い

人に地元の企業の面白さ、魅力が伝わっていないのではないかと考えるが、この点につい

てどのように捉えているか。 

 

雇用労働課長 

 御指摘のとおり、若い方々に地元の企業に目を向けていただくことは非常に重要と捉え

ている。まずは学生の段階、特に大学で伝えることが大事であると考えており、企業と大

学の交流会を実施している。そこで企業と大学の就職課職員との接点を作り、間接的では

あるが、学生に地元企業に目を向けてもらえるよう取り組んでいる。 

 

田並委員 

 地元の企業は、ものづくり企業や職人が多く、工業高校などからの人材を欲しがってい

る企業も多い。高校に対する取組も行っているか。 

 

雇用労働課長 

 埼玉労働局と県教育局と協力して高校生を対象にした合同面接会を年２回、実施してい

る。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書４０４ページの「４ 障害者の自立・生活支援」について、民間企業の障

害者雇用率の目標値は２．３％、実績値は２．３２％と目標を達成しているようだが、

法定雇用率を達成した企業はどれくらい増えたのか。また、法定雇用率達成企業を増や

すため、今後どのような取組を行っていくのか。 

２ 行政報告書４３６ページの「６（１）コ 中小企業の事業継続計画（ＢＣＰ）策定支

援」について、公益財団法人埼玉県産業振興公社や損害保険会社と連携して、ＢＣＰ策
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定支援を行ったとあるが、その具体的な実施状況と今後の取組について伺う。 

 

雇用労働課長 

１ 法定雇用率達成企業は、令和３年６月１日現在で前年から１４企業増えている。結果、

１，７４３企業となったが未達成企業がそれ以上に増えたため、達成企業の割合は４９．

５％から１．７ポイント減って４７．８％となっている。障害者雇用総合サポートセン

ターでは、法定雇用率未達成企業への働き掛けを行うとともに、具体的な雇用管理の助

言から職場定着までの一体的な支援を実施しているところである。特に、従業員数が１

００人以下の企業は、不足する障害者の雇用人数に応じて課される障害者雇用納付金の

納付義務がないことから、障害者雇用が進んでいない。そのため、障害者雇用総合サポ

ートセンターでは、障害者雇用開拓員がこうした規模の小さい未達成企業を重点的に訪

問し、制度の概要や雇用に当たって利用できる助成金の紹介のほか、導入事例などを紹

介し、障害者の雇用を働き掛けているところである。 

 

産業支援課長 

２ 公益財団法人埼玉県産業振興公社と連携をして専門家派遣を行い、中小企業庁が認定

する事業継続力強化計画の策定を支援した。昨年度は５７社の支援をし、認定までこぎ

つけた。そのうち、１０社の事例を取り上げてモデル事例集を作成し、ホームページで

も公開している。今後については、昨年度は個別の企業を支援したが、事業継続力強化

計画には連携型というものがあり、例えば、親会社と下請会社のグループ、産業団地な

どの地域、業種で連携して作るものがある。今年度は、連携型を支援していこうと考え

ており、既に１グループの計画ができたところである。また、損害保険会社との連携に

ついては、昨年度は損害保険会社と連携し、セミナーを３回開催した。ＢＣＰは危機意

識がないと策定に至らないことが多く、経営者の方に危機意識を持っていただくために

経営者等向けのセミナーとして開催した。今年度も、引き続き経営者向けの啓発を行っ

ていきたいと考えており、経済団体等にも協力いただき、６回の開催を予定している。

引き続き、このような形で普及に取り組んでいきたい。 

 

鈴木委員 

１ 行政報告書４０９ページの「１ 就業支援と雇用環境の改善」について、日本全体の

年収は横ばいが続いているが、本県の場合はどうなっているのか。県が把握している令

和３年度の県民の平均年収額と、前年度、前々年度からの年収の推移について伺う。 

２ 行政報告書４４２ページの「（６）海外展開への支援」の「イ 海外ビジネスサポー

ト拠点における支援」について、相談件数の実績は、ベトナムサポート拠点及び埼玉デ

スク１７２件、タイサポート拠点１２１件とあるが、実際に相談に乗って現地への拠点

進出に至った例はどの程度あったのか。 

３ 令和２年度をもって上海サポートデスクは閉鎖されたが、現地の人件費高騰やゼロコ

ロナ対策にみられる政府の強硬な姿勢などでリスクの大きい中国からベトナムやタイ

への拠点移転などの相談はどの程度あったのか。 

４ 上海サポートデスクの閉鎖によって、中国から国内回帰の相談などはあったのか。ま

た、そうした相談にどこの窓口が対応したのか。 

５ 行政報告書４４６ページの「ア 強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」からの提

言を受け、令和４年度予算に反映したものとして観光・飲食事業者への支援・資金繰り

支援以外に主にどのようなものがあったのか。 
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６ 「イ 埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークの設立」について、２７団体で構成する埼玉

県ＤＸ推進支援ネットワークを立ち上げ、セミナーや専門家派遣、補助金などの支援情

報をワンストップで提供したとあるが、セミナーや情報提供によって県内企業にどのよ

うな具体的成果があったのか。 

 

多様な働き方推進課長 

１ 厚生労働省が賃金構造基本統計調査を毎年発表しており、各都道府県別のデータが出

ている。埼玉県は、令和３年度は４７２万９，５００円、令和２年度は４６４万７，０

００円、令和元年度は４７０万５，５００円となっている。おおむね全国の推移と同様

である。 

 

企業立地課長 

２ 令和元年度のジェトロ埼玉開設の際の役割分担に従い、企業の拠点の海外進出に関す

る相談対応は、ジェトロで行っている。ジェトロ埼玉に状況を確認したところ、令和３

年度に数件の相談はあったが、新型コロナウイルス感染症の影響もあり実際の進出には

至っていないという状況である。 

３ 中国からの拠点移転に関するベトナムサポートデスクへの相談は２件確認できている。

いずれもベトナムへの移転を検討するものであったが、１件は新型コロナウイルス感染

症の感染拡大前からの案件とのことである。もう１件は新型コロナウイルス感染症の影

響もあり、企業での検討段階にとどまっていると聞いている。なお、ジェトロが国の「海

外サプライチェーン多元化等支援事業」の業務を請け負っているが、中国からベトナム

へのサプライチェーン移転の案件が県内企業で１件あると聞いている。 

４ 上海サポートデスク閉鎖後、相談があれば、県やジェトロが対応することとなるが、

いずれも相談実績はない。相談があった場合には、県とジェトロで適切に対応していく。 

 

経済対策幹 

５ 強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議では、ポストコロナを見据え、業種を限定し

ない六つの全般的なテーマについても議論した。主なものとしては事業再構築支援とし

て国の事業再構築補助金の申請経費補助や、デジタル技術に係る経営革新計画の実行経

費補助などを盛り込んだ。また、ＤＸの推進も重要であるため、令和４年度はＩＴ企業

等をＤＸパートナーとしてネットワークに登録いただき、デジタル化を考えている企業

とのマッチングをする事業も位置付けた。このほか、女性求職者の就業支援や、事業承

継引継ぎ支援センターの北部サテライトオフィス開設も令和４年度に取り組んでいる。 

６ 中小企業の規模や業種によって様々なニーズがあることから、ネットワークでは各構

成機関がサイトで一元的に分かりやすく発信している。例えば、デジタル人材の育成や

ｅコマースの活用、３Ｄプリンターの活用などについてセミナーを通じて展開している。

セミナーへ参加し、実際に取り組んでいくことで、生産性の向上や売上増につながるこ

とを期待している。また、実際に成果が上がっている事例についてはホームページで好

事例として紹介している。 

 

鈴木委員 

１ 所得の推移について、全国と同様に横ばい状態ということだが、特に埼玉県は全国と

比べてモデルとなるような生産性の高さがあるのかなど、現状についてどのように分析

しているのか。 
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２ 埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークの設立について、具体的な成果はデジタル人材育成、

ｅコマース、３Ｄプリンターに関するセミナーの開催によって生産性の向上を期待して

いるということだが、生産性向上はどの程度の向上を期待しているのか。ホームページ

に掲載されているのは具体的にはどのような事例なのか。 

 

多様な働き方推進課長 

１ 生産性の向上について全国と比較して本県がどのような状況にあるかという分析はし

ていないが、企業が生産性の向上に取り組むことが企業のイメージアップ、企業価値の

向上につながる。こうしたことから、県としても、ＤＸの推進、働き方改革の推進の中

で生産性の向上を支援しているところである。 

 

経済対策幹 

２ 企業の規模や業種でニーズは様々であり、デジタル化からＤＸのトランスフォーメー

ションまで幅広い対応が想定されている。このため、生産性の向上について具体的にど

こまで上げるといった数字は設定していない。ホームページに掲載しているのは、企業

のホームページを改良することで認知度が上がり、顧客開拓で成果が向上した事例や、

スマホを活用した在庫管理をすることで過剰在庫が解消され赤字が解消された事例、Ｐ

ＯＳシステムを導入することで売上分析や顧客管理が見える化された事例、生産工程を

見える化することで工程管理やトレーサビリティが強化されたといった好事例を掲載

しており、今後、順次拡大していくことを予定している。 

 

鈴木委員 

 埼玉県の平均年収は全国と比較してどの程度高いのか。県は生産性向上に努めていると

思うが、全国と変わらないとなると、生産性が上がっていないという考え方でよいのか。 

 

多様な働き方推進課長 

 賃金の年収の全国比較については、例えば、所定内給与月額、これは年収ではなく基本

給と時間外以外の諸手当を含む月額のことだが、男性は埼玉県では３３１，７００円、全

国では３３７，２００円で、全国に対して埼玉県は９８．４％となっている。女性は埼玉

県では２５３，７００円、全国では２５３，６００円でほぼ同額である。生産性の向上は

様々な切り口があり、働きやすさなど賃金では現れてこない部分もあるので、こうした点

も含めて積極的に支援していきたい。 

 

小川委員 

１ 「５ 新たな産業の育成と企業誘致の促進」の報告のうち、行政報告書４２７ページ

の「エ ものづくり技術の研究開発の促進」について、県内中小企業が優れた技術力を

生かして行う、環境配慮、社会貢献など社会全体で取り組むべき課題の解決に資する、

新製品や新技術に対して助成したとあるが、今の状況での社会全体として取り組むべき

課題として真っ先に浮かぶのが、新型コロナウイルス感染防止対策である。これに資す

る開発があったのかどうか。オゾンによる空間除菌のための装置が該当するものと思わ

れるが、事例について伺う。 

２ 行政報告書４３０ページの「（４）農業大学校跡地活用の推進」について、ロボット

開発支援施設の整備を進めるため、基本構想・基本計画の策定を実施したとあるが、そ

の内容について伺う。 
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３ 行政報告書の４５４ページの「ア 海外重点市場へのプロモーション」について、外

国人観光客の日本への入国が制限されていた時期にプロモーションを行った狙いは何

か。 

４ 重点市場として、台湾、タイ、香港を選んだ理由は何か。 

５ 欧米に対してはどのようにプロモーションを行ったのか伺う。 

 

産業支援課長 

１ 御指摘のとおり、まず一つはオゾンによる空間除菌の機器の開発がある。このほか、

医療現場の省人化に寄与する内視鏡保持器具の開発がある。これまでは、内視鏡を操作

する医師のほかに内視鏡が体に入っていくところで管が動かないようにする補助者が

いた。この補助者に代わって、内視鏡を保持する器具を開発した。それによって医療現

場の人を減らせることにつながり感染対策に資すると考えている。もう一つの例として、

工事現場に設けられた臨時の分電盤の遠隔操作を可能とすることで省人化、省力化をす

る技術に補助している。 

 

次世代産業幹 

２ 令和３年度は農大跡地周辺地域整備について専門的な見地からの意見を伺うため有識

者会議を設置し、７月に周辺地域整備のコンセプトや整備の基本的な方向性を農業大学

校跡地周辺地域整備基本構想にまとめた。令和４年３月には基本構想を受けて農業大学

校跡地周辺地域整備基本計画を策定した。この計画では、ＳＡＩＴＡＭＡロボティクス

センター（仮称）を本県のロボット産業集積の核と位置付け、県内中小企業がモビリテ

ィなどのサービスロボット分野に参入することを支援し、県内産業を振興することを目

指している。具体的には、ドローンや移動ロボット等の開発支援を行うため、実証実験

を行う屋内外のフィールドや、企業や研究者が集うレンタルラボ、オープンイノベーシ

ョンのためのコワーキングスペースなどを令和８年度に整備すること、また、センター

利用企業や農大跡地立地企業等が参加するコンソーシアムを構築し、オープンイノベー

ションにより社会実装を推進することを定めている。 

 

観光課長 

３ アメリカや中国など１２の国と地域を対象とした民間の調査によると、新型コロナウ

イルス感染症収束後に行きたい国として日本が１位という結果になっており、入国制限

中に埼玉県を訪問先とする旅行計画を立てていただくためである。 

４ 訪日旅行者数が多いこと、観光消費額が大きいこと、リピート率が高く新たな旅行先

として埼玉県を選ぶことが期待されることを踏まえ選定した。 

５ 県単独では、英語での観光情報発信や海外のメディアを県内に招待しての観光ＰＲな

どを実施した。また、発信力を高めるため、近隣県とも連携したプロモーションも実施

した。 

 

小川委員 

１ ものづくり技術の研究開発の促進に関する助成について、開発に向け中小企業は一所

懸命、様々な努力をしていると思うが、企業としては何年か続けて応援してもらえない

かというのが切実な思いだと思う。助成は単年度補助であるが、よいものを更に高めて

いき、大成させるといった支援を含め、何かよい方法を検討しているのか。また、企業

に対して、どのようにアドバイスしていこうと考えているのか。 
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２ 農業大学校跡地のロボット開発関係だが、一般社団法人建設産業団体連合会が発行す

る建産連ニュースにＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンターについて細かく情報が載っ

ていた。情報発信は大事だが、議決に関わる可能性もあり議会対策で混乱を招かないよ

う、どのように心掛けているか。 

 

産業支援課長 

１ 予算の制限の中でなるべく多くの企業に補助をするということもあり、基本的に単年

度での補助を行っている。しかしながら、御指摘のとおり研究開発には時間がかかると

いう相談もある。そういった場合には一つの製品を開発するに当たって段階を踏み、そ

れぞれにテーマを設けていただき開発していただくよう回答している。補助金は製品で

はなくテーマに対して審査するので、年ごとにテーマを変えて毎年度応募していただけ

る。審査はあるが、そうした形で複数年の補助の申請ができると御案内している。 

 

次世代産業幹 

２ 情報発信は令和８年度のセンターオープン時に多くの方に使ってもらうために行って

いる。整備の状況について、適時、必要な情報を発信していきたい。 

 

石川委員 

１ 行政報告書４３０ページの「（４）農業大学校跡地活用等の推進」について、令和３

年２月定例会の予算特別委員会の附帯決議で「ロボット実証実験の具体的な基本計画を

早期に立案し、その拠点となる産業支援施設の早期整備に取り組むこと」とされたこと

について、令和３年６月定例会の産業労働企業委員会で、「３月下旬に基本計画を作成

する」との行政課題報告があったが、そのとおり行われたのか。 

２ 同じく令和３年２月定例会の予算特別委員会の附帯決議において「これまでの３年間、

進展のなかった用地取得を早急に進め、産業労働部のみならず、関連する他部局との横

断的な体制で取り組み、整備地の有効活用を図ること」とされたが、用地取得と組織体

制について現状はどうか。 

 

次世代産業幹 

１ 令和３年２月定例会における予算特別員会の附帯決議を受け、令和３年６月定例会で

の行政課題報告で報告したとおり令和４年３月に「農業大学校跡地周辺地域整備基本計

画」を策定した。 

２ ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター（仮称）の用地交渉については、令和２年度か

ら専門的な知見を有する埼玉県土地開発公社へ用地交渉業務を委託し、個別の事業説明

会を実施するなどを行った結果、地権者全員から御理解が得られた。整備予定地の大部

分が取得に時間を要する農業振興地域の農用地であることから農用地利用計画の変更、

いわゆる農振除外の同意取得とそれ以外の用地取得を並行で進め、令和６年度の着工に

間に合うよう用地買収を行っている。また、組織については、令和３年度に引き続き令

和４年度も産業労働部副部長の下に関連する部局の職員も所属させ、関係課が連携して

取り組む体制を整え、明確な指揮系統の下戦略的かつ迅速に取組を進めている。 

 

金野委員 

１ 行政報告書４２２ページの「４ 障害者の自立・生活支援」について、障害のある方

については、「障害者雇用総合サポートセンター」で支援をしているとのことである。
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平成３０年１２月定例会の中で、障害者雇用総合サポートセンターの業務として難病患

者の支援を明確に位置付けるとの答弁があるが、施設の名称、ホームページ決算資料な

どを含め、難病支援についての記載がない。令和３年度の障害者雇用総合サポートセン

ターにおける難病患者の方々の就労支援の実績について伺う。 

２ 「（７）中小企業に対する金融支援」について、行政報告書４４４ページの表中の「事

業承継資金」は実績０件、融資額０円だが、この理由をどのように考えているのか。見

直しが必要ではないのか。 

３ 行政報告書４５９ページの「１０ 新型コロナウイルス感染症対策」について、アか

らクまで種々の支援金における不正受給の件数と総額は幾らか。その中で訴訟等になっ

ているものはあるか。 

 

雇用労働課長 

１ 障害のある方や難病を持つ方の就労支援はハローワークと福祉部で実施しており、産

業労働部では雇用する企業を支援している。障害者雇用総合サポートセンターでは、難

病をお持ちの方も障害を持つ方々同様に、雇用支援を行うこととしている。ただ、手帳

を持たない難病の方々については障害者の法定雇用率に算入されないという大きな障

壁があり、残念ながら企業の理解が進んでいる状況にはない。このため、障害者雇用総

合サポートセンターでは、ハローワークの難病患者就職サポーターを講師に招いての企

業向けセミナーの実施や、企業訪問の際に障害者手帳を持たない難病患者の雇用につい

て理解が深まるよう周知を行っているところである。実績は、センター全体で、企業訪

問が１，８１７社、企業向けセミナーの参加者は５０５人であった。 

 

金融課長 

２ 事業承継資金については、令和２年度に国が新設した事業承継特別保証制度に対応し

て、経営者保証を不要とする貸付けを創設し、より利用しやすい制度に見直したところ

だが、委員御指摘のとおり令和３年度の実績は０だった。この理由としては、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で事業承継資金の利用ニーズが減少したことなどと考えてい

る。県としては、政策誘導の選択肢の一つとして事業承継資金を設けている。まずは、

利用の促進を金融機関などに働き掛けていきたい。その上で、利用状況に応じて、資金

メニューについて見直すべきものは、関係機関の御意見を伺いながら見直しを行ってい

きたい。引き続き、中小企業のニーズを確認しながら制度設計に努めるとともに、関係

課と連携しながら利用促進を図っていきたいと考えている。 

 

経済対策幹 

３ 協力金等の不正受給の状況について、現在把握している状況では、「ア 埼玉県感染

防止対策協力金の支給事業」については５０件、４，５３７万円である。訴訟になって

いる案件はない。「イ 埼玉県大規模施設等協力金の支給事業」の不正受給はないもの

と考えている。「カ 新型コロナウイルス感染防止対策支援事業」については「彩の国

『新しい生活様式』安心宣言飲食店＋（プラス）」の認証の事務なので不正受給等はな

い。 

 

産業支援課長 

３ 産業支援課では、「ウ 埼玉県外出自粛等関連事業者協力支援金の支給事業」と「エ

 埼玉県酒類販売事業者等協力支援金の支給事業」を担当しており、いずれも現在のと
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ころ不正受給は認められていない。 

 

商業・サービス産業支援課長 

３ 商業・サービス産業支援課では「オ 新型コロナウイルス感染症予防対策支援事業」

及び「ク 中小企業・個人事業主等家賃支援金（賃借人に対する支援）の交付」を担当

しているが、不正受給は認められていない。 

 

観光課長 

３ 観光課では「キ 宿泊事業者感染拡大防止補助金の支給事業」を担当しているが、不

正受給は認められていない。 

 

金野委員 

１ 難病患者の就職支援について、企業訪問やセミナーを実施しているとのことであるが、

障害者に関する理解促進と同様に難病患者に関しても並行して企業に説明しているの

か。 

２ 協力金等の不正受給の状況について、「ア 埼玉県感染防止対策協力金の支給事業」

についてのみ不正受給があり、その件数は５０件とのことであった。訴訟はないという

ことだが、全て返還されているのか。返還についてはどのように対応しているのか。 

 

雇用労働課長 

１ 難病患者に関する企業への周知について、例えばセミナーにおいては、難病をお持ち

の方の雇用については、別途項目を設けて実施しており、同時にではなく別個に行って

いる。 

 

経済対策幹 

２ 協力金の不正受給については、１２件、１，１２３万円が返還されている。その他に

ついて不正受給が令和４年度に明らかになったものもあり、放置され返還されていない

というものではない。順次返還に向けて督促等をしている。 

 

権守委員 

１ 行政報告書４１３ページの「（３）中高年齢者の再就職活動の支援」の中に職業訓練

の実施について記載されている。介護サービス科は１００％であるが、それ以外は暫定

値もあるが、現在の就職率にとどまっている理由と課題は何か。 

２ 行政報告書４２４ページの「（４）障害者に対する職業訓練の充実」のうち職業能力

開発センターなどにおける職業訓練の就職率について、これも暫定の数字もあるが、現

在の数値にとどまっている理由と課題は何か。 

 

産業人材育成課長 

１ 中高年齢者の再就職活動の支援について、県立高等技術専門校における介護サービ 

ス科修了者の就職率は１００％であるが、ビル管理科修了者の就職率は７６．１％であ

る。通常、施設内の訓練期間は１、２年の長期が多いが、ビル管理科は６か月間であり、

訓練期間が短い。本来であれば訓練期間中から就職活動ができれば良いが、訓練が終わ

ってから就職活動される方も多いため、なかなか就職率が上がらない。そこで、埼玉し

ごとセンターと連携し、年に２回ほど訓練生と企業とのマッチングを実施し、就職率の
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低い訓練科についても向上に努めている。また、民間教育訓練機関を活用した委託訓練

についても３か月程度の短期の訓練が多いため、なかなか就職率が上がらない。委託訓

練においては就職率１００％の達成が難しい状況であるが、訓練科目ごとにキャリアコ

ンサルタントを配置して就職を支援しており、今後もコンサルタントを最大限活用して

少しでも就職率を上げていくように努めていく。 

２ 職業能力開発センターでは、修了生が１２名となっているが、その後に１人が就職し

た。もう１人は、体調を崩しており就職ができない状況にある。これらを考慮するとほ

ぼ１００％の就職率と考えている。また、委託訓練についても、訓練希望者の中には障

害が重複しており早期の就職が難しい方もいる。県としては、多様な方に訓練を受講し

てもらうため、幅広く受け入れている状況であり、就職率が低下してしまう一因と考え

ている。さらに、職業訓練が終わってもコロナ禍の影響もあり、体調を考慮し、就職を

控えたいといった方がいることも理由の一つかと考える。今後も就労支援機関と連携し、

障害をお持ちの方の健康状態に配慮しながら丁寧な支援に努めていきたいと考えてい

る。 

 

前原委員 

１ 行政報告書４１８ページの「ウ シルバー人材センターに対する支援」について、時

給はどうなっているのか。 

２ 行政報告書４２４ページの「（４）障害者に対する職業訓練の充実」について、障害

者の能力、適性などに対応した職業訓練を実施することにより、障害者の就労を支援し

たとあるが、訓練コースで知識・技能習得訓練コースなど３コースで修了者が１９０人

で就職率が４３．２％とある。訓練を受けて就職につながらない要因は何か。先ほども

答弁の中で、体調不良などいろいろな話があったが、総合的に伺う。 

３ 資料３１「障害者雇用総合サポートセンターの事業内容及び市町村障害者就労支援セ

ンター等の設置状況」について、平成２３年度以来、市町村障害者就労支援センターの

設置数が４１か所と変わっていない。増設されていない理由は何か。 

４ 行政報告書４５９ページ「１０ 新型コロナウイルス感染症対策」について、令和３

年度は７回の臨時会が行われ、感染防止対策協力金、大規模施設等協力金、外出自粛等

関連事業者協力支援金、酒類販売事業者等協力支援金など、緊急事態宣言やまん延防止

等重点措置などに伴って、支給事業が相次いで実施された。協力金支給担当課としての

苦労と改善点、今後の教訓とする点について伺う。また、申請は何件あったのか。 

５ 資料２２「県内企業倒産件数と割合」を見ると、サービス業の倒産件数が１番多く、

次いで建設業が多い。令和３年度は倒産の動向にどのような特徴があったのか。 

６ 資料３４「企業誘致の実績について」を見ると、立地企業の数は増えているが、雇用

者数が増えているというほどには感じられない。企業誘致というと地元雇用と言われる

が、実際はどうだったのか。 

 

人材活躍支援課長 

１ シルバー人材センター会員の時給について、派遣の場合は最低賃金以上の金額で設定

される。請負の場合には業務請負の性質上、時給という考え方はなじまないが、その場

合も最低賃金を下回らないようにお願いをしている。なお、参考として令和３年度の派

遣と請負を合わせた会員一人当たりの月収の平均額は３９，０６０円となっている。 
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産業人材育成課長 

２ 先ほど答弁させていただいた体調面やコロナ禍の影響などのほか、社会情勢全般とし

て、オンラインの普及もあり、今まで障害をお持ちの方に就職いただいていた事務補助

などの業務が減少してきていることも理由として挙げられる。就職率が上がっていかな

い部分については我々の努力不足の部分もあると考えている。障害をお持ちの方に対し、

引き続き寄り添った支援をしていきたい。 

 

雇用労働課長 

３ 平成２６年度に全ての未設置の町村を訪問し、設置の働き掛けを行ったところ、各町

村からは、障害者の就業相談がほぼない状況でセンターとして常設する必要性を感じな

い、ということであった。年数件あった場合は、障害者就業・生活支援センターにつな

げていくという形であり、現状に問題を感じていないとのことであった。平成３０年に

も確認したが、状況は同様であった。機会を捉え、設置を働き掛けていきたい。 

 

経済対策幹 

４ 協力金については、営業時間の短縮などの要請を受け、売上げが減少することなどか

ら迅速な支給が求められてきた。このため、県では電子申請を原則とし、添付書類もす

ぐに用意できるようひな形を作成し、提供するなど簡素で分かりやすい制度設計に努め

てきた。また、二度目以降の申請の際には、共通する入力内容や添付書類を省略できる

などの工夫もした。制度の分かりやすい周知やコールセンターによる申請サポートに努

めるとともに、審査事務が円滑に進むようしっかりとした審査体制を構築し、支給が遅

れることのないよう取り組んできた。制度の周知に当たっては、県ホームページでの告

知、各種ＳＮＳでの発信や商工団体など経済団体や生活衛生同業組合など業界団体など

を通じた周知のほか、申請履歴のある事業者へのプッシュ型で通知も行ってきた。こう

いった改善点については、今後、こういった事態が生じたときにはしっかりと引き継い

でいきたい。なお、申請件数については延べ２８４,２７０件である。 

 

産業労働政策課長 

５ 東京商工リサーチの調査によると、令和３年度の倒産件数は２５７件で、前年度と比

べて７６件減少し、平成２年度の２５６件以来の低水準となった。業種別で見ると、全

ての業種で前年度の件数を下回ったが、特に製造業、卸売業の減少が大きかった。 

 

企業立地課長 

６ 立地企業の雇用者数については、企業立地が決まった段階で該当企業からヒアリング

の上、計画ベースの数字を把握している。過去５年間の立地企業の雇用者２１，１４０

人のうち、新規雇用者は７，６８２人であり、雇用者総数の３６％を占めている。県か

ら企業に対しては、進出の相談時から機会あるごとに地元からの新規雇用を行っていた

だくよう働き掛けており、新規雇用者の多くは地元から雇用されているものと考えてい

る。 

 

前原委員 

１ シルバー人材センター会員の時給について、一律に定められた基準はないのか。 

２ 障害者就労支援センターについては、今後も増設を目指して、設置を呼び掛けていく

ということか。 
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３ 協力金の支給事業について、申請件数は約２８０，０００件とのことだが、行政報告

書の４５９ページの交付決定件数と比較すると約４０，０００件が申請しても交付され

なかったことになる。この部分の具体的な数字について伺う。 

 

人材活躍支援課長 

１ 派遣の場合はそれぞれの契約で決まる。また、請負の場合は各シルバー人材センター

で基準を設定している場合があるほか、個々の契約の中で定められることもある。 

 

雇用労働課長 

２ 障害者就労支援センターについて未設置のところからはまだニーズがないという状況

である。ニーズを確認し、要望があった場合には、設置を呼び掛けていく。 

 

経済対策幹 

３ 感染防止対策協力金の件数について、申請件数と交付決定件数とのかい離については、

基本的には不支給ということではあるが、詳細な中身の資料を持ち合わせていないので

確認させていただきたい。 

 

委員長 

 行政報告書４５９ページの埼玉県感染防止対策協力金の交付決定件数と申請数の差につ

いての資料要求があったので、本委員会として要求することに異議ないか。 

 

＜ 異議なし ＞ 

 

委員長 

 異議なしと認め、そのように決定した。 

 なお、執行部においては、速やかに提出をお願いする。 

 

八子委員 

 行政報告書４５４ページの埼玉県物産観光館「そぴあ」について、昨年度の決算特別委

員会の改善又は検討を要する事項に「埼玉県物産観光館『そぴあ』については、移転を図

ること」とあるが、どのような検討をしたのか。 

 

観光課長 

 そぴあの大宮駅移転については、そぴあの運営者の県物産観光協会とＪＲ東日本を交え、

継続的に検討している。大宮駅は利用者の利便性、情報発信効果が高く、大宮駅で季節ご

とに実施している県産品の物産展も非常に好評である。一方で、常設の店舗となるとテナ

ント料金が高くなること、販売面積が限られることから扱う品目数が少なくなることなど

の課題もある。他県ではターミナル駅にアンテナショップを出店したものの撤退したとい

う例もある。こうした状況を踏まえて、多角的に検討している。 

 

辻委員 

 行政報告書４２２ページの「ア 雇用開拓」について障害者雇用総合サポートセンター

の障害者雇用開拓員が法定雇用率未達成企業を訪問し開拓しているとのことであるが、雇

用開拓の具体的な内容や雇用率などの改善事例について伺う。 
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雇用労働課長 

 障害者雇用総合サポートセンターの雇用開拓員は、基本的に従業員１００人未満の障害

者雇用０人の企業を中心に支援している。障害者の雇用が進んでいないのはこうした企業

の多くが、障害者雇用の経験がなく、やってもらう仕事がないと考えているためである。

このため、経営者や総務人事部門の責任者等に直接、障害者雇用制度の仕組みや国の各種

助成制度、障害者雇用総合サポートセンターの支援について説明し雇用を働き掛けている。

改善事例としては、障害者に任せる仕事の切り出しをアドバイスした結果、１名の障害者

の雇用に結び付き、一所懸命な働きぶりに企業側の障害者雇用に対するイメージが変わり、

その後、もう１名が雇用され、結果として１年間で２名の障害者の新規雇用に結び付いた

という事例があった。 

 

辻委員 

 令和３年度の改善の実績は、１社において２名が雇用となったその事例のみということ

か。 

 

雇用労働課長 

 あくまで一例として挙げたものである。障害者雇用総合サポートセンター全体の支援者

における採用確認者数は、５５５人である。年度をまたいで支援している例も多く、令和

３年度の雇用開拓員による訪問件数９４９件の結果という形での把握はしていない。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１１月４日（金）農林部関係） 

 

【説明者】 

小畑幹農林部長、唐橋竜一農林部副部長、横塚正一農林部副部長、 

野澤裕子食品衛生安全局長、西村恵太農業政策課長、加藤由実農業ビジネス支援課長、 

佐々木直子農産物安全課長、加藤幸彦畜産安全課長、戸井田幸夫農業支援課長、 

長谷川征慶生産振興課長、永留伸晃森づくり課長、中﨑善匡全国植樹祭推進幹、 

 木村眞司農村整備課長

 

【発言】 

鈴木委員 

１ 行政報告書４８６ページの「４（１）イ 林業における施策」で、「林業の経営安定

を図るため、森林施業の集約化・団地化、高性能林業機械の導入などを進め、効率的

な森林整備を行った」とあるが、下の表では森林の整備面積の推移が右肩下がりであ

る。効率化を図ってもなお整備面積が減っていく理由は何か。 

２ 行政報告書４８７ページに「木材生産コストの縮減や県産木材の利用拡大を図り、

県産木材供給量は８５，０００立方メートルとなった」と記載があるが、県産木材供

給量は令和元年度から徐々に減少している。海外から木材が手に入りにくい現象が起

きていたのになぜそうなったのか。 

３ 行政報告書４９０ページの「（オ）農業の６次産業化支援事業」について、「ネット

ワーク構築に向けた異業種交流会を開催し、連携型６次産業化による商品開発を支援

した」とあり、開発された新商品数は着実に伸びていることがうかがえるが、商品数

が増えたことによる売り上げの実績やその伸びなどの実態はどのように把握している

のか。把握しているなら具体的な数値はどうか。 

４ 行政報告書４９７ページの「５（１）ア スマート農業普及推進事業」において、

モデル経営体を７地区で選定したとあるが、具体的にどのような内容で、どのような

成果が上がったのか。 

 

森づくり課長 

１ 森林整備の目標値には県事業以外の整備面積も含んでいる。令和元年度から始まっ

た森林環境譲与税を活用した市町村による森林整備も含んでいるが、市町村における

森林に関する専門知識を持った職員の不足や、森林所有者の意向調査に時間がかかっ

ていることなどから、同譲与税を活用した市町村による整備が進んでいなかったこと

が原因の一つとして考えている。また、森林ボランティア活動による整備面積も含む

が、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、活動が縮小傾向にあり、整備面積

が伸び悩んだ。 

２ 令和元年の台風第１９号により、森林管理道や作業道が大きな被害を受けた。復旧

に向け努力しているが完全には復旧しておらず、木材を運搬する大型車両が使えなか

ったことや、新型コロナウイルス感染症の拡大により森林所有者との交渉が進まなか

ったこともあり、県産木材の供給量が伸びなかった。 
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農業ビジネス支援課長 

３ 県全体の農産物の加工の年間販売金額は、国の６次産業化総合調査で把握しており、

毎年１００億円前後で推移している。令和元年度から令和３年度に本事業で開発され

た１５９品目については、ヒアリングの結果、令和３年度における１品目当たりの年

間販売金額は４２２，０００円である。また、平成３０年度から令和２年度に開発さ

れた１８５品目についてもヒアリングした結果、令和２年度における１品目当たりの

年間販売金額は２７０，０００円となっており、販売額は増える傾向にあると考えて

いる。 

 

農業支援課長 

４ 令和３年度、スマート農業普及推進事業では露地野菜に関わる技術実証に取り組ん

だ。所沢市では、枝豆生産においてボトルネックとなっている手作業による出荷調整

作業を、ＡＩや画像処理技術を活用した枝豆選別機により、作業の効率化と面積拡大

を図る取組を行っている。滑川町や深谷市では、直進アシスト機能付きトラクタの車

速に連動した肥料散布機の導入などにより、ブロッコリーなどの露地野菜の高品質化、

作業精度の向上、効率化に取り組んでいる。川越市では、農薬散布や運搬ができる自

律多機能ロボットとアシストスーツの組合せによるサトイモの収穫運搬作業の軽労化、

熊谷市では、環境モニタリングシステムを活用した土壌環境の見える化によるヤマト

イモの品質及び収量の向上に取り組んでいる。本庄市では、ネギ栽培において、直進

アシスト機能付きトラクタを活用し、植え溝作成の作業精度の向上や品質向上に取り

組んでいる。三芳町では、三富地域のサツマイモ栽培において、直進アシスト機能付

きトラクタを用いて、畝立ての精度向上に取り組んでいる。このうち、令和３年度の

実証においては、本庄市の直進アシスト機能付きトラクタと複合作業機を組合せて実

証した結果、播種作業の労働時間が３０％削減したという成果が出ている。実証期間

は３年間となっており、令和３年度に設置した７地区においては、引き続き実証事業

に取り組んでいる。 

 

鈴木委員 

 新型コロナウイルス感染症の影響でボランティア活動が低調とあったが、令和３年度

は年間を通して低調だったのか。 

 

森づくり課長 

 年間を通して低調であった。 

 

田並委員 

１ 行政報告書４６７ページの「４ 農林水産物の安定供給」のうち森林の整備面積に

ついて、森林環境譲与税における市町村の整備が進まなかったと答弁があったが、森

林環境譲与税は使い道が決められており、譲与額は市町村の人口や林業従事者数など

で算出されて譲与される。本県のように人口が多いところは都市部の譲与額が多くな

り、森林を有するところの譲与額が低いのが現状ではないか。都市部はほとんど基金

に回していると思う。譲与税の使われ方が問題であると考えるが、令和３年度に国に

対して要望する等の検討をしたのか。 
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２ 行政報告書４９０ページの「（エ）埼玉農産物輸出総合サポート事業」について、農

業の担い手を増やすためには稼げる農業を目指さなければならないため、農産物の輸

出拡大には大きく期待するところである。この事業の取組で海外の反応はどうだった

のか。またどのような課題があったのか。 

３ 行政報告書４９７ページの「５（１）ア スマート農業普及推進事業」について、

何年間で実証し、どのように普及させていくのか。 

 

森づくり課長 

１ 森林環境譲与税については、制度改正等についての検討を国に要望している。状況

としては、都市部では３割程度しか活用されておらず、山側市町村でも半分程度しか

使われていない。残りの半分を森林整備に活用してもらえるよう、市町村に強力に働

き掛けたい。 

 

農業ビジネス支援課長 

２ 令和３年度、シンガポールにおいては、イチゴ、ナシ、ユズ及びそれらの加工品を

オンラインライブで紹介し、その後ライブコマースにて実際に販売した。ライブコマ

ースではイチゴ２２６パック、イチゴ加工品８８点など現地販売額で１０６万円の売

上となった。イチゴについては現地価格で２，０００円を超える価格で販売されるな

ど、高い評価を受けていると考えている。また、狭山茶については、令和３年２月に

パリ、令和３年１２月にモナコの展示会で出店し、フランス、スイス、ドイツのレス

トランや茶専門店等にサンプル送付を行いＰＲした。また、フランスの茶専門店とオ

ンラインにて商談５件を行ったところ、２９．２キログラムの販売量でパリを中心と

したＥＵに輸出することができた。課題としては、イチゴは生鮮品のため大変傷みや

すく、輸送時の鮮度保持の体系化などが必要であること、ＥＵへの茶の輸出について

は、ＥＵの残留農薬基準や包装資材についての基準などが大変厳しいため、対応可能

な栽培方法の普及を行うこと、包装資材についてはＥＵの基準に合うものを検討して

いくこと等がある。 

 

農業支援課長 

３ スマート農業普及推進事業は、令和２年度に事業化した。製品化されて間もないス

マート農業技術は、活用度合いや費用対効果など農業経営における課題やメリットな

どを実証する必要がある。そこで、令和２年度から４年度まで、スマート農業技術の

実証に取り組むモデル経営体を募集し、スマート農業の実証に取り組んでいる。令和

２年度は５経営体、令和３年度は７経営体、令和４年度は４経営体を選定した。モデ

ル経営体による実証期間は３年間としている。実証事業の成果については広く発信し、

農業者がスマート農業を導入する際にイメージを持ってもらえるよう普及に努めてい

く。 

 

石川委員 

１ 行政報告書４７２ページの「１（１）イ 農業法人グレードアップ事業」について、

埼玉農業経営塾ではどのような支援を行ったのか。 

２ 行政報告書４７３ページの「１（２）ア 明日の農業担い手育成塾推進事業」につ

いて、令和３年度の新規就農者数３３０人の農家と非農家の内訳はどのような状況に
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あるのか。また、明日の農業担い手育成塾では、新規就農希望者に対し具体的にどの

ような支援をしているのか。 

３ 行政報告書５０５ページの「７（１）ウ 多面的機能支援事業」について、農家の

側からすると、申請などの事務手続が煩雑で提出する書類が多い、分かりにくいなど

の声が多いと聞く。県はこの事業を推進する立場として、適切なアドバイスをするな

ど対応が必要と考えるがどうか。 

４ 開始されて１０年近くとなる多面的機能支援事業について、行政報告書では事業の

区分ごとに４８市町村などの実施状況が記載されているが、県としては達成目標をそ

れぞれ幾つと考えているのか。その上で、現在の達成状況についてどのような認識を

持っているのか。 

５ 多面的機能支援事業は地域で連携して取り組むことが重要であると考える。令和３

年度は、どれだけの組織が新規参加し、あるいは取りやめたのか。また、やめていく

組織はどのような理由であったか。 

 

農業支援課長 

１ 県では平成２９年度から農業者が各種の経営ノウハウを学べる埼玉農業経営塾を開

講している。令和３年度は受講者の経営レベルに合わせて、売上目標１億円以上を目

指す農業者を対象としたトップマネジメントコース、売上げ５，０００万円以上を目

指す農業者を対象にした次世代経営者養成コースの２コースを開講している。両コー

スとも７月から翌年２月までの期間にオンライン視察や個別相談を含む全９回の講座

を実施した。講師には公認会計士や社会保険労務士、先進的な農業法人の経営者を選

定している。講座の最終回には受講者が経営計画の発表会を行っている。 

２ 令和３年度の新規就農者３３０人の内訳のうち、非農家からの就農者数は１７７人、

率にすると５４％である。農家子弟の就農者は１５３人、率にすると４６％となる。

平成２２年度から実施している明日の農業担い手育成塾では、市町村、農協、農業委

員会などの関係機関や地域の指導農家と連携し、新規就農希望者が就農希望地で就農

できるよう支援する仕組みである。具体的には、研修農地を確保し、指導農家による

実践研修の実施、研修終了後に営農を開始する農地の確保、営農開始に向けた資金相

談などを行っている。多くの場合は、研修終了後に研修農地に利用権を設定し、その

農地で引き続き営農が開始できるよう支援を行っている。 

 

農村整備課長 

３ 県としては、新規申請書類については市町村と協力して作成支援を行うほか、継続

組織に対しても研修会の開催や個別の組織への経理指導を行うなどの支援を行い、地

域の方々に円滑に活動を継続していただけるよう取組を進めている。国に対しても様

式の簡素化を要望していくなど誠実に取り組んでいく。 

４ 農地維持支払や資源向上支払などの事業区分ごとに達成目標値は設定していない。

現状の認識について、農地維持支払の実施地域４８市町村と記載のとおり、県内６３

市町村のうち１５市町は取組がない。取組のない市町は県南東部の農業振興地域にお

ける農用地のない、あるいは混住化が進んでいる地域や、県南西部の畑地帯の多い市

町で、これらはいずれも共同活動の意識が高くなく、多面的機能支援の取組が進みに

くい地域であると考えている。これらの市町についても呼び掛けを継続するが、まず

は水田地帯が多く残る地域に活動の輪を広げていく。 
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５ 令和３年度の新規組織は１９組織、活動を取りやめたのは５組織である。活動を取

りやめた理由としては、「地域のリーダーや役員のなり手がいない」が多く、その他と

して「地域に活動が根付いたため事業が不要となった」ということも聞いている。 

 

石川委員 

 新規就農者３３０人のうち、全く農業をしていない方が１７７人、農業の子弟が１５

３人とのことだが、年齢別及び経営類型別についてはどうか。 

 

農業支援課長 

 年齢別の就農者数について、１９歳以下が６人で２％、２０代が１０９人で３３％、

３０代が８９人で２７％、４０代が６２人で１９％、５０代が３９人で１２％、６０歳

から６４歳が２５人で７％となり、平均年齢は３７．０歳で、３０代までが６２％を占

めている状況である。経営類型別では、一番多い類型が野菜で６４％となっている。６

４％の中には露地野菜と施設野菜が含まれており、露地野菜が４４％、施設野菜が２０％

となっている。２番目に多い類型が主穀で２１％、３番目が果樹で６％の順となってい

る。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書４８３ページの「４（１）ア（ウ）果樹」について、農地７ヘクタール

への多目的防災網の設置を支援したとのことだが、この事業でこれまでに設置支援し

た実績について伺う。また、令和４年度は甚大な降ひょう被害が発生したが、農業者

に事業を周知できているのか。また、この事業は降ひょう被害を受けた農業者を優先

的に支援する事業なのか。 

２ 行政報告書４９６ページの「オ 食品表示等適正化推進事業」について、食品表示

は県民生活に直結する問題であり、熊本県産アサリの産地偽装が問題になった例もあ

る。本県で改善指導を実施したものは具体的にどのようなものか。また、食品の品質

表示の適正化のため、県としてどのような取組を行ったのか。 

３ 行政報告書４９８ページの「５（２）ア 農林水産試験研究費」について、試験研

究の内容に「埼玉ブランドとなる品種の育成と普及」と記載があるが、具体的にはど

のような品種を育成し、どのような成果があったのか。 

４ 行政報告書５０６ページの「オ（ア）川の国埼玉 はつらつプロジェクト（農業用

水）推進費」及び「（イ）水辺周辺活用事業（農業用水）」については、どちらも川へ

の愛着とふるさとの実感により「川の国埼玉」の実現を目指すことが事業目的である

と記載されているが、この２事業は別の事業なのか。また、相互に関連はあるのか。 

 

生産振興課長 

１ 多目的防災網の設置支援について、令和２年度の事業開始から令和３年度までに２

５．４ヘクタールの設置支援をした。設置市町村数は１４市町村、取組主体数は９０

の経営体である。降ひょう被害を受けた農業者を優先するという扱いはしていない。

災害を未然に防止して生産安定に取り組む農業者を支援することを事業目的としてい

るためである。 
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農産物安全課長 

２ 昨年度本県で改善指導を実施したものは食品表示調査員から１２件、県民や他機関

からの情報提供が５件の計１７件あり、いずれも原材料表示の不足や原産国表示がな

いもので、県職員が商品の表示状況を確認した上、シールを貼るなどして適正な表示

をするようその場で事業者に指導した。一定期間をおいて改めて店舗に出向き、改善

されたか後追い調査を実施している。本県の取組としては、県内の食品販売店で実際

に販売されている食品を買い上げて民間の検査機関に委託してＤＮＡ鑑定を行い、食

品表示と内容物が一致しているかどうか調査している。具体的には、精米はコシヒカ

リやあきたこまち、食肉は黒毛和牛や黒豚、魚類は本マグロやマダイなどと表示して

売られている食品を買上げ、内容物が本物かどうかを調査した。令和３年度は３３件

の調査を行い、異品種混入が認められたものはなかった。適正表示の普及啓発として、

昨年度、食品関連事業者向けの研修会や県民向けの県政出前講座などを開催し、電話

やメールによる相談対応も行った。 

 

農業政策課長 

３ 県では、令和３年度以前からイチゴや米の品種育成に取り組んでいる。イチゴの品

種育成については、平成２８年度から新たな育種目標を掲げて研究を開始したもので

あり、令和３年度は２３組合せの交配を行い、１，２００株から収益性・市場性の高

い有望系統を選定し、現地試験などにより適応性の解明に取り組んだ。そのような取

組の成果として、令和３年度には、イチゴの「べにたま」や、水稲の「えみほころ」

の品種出願に至っている。 

 

農村整備課長 

４ 両事業共に「川の国埼玉」の実現を目指して、「川の再生」に取り組む事業であるが、

はつらつプロジェクトは平成２８年度から令和３年度までの６年間で実施していた。

水辺周辺活用事業は、その後継事業として令和３年度から令和７年度の５年間の予定

で実施しているものであり、別事業である。両事業の関連について、両事業とも「川

の国埼玉」の実現を目指すという大目標が同じという部分については関連がある。 

 

蒲生委員 

 令和３年度は３３件のＤＮＡ鑑定を行ったとのことだが、どのような基準で選定して

いるのか。 

 

農産物安全課長  

 ＤＮＡ鑑定の調査については、国の調査も参考に過去に不適正表示があり消費者の関

心が高いものを選定している。通常の商品より価格が高く不当表示が行われる可能性が

高い品種として、コシヒカリ、あきたこまち、黒毛和牛、黒豚、マグロ、マダイなどを

選定して実施している。 

 

小川委員 

１ 行政報告書４７８ページの「２（２）イ 農地中間管理機構運営事業」について、

埼玉県農林公社を農地中間管理機構に指定し、１，５７８ヘクタールの農地が担い手
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等へ集積・集約化されたとあるが、具体的にどのように取り組んだ結果なのか。また、

この実績で十分と考えているか。 

２ 行政報告書４７９ページの「３（１）農業生産の基盤の整備」について、埼玉型ほ

場整備は、従来のほ場整備とどう違うのか。また、農業者に事業制度を理解してもら

うことが重要であるが、どのように周知して進めていくのか。 

３ 行政報告書４８４ページの「４（１）ア（オ）茶・特産」について、狭山茶の知名

度向上及び消費拡大を図るための活動の記載があるが、これらの活動によりどのよう

な効果があったのか。また、狭山茶の栽培面積が年々減ってきていると感じており、

優秀な茶畑の維持が重要と思うが、どのような対策を講じているか。 

４ 行政報告書４８５ページの「４（１）ア（カ）畜産」について、現在、タマシャモ

生産農家は何戸あるのか。また、コロナ禍で、タマシャモの生産・消費について、ど

のような変化があったのか。 

５ タマシャモと高産卵性鶏の交配試験を行ったとあるが、この取組の経過や結果はど

のようなものか。 

６ タマシャモ原種鶏維持のため、県内の農業高校３校で分散飼育しているとのことだ

が、現状と今後について伺う。 

７ 行政報告書５０３ページの「病害虫防除対策事業」について、サツマイモ基腐病は

令和３年度に県内で初確認されたとのことだが、どのような病害なのか。また、県内

の発生状況はどうか。県はどのように対応したか。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ 農地中間管理事業については、令和３年度も、県、農地中間管理機構、農業会議な

どの関係機関が連携し、組織的に事業を進めてきた。具体的には、取りまとめ役がい

る地域や、規模拡大を希望する担い手がいる地域を重点的に事業推進するエリアとし

て１４９地区設定した。こうした地域を中心に、市町村の協力により説明会を開催し

て、機構のコーディネーターや農業委員などが事業の説明や農家への意向を調査する

ことで、効率的に事業を進めている。また、土地改良区などと連携して、基盤整備が

済んだ地域や畦畔除去などによる区画拡大など再整備を希望する地域で、担い手への

農地の集積・集約化の取組を進めている。地域全体の農地集積を進めにくい場合は、

主な担い手を対象に事業を導入し、その担い手間で農地の集約化を推進した。その結

果、３６市町で１,５７８ヘクタールの農地を担い手等に集積・集約することができた

が、目標の７２％という達成率となっている。取組が遅れている市町村もあることか

ら、引き続き関係機関と連携しながら、優良事例の紹介や事業メリットを地域の話合

いの場で説明し、取組を推進していく。 

 

農村整備課長 

２ ほ場整備事業は、耕作条件の改善などを目途として農地の区画形状を拡大かつ整形

しつつ、農道や用・排水路の整備を行うもので、埼玉型ほ場整備もそのうちの一つの

手法である。従来型のほ場整備は、これまで一度も整備されたことのない未整備区域

をも対象とすることができ、農地の区画形状の変更のみならず、換地という手法によ

り個々の土地の権利関係まで移動させるものである。対して、埼玉型ほ場整備は、既

に一反区画に整備された農地を再整備するものである。農道や水路は現状の線形を生



- 8 - 

かしつつ拡幅などによる整備を行うとともに、農地は畦畔を除去することで区画を拡

大する。また、換地を行わず、農地の貸し借りにより担い手への集積を進める整備手

法である。農村地域の課題を持った農家や市町村からの相談に対応しているが、埼玉

型ほ場整備のようなハード事業が課題解決につながるような場合は事業制度を説明し

ているほか、地域の代表者や地元での話合いの場に赴き、説明している。埼玉型は従

来型に対し、事業期間が比較的短く、また、費用も安価かつ農家に事業費負担を求め

ない事業である。このような点をＰＲしながら事業推進を図っていく。 

  

生産振興課長 

３ 狭山茶については、需要を喚起し、知名度向上と消費拡大を図ることが必要と考え

ており、狭山茶特設サイトを開設した。そこでは茶のいれ方などの動画配信を定期的

に発信したことで、約２７，０００回の閲覧があった。同時にインスタグラムにも投

稿し、フォロワーが増加した。また、新たな需要を喚起するため、レシピコンテスト

を開催し、令和３年度は和洋食・スイーツ・ドリンクなどで２２９件の応募があった。

その他にも、事業者向けに狭山茶利用商品の開発をお願いし、お茶を送るなどして試

作を行った結果、飲食店等２０事業者、大手コンビニエンスストア・量販店等で８事

業者が実際に商品として売り出したという実績がある。そのような点で、事業による

効果があったと考えている。また、茶畑の面積の減少への対応についてであるが、こ

れについては消費の拡大を図ることが一つと考えている。もう一つは、農地の集積を

図り、そこで茶の生産を続けていただくことである。さらに、茶業研究所では省力化

を図るための研究をしており、それらによって茶畑の減少を食い止めたいと考えてい

る。 

 

畜産安全課長 

４ タマシャモの生産戸数は、現在３戸である。新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴う影響について調査は実施していないが、外出の自粛等により飲食店への提供が

減少し、若干消費等に影響が出ていると聞いている。 

５ タマシャモと高産卵性鶏の交配試験は、肉用鶏タマシャモを基礎にして採卵性も見

込める肉用鶏を開発するために取り組んでいる。令和３年度から事業を開始し、現在、

選抜試験を行っている。 

６ 農業技術研究センターで高病原性鳥インフルエンザが発生した場合、飼育している

タマシャモは全羽殺処分することになる。そのような状況が発生したとしてもタマシ

ャモの維持を可能にするため、県内農業高校３校で分散してタマシャモ原種の飼育を

依頼している。令和４年度も同様に実施する予定である。 

 

農産物安全課長 

７ サツマイモ基腐病は、ヒルガオ科植物に感染する病気で、発病すると株元が黒く変

色し、症状が進むと茎の付け根から腐敗する。感染した苗や種イモが畑に持ち込まれ

ることによって被害が拡大する。国内では九州を中心に大きな被害が出ており、特に

鹿児島県では令和３年産の作付面積の７割以上で発生が確認され、収量が半減したと

聞いている。本県では、令和３年６月に国からの発生の通知を受け、追跡調査を実施

したところ、８月に県内で初確認された。発生が確認された畑では、発病株と周辺株

の抜き取り処分と防除対策を徹底した。被害拡大防止のため、対策のリーフレットを
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作成し、ホームページやＳＮＳで発信するとともに関係機関や種苗店へ通知した。病

害虫防除所では８月３日に特殊報を発出し、対策を広く呼び掛けた。農林振興センタ

ーではホームセンター等を巡回し、リーフレット掲示の協力を依頼するとともに生産

者への個別巡回や研修会等での情報提供を実施した。令和３年度は最終的に２か所３

株の発病が確認されたが、被害は出ていない。 

 

小川委員 

１ 農地中間管理事業については、貸付期間が原則１０年ということで、農地を次の世

代に引き継ぐ際に当たって高齢化の中では懸念がある、借主の意見が強い、立地条件

が悪いところは借主が見つかりにくいなどの課題があると聞く。これらの課題をどの

ように捉えているか。 

２ タマシャモの生産農家が３戸ということで、県の特産であるものの生産戸数が増え

ていない。戸数拡大の努力をしなければ生産者が０になりかねないと考えるがどうか。 

 

農業ビジネス支援課長  

１ 貸付期間が長いということで、貸した農地が戻ってこないのではないかという不安

を持っている方がいるということは聞いている。機構では、貸付期間が長くても、貸

手の意向を十分反映させながら、臨機応変に対応できることを説明している。また、

機械化が進み、規模拡大を希望する担い手が多い水田地域で先行して取組が進んでい

る。御指摘のとおり、今後は農地の条件が悪く、借り手が見つかりにくい中山間地域

若しくは規模拡大よりも多くの品目を組合せて面積当たりの収益を上げようとする担

い手が多い畑作地域へいかに推進するかが課題となっている。農地中間管理事業を進

めるためには、地域で今後の農地をどのようにしていくか、話合いをしていただくこ

とが重要である。来年度から人・農地プランが法定化され、農地一筆ごとに耕作者を

明確化する地域計画を市町村が策定することとなる。地域が前向きに取り組めるよう、

計画作成のメリットや具体的な進め方を市町村や農地中間管理機構と連携しながら、

今年度からしっかり説明をしていく。また、農地中間管理事業については、今年度、

優良事例集を作成したため、具体的な事例を用いて、理解いただけるように説明し、

推進していく。 

 

畜産安全課長 

２ タマシャモは地鶏であり、平飼いとなるため衛生管理も難しい。マニュアルなど用

意し、希望者には指導を実施している。今後も、飼育希望者には農業技術研究センタ

ーと連携して丁寧な説明を行い、生産者が定着するよう努めたい。 

 

阿左美委員 

１ 森林整備面積や木材の供給量等について目標数値が未達となっている。既に伐採で

きる木は伐採していると思うが、今後供給量を増やすには新しく管理道を増やすなど

して、伐採できる木を増やさなければならない。面積、供給量、作業道等を個別で考

えるのでなく、これらを結び付けて取り組む必要があると考えるがどうか。また、ボ

ランティア頼みではなく、県が主体的に動くべきであると考えるがどうか。 

２ 行政報告書４９０ページの「４（１）オ（オ）農業の６次産業化支援事業」では、

異業種交流会を開催したとあり、「４（１）カ（ア）埼玉農商工連携推進事業」におい
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ても実施したとのことである。これらは個別ではなく横断的に取り組んだ方が良いと

思うが、どのように考えるか。 

３ 行政報告書４９７ページの「５（１）イ 施設園芸先端サポート技術導入事業」に

ついて、環境管理や栽培管理の自動化・軽労化に必要な機械の助成をしたということ

だが、実際にどのくらいの労働力削減や生産性向上につながったか。またその結果、

農家の所得向上に結び付いたのか。 

４ 行政報告書５０９ページの「７（２）ア（ア）農ある暮らし推進事業」に関連して、

住むなら埼玉のＰＲ動画を農林部職員は視聴したか。視聴したなら、感想はどうだっ

たか。 

５ 行政報告書５０９ページの「７（２）ア（ウ）森がつなぐ山とまちの未来事業」に

ついて、都市部と山側の市町村で連携して木材利用を進めるため市町村の意向調査や

市町村間の協議を行ったとのことだが、協議の内容や、生じた問題点について伺う。 

 

森づくり課長 

１ 森林整備等について有機的に結び付けて取り組むことについては、御指摘のとおり

である。取組としては搬出間伐や皆伐できる場所を所有者の意向により団地化を行っ

ている。その上で作業道が必要なら計画を立て、県として支援し、森林組合等と連携

して進めている。新型コロナウイルス感染症のまん延で所有者との交渉が進まず停滞

しているが、今後地域の事業体と協力して取組を進めていきたい。また、ボランティ

ア頼みでなく、県主体でやるべきという御指摘もそのとおりである。皆伐して搬出量

を増やすのが一番効率的である。これらの取組を進めて木材の供給量を増やすため、

県としての支援を強力に進めていきたい。 

５ 森林環境譲与税が都市部に多く配分されている傾向がある。都市部の譲与税を山間

部の森林整備に持っていけないかと都市部、山間部それぞれの意向を調査している。

都市部として使いづらい譲与税を山間部への森林整備へ使えるか、もし譲与税を山間

部の森林整備として使った場合、山間部が都市部にどのような還元ができるか等を調

べて両者の市町村のマッチングを進めている。幾つかの市町村同士で取り組んでもい

いというところが出てきており、調整を行っている。さらには新しい市町村同士の取

組の発掘も行っている。都市側の譲与税を山間部の森林整備に結び付けるような取組

を県としても今後進めていきたい。 

 

農業ビジネス支援課長 

２ 農業の６次産業化支援事業における異業種の交流会は、農業者が新商品を作ろうと

思ったときに加工業者や流通業者の評価を得て売れる商品づくりに向けたブラッシュ

アップを行ったり、流通業者などとマッチングすることで販路確保にもつながる。一

方、埼玉農商工連携推進事業は、昨年度はオンラインで開催しているが、一般的な商

談会ということで、通常はブースを出店して、より多くの関心を持ったバイヤーにお

越しいただき、農業者自身が開発した商品の商談を進めていくという内容になってい

る。実際に農業の６次産業化支援事業でも、異業種交流会を経たり、農業者自身で農

商工連携をしたりということもあるが、新商品を開発した場合には新商品のＰＲ会を

開催している。新たな販路開発、商談に向けての取組となるので、農商工連携フェア

と同時開催という形で、同じ会場でより多くのバイヤーにも商品を御覧いただけるよ

う取組を進めている。 
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４ 住むなら埼玉の動画について、当職は視聴した。コミカルに埼玉の良さを伝え、移

住によって時間の余裕ができたり、テレワークも支障なく十分取り組めるといった内

容を表している動画となっていたと考えている。 

 

生産振興課長 

３ 施設園芸ハウス内の温度や湿度等の環境を、生育に適した状態に自動で調整する統

合環境制御装置や、生育を促す炭酸ガス施用装置、自動灌水システム等の導入を支援

している。日射量やＣＯ２濃度、湿度などハウス内の環境データをセンサーでモニタリ

ングし、それらのデータから統合環境制御装置が作物の生育に適正になるよう自動で

コントロールできる。これにより、環境管理に要する作業時間が６６．７％削減した

という例がある。売上げについては１０％増収が見込める。そのため、それに応じた

金額が所得として増益となる。 

 

阿左美委員 

１ 林業に関わる人材が高齢化しており、早く行わないと手遅れになる可能性があるの

で、作業道等の整備も前倒しで行っていただきたいがどうか。 

２ 森林環境譲与税について、使途が決まらずにいると本来の目的からずれてしまう。

都市部の市町村に対して強力に取組を進める必要があると思うがどうか。 

 

森づくり課長 

１ 高齢化が進んでいることは承知しており、焦りはあるので、地元の森林組合など事

業体と協力して進めていく。 

２ 都市部の譲与税を山側で使いたいが、マッチング作業等が進まないところもある。

市町村の意向を確認しつつ進めていきたい。 

 

権守委員 

１ 行政報告書４７３ページの「１（２）ア 明日の農業担い手育成塾推進事業」につ

いて、新規就農者数３３０人の内訳は農家子弟が１５３人、非農家が１７７人との答

弁があったが、それぞれの県内と県外の内訳はどうか。また、３３０人の新規就農者

が県内のどの地域に就農したのか、定着率はどの程度か。 

２ 令和３年度と令和２年度の新規就農者数が３３０人と同数であり、この５年間も３

００人台で推移している。その理由や背景について伺う。また、就農相談１,０３６件

あるが、主な相談内容はどのようなものか。 

３ ２６地域に明日の農業担い手育成塾を設置したとのことだが、延べ人数ではなく実

数は何人か。また、令和３年度末までの就農者１６３人の定着率と育成塾を続けてい

く中での課題について伺う。 

 

農業支援課長  

１ 新規就農者３３０人のうち、県外からの就農者は４３人というデータがある。また、

地域別については八つの農林振興センターごとに把握しており、さいたま農林振興セ

ンター管内が６４人、川越農林振興センター管内が５７人、東松山農林振興センター

管内が２２人、秩父農林振興センター管内が１７人、本庄農林振興センター管内が３
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２人、大里農林振興センター管内が６９人、加須農林振興センター管内が２９人、春

日部農林振興センター管内が４０人となっている。大里農林振興センター管内と川越

農林振興センター管内で就農者が多い状況となっている。定着率について、平成２９

年度から令和３年度までの新規就農者数は１,５９１人いるが、そのうち離農せずに定

着しているのは、令和４年６月時点で１,５３０人であり、９４．５％が離農せずに定

着している。 

２ ２年連続で就農者数が３３０人だったことは、偶然であると認識している。なお、

県の目標が年間の新規就農者数を３３０人確保することとして支援を行っており、そ

の点も少なからず影響していると思われる。就農相談の内容としては、就農までの流

れ、技術の習得方法、農地をどのように確保したらよいか、就農後の資金の確保が多

い質問内容となっている。 

３ 塾生の延べ人数は４３人となっているが、入塾後に体調不良等で途中退塾した方や、

妊娠等により途中辞めていた方が戻ってきたなど、実数では４１人となっている。塾

の課題として、入塾前に自分が実際に農業に適しているかどうかが分からないという

意見があったため、令和３年度から農業を体験できるようなコースとして担い手入門

研修を設置している。担い手育成塾については、就農相談の中で得られた課題を踏ま

えながら、随時改善し取り組んでいるところである。また、担い手塾の卒塾生１６３

人について、うち９人が体調不良等の理由で離農している。 

 

八子委員 

１ 行政報告書５０１ページの「６（２）ウ 外来魚対策」について、捕獲後はどのよ

うに処理しているか。琵琶湖では魚粉にしているようだが、本県の処理状況について

伺う。 

２ 行政報告書５１１ページの「７（３）ウ 三富地域農業活性化対策事業」について、

地域の世界農業遺産認定に向けた取組に対し、令和３年度は農林部としてどのような

サポートをしたのか。 

 

生産振興課長 

１ 外来魚について、基本的には釣った際にその場で埋めてもらうようお願いしている。

また、イベント等の開催をしており、名栗湖や入間川などのイベントでは、釣ったブ

ラックバス等をフィレにして食べる、小魚であればから揚げにして食べるなどの場合

もある。 

 

農業ビジネス支援課長 

２ 武蔵野三富地域では、武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会が組織され

て活動しており、現在は世界農業遺産の認定に向けて申請書を提出していると聞いて

いる。令和３年度は、同協議会が実施する世界農業遺産申請に当たっての翻訳や地域

での活動を補助している。 

 

金野委員 

１ 行政報告書４９０ページの「４（１）オ（エ）埼玉県農産物輸出総合サポート事業」

について、海外見本市などの情報提供を行っているとのことだが、輸出先の市場分析

はどのように行っているのか。また、輸出後、商標・意匠登録など知的財産対策、支
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援体制はどのように行っているのか。 

２ 行政報告書４９２ページの「４（２）地産地消の促進」について、学校や保育園な

どの給食における地場農産物の利用拡大の状況はどうか。またその際、食の大切さを

教える食育や地域における食文化の継承についてどのような取組をしているのか。特

に令和３年度の実施状況はどうか。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ フランスやパリの展示会に出店して商談を実施し、産地の情報を得ながら輸出に対

応する栽培方法や量目、パッケージの情報収集、分析を行い狭山茶の輸出等に役立て

ている。シンガポールについてはイチゴやユズといった内容を分析し、現地で販売が

可能な形態や出荷の輸送方法等について検証している。 

２ 現在、埼玉県の小学校、中学校の学校給食では、米については全量県産米が使用さ

れ、うどんやパンといった小麦製品については両方を平均して４６％に県産麦が使わ

れている。学校では地元の農業者が給食に地元の野菜を届け、給食時に放送で生産者

の方の様子が流れたり、地元の文化として農業者が学校で話したりしている。 

 

金野委員 

１ 輸出に当たっての知的財産対策、支援体制はどうか。 

２ 地域における食文化の継承についてはどのように取り組んでいるか。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ 輸出に当たっての意匠登録等の取組について、現在特に取組は行っていないが、今

後輸出を行うに当たり必要な場合は産地と相談しながら登録をしていけるよう、相談

体制を整えていく。また、県ではＪＥＴＲＯなどが構成員となる埼玉県輸出促進協議

会を組織しており、輸出に必要な情報収集もできるような体制となっている。必要に

応じて、協議会とも相談しながら情報を正確に産地の方に伝えられるよう取り組んで

いく。 

 

生産振興課長 

１ 知的財産について補足させていただく。県オリジナルイチゴ「あまりん」「かおりん」

「べにたま」の３品種について、海外流出防止対策として、中国と韓国に対し品種登

録出願を行っている。「あまりん」「かおりん」は令和２年、「べにたま」は令和４年に

出願書類を提出し、手続済みである。 

 

農業ビジネス支援課長 

２ 地産地消の地域の食育や食文化の伝承について、地域によっては農協の女性部など

が中心となり地域文化の研究をされており、農協の集まりだけではなく地域の活動に

も積極的に出向き、学校などでいもだんごの作り方を教えるなどしている。 

 

金野委員 

 保育園での地産地消及び食育についてはどのように取り組んでいるか。 
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農業ビジネス支援課長  

 保育園の取組について直接調査はしていないが、園児が育てて収穫した農産物を給食

に使ったり、地元の農業者が保育園の芋掘り等の手伝いをしたりと、地元の保育園・農

業者が連携して地元の農産物を届け、食育につながる取組をしていると聞いている。 

 

本木委員 

１ 行政報告書５０９ページから５１０ページの「７（２）イ（ア）農林公園管理事業」

について、利用者数が１１９,１８８人となっているが、人数はどのようにカウントし

ているのか。 

２ 農林業学級のうち農林業学習が７４９回と非常に多く開催されているが、具体的な

内容について伺う。 

 

農業政策課長 

１ 農業学習や研修の参加人数・農産物直売所で買い物をしていただいた人数を合計し

た数字となっている。 

２ 内容は農業体験や調理教室であり、例えば調理教室ではそば打ち体験などで、農業

体験ではもぎ取り体験などである。 

 

本木委員 

１ 過去の公社事業対策特別委員会で利用者数は車１台当たり４人でカウントしている

との説明があり、数え方として問題があるという話が出たことがある。現在は違うと

いうことでよいか。 

２ 年間７４９回開催しているのであれば、１日３回くらい開催しないとこの回数にな

らないと思うが、具体的にどのように実施しているのか。 

 

農業政策課長 

１ 以前は自動車の台数に標準的な乗車人数をかけてカウントしていたが、御指摘いた

だいた観点から検討を行い、利用者数として直売所のレジの通過者数、学習体験等利

用者数、研修室等利用者数を合計し、本当に利用したことが確認できた数を指標にす

るように改めた。 

２ 農林業学習の実施数については、ブドウやナシのもぎ取り体験や木工教室など、１

日に複数回を実施しており、それぞれをカウントしているためこの回数になる。 

 

杉田委員 

 行政報告書４９８ページの「５（２）ア 農林水産試験研究費」について、農業技術

研究センターでは、異常気象による水稲・麦の品質・収量の低下を防ぐため、リモート

センシングによる生育診断技術の開発に取り組んだとあるが、具体的にはどのような技

術の開発を行っているのか。また、研究の成果はどのようなものがあったか。 

 

農業政策課長 

 本研究は令和３年度から令和５年度の３年間の研究であり、水稲や小麦のほ場をドロ

ーンで空撮し、画像から効率的な追肥量の判断をしようとするものである。令和３年度
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の研究では、米などで空撮画像による効率的な追肥診断ができそうな相関が見え始めて

いる。小麦では、追肥に一定の効果があることを把握できている。 

 

杉田委員 

 令和３年度から令和５年度の３年間の研究とのことであったが、最終的な目標は具体

的にどのようなものか。 

 

農業政策課長 

 本研究が最終的に目指す成果としては、ドローンによる空撮でほ場の状態を把握し、

どのような画像データであればどれくらいの量の追肥をすればよいかが明確となり、そ

の内容をマニュアルのような形で農業者に普及することである。 

 

前原委員 

１ 行政報告書４６５ページに記載のある「販売農家に占める販売金額１,０００万円以

上の農家数の割合」について、令和元年度は７％、令和７年度目標は１０％と記載さ

れている。令和３年度の数字が記載されていないのはなぜか。また、令和２年度は７.

４％となっているが、これに当たらない９２.６％の農家について、販売金額の最高値

と最低値を把握しているか。どのような苦労を抱えているのか、実態を把握している

か。 

２ 資料１４「農業従事者数（男女、年齢別）、新学卒就農者数、地域別新規就農者数の

推移及び新規就農への支援策」について、新規学卒が２７人から３２人に増えている。

Ｕターンも９８人から１２１人に増加している。行政報告書に記載されている以外で

特徴的なことや、新規就農の働きによって先行した例や事業促進に向けてどのように

生かすかを伺う。また、就農準備資金や営農開始資金の額の増額や年齢制限の緩和を

令和３年度の取組の中で検討したのか。 

３ 資料１６「食料自給率の推移」に関連して、米と鶏卵は昨年度の新型コロナウイル

ス感染症禍や鳥インフルエンザの発生で大変な被害があったと認識しているが、それ

ぞれの農家に対してどのような支援を実施したのか。 

４ 資料１７「米と主な野菜の出荷量と全国順位について」を見ると埼玉県産農産物は

頑張っていると感じるが、農産物は多く穫れるほど値段が下がり、手間も増える。し

かし、資料２０「２ 野菜価格安定制度について」をみると、野菜価格安定制度の対

象品目にホウレンソウ・コマツナ・サトイモが含まれていない。他県では含まれてい

る場合もあるが、本県ではなぜ対象としていないのか。 

５ 資料２１「県花植木農家の戸数と生産実績」について、令和２年の農家戸数は０で

ある。産出額では、植木等の産出額が前年９から令和２年に５と減となっている。こ

れらの数字の背景について伺う。 

６ 資料２２「畜産・養鶏農家の戸数、飼育頭数、生産実績の推移」について、畜産・

養鶏農家の戸数、飼育頭羽数、生産実績が減少しているが、その対策はどうなってい

るのか。 

７ 資料２７「試験研究機関の決算・研究費の推移、開発成果、人員体制」について、

令和３年度は前年度と比べて試験研究費が減少しているが、なぜか。 

８ 資料３０「農林業に対する鳥獣被害について（林業）」には、クマによる被害が拡大
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傾向にあると記載されているが、被害市町村数が減少している中で、クマによる被害

が拡大している原因はどのようなものと考えているか。 

９ 資料３６「植林の取組について」を見ると、林業経営を目的とした植林、環境林整

備を目的とした植林共に令和３年度実績が前年度比で減となっている。原因はどのよ

うなものと考えているか。 

 

農業政策課長 

１ 「販売農家に占める販売金額１,０００万円以上の農家数の割合」については、国が

公表している農業構造動態調査のデータに一定の推計を加えて求めた数値であり、都

道府県別の最新値が令和３年２月時点であったため、令和２年度の数値を記載してい

る。統計データから算出しているため、残り９２.６％の詳細については把握していな

い。農家の苦労については、個々の政策分野において地域機関による聞き取りなどに

より把握している。 

７ 試験研究費が減少している主な理由としては、平成３０年度から令和２年度には国

の交付金も活用して実施した埼玉スマート農業推進事業があったこと、外部機関から

の受託研究や提案公募研究が減少したことなどがある。 

 

農業支援課長 

２ 新規就農者の推移について分析すると、新規学卒者の人数の変化は年次的な変化の

範囲と考えている。Ｕターンの増加は新型コロナウイルス感染症禍による影響と考え

ている。新規参入者については大きな傾向として一定の割合で５４％を占めている。

全体として新規就農者は増加傾向にあるが、これは県が実施してきた明日の農業担い

手育成塾などの支援策の効果と考えている。今後も就農を希望する者が確実に就農し

営農活動が継続できるよう支援していきたい。国の新規就農者育成総合対策について

はこれまで国へ要望した結果、令和元年度には年齢制限が４５歳未満から５０歳未満

へ引き上げとなった。さらに、令和４年度からは新規就農者に対し機械施設等を補助

する経営発展支援事業が新設されている。引き続き、県としては就農を希望する者や

就農間もない農業者に耳を傾けながら国につなげるところはつなげ、しっかり支援を

していく。 

 

畜産安全課長 

３ 高病原性鳥インフルエンザが発生した場合、発生農場の殺処分した鶏や汚染物品の

埋却に要した経費は、家畜伝染病予防法に基づき、国から手当金が交付される。昨年

度発生した美里町の農場については、現在、手当金を算定しているところである。 

６ 高齢化等により県内畜産農家は減少している。また、本県は都市化が進み、飼養規

模の拡大が困難な中にあって、畜産物の高付加価値化や生産効率向上などを図る取組

が畜産振興に重要であると考えている。例えば、酪農では性判別精液の普及、肉用牛

は秩父高原牧場を活用した優良血統の繁殖雌牛の普及、採卵鶏は付加価値の高い卵を

生産するタマシャモを基礎とした卵肉兼用種の開発を進めているところである。 

 

生産振興課長 

４ 野菜価格安定事業は、野菜価格が著しく低下したときに補填を行う事業であるが、

本事業は三つの事業からなり、指定野菜事業、特定野菜事業と県単事業がある。資料
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２０の２は県単事業の品目である。ホウレンソウ・コマツナ・サトイモは、指定野菜

等として価格安定制度でカバーされている。県単事業の品目は、指定野菜等でカバー

できない品目を個別に拾っているものである。 

５ 植木の生産者の農家戸数が元年、２年と「－」になっていて、ないということにつ

いて、令和元年度から国の公表がなくなったことを受け、記載の数値は国の調査結果

を記載していたことから「－」としている。植木の産出額減少については、植木は庭

先に植えるということもあり、近年庭のない住宅が増えていること、また、ライフス

タイルの変化もあって減少しているものと考えている。この状況に対して、国の事業

を活用して、住宅展示棟等で庭の展示などＰＲ展示している。 

 

森づくり課長 

８ クマによる被害は、長く秩父市のみとなっていたが、平成２８年に初めて飯能市で

も確認された。つまり、平成２８年度以降は増加傾向という意味で記載している。平

成３０年辺りから対策を講じたこともあってか、令和２、３年は飯能市での被害は確

認されていない。対策の効果などについて、引き続き経過観察していく。 

９ 林業経営を目的とした植林について、毎年度３０ヘクタール程度を目標として実施

しているものであり、現地を測量した結果を実績値として記載しているものである。

また、令和３年度の環境林整備を目的とした植林が前年度比で減となっている原因と

しては、先ほども答弁したとおり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により森林

ボランティアの活動が縮小傾向にあったことであると考えている。 

 

前原委員 

１ Ｕターンが増えたのは新型コロナウイルス感染症の影響という答弁があったが、若

い農家からは一旦都会に出て再び戻ってくるという思いも聞いている。単純に新型コ

ロナウイルス感染症だけの影響ではないのと思うがいかがか。１６３人のうち９人が

体調不良により離農したとあったが、体調不良を起こさない支援が必要と思うがいか

がか。 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響があった米に対する支援はどうか。 

 

農業支援課長 

１ 体調不良は持病の悪化や病気ということで、疲れて辞めたということではない。農

林振興センターでは新規就農者に対して担当者を固定し、マンツーマンで技術支援を

行っている。今後も新規就農者が就農地で経営を確立し、農業が継続できるよう支援

していく。 

 

生産振興課長 

２ 令和３年度、需要が減少する県産米の評価を向上させる目的で、県産米競争力強化

プロジェクト事業を実施している。具体的には、全農さいたまと連携して県内の店舗

で県産米の増量キャンペーンを実施した。その結果、新たに３７店舗で県産米を常設

で販売することとなった。この取組により、スーパーマーケット等で県産米が手軽に

買えるようなものとしていきたいと考えている。また、県産米をＰＲするために動画

やソングを作り、量販店の売り場や駅などの大型映像装置等を使って積極的に県産米
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のブランドの定着と知名度の向上に努めているところである。 

 

齊藤委員 

 不用額について、冒頭の部長説明で事務費の節減・契約差金・工事が見込みを下回っ

たなどの説明があった。事項別明細説明調書のそれぞれの目における不用額が生じた理

由は、最も額が大きいものを記載しているのか。 

 

農業政策課長 

 額が大きいものを主な理由として記載するという考え方である。 

 

齊藤委員 

 そうであれば、事項別明細説明調書３６０ページには、６億円以上の不用額について

事務費の経費節減による執行残と記載されているが、具体的にはどのような内容か。 

 

農村整備課長 

 土地改良費の不用を生じた理由について、経費節減と記載されているが、実際には防

災減災緊急対策事業費において、ため池の防災対策を実施するか否かを判断するに当た

り必要となる劣化状況等の評価・事業計画作成のための予算を計上していたが、国庫の

配分が見込みを下回ったため不用額が生じているなど別の理由がある。また、川の国埼

玉はつらつプロジェクト推進費では周辺住宅への家屋補償費が不要となったこと、県費

単独土地改良事業費では秩父地域で補助事業が見込みを下回ったことなどがある。 

 

齊藤委員 

 「令和３年度埼玉県歳入歳出決算附属資料（その１）」の９４ページを見れば、委託料

などの不用額が大きいということが分かるが、事項別明細説明調書のみでは経費節減の

努力により不用額が大きくなったという印象になりかねない。誰が見ても分かる決算資

料になるよう、記載を統一したり、工夫したりしてほしいがいかがか。 

 

農林部長 

 資料は、見るだけで誰でも分かるような表現とするよう努めていく。 

 

 委員 

 農業者が減少している現状では、農家のみを支援するのでは農業を守ることが難しい

ため、いわゆる「農福連携」や「半農半Ｘ」のように農家ではない人が農業を生活の一

部に取り入れたりできるような取組も必要と考えるが、どのように取り組んでいるのか。 

 

農業政策課長 

 予算措置をして取り組んでいるものではないが、農福連携については従前に作成した

マニュアルを活用し、取組希望者への相談対応などを実施している。半農半Ｘについて

も、県内の移住につながるような農ある暮らしの魅力を発信するなど働き掛けを行って

いる。 
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 委員 

 農業を守るには、農家のみならず多様な力を活用した取組が必要と考えるが、そのよ

うな取組を計画などで管理・把握しているか。 

 

農業政策課長 

 埼玉県農林水産業振興基本計画において、多様な主体との連携を図っていくという政

策の方向性は整理しているが、そのような視点で整理してはいない。 
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令和４年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（令和４年１１月４日（金）危機管理防災部関係） 

 

【説明者】 

三須康男危機管理防災部長、澁澤陽平危機管理防災部副部長、内田浩明危機管理課長、 

佐藤和央消防課長、小沢きよみ災害対策課長、宮原正行化学保安課長、 

山口芳正危機管理課危機対策幹 

 

【発言】 

八子委員 

１ 行政報告書１９２ページ「１ 大規模災害の備えと対応」の、浸水想定区域内にある

防災拠点校について、令和３年度の調査で区域外施設への変更の調整が行われているが、

調査の結果どのような調整が行われたのか。 

２ 行政報告書１９７ページ「（１）減災に向けた自助と共助の推進」のうち、自主防災

組織の資機材整備の市町村への補助の執行率はどうか。 

３ 行政報告書２０１ページ「（６）県外被災地への人的支援」について、東日本大震災

から１０年以上が経過をしている中、派遣職員は令和３年度、宮城県と福島県に１０人

派遣されている。職員を派遣したことによって本県として得られたものは何か。 

４ 行政報告書２１４ページの「（６）消防団の活性化」について、全体の団員数は年々

減っている。平成２９年に総務省消防庁が作成した消防団員の確保方策等に関する検討

会の報告書によると、学生や女性以外にも、地方公務員や事業所等の活用が記載されて

いる。少しでも消防団員を増やしていく必要があると思うが、令和３年度に講じた対策

はどのようなものがあるか。 

 

災害対策課長 

１ 防災拠点校は教育局にて指定しており、変更はないものと認識している。 

 

危機管理課長 

２ 自主防災組織の資機材整備の市町村への補助について、補助額は５３５万９千円、予

算額は８００万円で、執行率は６７％である。なお、申請があったところには全て交付

している。 

３ 被災地派遣だが、こちらは１０年以上既に東日本大震災の頃から派遣して、やはり一

番は慣れない環境の被災地へ行って、全国から応援職員として来ているので、新しいネ

ットワークが作れるということと、あとは職員自体が被災地に行って自らどうしても力

になりたいという強い意志を持って行っている職員であり、それぞれ戻ってきて職場で

活躍していただいている。また、当部においても、派遣職員のうち３名が危機管理防災

部の職員として業務に従事している。 

 

消防課長 

４ 令和３年度については、新型コロナウイルス感染症により集客を伴うイベントがなか

なか開催できなかったが、そのような中でも特に若い人に加入してもらうため、例えば、

秩父市とタイアップして成人式会場にブースを設置してＰＲ活動を行った。また、学生

が機能別団員として加入すると大きな戦力になるため、学生消防団員の研修会等を開催
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した。 

 

八子委員 

１ 浸水想定区域にある防災拠点校については、令和３年度の予算特別委員会の際にも質

疑が出ていた。その際も変更を検討する旨の答弁であったが、それがいまだ決められて

いないのは問題があるのではないか。 

２ 執行率が６７％ということだが、ほかの市町村から申請があったらもっと補助できた

のか。申請がなかったからこの執行率にとどまったのか。 

３ 東日本大震災被災地への職員の派遣はいつまで続ける予定なのか。国が方針を決めた

上での派遣なのだとは思うが、本県職員も有り余っているとはいえない状況の中、今後

の見通しはどうか。 

 

災害対策課長 

１ 先ほどの答弁に補足を含めて答弁する。令和３年度の予算特別委員会での指摘を受け

て、教育局との打合せを実施し、浸水が懸念される３校とのヒアリング等を実施してい

る。その結果、現在県の地域防災計画の修正業務を行っているので、その過程で教育局

側の修正が明らかになってくる。 

 

危機管理課長 

２ 平成３０年度から新設団体、既設団体には発電機を整備する場合に対象としている。

全市町村に声を掛けているが、申請自体がこの状況であった。申請があれば対応は可能

であった。 

３ 全国知事会が被災３県と調整し、本県に派遣要請が来る流れになっている。令和３年

度までは宮城県と福島県に派遣をしていたが、令和４年度は福島県にのみ派遣を行って

いる。今後についても、被災県の意向、全国知事会等の要請を踏まえて対応していくこ

とになる。 

 

八子委員 

３校にヒアリングを実施したとのことだが、浸水が懸念されるのであれば１日でも早く

変更するべきであると考える。結論が出るのはいつなのか。 

 

災害対策課長 

正式な結論については、地域防災計画の改定という形式で発表する。これについては、

年度末になってくるので、それまでの間で現在の状況について教育局との間で内容の確認

を経て、必要な部分については１日でも早く内容を発表していく。 

 

蒲生委員 

１ 行政報告書２１４ページの「（５）埼玉県特別機動援助隊研修・訓練の実施」につい

て、埼玉県特別機動援助隊を構成する消防機関などが合同訓練等を行ったとあるが、合

同訓練の概要と訓練の成果はどうか。 

２ 行政報告書２１９ページの「（５）高圧ガス保安推進事業」の「イ 高圧ガス防災訓

練」について、昨年度、新型コロナウイルス感染症対策のために中止となったが、万が

一に備えて代わりに何らかの対応を行ったのか。 
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消防課長 

１ 特別機動援助隊合同訓練は、令和４年２月９日に、越谷市民球場において竜巻が発生

し、工事用足場や付近の建物が倒壊して多数の負傷者が発生した想定で訓練を実施した。

消防機関、埼玉ＤＭＡＴなど２３機関が参加した。参加人数は約３４０名であった。成

果としては、大規模災害等による県内被害を最小限にするための実践的な救出・救助訓

練を実施したことで、参加する県、消防機関及び医療機関の円滑な連携強化を図ること

ができた。また、組織間での情報共有や危険区域での連携活動について、訓練を通じて

確認することができた。 

 

化学保安課長 

２ 高圧ガス事業所の保安教育に資するよう、過去の訓練における編集動画を高圧ガス団

体へ提供し、高圧ガス事業所へ周知して保安教育とした。 

 

蒲生委員 

特別機動援助隊の合同訓練について、令和４年２月に実施したと説明があったが、医療

との連携も含めた点で、新型コロナウイルス感染症に対応した訓練は行っているのか。 

 

消防課長 

訓練内容の変更は行っていない。令和３年度はコロナ禍での訓練であったため、全２２

医療機関中半分以下の１０機関の参加となった。今年度については１１月末に緊急消防援

助隊関東ブロック合同訓練という大規模な訓練が行われ、その中で実施予定であり、より

多数の医療機関に参加していただき、顔の見える関係を構築していく。 

 

阿左美委員 

１ 行政報告書２０６ページの「（２）防災ヘリコプターの運航」について、令和３年４

月に茨城県大子町で発生した林野火災に出動したとあるが、他県へのヘリを派遣した場

合の費用負担はどのようになるのか。また、災害出動状況の調査１回とあるが、この場

合の調査とは何か。 

２ 行政報告書２２０ページの「（５）高圧ガス保安推進事業」の「エ 保安講習会の開

催」について、保安講習会をＷＥＢ開催としたことにより、どのような影響があったか。

また、今後はどのように開催するのか。 

 

消防課長 

１ 他県に派遣した場合の費用負担であるが、隣県と締結している相互応援協定に基づき

出動した場合は、相互扶助の精神に基づき応援側である本県が負担することになる。茨

城県大子町の場合は、隣県ではあるが、消防庁の要請に基づく出動であり、全国市町村

振興協会からの助成を受けた。また、緊急消防援助隊として出動した場合は、国から助

成を受ける場合もある。調査の内容であるが、令和３年１０月７日に県内一部市町村に

震度５強を観測する地震があり、夜間の発生であったため翌日１０月８日の朝に被害状

況を調査するため出動をした。結果として被害の発見はなかった。 

 

化学保安課長 

２ 高圧ガス保安講習会は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和元年度は中止

し、令和２年度からＷＥＢ開催としている。受講者へのアンケートでは、「会場への移
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動時間がないため時間の効率化が図れる」、「自分の都合に合わせた時間で受講するこ

とができる」、「分からない部分を繰り返し確認できて理解が深められる」という回答

を受けている。一方で、集合形式の方がよいという意見もあった。このような意見を踏

まえ、今後は、ＷＥＢ開催と集合開催を並行する方法で進めていく。 

 

阿左美委員 

１ 防災ヘリコプターの出動状況について、火災・救助・救急があるが、それぞれ通報を

受けてからどのくらいの時間で現場に到着できるのか。 

２ 今後はＷＥＢ開催と集合開催を並行するということだが、ＷＥＢ開催と会場開催とで、

受講者の理解度にどのような違いがあると考えているか。 

 

消防課長 

１ 防災ヘリコプターの出動は、まず消防本部に要請があり、消防本部においてヘリの出

動が必要であると判断した後に、消防本部から県へ要請がある。県が要請を受けた後、

気象状況の調査やブリーフィングを行うなど、出発の準備に３０分程度要する。出発に

ついては、出発地の川島町の防災航空センターから、県内最遠距離の場所でも１５分程

度で到着できる。出動種別にかかわらず同様の時間で到着できる。 

 

化学保安課長 

２ 受講者の理解度にどのような違いがあるのかは、把握していない。ＷＥＢ開催のアン

ケートでは「分からない部分を繰り返し視聴できる」という回答があった。ＷＥＢと会

場との並行開催であれば、会場で受講した方もＷＥＢで視聴することで、理解度が深ま

ると考えている。 

 

横川委員 

行政報告書２０５ページから２０６ページ、「３ 防災体制の強化」について、災害救

助用のオプションを増やすためのエアボートの導入を令和２年度に提案した。管理の問題

などの課題があると本会議でも答弁を頂いたが、その後、令和３年度で関係当局とどのよ

うな具体的検討が行われて、現在どのような状況にあるのか。 

 

消防課長 

エアボートについては、救出・救助に利用することから、消防機関での利用が想定され

るため、まずは導入の必要性について消防機関の理解が重要であると考える。令和４年７

月にエアボート協会に県内でデモンストレーションを実施してもらい、多数の消防機関に

見学してもらった。参加消防機関にアンケートを実施し、アンケートの結果を踏まえて今

後について検討していく。 

 

横川委員 

危機管理防災部として、このような災害救助用のオプションとしてこのような機材を新

たに導入しようとした場合に、どの項目において予算計上することができるのか、また、

実現可能かどうか。 

 

消防課長 

先ほど答弁したとおり、エアボートについては消防機関においての利用が想定される。
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消防機関が購入の検討を行うことになるため、県の予算には該当しない。 

 

横川委員 

県の予算には該当しないと答弁されたが、この救助資機材が国の認める補助金の対象と

なった場合に、危機管理防災部として予算計上して各市町村及び組合が購入する際の協力

応援補助等に充てる項目を作ることができれば、県として可能ではないか。 

 

危機管理防災部長 

基本的には防災は市町村が基本として、県がサポートをする枠組みである。また、県が

既に保有している資機材もある。具体的なボートの話であれば、どのように使用していく

かはいろいろな体制作りがある。民間の活用であれば、官民連携等も幅広く行っていく必

要がある。選択肢が幾つもある中で、まずは実際の救助を行う消防機関の意見を伺い、ま

た市町村とも相談し、県としてしっかりと受け止めて協議を進めていく。県のどの予算項

目に当たるかとのことだが、まだそこまでの段階にはない。 

 

鈴木委員 

行政報告書２０８ページの「（１）国民保護の推進」について、ミサイル発射でいざ全

国瞬時警報システム、いわゆるＪ－ＡＬＥＲＴが鳴っても近くに頑丈な建物や地下の施設

がないという方がほとんどだと思われる。そのような場合の県民の正しい避難行動とはど

ういうものか。また、避難行動についてホームページで広報しているということだが、ほ

とんどの県民に周知されていないと思われる。県民への周知方法に関してほかにどのよう

な議論があったのか。最後に、Ｊ－ＡＬＥＲＴの機器点検や避難行動の広報のほかに、国

民保護についてどのような議論があったのか。 

 

危機管理課長 

Ｊ－ＡＬＥＲＴが鳴った場合の県民の正しい避難行動については、令和４年１０月４日

のＪ－ＡＬＥＲＴ発令後、改めて県のイベント主催者や県有施設に三つの類型についての

周知を図った。屋内の場合、屋外で近くに建物あるいは地下施設がある場合、屋外で近く

に建物あるいは地下施設がない場合、この三つの類型に応じた対応をお願いするものであ

る。屋内の場合は、爆風を防ぐということで、ドアや窓を閉める、窓のカーテンを閉める、

なるべく窓等から離れる。屋外で近くに建物、地下施設がある場合は、まず、そこに逃げ

込む。屋外で近くに建物、地下施設がない場合は、地面に伏せて頭部を両手で守る。これ

らについては、市町村にも改めて広報の協力を依頼した。県民への周知方法については、

繰り返し広報を続けることが重要であり、ホームページ以外にも、Ｊ－ＡＬＥＲＴ発令等

で関心が高まった機会を捉えて広報を図っていく。３番目の国民保護についての議論に関

しては、平成３０年６月に国から住民避難訓練を当面見合わせる通知があったことから、

しばらく住民避難訓練は実施していなかったが、令和４年３月の北朝鮮によるＩＣＢＭ級

の弾道ミサイル発射を受け、４月に国から住民避難訓練を再開するようにとの通知があっ

たので、５月に国と県、三芳町で図上訓練を実施した。 

 

鈴木委員 

避難行動の周知については、具体的にホームページ以外でどのような方法を考えていた

のか。 
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危機管理課長 

地道ではあるが、パネル等をイベント会場等で掲示して声掛けをする等、直接伝えるよ

うな広報も行っている。ＳＮＳ等では響かない部分もあるので、対面でも啓発していく。 

 

権守委員 

１ 行政報告書１９７ページの「（１）減災に向けた自助と共助の推進」のイツモ防災講

師養成研修の受講者が令和３年度１７３人だったが、どう認識しているか。また、コロ

ナ禍前の通常時の受講者数は何人で、そのうちどれくらいの方が講座を実施しているの

か。 

２ 行政報告書１９９ページの「（３）防災学習センターの管理運営」について、コロナ

禍において令和２年度は来館者数が最低を記録したが、令和３年度には増加した。しか

し、リニューアル直後の平成３０年度、令和元年度の来館者数には届かない。令和３年

度に行った来館者数増加のための具体的な取組は何か。また、実施してみて課題はどう

か。 

３ 行政報告書２０４ページの「（１）トップフォーラムの開催」について、大西熊本市

長から講演を頂き、その後、知事と市町村長の意見交換があったとのことだが、意見交

換会で出た意見、見えてきた課題は何か。 

４ 行政報告書２２０ページの「（６）いつでも、どこでも炊出訓練応援隊」事業の実績

は新型コロナウイルス感染症の影響により１件にとどまったとのことだが、その１件と

はいつ、どこの団体に行ったものか。また、炊出訓練を行えないことによりどのような

影響が考えられるのか。 

 

危機管理課長 

１ イツモ防災講師養成研修の受講者について、令和３年度は１７３人であった。平成２

７年度は１４４人、平成２８年度が１２５人、平成２９年度が２３９人、平成３０年度

が３６人、令和元年度が２２２人、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の関係で実

施しなかったので０人である。平成２７年度から令和元年度までの平均約１５３人であ

る。昨年度は１７３人なので、ほぼ平均と同等である。延べ人数で９３９人おり、ある

程度の人数を確保していると認識している。受講後どれくらいの方が講座を実施したか

についてだが、コロナ禍前の令和元年度には１５４回実施した。令和２年度は１２回、

令和３年度は３３回と回数が少なく、９３９人の講師が活躍する場は少ない状況である。 

２ 防災学習センターについて、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置期間は一番人数が

多い団体見学が少なく、オンライン講座やＹｏｕＴｕｂｅ「そなーえチャンネル」など

を実施した結果、回復したものと考えている。感染者数が増えると直前キャンセルで団

体の来館者数が減ってしまうのが課題である。谷間を減らすようオンラインとのハイブ

リッドで取り組んでいく。 

３ 大西市長の講演の中で「動物園からライオンが逃げた」というデマ情報に対して、市

長自らが「この情報はデマです」とＳＮＳを使って発信した、という話があった。この

ように災害時のトップによる情報発信は非常に重要であるという象徴的な出来事に対

して活発な意見交換があった。また、知事から、埼玉版ＦＥМＡの訓練にも市町村には

積極的に参加してほしいという発言があり、一部の長からも賛同する旨のやりとりがあ

った。トップが行った実災害時の対応をトップが聞くことによって、実際に災害が発生

したときにしっかりと対応できるようになるものと考えている。 
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化学保安課長 

炊出訓練は食べ物を扱うことから、感染症がまん延する状況では実施が困難であった。

令和３年度の実績１件は一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会さいたま支部がさいたま市に対

して１１月６日に開催されたさいたま市総合防災訓練のために提供したものである。また、

令和２年度、令和３年度の訓練ができなかったことの影響として、実際の避難所において

ＬＰガス器具を適切に取り扱えるのか、という懸念があるが、このことについては令和元

年度までの訓練の蓄積があるので、直ちに影響があるものではない。 

 

田並委員 

１ 行政報告書２０３ページ、「（１０）九都県市合同防災訓練の実施」について、残念

ながら令和３年度は訓練が中止になったが、どのような目的でどのような訓練をする予

定だったのか。 

２ 九都県市相互応援協定に基づく救援物資緊急輸送訓練のみ行ったとあるが、どのよう

な訓練の内容だったのか。 

 

災害対策課長 

１ 狭山市との共催で１１月７日に狭山市の上奥富運動公園をメインの会場として訓練を

予定していた。地震に伴う被害の訓練ということで、狭山市なので、立川断層帯を震源

とするマグニチュード７．４の地震が発生、狭山市内で最大震度６弱の揺れを観測した

想定で実動訓練を行う予定だった。内容は、警察、消防、自衛隊、狭山市内の自主防災

会、自主防災組織、ライフライン事業者などが発災初期の現場の動きを確認する予定だ

った。これにより関係機関の相互連携の強化又は自助・共助意識や防災に関する意識の

向上を目指していた。また、地域防災力の向上に資する形にしたいということを目的と

していた。しかし、狭山市からの申出により中止になった。 

２ 唯一実施できた救援物資緊急輸送訓練だが、九都県市でお互いに広域応援を行う場合

を想定して各県のトラック協会と協力しながら、物資の受渡し訓練を行った。１０月３

０日に狭山市が物資拠点に指定している農村環境改善センターで埼玉県・狭山市の職員

で訓練を行った。 

 

田並委員 

救援物資緊急輸送について、中越地震や東日本大震災のときに物資を持って行ったこと

があるが、受ける方の体制が整っていないと物資がただ山積みになる、道が通れなくて引

き返さざるを得ないなどの問題が生じた。災害内容、被災場所によっても違うと思うが、

協定の中で、必要物資や道路状況を把握するのはどこか、また、それらの情報を九都県市

の中でどのように共有するのかは協定の中で決まっているのか。 

 

災害対策課長 

大規模に物資の受渡しを行うような災害が発生していれば、おそらく各県で災害対策本

部が、本県の場合は災害対策本部か災害即応室など、それなりの体制が立ち上がっている

と思われる。各県がその体制の中で防災部署がそれぞれの都県市とやりとりをすることに

なる。この間、九都県市の首脳会議があったが、下部組織の防災対策委員会で広域相互応

援協定を結んでいる。細かいオペレーションについては、それぞれの都県市のニーズ、被

害の把握状況などによるため細部まで九都県市でそろえていないが、連絡先などは交換し、

いざというときは助け合える状態になっている。 
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田並委員 

何が必要かは九都県市で決めるのではなく、被災した都県市が決めるということは理解

できる。中越地震のときは、その日のうちに通行できない箇所を新潟県の県土整備事務所

が地震発生の３時間から４時間後には把握していた。被災すると情報を誰が知っていて、

誰が知らないかが錯そうしてしまう。本県が被災したときに何がどのくらい必要で、どの

道が通れるかという情報を誰が把握していてどうやって共有するか決めておかないといけ

ないと思うがどうか。 

 

災害対策課長 

本県の場合、災害オペレーション支援システムを県庁内全職員と関係機関が閲覧できる。

どの道路が通れないかが全て地図上に表示され、県職員と関係機関は共有することができ

る。それを他県にどう知らせるかは、事務レベルで重要になると思うので、事務の担当者

会議を通して話合いを進めていく。 

 

小川委員 

１ 議員に情報を発信する際に、ある程度システム化がされてないと情報が遅れてくる可

能性がある。状況ごとに的確な情報を流すシステム体制についてどのように考えている

のか。 

２ 行政報告書２０３ページの「（１０）大規模災害等に対する初動体制の確保」のうち、

情報連絡室の設置について、昨年度は４８回設置しているが、設置するときの基準はど

のようなものなのか。また、４８回の内訳についてはどうなっているのか。 

３ 幹部職員は県庁近くに住んでいるということだが、そうした幹部職員の負担に対し、

どのようにフォローしているのか。 

 

災害対策課長 

１ 災害が起きた際に議員に対してどのように情報を伝達するかについては、テレビで取

り上げられるような大きな災害の際に、それぞれの地域振興センターが災害対策支部と

しての役割を持ち、支部から直接連絡が行くようになっている。例えば７月１７日の突

風の際には、北部地域振興センターから直接地元の議員に連絡している。 

２ 災害の発生あるいは発生のおそれがある場合に、迅速に情報収集及び関係機関との情

報共有を図って初動対応を迅速に行えるようにするために、情報連絡室を設置して初動

体制の確保を図っている。設置基準は、県内で洪水注意報、大雪注意報、大雨警報等各

種警報が発令された場合、県外で震度６弱以上の地震が発生した場合、また、県内外で

大規模火災あるいは危険物の事故等の災害発生の際に設置される。さらに、県内で震度

５弱以上あるいは県内で台風直撃の際には、情報収集体制の中でも人数的な規模の大き

い災害即応室を設置する。また、震度６弱以上の地震あるいは気象に関する特別警報の

発令によって、災害対策本部を設置して全庁体制で情報収集及び災害対応を実施する。

４８回の内訳については、風水害が３６回、地震が３回、林野火災が１回、大雪が６回

となっている。台風第８号の接近及び千葉県北西部地震の発生時にはそれぞれ災害即応

室を設置している。 

 

危機管理課長 

３ 危機管理防災部の本庁課長級以上の職員は７人いるが、部長、副部長は１週間交代、
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５人の課長級も同じく１週間交代で２人ずつ当番週を決めている。当番週の場合は、公

舎若しくは自宅で、平日・土日も含め待機し、何かあった場合は直ちに危機管理防災セ

ンターに参集するという形となっている。令和３年度は７人中４人が公舎に入っていた。

令和４年度は１名が公舎に入っている。公舎に入らない職員は県庁からおおむね３０分

以内に参集できる場所に住んでいる。行動規制はあるが、非番週については息抜きでき

る体制を敷いている。 

 

金野委員 

１ 行政報告書１９３ページの自主防災組織の組織率について、全世帯数のうち、自主防

災組織の活動範囲に含まれている地域の世帯数の割合の記載がある。戸田市では町会に

自主防災組織が組織され、組織率は１００％だが、自治会加入率は６０％を切っている

状況で、実際の加入状況との差がある。どのように自主防災組織を組むか各市町村でば

らつきがあるが、実績値は全県でどのように算定しているのか。 

２ 行政報告書１９３ページの防災拠点となる公共施設の耐震化率について、防災拠点と

なる公共施設の耐震化率は９７％ということだが、防災拠点、支援拠点となる都市公園

や県立公園の防災環境の整備状況はどのようになっているのか。 

３ 行政報告書２０５ページ「（１）大規模災害等に対する初動体制の確保」について、

地震や大雨の被害として大規模停電が想定されるが、これに対してはどのように体制を

整えているのか。 

 

危機管理課長 

１ 自主防災組織の組織率については、消防庁が定義をしており、全世帯数のうち自主防

災組織の活動範囲に含まれている地域の世帯数の割合である。自治会の加入率には関係

ないので、１００％となっている。 

２ 都市公園や県立公園の耐震化率は危機管理防災部では把握していない。 

３ 大規模停電の体制について、県庁は７２時間分の石油系の非常用発電機を整備してい

る。さらに２，０００キロワットの中圧管の都市ガスも整備しており、県庁の災害対応

は問題ない。また、地域機関の支部もＬＰガス又は都市ガスの非常用発電機を整備して

おり、停電時にも対応できる体制を整えている。 

 

災害対策課長 

３ 危機管理防災センターでは２４時間３６５日職員が必ず１人はいる体制となっている

ため、その規模に合わせて少なくとも情報収集体制や待機班体制を敷くことができる。

規模が大きい場合には、災害対策課長に直接連絡がきて必要に応じて体制を拡大検討し

ていく。 

 

金野委員 

１ 自主防災組織の組織率について、活動範囲に含まれていればよいのか。 

２ 防災拠点として都市公園についてはどのような防災機能を持っているのか。また連携

はしていないのか。 

３ 課長本人宛てに直接連絡が行き、その本人が判断をするのか。それとも何らかの基準

があって連絡がいくのか。本人が連絡を受けられない場合は、組織としてどのような連

絡体制を整備するのか。 
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危機管理課長 

１ 自主防災組織の組織率については、そのとおりである。 

２ 危機管理課では防災拠点となる公共施設の耐震化率のみを対応している。災害対策本

部が立ち上がった場合は危機管理防災部が統括部として、県全体の対応等について本部

会議で情報共有を図るとともに、状況に応じて都市整備部・県営公園や市町村への対応

を実施していく。 

 

災害対策課長 

３ 大規模停電の際に誰がどのような判断をして体制を整えていくかについては、災害対

策課長にその職責がある。宿日直者が、災害対策課長の常時連絡可能な公用携帯電話に

直接連絡をする。何らかの事情で連絡が付かない場合は、副部長、部長に順次連絡がい

く。部全体の組織として対応できるようにしている。 

 

前原委員 

１ 要求資料１１で防災費の構成比について、令和２年度に比べて令和３年度は減少して

いるが、その理由は何か。特に消防防災費が減少している理由は何か。 

２ 要求資料１２の消防車両、消防職員の充足率について、職員の充足率が１００％を満

たしているのは、さいたま市と吉川松伏消防組合のみである。消防ポンプ車充足率では

最低は７１．４％の伊奈町、はしご車は充足率０が羽生市、蓮田市、伊奈町となってい

る。化学消防自動車の充足率は秩父広域市町村圏組合で０である。救急車の充足率の最

低が６６．７％で蕨市、三郷市、伊奈町となっている。この状況をどのように捉えるの

か。伊奈町については、令和４年９月定例会の警察危機管理防災委員会で上尾市と広域

化するとの報告を受けたが、令和３年度の消防車両と職員の充足率が不足している状況

についてどう捉えているのか。 

３ 要求資料１６の東日本大震災の対応について、「民間賃貸住宅借り上げ制度の実施状

況」の中の受入者数が減ってきている。様々な理由があると思うが、令和２年度は５３

戸で１０１人だったものが令和３年度は４６戸で８６人となっている。県営住宅の入居

者数は４人となっている。これにはどういった背景があるのか。 

４ 要求資料１９の防災訓練の住民参加について、防災訓練の目的が達成されていないこ

との把握と令和３年度の指導や援助は何を行ったのか。 

５ 行政報告書１９３ページ「２ 危機管理体制の強化」、２０５ページ「（６）新型コ

ロナウイルス感染症対策の取組」について、令和３年度のコロナ禍の中で現地調査を実

施したとあるが内容はどのようなものだったのか。 

 

危機管理課長 

１ 平成３０年度から令和２年度まで３か年で地上系防災行政無線の施設の再整備事業を

行ったが、それが令和２年度で終了したことで令和３年度は減となった。 

４ 緊急事態宣言やまん延防止等重点措置期間が半年以上あったことから、訓練の実施や

参加が難しい状況であった。自主防災組織については県に指導権限はないが、令和４年

度は新型コロナウイルス感染症関係の行動制限等がないので、なるべく実施するよう促

している。 

５ 令和３年１月１６日から令和３年１０月２４日まで飲食店等への時短要請を行ってい

た関係で、夜間の見回り、外観目視による飲食店の営業状況を委託調査した。また今年

の１月２１日から３月２１日までについてもまん延防止等重点措置期間ということで
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同様の委託調査を行った。県内の主な繁華街を中心に１４６エリアで、１日当たり委託

業者１０人、１人当たり１００店舗という形で１日１，０００件実施した。令和３年１

月１６日から令和３年１０月２４日までの期間での調査件数が延べ約３４９，０００店

舗、今年の１月２１日から３月２１日までで延べ約７５，０００店舗、合計で延べ約４

２４，０００店舗の外観目視調査を実施した。その中で協力いただけないところについ

ては、文書、県の職員による訪問、要請、命令、それでも協力いただけなかったところ

については裁判所への過料事件通知ということで手続を行った。 

 

消防課長 

２ 消防車両や消防職員の充足率については、消防庁の告示で「消防力の整備指針」に基

づいて算出された数字に対する実際の充足状況であるが、この指針に定める施設や人員

を目標として地域の実情に即した適切な消防力を整備することが求められている。各消

防組合、一部事務組合とも、整備指針の内容は承知した上で、地域の実情等を踏まえて、

職員数については条例定数で定めている。県としては充足率１００％が理想であるが、

市町村が自主的に定めるものである。そこで県の役割としては、大きな災害が発生した

際には、消防機関同士の相互応援の仕組みを整えることであり、相互応援の仕組みの体

制は既に確立されている。また、特別機動援助隊といった特殊な部隊も県で運用してお

り、大規模災害時には出動できることになっている。伊奈町では、充足率の低い項目は、

広域化によって全て充足率１００％になる。市町村は小規模な本部が多いため、引き続

き消防の広域化の重要性について情報提供を行い、市町村の自主的な取組を支援してい

く。 

 

災害対策課長 

３ 令和２年度と比較して減少していることについては、震災から１１年が経過したとい

う時間の流れの中で、被災者のそれぞれの生活再建が進み、自立しているという理解を

している。 

 

前原委員 

生活再建が進んでいるという説明があったが、現在居住している人が期限だからという

理由で追い出されてしまうような状況にはならないという理解でよいか。 

 

災害対策課長 

この借上げ制度はもともと災害救助法に基づくもので、期間を延長している状況である。

国と福島県で相談し延長が決まると、福島県から本県に延長の要請がなされる。本県とし

ては、福島県から要請が続く限り真摯に協力していく。 

 

辻委員 

１ 行政報告書の２１４ページ、女性や大学生など多様な人材の消防団への加入促進につ

いて、消防団員数は微減傾向だが、学生と女性消防団員は増加傾向にある。一方女性消

防団員の多くは地域単位の分団とは別に女性消防団を組織し、火災予防の普及啓発や救

急救命講習など消火活動以外の活動に従事するケースが大多数である。消防吏員では女

性消防士として活躍しているように、消防団の消火活動にも可能な女性が参加できるよ

う道を開いていく必要がある。県内の消防団で女性消防団員が地域の分団で消火活動に

参加している例があるのか。また、女性団員の活動範囲を拡大していく取組、考えはあ
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ったのか。 

２ 行政報告書２０２ページの東日本大震災被災者への県営住宅及び民間賃貸住宅の提供

については、期限があるのか。 

 

消防課長 

１ 県内の状況であるが、多くの消防団では女性消防団員は消火活動を行っていない。県

の調査によると、さいたま市や川口市、小鹿野町など７市町の消防団では女性消防団員

が消火活動に従事している。本県としても性別に区別なく、できる方は消火活動に参加

していただければと考えている。そういった意味でも女性消防団員の加入促進は極めて

重要なことであるため、今後も引き続きＰＲ活動に努めるとともに、実際に消火活動に

従事している消防団員の事例などをほかの市町村に情報提供するなどして女性消防団

員の加入促進につなげていきたい。 

 

災害対策課長 

２ 災害救助法では応急仮設住宅の供与の実施期間は２年以内と決まっているが、内閣総

理大臣の承認を得てこれを延長できる定めになっている。この定めを使って毎年度福島

県が内閣府と協議し、供与期間延長の決定を行っている。令和４年度も既に協議が行わ

れており、福島県からの避難者への応急仮設住宅の供与は令和６年３月末まで延長され

ている。令和６年４月以降の供与は今後の判断となる。 

 

辻委員 

１ 女性消防団員が消火活動を実施している市町村での課題などについて、県が把握して

いるのか。 

２ 帰宅困難区域が解除されているのに帰らない人が埼玉県にいられなくなることも考え

られるのではないか。その辺りの判断は国と福島県で決めていくしかないのか、それと

も、様々な事情があって帰れない方に対しては埼玉県として何か措置ができるのか。 

 

消防課長 

１ 女性消防団員が消火活動に従事している消防団での課題は体系的には把握していない

が、トイレや更衣室などの問題は課題となっていると考えている。トイレや更衣室など

の施設整備については、国の起債措置などが活用できると聞いているので、市町村から

相談があれば、国の財政支援措置の紹介や先行事例と共に市町村を支援していく。 

 

災害対策課長 

２ 現在は帰宅できない区域となっている福島県の大熊町、双葉町から避難されている方

への供与ということになっているため、その２町以外の方はいない。 


